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様式１－１－１ 中期目標管理法人 年度評価 評価の概要様式 

１．評価対象に関する事項 

法人名 独立行政法人国際交流基金 

評価対象事業年度 年度評価 令和４年度（第５期） 

中期目標期間 令和４～８年度 

 

２．評価の実施者に関する事項 

主務大臣 外務大臣 

 法人所管部局 大臣官房（外務報道官・広報文化組織） 担当課、責任者 広報文化外交戦略課長   石井 秀明 

文化交流・海外広報課長 津田 陽子 

 評価点検部局 大臣官房（考査・政策評価官室） 担当課、責任者 考査・政策評価室長 木村 泰次郎 

 

３．評価の実施に関する事項 

１．監事からの意見聴取（７月１３日） 

２．外務省評価アドバイザーに対する業務実績説明会（８月１日） 

 

４．その他評価に関する重要事項 

項目別自己評価書記載事項の扱いを以下のとおりとする。 

（１）「２．主要な経年データ」の「①主要なアウトプット（アウトカム）情報」 

ア．定量的指標及び関連指標の計画値、実績値、達成度を記載。 

（２）「２．主要な経年データ」の「②主要なインプット情報」 

ア．人件費については、「予算額」「決算額」には含まず、「経常費用」には含む。 

イ．海外事務所における事業費・従事人員数は含まない（No.５を除く）。 
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様式１－１－２ 中期目標管理法人 年度評価 総合評定様式 

１．全体の評定 

評定 

（Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄ） 
Ａ：全体として中期計画における所期の目標を上回る成果が得られていると認められる。 

（参考）本中期目標期間における過年度の総合評定の状況 

令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

Ａ     

評定に至った理由 以下を踏まえ、「Ａ」評定とした。 

・「国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項」のうち評定を付する６項目に関し、「Ａ」評定３項目、「Ｂ」評定３項目となり、一部に新型コロナウイルス感染症の影響が残る

中、半数の３項目で所期の目標を上回る成果が得られていることに加え、「業務運営の効率化に関する事項」「財務内容の改善に関する事項」「その他業務運営に関する重要事項」に属する項目のうち、

No.７「組織マネジメントの強化」、No.９「業務の電子化」、No.11「外交上の重要地域・国を踏まえた機動的、戦略的な事業実施」、No.14「デジタル化の推進」で所期の目標を上回る成果が得られている

ほか、残りの項目についてすべて所期の目標を達成していると認められたため。 

・法人全体の信用を失墜させる事象、中期計画に記載されている事項以外の特筆すべき業績等、全体評定に影響を与える事象はなかった。 

 

２．法人全体に対する評価 

法人全体の評価 国際交流基金は独立行政法人国際交流基金法に基づき、我が国に対する諸外国の理解を深め、国際相互理解を増進し、文化その他の分野において世界に貢献し、もって良好な国際環境の整備並びに我が

国の対外関係の維持発展に寄与することを目的とし、各種の国際文化交流事業を実施している。 

第５期中期目標期間の初年度となる令和４年度は、地域によって差はあるものの、新型コロナウイルス感染症の流行が一定の落ち着きを見せ始め、各種制限が緩和される中、基金においても人の往来を

伴う事業や対面での催しを徐々に再開することができた。他方で、コロナ禍で最大限活用したオンラインによる取組も、リアル開催の代替ツールからその補完・補強ツールへと役割に変化を持たせつつ継

続し、時間的・地理的な制約にとらわれない特性を生かしてリーチ層や事業効果の拡大を図った。また事業の計画・実施に当たっては、引き続き外務省・在外公館との緊密な連携により各国・地域の状況

把握に努め、情報交換を行いながら国際文化交流事業を着実に進めた。 

主要な事業実績は以下のとおりである。 

 

ア．文化芸術交流事業【重要度：高】 

文化芸術交流分野においても、従来型のオンサイトで行う事業とオンラインを活用した事業を柔軟に組み合わせて、日本の文化芸術の多様な魅力を世界に紹介した。 

舞台公演では、震災復興を機に交流が続いているイスラエルのバンドと東北出身のミュージシャンによる日・イスラエル外交関係樹立 70周年記念公演、マレーシアの東方政策 40周年に併せたアニソン

コンサート、全米桜祭りオープニング公演等、インパクトと規模感のある催しを複数実施し、1公演あたり 900 人以上を集客した。美術分野では、日中国交正常化 50 周年を記念して日本現代建築展を開催

したほか、ヴェネチア・ビエンナーレ国際美術展では、最先端のテクノロジーも交えて日本館の展示を主催した。また、陶芸や工芸から現代美術・デザインまで幅広い内容の巡回展を 47か国・地域 73都

市で開催し、総計 28 万人の来場を得た。さらに日本映画の紹介においても、令和４年度は多くの国・地域で集客型の上映を再開し、69 か国・地域の約 14万人に日本映画を生で楽しむ機会を提供した。 

一方、オンラインを活用した事業として、日本の優れた舞台公演作品のオンライン配信プロジェクト「STAGE BEYOND BORDERS」では、2023 年３月までに 69 作品を最大 10 言語の字幕付きで配信、同月末

時点での累計アクセス数は 137 か国 1,800 万件超となり、地理的事情により通常時でもリーチが難しい国・地域からも多くのアクセスを記録する等、オンラインの利点を活かした好事例となった。また、

日本の美術や美術館を上質な映像で紹介するポータルサイト「Doors to Arts of Japan」の累計視聴回数が 245 万回に達したほか、地方のミニシアターに焦点を当てた日本映画の特集配信企画では 113 か

国・地域から視聴があった。さらに、海外のテレビ局を対象とした「放送コンテンツ等海外展開支援事業」でも、令和４年度中に 93か国で 714 番組の放送を実現した。 

 

イ．日本語教育事業【重要度：高】【困難度：高】 

 日本語教育事業では、各国・地域の状況を踏まえた質の高い日本語教育が安定的に行われるよう、日本語専門家派遣（41か国 118 ポスト及び米国 12 ポスト）、日本語教師に対する研修事業（オンライン

も活用し 1.6 万人超が参加）、各日本語教育機関の活動に対する助成事業（63 か国・地域 348 件）等、学習基盤の整備に資する各種取組を実施した。 

また、経済連携協定（EPA）に基づく我が国への看護師・介護福祉士受入れ促進のための訪日前日本語研修、日本語国際センターや関西国際センターでの研修では、オンラインも併用しながら対面による

授業を再開し、教師や学習者のレベルアップを図った。一方、オンラインで日本語を学習できるウェブサイトや eラーニング教材についても引き続き高い需要が見込まれることから、コンテンツの拡充や

多言語化を図り、例えば日本での生活や仕事に必要な基礎的な日本語を学ぶためのウェブ教材『いろどり 生活の日本語』が国内外から約 298 万件のページビュー数を記録したほか、多彩な eラーニング

コースを提供するプラットフォーム「JF にほんご eラーニングみなと」の利用登録者は世界 201 か国・地域の 35万人余にのぼった。 

2 



 

 

 

「文化の WA（和・環・輪）プロジェクト～知り合うアジア～」による日本語パートナーズ派遣事業では、長期・短期・大学連携派遣を含め計 279 名を９か国・地域 312 機関へ派遣するとともに、帰国後

のフォローアップとして感謝状贈呈式・交流会や懇親会を実施し、パートナーズ経験者のネットワーク構築の機会創出を通じて今後の活動を後押しした。 

学習者の能力を総合的に測る試験として国内外で広く活用される日本語能力試験は、実施可能な試験地の数が徐々に回復し、通年で 88か国・地域 236 都市で実施、受験者数は 45万人にのぼった。また

「外国人材向け日本語事業」の一環として 2019 年４月に開始した国際交流基金日本語基礎テスト（JFT-Basic）は、現地情勢により中止していたミャンマーで試験を再開するとともに、新たにバングラデ

シュでも開始し、海外 11 か国及び日本国内における年間受験者数は 46,632 人（令和３年度実績：30,596 人）となった。同試験については、基金海外事務所による広報活動や現地日本語教師向けセミナ

ー・ワークショップ等の開催を通じて試験の周知や合格者数の増加に向けた努力を継続して、政策的・社会的要請にも応えることができた。 

 

ウ．日本研究・国際対話事業【重要度：高】 

海外の日本研究の推進及び支援事業では、日本研究基盤整備（９か国・地域 20 機関）、日本研究プロジェクト助成（18 か国 21 件）を通じて各国の日本研究の基盤整備に努めたほか、ネットワーク形成

支援事業（主催６件、助成 21件）により、国の垣根を超えた研究者間の関係強化や学会等の横断組織の活動支援を促した。また日本研究フェローシップでは、コロナ禍で来日を延期していた研究者を含め

て新たに 34 か国・地域 84 人が来日し、前年度からの滞在者と合わせて計 217 人に訪日研究の機会を提供した。終了後のアンケートでも回答者全員から「有意義だった」との反応があり、基金の支援が評

価された。 

新設した「国際対話部」が主管する国際対話・ネットワーク形成の推進事業では、国際的重要課題等についての対話や協働を進め、それらを担う次世代人材の育成と国際的ネットワークの形成を目的と

した事業を実施した。日本 ASEAN 友好協力 50 周年記念国際シンポジウムでは、東南アジアを代表する知識人等 13 名が日本の有識者と意見を交わし、オンラインやアーカイブでの視聴者を含めのべ 1,000

人以上が参加して、同周年の機運を高めた。また、米国の政策・世論形成への関与が期待される中堅・若手世代の日本専門家を対象とした人材育成事業を実施し、訪日プログラムを通じて日米間の諸課題

への理解の深化を促したほか、中国の知識人層に訪日機会を提供し、日本の各界有識者との交流機会を創出することで、参加者の日本理解を促した。さらに、市民・草の根レベルの相互理解増進事業とし

て、米国に対して草の根交流コーディネーターを過去最多の 10 名派遣し 58,204 人へのリーチを実現したほか、900 人近くの日中高校生が参加する対話・協働プログラムを実施し、両国の若年層の相互理

解や信頼関係の促進・醸成に努めた。 

 

エ．デジタル化の推進【重要度：高】【困難度：高】 

令和４年度は、動画配信やｅラーニング教材の提供等これまでの ICT 活用経験を活かしつつ、コロナ禍の期間に培った新たなノウハウや、対面との併用によるハイブリッド形式等の発展的手法も用いて、

事業効果の増幅とリーチ層の拡大に努めた。 

また、事業実施を支える内部のシステム環境についても、完全クラウド化の次世代 IT 環境として「JF-Cloud」を稼働させ、国内外全拠点の情報セキュリティ対策の標準化を実現した。高度にセキュアな

この環境の下で、新たに電子決裁・文書管理システムや公募申請受付システムを導入して、従来の紙での処理を電子化したことで、ガバナンスを担保しながら、より迅速な意思決定や効率的な文書管理、

利便性の高い申請手続が可能になった。また、全拠点が統一的な IT 環境下で共通のコミュニケーションツールにアクセス可能となったことで、国内と海外との連絡手段や参照すべきプラットフォームが

統一され、機動的かつ途切れなく連携・情報共有できる体制が実現した。 

 

オ．その他 

その他、業務運営の効率化、財務内容の改善、業務運営に関する重要事項では、No.７「組織マネジメントの強化」、No.９「業務の電子化」、No.11「外交上の重要地域・国を踏まえた機動的、戦略的な事

業実施」【重要度：高】、No.14「デジタル化の推進」【重要度：高】【難易度：高】（上記ア．参照）が所期の目標を上回る成果をあげたほか、残りの項目において年度計画における目標を着実に実行し、安

定的かつ効率的に組織運営を行った。 

全体の評定を行う上で特に考

慮すべき事項 

なし 

 

３．項目別評価における主要な課題、改善事項など 

項目別評定で指摘した課題、改善事項 特になし 

その他改善事項 特になし 

主務大臣による改善命令を検討すべき事項 特になし 
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４．その他事項 

監事等からの意見 １．基金の業務は、法令等に従い適正に実施され、また、中期目標の着実な達成に向け効果的かつ効率的に実施されているものと認める。 

２．内部統制システムに関する業務方法書の記載内容は妥当であると認める。また、内部統制システムに関する理事長の職務の執行について、指摘すべき重大な事

項は認められない。 

３．役員の職務の執行に関する不正の行為又は法令等に違反する重大な事実は認められない。 

４．会計監査人ＰｗＣあらた有限責任監査法人の監査の方法及び結果は妥当であると認める。 

５．事業報告書は、法令等に従い、基金の状況を正しく示しているものと認める。 

６．給与水準の状況については、勤務地域及び専門性を考慮して妥当と認める。 

７．随意契約の適正化を含めた入札・契約の状況については、調達等合理化計画や契約監視委員会の審議等を踏まえて継続的な改善の取組がなされていると認め

る。 

８．理事長の報酬水準については、事業内容の特性及び他法人の参考事例等を踏まえて、妥当と認める。 

９．保有資産の見直しについては、適切に行われていると認める。 

その他特記事項 有識者からの主な意見の概要は以下のとおり。  

(No.1 文化芸術交流事業の推進及び支援) 

令和 4 年度の国際間展覧会実施は、準備期間がコロナ禍下となり、輸送費の高騰などもあり困難があったと思われるが、大型の展示を実現されたことは評価でき

る。 

 

(No.2 海外における日本語教育、学習の推進及び支援) 

現地のものを含めた日本語教材作成への助成、日本語教師への再教育機会など多面的に高く評価できる。経験者のネットワーキング努力も認められる。ただし、優

れたメニューを用意しているにもかかわらず、アクセス数や販売部数を見る限り、成果は穏当な範囲に留まっており、さらにアウトリーチをすべきだろう。 

 

(No.3 海外日本研究及び国際対話・ネットワーク形成の推進及び支援) 

各国で日本研究拠点機関をどう増やしていけるのかという課題がまだ残されている。資金不足の問題は理解しているが、戦略的にみれば欧州や東南アジア、ラテン

アメリカ、アフリカ等に拠点を広げていくと同時に、重要と判断する拠点に重点配分をするなどの発想で望むべきだろう。フェローシップは新しい制度設計を含め

順調な進展が認められるが、こちらに関しては、出身・就学地域やキャリアステージでの選択性をむしろ強めず、包摂的な制度設計が望ましいことに留意して欲し

い。またフェローシップや拠点を活用したネットワーク作りにおいては、バイラテラルな関係だけでなく、地域毎、また世界的に繋ぐ機会を可能な限り多く設けて

欲しい。なお用意したプログラムの参加者数や視聴数は多いとは言えず更なる努力を求めたい。 

 

(No.12 内部統制の充実・強化) 

昨今、内部統制制度の充実・強化の観点から、独立行政法人の各部門の業務プロセスごとの事務リスクを評価し対応するために、業務フローチャート、業務記述

書、RCM（Risk Control Matrix）を整備するところも増えている。現状の業務フローを既知のものとしたうえで RCM を整備し、リスク評価及び対応をすること

を検討してもよいのではないか。 

 

(No.14 デジタル化の推進) 

情報セキュリティ対策の強化として「JF-Cloud」の導入・稼働が開始され、政府統一基準を上回る高いセキュリティ水準が実現され、政府における情報セキュリテ

ィ監査が有効に機能している成功事例として非常に意義を有するものと考える。 

 

  

4 



 

 

 

様式１－１－３ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定総括表様式 

中期計画（中期目標） 年度評価 
項目別

調書№ 
備考 

 中期計画（中期目標） 年度評価 
項目別

調書№ 
備考  令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

  令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

Ⅰ．国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項  Ⅱ．業務運営の効率化に関する事項  

 文化芸術交流事業の推進及び支援 Ａ〇     No.１    組織マネジメントの強化 Ａ     No.７  

海外における日本語教育、学習の推進

及び支援 
Ａ〇     No.２ 

  業務運営の効率化、適正化 
Ｂ     No.８ 

 

海外日本研究及び国際対話・ネットワ

ーク形成の推進及び支援 
Ａ〇     No.３ 

  業務の電子化 
Ａ     No.９ 

 

国際文化交流への理解及び参画の促進

と支援 
Ｂ     No.４ 

  Ⅲ．財務内容の改善に関する事項 

海外事務所等の運営 Ｂ     No.５    財務内容の改善 Ｂ     No.10  

特定寄附金の受入による国際文化交流

活動（施設の整備を含む）の推進 
Ｂ     No.６ 

 Ⅳ．その他の事項 

 
      

   外交上の重要地域・国を踏まえた

機動的、戦略的な事業実施 
Ａ〇     No.11 

 

           内部統制の充実・強化 Ｂ     No.12  

          安全管理 Ｂ     No.13  

          デジタル化の推進 Ａ〇     No.14  

※１ 重要度を「高」と設定している項目については、各評語の横に「○」を付す。 

※２ 困難度を「高」と設定している項目については、各評語に下線を引く。 

※３ 「項目別調書 No.」欄には、令和４年度の項目別評定調書の項目別調書 No.を記載。 
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様式１－１－４－１ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

No.１ 文化芸術交流事業の推進及び支援 

業務に関連する政策・施策 基本目標：Ⅲ 広報、文化交流及び報道対策 

具体的施策：Ⅲ－１－４ 国際文化交流の促進  

当該事業実施に係る根拠（個別法

条文等） 

独立行政法人国際交流基金法第 12条 

当該項目の重要度、困難度 【重要度：高】  

世界の主要国がパブリック・ディプロマシーにより一層力を入れるようになる

中、我が国への理解や良好なイメージの構築の必要性が高まっていることを踏ま

え、基金は、文化芸術交流事業分野において、これまで培ったネットワークを維

持・発展させるような事業展開を引き続き求めるのみならず、コロナ禍の影響等

により生じている世界各国の状況変化に対応し、オンラインも効果的に活用した

事業実施等、戦略的な事業展開を行うことが必要である。 

関連する政策評価・行政事業レビ

ュー 

令和５年度政策評価、行政事業レビューシート番号は未定 

 

２．主要な経年データ 

 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 
指標等  達成目標 基準値 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

 
令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

【指標１－２】 

公演来場者数 

計画値 

１公演 

あたり 

平均 

500 人 

以上 

平成 24～

令和元年度

の実績平均

値程度（１

公演あたり

530 人） 

500 人     

 
予算額 

（千円） 
2,266,194     

実績値 937 人     
決算額 

（千円） 
1,589,363     

達成度 187％    
 

 

経常費用 

（千円） 
1,604,955     

【指標１－３】 

映画上映会 

視聴者数 

計画値 

１プロジェ

クトあたり

平均 1,800

人以上 

平成 24～

令和２年度

の実績平均

値（１プロ

ジェクトあ

たり 1,784

人） 

1,800 人     
経常利益 

（千円） 
88,422     

実績値 2,051 人     
行政コスト 

（千円） 
1,613,142     

達成度 114％     従事人員数 33     

【指標１－４】 

放送コンテンツ海

外展開事業におい

て、59 か国以上、の

計画値 

放送コンテ

ンツ海外展

開事業にお

いて、59

令 和 ３ 年

10 月末時

点の見込に

基づき設定 

40 か国以

上 、 の べ

400 番組以

上 

   

- 

(R7 で 

終了) 
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べ 600 番組以上の

提供 実績値 

か国以上、

のべ 600 番

組以上の提

供 

93 か国、の

べ 714 番組 
   

- 

(R7 で 

終了) 

達成度 179％    

- 

(R7 で 

終了) 

主催事業実施件数 実績値 

 平成 29～

令和２年度

実績平均値 

148 件／年 

181 件    

 

 主催事業における

報道件数 
実績値 

 
 2,361 件    

 

日本祭り開催支援

事業の来場者・参

加者アンケートに

おいて対日関心喚

起、日本理解促進

を測る項目の５段

階評価で上位２つ

の評価を得る割合 

実績値 

 

 93％    

 

日本映画祭視聴者

における初参加者

の割合 

実績値 

 

 52％    

 

※ ５段階評価のアンケートで上位２つの評価を得た割合 

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 （１）文化芸術交

流事業の推進及

び支援 

多様な日本の

文化及び芸術を

海外に紹介し、ま

た双方向型の事

業を実施するこ

とにより、文化や

言語の違いを超

えた親近感や共

（１）文化芸術交

流事業の推進及

び支援 

多様な日本の

文化及び芸術を

海外に紹介する

事業、また双方向

型の交流事業を

通じて、文化や言

語の違いを超え

た親近感や共感

（１）文化芸術交

流事業の推進及

び支援 

文化や言語の

違いを超えた親

近感や共感を醸

成し、海外におけ

る対日関心の喚

起と日本理解の

促進に寄与する

ことを目的とす

＜主な定量的指

標＞ 

【指標１－２】公

演来場者数 １公

演 あ た り 平 均

500 人以上 

 

【指標１－３】映

画上映会視聴者

数 １プロジェク

＜主要な業務実績＞ 

令和４年度は新型コロナウイルス感染症の流行が一定の落ち着きを見せ始め、各種制限も徐々

に緩和されたことから、事業実施地の状況や制約に十分留意しながら、人の往来や集客を伴う事業

を再開することができた。コロナ禍において拡充したコンテンツや培ったノウハウを活かし、従来

型のリアルな事業とオンラインを活用した事業を柔軟に組み合わせて、日本文化の多様な魅力を

効果的に紹介する事業を全世界対象に実施した。 

 

（１）公演等の実施又は支援 

ア．公演の実施 

（ア）主催公演 

中国、イタリア、フランスの３か国において、大型公演３件を実施した。なかでも、日中国交正

＜評定と根拠＞ 

評定 Ａ  

根拠： 

【量的成果の根拠】  

 ３つの定量指標のうち、

【指標１－２】【指標１－４】

はいずれも対目標値 120％以

上（それぞれ 187％と 179％の

大幅達成）となった。【指標１

－３】についても、対目標値

114％を達成した。 

評定 Ａ 

＜評定に至った理由＞ 

１ 総論 

３つの定量指標にお

いて目標値を上回る達

成をし、定性評価につい

ては、来場者・参加者ア

ンケート回答者の９割

以上が対日関心喚起と

日本理解促進に資する

事業であると評価し、こ



 

8 
 

感を醸成し、海外

における対日関

心の喚起と日本

理解の促進に寄

与することが必

要である。そのた

め、我が国の舞台

芸術、美術、映画、

文学等を海外に

紹介する事業、国

際共同制作や人

物交流等を含む

双方向型及び共

同作業型の事業

を実施又は支援

する。 

これらの実施

に際しては、外交

政策上の必要性

を念頭に、相手国

との交流状況、各

国における日本

文化・芸術に対す

る関心や文化施

設等の整備状況

等も踏まえ、事業

のインパクトや

波及効果を高め

るよう留意し､こ

れまで基金の事

業に参加したこ

とがなかった層

への働きかけ強

化を含め対日関

心層の拡大を図

る。また、日本国

内外において、情

報の収集やネッ

トワーク形成を

を醸成し、海外に

おける対日関心

の喚起と日本理

解の促進に寄与

する。同時に、国・

地域を越えた専

門家同士の交流

や共同制作、共同

作業を積み重ね

ることで文化・芸

術の各分野で強

固なネットワー

クを構築する。事

業の実施に当た

っては、外務本省

や在外公館と連

携して、外交との

連動を十分に意

識した事業展開

を行う。 

なお、「物価高

克服・経済再生実

現のための総合

経済対策」（令和

４年 10 月 28 日

閣議決定）の一環

として、令和４年

度補正予算（第２

号）により追加的

に措置された運

営費交付金の一

部については､映

像コンテンツ海

外展開事業に活

用する。 

 

・公演等の実施

又は支援 

日本文化諸分

る日本文化芸術

紹介事業、また、

文化芸術分野で

のネットワーク

構築、深化を目的

とする、専門家同

士の交流事業や

共同制作、共同作

業型事業を、我が

国の外交上の要

請にも配慮しつ

つ、以下のように

実施する。 

なお、「物価高

克服・経済再生実

現のための総合

経済対策」（令和

４年 10 月 28 日

閣議決定）の一環

として、令和４年

度補正予算（第２

号）により追加的

に措置された運

営費交付金の一

部については､映

像コンテンツ海

外展開事業に活

用する。 

 

・公演等の実施

又は支援 

海外において、

日本文化諸分野

の専門家や芸術

家による舞台公

演等を実施する。

事業の実施に当

たっては、事業の

インパクトと波

ト あ た り 平 均

1,800 人以上 

 

【指標１－４】放

送コンテンツ海

外展開事業にお

いて、59 か国以

上、のべ 600 番組

以上の提供 

 

＜その他の指標

＞ 

【指標１－１】主

催事業の実施に

よる対日関心喚

起、日本理解促進

状況 

（関連指標） 

・主催事業実施

件数（平成 29～

令和２年度実績

平均値 148 件／

年） 

・主催事業にお

ける報道件数 

・日本祭り開催

支援事業の来場

者・参加者アンケ

ートにおいて対

日関心喚起、日本

理解促進を測る

項目の５段階評

価で上位２つの

評価を得る割合 

・主催事業の目

的達成度に関す

る外部評価 

 

【指標１－３】 

常化 50 周年事業における主要事業の一つであったミュージカル「フィスト・オブ・ノーススター

～北斗の拳～」は、現地での新型コロナウイルス感染症の流行に伴う制限継続に伴い、実施方式を

当初計画していた公演団の派遣から字幕付きオンライン配信に切り替え、2023 年１月に中国対象

の限定配信を２回に分けて実施した。中国で絶大な人気を誇る平原綾香と May'n のダブルキャス

ト、音楽を手掛けた米国の作曲家フランク・ワイルドホーン、振付を担当した中国舞踊界の第一人

者である顔安、ダンスシーンを担った中国人ダンサー５名が参画して制作された本作品は、２回

の配信を約 28,000 人が視聴した。SNS 上の反響も大きく、全視聴者数の約４分の１にあたる 6,951

件のリアクションがあった。 

 

（イ）日本祭り開催支援 

各地での大規模日本関連イベントのハイライトとなる「日本祭り」の開催支援事業では、４か国

を対象国とし、計８都市で公演事業を実施した。 

 

事業 概要 

全米桜祭りオープニン

グ公演 

 

・ワシントン D.C.で毎年開催される全米桜祭り（National Cherry 

Blossom Festival）に、今回は、奄美大島の唄者・里アンナとドラマ

ー・佐々木俊之のユニット、マリンバ奏者・ミカ・ストルツマン、米

国で活躍中のジャニーズユニット Travis Japan を派遣し、開会式に

て公演を行った。 

・会場では 1,960 名が参加し、オンラインでのライブ配信視聴者数は

10 万人を超えた。主要メディアでも取り上げられたほか、SNS へのリ

アクションは 1,700 件以上、記事の共有にも 1,000 件を超えるリアク

ションがある等大きな反響があり、米国で開催される最大規模のフェ

スティバルでの公演を通じて、現地の一般市民に対して幅広いジャン

ルの日本文化紹介イベントを実現することができた。 

東方政策 40 周年記念 

「鈴木このみスペシャ

ルライブ in Malaysia」 

・コロナ禍以来３年振りに開催されたマレーシア最大のコミック・ア

ニメファン対象イベント、コミック・フィエスタの公式プログラムに

アニソンシンガー・鈴木このみを派遣し、公演と交流会を実施。2,000

人の観客を動員する盛況ぶりで、マレーシアの国旗をイメージした衣

装やマレーシアの民謡を一緒に歌う時間を設ける等、参加者に親しみ

やすい工夫も好評を博した。 

・公演前から反響が大きく、SNS 上での事業告知の投稿に対しては

6,420 件のリアクションが付いた。交流会についても 120 人の定員に

対し 1,753 人の応募がある等、注目度の高さを窺わせた。 

・アーカイブ動画配信については（１）イ．（ア）参照。 

日・イスラエル外交関係

樹立 70 周年記念公演

「 Boom Pam & The 

Spirit of Tohoku」 

・世界的に著名な舞台芸術祭イスラエル・フェスティバル（於：エル

サレム）及びイスラエル日本祭り 2022（於：テルアビブ）に、宮城県

南三陸町に伝わる郷土芸能である行山流水戸辺鹿子躍と東北出身の

ミュージシャンを派遣し、イスラエルの人気ロックバンドと共演する

【質的成果の根拠】 

定性指標【指標１－１】主

催事業の実施による対日関

心喚起、日本理解促進状況 

 

関連指標 

（再掲） 

結果 

・主催事業実施

件数 

181 件 

・主催事業にお

ける報道件数 

2,361

件 

・日本祭り開催

支援事業 来場

者・参加者アン

ケート「対日関

心喚起、日本理

解促進」５段階

評価で上位２つ

の評価を得た割

合 

93％ 

・日本映画祭視

聴者における初

参加者の割合 

52％ 

 

ア．外交上重要な機会におけ

る大型事業 

 我が国との外交関係樹立

等、両国間の関係における重

要な出来事からの節目とな

る機会に、重点的な交流事業

を実施することで二国間の

関係強化や対日理解促進を

図ることを目指し、主に以下

の事業を展開した。 

 

「日本祭り開催支援事業」

では、東方政策 40周年記念事

業として、東南アジアのアニ

メ・漫画・ゲームイベントの

れは過去実績に比して

も、初めて９割を上回っ

たという高数値である。

また、ウィズコロナ時代

に移行し、実地型の事業

実施が本格的に再始動

するとともに、コロナ禍

において培われたオン

ラインによる情報発信

事業も継続・強化され、

文化事業の活動域が拡

充されており、実施され

た事業が総じて現地に

おいて好評価を得てい

ることから、基金による

自己評価のとおり、Ａ評

価が適当。  

 

２ 外交上重要な機会

における大型事業  

各国におけるコロナ

対応を適切に見極めつ

つ、周年の機会を捉えて

予定されていた主催公

演や日本祭り支援事業

といった大型事業は、ほ

ぼ実地型事業として開

催され、各会場を満員に

する高い集客数を得て

開催され、また、一部の

公演はその後 JF の You 

Tube チャンネルでの配

信により数十万名のビ

ューを記録しており、大

いに評価できる。 

また、コロナの影響が

長期化した国において

は、一部の都市での主催

展示の中止や、公演を実
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行い、効果的な事

業の実施につな

げる。 

 

野の専門家や芸

術家による舞台

公演等を実施又

は支援する。実施

に当たっては、事

業のインパクト

や波及効果を高

めるよう留意す

る。 

 

・展覧会の実施

又は支援 

日本国内外の

美術館・博物館等

との共催による

日本美術・文化に

関する展覧会の

実施、基金が制作

した巡回展セッ

トの諸外国への

巡回、海外で開か

れる国際展への

日本側主催者と

しての参加や、我

が国の美術や文

化を紹介する展

覧会を実施する

海外の美術館・博

物館への支援を

実施する。 

 

・日本映画上映

会の実施及び支

援  

海外において

映画フィルム及

びデジタル上映

素材、又は必要に

応じてオンライ

及効果を高める

よう留意し、１公

演あたりの平均

来場者数 500 人

以上の達成を目

標とする。加え

て、舞台芸術分野

における国際共

同制作事業を推

進する。また、舞

台公演等の文化

芸術事業を実施

する目的で海外

に渡航する芸術

家等に対して支

援を行う。 

 

・展覧会の実施

又は支援 

海外において、

日本美術・文化に

関する展覧会を

実施するととも

に、展覧会セット

の制作とその諸

外国巡回を行う。

加えて、国際展に

日本側主催者と

して参加する。ま

た、日本の美術・

文化を紹介する

展覧会を行う海

外の美術館・博物

館や、日本美術紹

介のために基盤

整備を必要とす

る欧米の美術館・

博物館に対して

支援を行う。 

（関連指標） 

・日本映画祭視

聴者における初

参加者の割合 

 

＜評価の視点＞ 

【指標１－１】文

化芸術交流事業

の成果の質的側

面については、相

手国との交流状

況やニーズ等を

的確に踏まえた

案件形成が行わ

れたか、新たな対

日関心層の掘り

起こしにつなが

ったか、事業を通

じて対日関心喚

起や日本理解促

進等への寄与が

認められたか等

について、関連指

標の推移や、成果

発現に向けた法

人の創意工夫等

を勘案して、総合

的に評価する。 

 

 

公演を実施。 

・東日本大震災後、イスラエルが南三陸町に医療支援チームを派遣し

て支援を続けてきたことは両国間の友好関係の象徴として知られて

おり、2021 年には震災 10 周年追悼事業として、今回の出演者らが中

心となった日本とイスラエルの音楽交流がオンラインで実施されて

いた（駐日イスラエル大使館主催）。 

・従来の交流の蓄積を踏まえつつ、さらに発展させる形で企画・実施

した今回の事業には、公演２回とレクデモ１回の合計で 2,920 人が参

加した。 

・アーカイブ動画配信については（１）イ．（ア）参照。 

日印国交樹立 70 周年事

業 

「JAPAN FILM & MUSIC 

FESTIVAL ～The World 

of RADWIMPS and 

Makoto Shinkai～」 

・新海誠監督映画６作品の上映に合わせて、『君の名は。』以降新海作

品の劇中音楽を担当する人気ロックバンド RADWIMPS の最新コンサー

トツアー映像を世界に先駆け初公開。デリー、ムンバイ、チェンナイ、

ベンガルールの４都市で実施し、総計 9,879 人の観衆に熱狂的に受け

入れられた。 

・令和元年度に基金が主催した大型日本映画祭「JFF: Japanese Film 

Festival India 2019-2020」をきっかけとするインドにおける新海映

画の人気を踏まえて企画した事業。同映画祭において新海作品を上映

し、オープニングに同監督を派遣したところ大人気を博し、その後、

同監督『天気の子』劇場公開を求める約 56,000 筆もの署名がインド

全土から集まり、日本アニメ映画として初めてインドでの全国公開が

実現した経緯が本件実施のベースにある。 

 

（ウ）舞台芸術国際共同制作 

令和４年度は計５件を実施し、それぞれのプロジェクトの成果発表の場として日本国内５か所

にて公演を行った。 

障害のある人とない人による共同創作プロジェクト「じゆう劇場」をプロデュースする鳥の劇

場（鳥取）と、米国のオフブロードウェイ劇団シアター・ブレーキング・スルー・バリアーズ（TBTB）

による舞台作品、タイを代表する映画監督アピチャッポン・ウィーラセタクンと音楽家の坂本龍

一、谷口勝也ら VR クリエイターチームによる体験型パフォーマンス作品、南インド・ケーララ州

を拠点に国際的に活躍する演出家シャンカル・ヴェンカテーシュワランと京都を拠点に活躍する

演出家・和田ながらが演劇作品を共同演出したプロジェクト等、多様で個性豊かな内容の作品が

国を越えた協働により制作された。 

共同制作のプロセスや制作過程を記録した専門家によるオブザーバー報告書では、「このような

国際的な取組、特に障害のある人を含む劇団での実例はまだまだ数が少ない。さらなる取組の推

進を期待したい」（鳥の劇場×TBTB プロジェクト）、「コロナ禍でのリモート制作及び現地でのリハ

ーサルを含め、（中略）組織的に作品制作を図り、現場の運営体制を確立できた点で、今後の国際

共同制作における VR の優れた事例になる」（アピチャッポン×坂本×谷口プロジェクト）等、事

業の先駆性を特に評価するコメントが寄せられた。また、ヴェンカテーシュワラン×和田プロジ

中で最大のフェスティバル

の一つ「コミック・フィエス

タ」に、マレーシアを含め世

界各地で数々のパフォーマ

ンスを披露してきた人気ア

ニソンシンガー・鈴木このみ

を派遣して開催したコンサ

ート及び交流会が盛況を博

したほか、東日本大震災以来

のイスラエルと宮城県南三

陸町との交流を踏まえて企

画された日・イスラエル外交

関係樹立 70 周年記念公演

「Boom Pam & The Spirit of 

Tohoku」を通じて両者の友好

関係に新たな１ページが加

わった。 

また、日中国交正常化 50周

年記念事業の一環として中

国・深センで開催された日本

現代建築展「Beyond Borders: 

Architectures of Japan」は、

中国における日本の建築、建

築家への高い関心を背景に

企画した事業であるが、海外

事務所が主導するオンライ

ンシンポジウムと組み合わ

せることで、観客及び視聴者

の出展作品・作家に対する理

解を育むとともに、建築を通

じた日中間の交流の足跡を

紹介することができた。 

外交関係樹立 30 周年記念

を迎えたトルクメニスタン

では、トルクメナバット市、

マルィ市、アシガバット市に

おいて日本映画上映事業と

日本祭りの一環として三味

線公演、生け花・茶道・着付

地から現地メディアを

媒体とした配信にする

といった変更を余儀な

くされたが、事業全体を

取りやめることなく、開

催を追求し続けた結果、

主催展示においては１

日平均 2000 名を、配信

事業においては１公演

あたり1万名を超える集

客となり、制限のある環

境下において最善の結

果を上げられたと思料

する。  

 

３ 広く全世界に向け

た事業展開  

コロナ禍により低迷

していた巡回展事業や

映画事業、各種公演や展

示の助成事業が世界各

地で再開され、また、水

際措置により中止して

いた専門家交流が再始

動するなど、従来からの

実地型の事業が本格的

に再始動した。実地型の

事業が回復基調にあり、

各地で高い評価を得て

いることや、日本映画祭

視聴者における初参加

率が 52％という結果に

も出ているように、リピ

ーターの存在とともに、

新たな対日関心層の掘

り起こしにも寄与して

いる点を評価する。  

また、コロナ禍で発展

したオンラインによる
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ンを活用して、日

本映画上映会を

実施する。また、

諸外国において

日本映画を上映

する映画祭・映画

専門文化機関等

を支援する。日本

映画上映会の実

施に当たっては、

事業のインパク

トや波及効果を

高めるよう留意

する。 

 

・放送コンテン

ツ海外展開事業

の実施 

日本のコンテ

ンツが放送され

にくい国・地域

（南アジア、大洋

州、中南米、中東、

東欧、アフリカ

等）のほか、外交

政策上の必要に

応じて、我が国の

コンテンツの提

供を促進する。 

 

・日本関連図書

の海外紹介の実

施又は支援 

日本文学を始

めとする日本関

連図書の海外へ

の紹介や、翻訳・

出版分野におけ

る交流を促進す

 

・日本文学・図書

の海外紹介の実

施又は支援 

日本文学の海

外への紹介を推

進する事業を実

施する。また、日

本の図書の外国

語翻訳・出版を行

う海外の出版社

に対して支援を

行う。 

 

・人物交流、情報

提供等の実施又

は支援 

日本と海外の

芸術家、学芸員等

の専門家間の対

話やネットワー

ク構築を促進す

る人物交流事業

や、文化芸術交流

に関する日本国

内外の情報を収

集・提供する事業

を実施し、公演、

展示、翻訳・出版

等の事業企画に

つなげる。 

 

・日本映画上映

会の実施及び支

援 

海外において

映画フィルム及

びデジタル上映

素材、又は必要に

ェクトのオブザーバーからは「国際共同制作は、異なる文化的背景を持つ者が参加することで、よ

り豊かな創造的未来を提示する可能性を拓くもの」と、国際文化交流事業としての共同制作の試

みを評価するコメントが寄せられた。 

 

（エ）助成事業 

海外派遣助成プログラムではコロナ禍の影響によりここ数年は全件が中止となっていたが、令

和４年度は 28か国・地域の計 35 件を採用した。 

 

イ. 情報発信 

（ア）舞台公演オンライン配信プロジェクト「STAGE BEYOND BORDERS」 

日本の優れた舞台公演作品をオンライン配信する本プロジェクトは、コロナ禍において公演団

を海外派遣できない状況が続いていた中で、令和２年度末に始動。2023 年３月現在までに 69作品

を最大 10言語の字幕付きで配信して、同月末時点で累計アクセス数が 137 か国・地域 1,800 万件

を越える等、大きな反響を得ている。また、コンゴ民主共和国、ナイジェリア、南アフリカ等、従

前よりリアル形式での公演事業を頻繁には実施できていない国・地域からのアクセスも確認され

る等、広範囲に作品を届けることができた。 

また、令和４年度には、上述の主催公演や日本祭り開催支援事業等のリアル公演の収録動画も

掲載・配信した。特に、マレーシアでの鈴木このみの公演（上述の（１）ア．（イ）参照）の映像

は約 21 万ページビューと高い数字を記録し、タイやエジプト、メキシコを中心とした全世界から

100 件を超えるコメント及び 500 件に近い高評価を得たほか、イスラエルでの「Boom Pam & The 

Spirit of Tohoku」公演（同上）や基金が主催したダムタイプのイタリア公演（（２）ア．（ア）参

照）の映像も、それぞれ 20 万に近いページビュー数を獲得した。 

リアルとオンラインを有機的に組み合わせることで、来場者は当日の様子を何度も振り返るこ

とができ、また時間的・地理的な制約から当日来場できなかった人はオンライン上で視聴するこ

とが可能となったことは、今後の事業の効果的な在り方を改めて考える機会ともなった。 

 

（イ）パフォーミング・アーツ・ネットワーク・ジャパン（PANJ）運営 

日本の舞台芸術に係る情報を海外に発信し、舞台芸術分野の国際交流を促進することを目的と

して、令和４年度もウェブサイト「パフォーミング・アーツ・ネットワーク・ジャパン（PANJ）」

を継続運営した。劇作家・演出家の池田亮や瀬戸山美咲らへのアーティスト・インタビュー等で構

成される新規記事を 12件公開し、82 万件超のアクセスを得た。 

 

（２）展覧会の実施又は支援 

ア．展覧会の実施 

（ア）企画展、国際展 

中国における企画展事業１件を実施するとともに、世界の現代美術の動向を俯瞰できる場とし

て注目されるヴェネチア・ビエンナーレ国際美術展の国別参加部門にて、日本館における展示を

主催した。 

 

け等のデモンストレーショ

ンを併催し、在トルクメニス

タン日本国大使館からは、

「外国文化・情報へのアクセ

スが厳しく制限されている

トルクメニスタンにおいて、

映画祭等のイベントは貴重

な自国文化の広報ツールと

なっており、コロナ禍を経て

２年ぶりの日本映画祭実施

により新たな対日関心層の

獲得と対日理解の深化に効

果的であった」との報告が寄

せられた。 

なお、本指標の関連指標

「日本祭り開催支援事業 来

場者・参加者アンケート「対

日関心喚起、日本理解促進」

５段階評価で上位２つの評

価を得た割合」は 93％となっ

たほか、日本現代建築展に対

しては中国側の専門家から、

日本映画上映事業に対して

は在外公館からも、対日関心

喚起につながったとの評価

を得られていることからも、

基金事業が日本の多様な側

面に対する関心喚起や理解

促進に寄与したことが窺え

る。 

 

イ．広く全世界に向けた事業

展開 

 舞台公演オンライン配信

プロジェクト「STAGE BEYOND 

BORDERS」が世界 137 か国・地

域から累計 1,800 万回超の再

生回数を記録したことを筆

頭に、美術や翻訳・出版等の

情報発信事業を継続し

つつ、新たなコンテンツ

を追加する等してオン

ライン事業を拡大させ

ていることは、治安上や

地理的な理由により実

地型事業の実施が容易

ではない国・地域におけ

る対日関心及び日本理

解の促進の裾野を拡大

させ、100 か国・地域以

上からのアクセスを導

くとともに、実地型事業

が実施された国・地域に

おいても、実地型事業に

より得た繋がりを一過

性のものに終わらせず、

継続性・発展性を伴わ

せ、対日関心・日本理解

に厚みを持たせるもの

であった点が、評価でき

る。  

 

＜指摘事項、業務運営上

の課題及び改善方策＞ 

日本美術リサーチフ

ェローシップや翻訳出

版助成においては、新た

な事業形成の布石とな

ることが見込まれる案

件が複数含まれていた。

これらは、厳しい予算状

況において、実施効果を

高める優良な事業の実

施として評価されるも

のであり、今度とも、発

展性ある良質な助成案

件の発掘・形成に努めら

れたい。 
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るためのネット

ワーク形成・情報

提供事業、日本の

図書の外国語翻

訳・出版を行う海

外の出版社に対

する支援等を実

施する。 

 

【留意点】 

上記事業の実

施に当たっては、

以下の点に留意

する。 

 

a. 外交政策上の

重要性を念頭に、

実施地、対象層及

び実施形態を的

確に選択の上、事

業の集中的な実

施を検討する。 

 

b. 我が国と相手

国との交流状況、

相手国のニーズ

（対日関心、日本

文化に対する理

解、文化芸術一般

に対する関心の

傾向等）や、文化

交流基盤（劇場、

美術館等文化交

流関連施設や、専

門家等人的資源

の量的・質的水準

等を総合的に考

慮したもの）を的

確に把握し、地

応じてオンライ

ンを活用して、日

本映画上映会を

実施する。事業の

実施に当たって

は、各国・地域の

状況やニーズに

留意し、主催事業

については、１プ

ロジェクトあた

りの平均視聴者

数 1,800 人以上

の達成を目標と

する。また、諸外

国において日本

映画を上映する

映画祭・映画専門

文化機関等を支

援する。 

 

・放送コンテン

ツ海外展開事業

の実施 

日本のコンテ

ンツが放送され

にくい国・地域

（南アジア、大洋

州、中南米、中東、

東欧、アフリカ

等）を中心に我が

国のテレビ番組

を計 40 か国以

上、のべ 400 番組

以上提供するこ

とを目標とする。 

 

事業名 概要 

（企画展） 

日本現代建築展 

「 Beyond Borders: 

Architectures of 

Japan」 

日中国交正常化 50

周年記念事業 

 

・デザイン・ソサエティ（中国、深セン）との共催事業として実施。当

初、北京、上海を含む３都市での実施を計画していたが、新型コロナウ

イルスの影響により深セン１か所のみでの開催となった。 

・会場は槙文彦設計の複合文化施設である深セン海上世界文化芸術中

心。日本の建築家が中国で手掛けた主要建築を取り上げ、建築を通じた

日中交流に光を当てる内容の本展覧会には、３か月間の会期中21,000 人

が訪れた。 

・展覧会の終盤にはオンラインシンポジウムを開催。キュレーターのKen 

Tadashi Oshima、中国で活躍する日本人建築家・青山周平、早野洋介、

建築史家の市川紘司が登壇したシンポジウムは注目を集め、3,000 人が

参加。配信時にも観客から好意的なコメントが多数寄せられ、展覧会と

併せて建築を通じた日中間の交流への理解を深める機会となった。 

・日本の近現代建築史に精通したジャオ・チー（趙斉）（ハルビン工業大

学講師、東京大学共同研究員）からは「海外渡航が制限される中で、日

本の建築をテーマとした本展示は、一般人の関心を多く集めた」と、対

日関心の喚起につながった旨の評価を得た。 

（国際展） 

第 59回ヴェネチア・

ビエンナーレ国際美

術展 

日本館展示 

 

・アート・コレクティブの先駆け的な存在であるダムタイプを参加アー

ティストとして選出するとともに、また音楽家の坂本龍一をメンバーと

して迎え、新作を発表した。日本館入場者数は 56万人以上、報道件数は

120 件以上にのぼり、国内・海外主要メディアからも「難解ながらも洗

練されている」、「高度なテクノロジーを用いつつも、自然と人間の内面

に対する強い呼び起こしを伴う」（il manifesto 紙）等と高く評価され

た。アンケートでは回答者の 75％が非常に満足又は満足と回答した。 

・特別企画として日本館展示のクロージングに合わせて、ダムタイプに

よる音と映像のライブ「DUMB TYPE | AUDIO VISUAL LIVE 2022: remix」

を、ヴェネチア最古の劇場・ゴルドーニ劇場で実施。現地の若年層を中

心に約 300 人が来場し、会場はほぼ満員となった。展示と公演を組み合

わせた複合的な企画を行ったことで、幅広い層にインパクトを与える好

事業となった。 

・2023 年２月には、公益財団法人石橋財団アーティゾン美術館との共催

で、同美術館にて「ヴェネチア・ビエンナーレ国際美術展日本館展示帰

国展 ダムタイプ 2022: remap」を実施。翌３月には NTT インターコミュ

ニケーション・センターにてダムタイプ公演「DUMB TYPE | AUDIO VISUAL 

LIVE 2022: remix」を国内で再演して、海外での事業の成果を日本国内

に還元した。 

 

（イ）基金巡回展 

陶芸・工芸・日本人形から現代美術・写真・建築・デザインまで、幅広い内容の 15 種 18 セッ

分野でも、オンラインを通じ

て広い範囲に向けて事業や

コンテンツを届けることが

できた。また、「配信型」の日

本映画上映事業（ミニシアタ

ー 特 集 配 信 企 画 「 JFF+ 

INDEPENDENT CINEMA」）がイン

ドネシア、米国、欧州各国を

始めとする 113 か国・地域か

ら視聴されたほか、「放送コ

ンテンツ等海外展開支援事

業」においても令和４年度中

に 93 か国で 714 番組の放送

を実現した。 

 「実地型」の事業について

も、伝統から現代まで、バラ

エティに富んだ基金巡回展

をクロアチア、エルサルバド

ル等を含む 47か国・地域、73

都市で開催したほか、「実地

型」日本映画上映事業につい

ては、上述のトルクメニスタ

ンを始め、ネパール、アルゼ

ンチン、アラブ首長国連邦、

アルメニア等、計 62 か国・地

域で実施する等、数多くの

国・地域の人々に日本の文化

芸術に親しむ機会を提供し

た。 

なお、本指標の関連指標の

うち「日本映画祭視聴者にお

ける初参加率」は 52％で、リ

ピーターの存在とともに、新

たな対日関心層の掘り起こ

しにも寄与していることが

窺える。 

 

ウ．主催事業の目的達成度に

関する外部評価（関連指標） 

 

また、中期目標の評価指

標の目標値については、

以下のとおりコメント

する。 

・【指標１－２】公演来場

者数につき、平成 29 年

度から令和３年度の実

績平均値は 1,361 人（令

和 3年度（3,157 人）を

特異値として除外した

場合は 763 人）であるこ

とから、目標に対する達

成水準が高いが、引き続

き定量指標における目

標達成に取り組むとと

もに、質的に高い成果が

得られるように留意し

て取り組まれたい。 

 

・【指標１－３】映画上映

会来場者数（目標値

1,800 人以上）につき、

平成 29 年度から令和３

年度の実績平均値は

2,153 人であることか

ら、目標に対する達成水

準が高いが、引き続き定

量指標における目標達

成に取り組むとともに、

質的に高い成果が得ら

れるように留意して取

り組まれたい。  

 

・【指標１－４】番組放映

数（目標 600 番組）につ

き、平成 29 年度から令

和3年度の実績平均値は

1,945 番組であることか
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域・国別事業方針

に基づく事業を

効果的に実施す

る。また、これま

で基金の事業に

参加したことが

なかった層への

リーチにも努め、

対日関心層の拡

大を図る。 

 

c. 専門家間の対

話やネットワー

ク構築を促進す

ることにより、国

際文化交流を活

性化する。また、

共催・助成・協力

等多様な形態で

他機関との連携

や、外部リソース

の活用を図り、事

業の効率的な実

施に努める。 

 

d. 文化芸術交流

に関する日本国

内外の情報を収

集・提供するとと

もに、文化芸術交

流の成果等に関

する情報発信を

的確に行う。 

 

トの巡回展を、前年度を上回る 47 か国・地域 73 都市で開催し、総計 28 万人以上の来場者を得

た。 

各会場の来場者からは「何度か来日経験があるが、日本はいつも新しい一面を見せてくれる。今

回も、日本の現代芸術やポップカルチャーに驚かされた。」（「東京ビフォー/アフター」展、クロア

チア）、「今回の展示を見て、日本美術に関する体験型のセミナー（書道、絞り染め、藍染め、浮世

絵）にも参加してみたいと思った」（「日本人形」展、米国）、「細部にまで繊細さを追求する日本の

アーティストの質の高さに感心した。」(「超絶技巧の日本」展、エルサルバドル）といった声が寄

せられた。特に令和４年度から巡回を始めた新しい巡回展「すしを愛でる」展は、浮世絵や映像を

通じて寿司文化を伝えるとともに、日本の寿司屋を疑似体験できるコーナーを設けたことが好評

で、「すしを食べることはあるが、このように歴史や文化を知る機会はなかったので、とても良い

機会であった」（ジョージア）といった声が聞かれ、日本の美術や文化に対する理解促進や関心喚

起につながった。 

 

（ウ）助成事業 

日本の美術・文化をテーマとした展覧会を開催する海外の美術館等を支援する海外展助成にお

いて、令和４年度は感染拡大予防措置を講じつつ、16 か国 23 都市で行われる 24 件の事業を支援

した。 

また、平成 29 年度に開始した美術館基盤整備支援プログラム（美術館での日本美術専門家の雇

用やコレクションの強化を最長５年間にわたって支援）では、令和４年度からは第二期の助成を

開始。対象となった欧米３か国７都市の７美術館のうち、日本美術コレクションの修復・アーカイ

ブ化等を推進しているネルソン・アトキンス美術館（米国）では、白鳳時代から現代までの日本の

書、絵画、陶磁器、彫刻、染色等を展示した「Traditions of Japanese Art」を 2022 年８月～10

月にかけて開催し、55,000 人以上の来場者を得た。 

 

イ．情報発信 

（ア）日本の文化芸術・アーティスト・美術館の紹介 

ウェブサイト 概要 

ポータルサイト 

「Doors to Arts 

of Japan」 

開設 

・「日本の美術や文化へと続く扉（Doors）」として、これまでに基金が制作

した日本の美術や文化を国内外へ紹介する映像をまとめたポータルサイト

を制作。焼物、建築、日本人形、根付、すし、マンガ文化等をテーマとした

「日本の芸術と文化」シリーズ、日本のさまざまなミュージアムを紹介す

る「美術館への誘い」シリーズ、現代アーティスト６名を紹介する「日本の

美術作家」シリーズから構成。本サイト内に掲載されている動画の累計視

聴回数は、令和４年度までに 245 万回超。 

・このうち、令和４年度に配信を開始した「美樹館への誘い」シリーズは、

北海道から霧島（鹿児島県）まで、海外ではこれまであまり知られていない

日本各地の特色ある美術館を取材したほか、隈研吾や草間彌生から鈴木大

拙、荒川修作のインタビュー映像等も含めて多面的に構成したもので、配

信開始から１年で 52 万回の再生を記録した。訪日外国人数が徐々に増える

 令和４年度は、基金巡回展

の一つ「すしを愛でる」展の

ハンガリー（ブダペスト）で

の展覧会を外部評価の対象

とし、現地大学所属の研究者

（以下「外部評価者」）に評価

業務を委嘱した。外部評価者

には事前に、本展覧会が来場

者の対日関心をどの程度喚

起したと考えられるか、来場

者の対日理解をどの程度促

進したと考えられるかにつ

いて、来場者やメディアの反

応に着目しつつ分析した上

で報告してほしい旨を依頼

した。 

 

開催 

期間 

2023 年１月 13 日

～同４月２日 

開催 

会場 

ハンガリー貿易観

光博物館 

協力 

機関 

在ハンガリー日本

国大使館、JETRO ブ

ダペスト事務所、

現地すしレストラ

ン２店、アサヒビ

ール 

概要 日本の歴史や文化

の一端にも触れな

がら、日本はもと

より世界からも愛

されるすしの魅力

を、浮世絵や魚介

フィギュア、食品

サンプル、映像、イ

ンスタレーショ

ン、日本のすし屋

疑似体験コーナー

等を通して多面的

ら、目標に対する達成水

準が高いが、引き続き定

量指標における目標達

成に取り組むとともに、

質的に高い成果が得ら

れるように留意して取

り組まれたい。 

 

＜その他事項＞ 

主な有識者意見の概要

は以下のとおり。 

 

１ 前回のヴェネチア・

ビエンナーレからアー

ティゾン美術館で帰国

展が開催されるように

なったことは、国際交流

基金の国外での活動を

国内に還元し、その活動

の価値を社会に向けて

提示するという意味で、

極めて重要な意義があ

ると考える。 

 

２ 「展覧会の実施又は

支援」のうち、海外展へ

の助成件数や総助成額

が近年（コロナ以前）と

の比較として見られる

と良かった。実際、輸送

費の高騰や円安などで

海輸送費の高騰や円安

などで海外での外での

展覧会事業支援の必要

性も高まっているなか、

国際交流基金の存在感

を国内のアーティスト

にいかにアピールでき

るか、そのための事業の
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中、インバウンド需要復活への期待もあいまって国内各地からの反響も高

く、各地方紙等でも報道された。 

 

（イ）展覧会記録集刊行 

海外において基金が手掛けた展覧会の内容を正確に記録し、広く紹介する記録集を、日本語及

び英語で出版した。いずれも、国際的な文脈における日本の美術分野の歩みについての理解を深

められる内容となっている。 

記録集 概要 

『 Japan at the Venice 

Biennale 1952-2022』 

（日本語版：『ヴェネチア・ビ

エンナーレと日本』平凡社、

2022 年） 

・ヴェネチア・ビエンナーレ（（２）ア．参照）について、日本

の国別展示参加 70周年となった 2022 年に刊行。 

・歴代の日本館展示作家を中心として、企画展や他国館に招待

された日本の作家も含め、約 180 名のアーティストを紹介。 

・全国紙にて、「読みものとして、資料としても手元に置いてお

きたい一冊」と、好意的に評された。 

『 The Japan Foundation 

Exhibitions 1972-2022』 

（日本語版：『国際交流基金 

展覧会史 1972-2022』） 

・国際交流基金設立 50周年を記念して、この半世紀に基金が海

外で手掛けてきた約 300 の展覧会を振り返る記録集を制作。 

 

ウ.専門家交流 

 人材育成を目的として、20 か国 29名に対してフェローシップを付与したほか、専門家のネット

ワーク構築を目的として２ヵ国からキュレーター９人を招へいし、今後の交流の担い手支援と基

盤整備のための取組を進めた。 

 

（ア） 石橋財団・国際交流基金 日本美術リサーチフェローシップ 

2019 年に開始した本プログラムでは、海外の日本文化・美術専門家が個別のテーマをもって最

長 60 日間日本に滞在して研究を行うためのフェローシップを供与している。2020 年以降は新型

コロナウイルスの感染拡大の影響でフェローの来日が延期となっていたが、2022 年８月から受入

を再開し、計 29 名のフェローが令和４年度中に来日した。 

本プログラム参加者のうち、アルゼンチンのフェローは今回の調査をもとに日本人アーティス

トのコレクションにフォーカスしたウェブサイトを開設した。また、フランスからのフェローは

令和５年度にグラフィックデザインの展覧会をキュレーション予定であり、スペインからのフェ

ローは同国のアート紹介ウェブ雑誌に写真家・深瀬昌久を紹介する記事を寄稿するとともにスペ

インでの深瀬展の開催を検討中等、訪日経験が各国での事業として実を結ぶことが期待される。 

 

（イ） 石橋財団・国際交流基金 キュレーター等交流事業 

海外の美術館のキュレーターに日本の現代アートに対する理解を深めてもらうと同時に、作家

や日本の学芸員との交流を図ることを目的として 2019 年に始まった本プログラムでは、令和４年

度にはフランス５名、米国４名のグループを招へいした。 

に紹介する。 

来場 

者数 

約 4,500 人 

報道 

件数 

25 件 

 

外部評価者からのレポー

ト概要は以下のとおり（すべ

て仮訳。原文はハンガリー

語）。 

 

・情報パネル、キャプション、

ブリーフィング等の優れた

資料が、十分な情報と深さを

提供し、容易に理解できるよ

うになっていることに加え、

観客は、色も形も本物と見紛

うばかりのおいしそうな多

数の小さな寿司皿という食

品サンプルを高く評価して

いる。 

・この展覧会がメディアや一

般の人々から大きな注目を

集めたことは偶然ではない。

メディアの報道では、認知度

向上の必要性に焦点が当て

られ、来場者の評価では、テ

ーマに対するアプローチの

多様性、現地の日本関連イベ

ントのハブ的な役割を果た

していた点、テーマの選択そ

のものに注目が集まった。 

・（本展示が「情報量が多く」

「革新的で」「インタラクテ

ィブで」「知的で」「刺激的で」

あることによって、来場者

が）重要な知識を得るだけで

なく、日本文化の豊かな世界

にもっと、もっと深く浸りた

重要性も増していると

考える。 

 

３ 海外のキュレータ

ー来日時に、彼らが自国

のアート状況について

プレゼンするようなイ

ベントも、基金の活動を

広く国内に知らしめる

ためには有効であると

考える。  
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11 日間のプログラム期間中は、首都圏のみならず、香川県や兵庫県、青森県の美術館やギャラ

リー、作家のスタジオを訪問し、国内各地における現代アートの現場を視察した。プログラムに参

加したキュレーターからは、「多くの学芸員や作家と出会えたプログラムは、大変豊かで刺激に満

ちていた。」「紹介いただいた素晴らしい人々との協力という道を、是非とも見つけていきたいと

思う。」といった反響が寄せられた。 

 

（３） 日本文学・図書の海外紹介の実施又は支援 

ア．翻訳出版助成 

日本の図書を翻訳出版する海外の出版社を対象とした翻訳出版助成プログラムでは、21 か国・

地域、32 件に対して支援を行い、発行部数総計は９万部超となった。過去の助成案件の成果発現

を含めた主たる実績例は以下のとおり。 

 

助成対象 概要 

『おらおらでひとりい

ぐも』ドイツ語版 

（著：若竹千佐子 訳：

Jürgen Stalph） 

 

 

・令和２年度に基金が翻訳費及び印刷製本費を支援して刊行された

同作 が、 2022 年 にドイツ の文学賞 「リベラト ゥール 賞

（LiBeraturpreis）」を日本人として初受賞し、日本国内でも多数報

道された。 

・ドイツ語版を含め現在５か国・地域で刊行され、複数の国で刊行

準備中。同賞の受賞作家は、その後世界有数の文学賞を受賞するこ

とも多く、助成対象となったドイツ語版から今後の広がりも期待さ

れる。 

『いたちなく』英語版 

（著：小山田浩子 訳：

David Boyd） 

 

 

 

 

『生命式』英語版 

（著：村田沙耶香 訳：

Ginny Tapley Takemori） 

 

 

 

 

・同著者による『穴』英語版（著・訳：同左、令和２年度基金翻訳出

版助成により 2020 年に英訳が米国で出版）が好評だったこともあ

り、『いたちなく』英語版に対しても発売前に書店から多くの注文が

寄せられた。初版部数は当初計画していた 6,000 部から急遽 10,959

部に変更となり、米国で紹介されてまだ年数が浅い外国人作家とし

ては異例なことに販売開始１か月で 5,000 部以上を売り上げた。 

 

・同著者による『コンビニ人間』英語版（著・訳：同左、平成 30 年

度基金翻訳出版助成により 2018 年に米国で出版）が人気を博し、そ

の後の基金による継続的な支援が海外でのブームにつながってい

る。『生命式』英語版は初版 21,000 部を刊行した。 

 

・『いたちなく』及び『生命式』は、いずれも New York Times 紙を

始め、多数の媒体で優れた書評が掲載されており、良質な翻訳支援

がその後の日本の図書の更なる普及・紹介につながった好例。 

いと思うようになることを

意味している。 

 

なお、来場者に対して実施

したアンケートにおいて「日

本文化への理解度」項目の５

段階評価で上位２つの評価

を得る割合は約 92％、「満足

度」項目は約 94％、日本文化

関連事業への初参加率は約

45％と、外部評価者による分

析とも整合性のある結果と

なった。以上から、当該事業

は所期の目的を十分に達し

たものと認めることができ

る。 

 また、本関連指標の対象で

はないものの、舞台芸術国際

共同制作（本報告書９ページ

ほか参照）では、内外の俳優・

ダンサー、キュレーター、研

究者等専門家に事業のプロ

セス・オブザーバー業務を委

託しており、その報告書を基

金ホームページ上で公開し

ている。 

 

エ．その他の特筆すべき質的

成果 

 事業の質的な側面として、

①コロナ禍以来実施が困難

となっていた次世代の文化

芸術交流を担う人材の育成、

そして専門家同士の交流に

よるネットワーク形成を促

す取組を再開したこと、②特

にコロナ禍期間中に注力し

た情報発信やフォローアッ

プの取組が成果物として結
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『穴』トルコ語版（著：

小山田浩子 訳：Erkin 

Hüseyin Can） 

 

 

 

・令和４年度にトルコ語版（訳：Erkin Hüseyin Can）への翻訳を助

成し、刊行に至った。小山田作品としては初のトルコ語訳であった

が、現地新聞にて“Best Books of 2022-fiction”や、“Must reads 

of November 2022”と題した記事で取り上げられる等、大きな反響

があった。英訳版が高い評価を受けると、その後世界各地でさまざ

まな言語への翻訳出版が続くケースが多いが、その一例である。 

ウクライナでの翻訳出

版 

 

 

『源氏物語』ウクライナ

語版（著：紫式部 訳：

Ivan Dizu） 

 

 

『蒲団（田山花袋短編

集）』ウクライナ語版

（著：田山花袋 訳：

Yulia Osadcha 

Ferrieira） 

・在ウクライナ日本国大使館を通じて、翻訳や出版に尽力する現地

翻訳者や出版社と連携し、戦禍にありながらも日本文学の翻訳出版

を続ける出版社を支援することができた。 

 

・令和４年度に翻訳出版助成を行った『源氏物語』ウクライナ語版

（著：紫式部 訳：Ivan Dizu）は、ハルキウに所在する出版社が戦

禍を被り一時閉鎖し、社員も退避していたが、2023 年２月に刊行に

こぎつけた。 

 

・令和３年度に翻訳経費を支援した『蒲団（田山花袋短編集）』（著：

田山花袋 訳：Yulia Osadcha Ferrieira）についても、同じく 2023

年２月に刊行された。 

 

 

さらに、成果物を実際に手にとるのは主として海外の読者である本事業を日本国内でも周知す

べく、以下の広報活動を行った。 

・助成対象図書の海外での出版情報や受賞情報を SNS で随時発信。 

・吉村昭記念文学館（東京都荒川区）で開催された企画展「翻訳された YOSHIMURA 文学」（2023 年

１月 20 日～３月 15 日）に協力して、同展内で過去に基金が助成して翻訳出版された吉村氏の作

品とともに、基金の翻訳出版助成に関する取組を紹介。 

・基金設立以来の翻訳出版支援についてフォローアップ調査を行い、国際交流基金設立 50 周年特

設サイト等に特集記事やデータを掲載。 

 

イ．情報発信 

オンライン（翻訳家インタビュー動画シリーズ、ウェブサイト）や国際図書展への参加を通じ

て、日本の図書や文芸分野における情報発信を実施した。 

 

事業 概要 

日本文学翻訳家インタビ

ュー動画シリーズ 

「Translator Spotlight」 

国際的な文学交流の立役者である翻訳家の仕事にフォーカスした

動画を公開。上記（３）ア．で言及した小説家・村田沙耶香作品の

英翻訳者・Ginny Tapley Takemori ほか、数多くの日本文学作品の

翻訳を手掛ける６か国６名の翻訳家へのインタビューで、公開か

実したこと、の２つが質的成

果として挙げられる。 

①に関しては、令和２年度

以降中断されていた日本美術

リサーチフェローシップを再

開し、研究を深めたほか、キ

ュレーター等交流事業ではフ

ランス・米国からグループで

日本を訪れ、日本各地の美術

館の視察、作家や学芸員との

交流等を通じて、日本の現代

アートに対する理解を深める

機会を提供することができ

た。参加者たちが事業を通じ

て得た経験や情報、人的ネッ

トワークが各国での発信や事

業につながっていく等の今後

の展開が期待できる。 

②に関しては、ウェブサイ

ト、ポータルサイトや冊子、

展覧会記録集２点の出版、国

際交流基金設立以来 50 年間

を振り返る特集記事やデー

タ等を、これまでの事業成果

をさまざまな形で公開し、関

係各方面の参照に供するこ

とができた。 

 

以上のとおり、コロナ禍の

影響が続く中にあっても、量

的にも質的にも所期の目標

を上回る成果が得られたと

認められることから、「Ａ」評

定と自己評価する。 

 

＜課題と対応＞ 

ア．厳しい予算状況の下、基

金が培ってきた専門性やネ

ットワーク、蓄積してきた情



 

16 
 

ら半年の間に 4,000 件超のアクセスがあった。 

「日本文学翻訳作品デー

タベース」 

・海外で翻訳された日本文学に関するデータベース。令和４年度

は中国語（簡体字）・中国語（繁体字）・韓国語への翻訳データを中

心に新規データの収集を行うと同時に、過年度から引き続き既存

データの修正整理に努め、年間アクセス数は対前年度比 140％超

の 5,815 件を記録。 

・世界各地の翻訳者や出版関係者に参照されており、令和４年度

には日本文学の海外進出をテーマに本データベースを用いて分析

した記事が日本経済新聞に掲載された。 

国際図書展への参加 

フランクフルト・ブックフ

ェア 

・コロナ禍による制限が緩和されたことを受け、対面で開催され

た国際図書展の場での情報発信を実施。文化庁と連携することに

より、2022 年 10 月に開催されたフランクフルト・ブックフェア

（ドイツ）の日本ブースに国際交流基金のコーナーを設け、翻訳

出版助成事業を始めとする国際交流基金の文芸事業について紹

介。 

・会場で直接情報提供した海外の出版社の中から、令和５年度の

翻訳出版助成プログラムへの申請が５件含まれる等、広報面で具

体的な成果があったほか、各国の取組に係る最新の状況をフォロ

ーする機会ともなった。 

冊子／ウェブサイト 

Lifelong Favorites ― 

Selections from the 

Bookshelves of Young 

Readers in Japan 

基金制作の「翻訳推薦著作リスト」に追加すべく令和３年度に選

定した日本の児童図書 59 冊をまとめ、“Lifelong Favorites ― 

Selections from the Bookshelves of Young Readers in Japan”

と題して、冊子と特設ウェブサイトで紹介。同ウェブサイトには

令和４年度中に 15,106 件のアクセスがあった。 

国際図書展への参加 

ボローニャ国際児童図書

展 

・上記 Lifelong Favorites の 59 冊を含め広く日本の児童書を紹

介する目的で、2023 年３月に開催されたボローニャ国際児童図書

展（イタリア）へ専門家を派遣し、ブックフェア会場内にて２度の

講演会を実施するとともに、現地出版社の協力を得て、“Lifelong 

Favorites”掲載図書の一部と日本の絵本を講演会場や出版社ブー

ス内でも展示。 

・２回の講演会には約 100 人が来場。令和６年度への翻訳出版助

成プログラムへの申請を検討する等、複数の海外の出版社から、

日本の児童書の翻訳への高い関心を示す声が聞かれた。なお、同

講演会の内容はボローニャ国際児童図書展のニュースレターでも

記事として紹介された。 

 

（４）海外日本映画上映会の実施及び支援 

ア．実地型日本映画上映事業 

 国際交流基金フィルムライブラリー所蔵作品等を活用した「日本映画上映主催事業」では、各

報を効果的に活用し、できる

限り大きなインパクトと成

果を生むことを目指す。情報

発信型事業の推進に引き続

き努めるとともに、特別な機

会における複合分野の事業

の集中的実施や、他機関との

適切かつ有効な形での連携

に留意する。 

 

イ．コロナ禍における試行錯

誤の経験からオンライン事

業の可能性や限界を認識で

きたことを踏まえつつ、ウィ

ズコロナ時代における効果

的な事業企画に努める。 
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国・地域で緩和されつつある感染症対策ガイドラインを踏まえて、令和４年度は 62か国・地域の

約８万人の観客に日本映画を届けた。現地で運営にあたった在外公館からは「コロナ禍以降の初

めての日本映画上映会の開催であったが、初めての参加者も多く見られたため、新たな対日関心

層の掘り起こしにつなげることができた」（コロンビア）、「大学、図書館、大使館、ポルトガル系

財団、日本語学校とそれぞれに違った年齢層・客層の来場があり、幅広い層の方たちに映画を通じ

て日本の文化を紹介することができ、新たな対日関心層の掘り起こしにつながった」（東ティモー

ル）等、しばらくぶりの集客型事業を通じて広く対日関心の喚起につながったとの報告が寄せら

れた。来場者に実施したアンケートでは、回答者の 95%から「有意義」以上の評価を得たほか、回

答者の 53％が日本映画上映主催事業に初めて参加したことが確認された。また、現地有力メディ

アを始めとした報道件数は全体で 1,083 件に及んだ。 

 

イ．配信型日本映画上映事業 

（ア）ミニシアター特集配信企画（JFF+ INDEPENDENT CINEMA） 

コロナ禍における新たな事業の試みとして、日本の地域社会と深く結びつきながら多様な日本

映画の秀作を上映している地方都市の小規模な映画館（ミニシアター）に焦点を当てた特集配信

事業「JFF+ INDEPENDENT CINEMA」を、2022 年 12 月から 2023 年６月の６か月にわたって実施。日

本各地のミニシアターから推薦を受けた日本映画 12 作品と作品関係者へのインタビュー動画を

日本を除く全世界に向けて英語・中南米スペイン語の字幕付きで配信するとともに、日本の映画

文化の発展にミニシアターが果たしてきた役割や各地のミニシアターを紹介する特集記事を掲載

し、日本の映画文化の多様さと豊かさを伝えた。配信のための特設サイトには、オープン以降 2023

年３月までの４か月間で約 13 万人のユニークユーザーが訪問、ページビュー数は約 41 万回を記

録した。インドネシア、豪州、米国、メキシコ、イタリア、スペインを始めとする 113 か国・地域

で視聴され、配信映画ののべ視聴者数は約２万人、再生回数は約３万回に及んだ。 

視聴者からは、「素晴らしい映画 – 優れた設定と強力なキャラクター、驚くべきプロットのひ

ねり、そしてちょうどいい長さ！映画を本当に楽しんだ」（カナダ）、「美しく、平和で、とても癒

される映画。コミュニティの緊密さ、人々が互いに助け合いながら、田舎のライフスタイルを楽し

んでいることを実感した」（米国）等、好意的なコメントが数多く寄せられ、視聴者に実施したア

ンケートでは 91.5％が「非常に満足」ないし「満足」、99.5％が「今後もっと日本映画を観たいと

思った」、97.3％が「オンライン日本映画祭を家族や友人に勧めたいと思った」、76.6％が「日本へ

の理解が深まった」と回答する等、好評振りがうかがえた。 

 

（イ）日本映画発信ウェブサイト「JFF+」 

日本映画発信ウェブサイト「JFF+」では、上述のミニシアター特集配信企画による映画配信に加

え、日本映画にかかわる特集やインタビュー等の記事 59 本を掲載し、さまざまな角度から日本映

画の魅力を発信した。さらに、同サイトのニュースレターの配信登録者は約 12万人、Facebook 等

の SNS のフォロワーは約９万人、令和４年度にウェブサイトを訪問したユニークユーザー数は約

90 万人、ページビュー数は約 174 万回、ミニシアター特集配信中の SNS のインプレッション数は

1,400 万回を数えた。 
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（５）映像コンテンツ海外展開事業 

令和４年度補正予算（第２号）により追加的に措置された運営費交付金の一部を活用し、2023

年に日本 ASEAN 友好協力 50 周年を迎える ASEAN（マレーシア、シンガポール、ベトナム、インド

ネシア、カンボジア、フィリピン、タイ、ラオスの８か国）及びオーストラリアで、映像コンテン

ツ海外展開事業を開始した。９か国 33 都市の劇場で、日本映画祭（JFF：Japanese Film Festival）

を開催し、新作を中心にした 74 作品を 625 回上映し、約６万人の観客に日本の文化や社会の多様

性を伝えた。 

シンガポールでは映画『ハケンアニメ!』の吉野耕平監督が、インドネシアでは『そして、バト

ンは渡された』の前田哲監督が作品上映後にオンラインで登壇し、Q&A では観客からの熱心な質問

に応える等、オンラインも活用して日本の作品関係者と観客が直接交流できる場を創出した。 

来場者に実施したアンケートでは 95.0％が「とても満足」ないし「満足」、79.6％が「日本への

理解が深まった」、83.8%が「日本に行きたいという気持ちが強まった」と回答、現地有力メディア

を始め報道件数は 579 件にのぼる等、現地における対日理解・関心を一層喚起した。また、オン

ラインでの映画・コンテンツ配信やテレビ放送を効果的・有機的に組み合わせた事業展開に向け

て、準備を進めた。 

 

（６）アジア文化交流強化事業 

平成 26 年度以来、本事業の一環として継続的に連携してきた東京国際映画祭では、コロナ禍以

降、海外からの映画関係者の来日が本格的に再開された初めての実施回として、世界各国の映画

関係者及び観光客が訪問する国際的な映画祭としての認知度と評価の更なる向上に向けて複数の

プログラムを実施した。 

具体的には、コンペティション部門において２作品、アジア（日本・中東を含む）の新鋭監督の

作品を世界に先駆けて上映する「アジアの未来」部門でアジアの映画４作品を上映するとともに、

13 名の作品関係者、１名の審査員、５名のプレス関係者を招へいし、国内外の映画人が集い、交

流する場としての「交流ラウンジ」を運営した。「交流ラウンジ」で開催するトークセッションで

は、「橋本愛 × 是枝裕和」「ツァイ・ミンリャン × 深田晃司」「ブイ・タック・チュエン × 藤

元明緒」等、第一線で活躍する映画人の対面による対談が実現、来場者数は 782 人、オンライン

視聴者数は 4,638 人、国内外の報道件数は 400 件以上に及んだ。 

 

（７）放送コンテンツ等海外展開支援事業 

 平成 26年度補正予算、平成 27 年度補正予算、平成 29年度補正予算（第１号）、平成 30年度補

正予算（第２号）及び令和元年度補正予算（第１号）により追加的に措置されてきた「放送コンテ

ンツ等海外展開支援事業」については、南アジア、大洋州島嶼部、中南米、東欧、中東、アフリカ

等、日本のコンテンツが放送されにくい国・地域の 33か国・地域のテレビ局に対し、基金が共同

制作した「ひきだすにほんご Activate Your Japanese!」（本報告書 35 ページほか参照）や日本

文化紹介のドキュメンタリー番組「Explore Japan」等の権料が発生しない番組を中心に日本のテ

レビ番組 117 番組を提供した。 

また、過年度に番組提供済みの案件について、放送の実現、放送状況確認、及び成果報告に関わ
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るフォローアップを行い、令和４年度中に 93か国において 714 番組の放送を実現した。番組を放

送したすべての海外テレビ局に対するアンケートでは、回答を寄せたテレビ局の 100％から本事

業について「有意義」以上の評価を得て、92％から「対日関心・日本理解が促進された」との評価

を得た。 

海外のテレビ局で放送した番組の概要、現地から寄せられた反響等の例は以下のとおり。 

 

テレビ局 概要 

ムルティビシオン 

（キューバ） 

・『まんぷく』『監察医 朝顔』等のドラマから『"Arita"は再び世

界へ！～有田焼創業 400 年 奇跡のコラボ～』『天空の頂に～槍ヶ

岳 山小屋 100 年物語～』等のドキュメンタリーまで、幅広いジ

ャンルの番組を放送。 

・同局からは「電話や SNS で多くの好意的な反響が寄せられ、子

どもから高齢者まで幅広い層に受け入れられた」との報告があっ

た。 

ジョージア中央テレビ局 

（ジョージア） 

・外交関係 30 周年を記念し、教育番組チャネルで“BONSAI”の

魅力を徹底的に掘り下げた「キテます。BONSAI」や「Explore 

Japan」及び「Explore Japan 2021」（国際交流基金と日本国際放

送による共同制作ドキュメンタリー番組）を放送。 

・同局からは「10 代の少年少女はもとより一般視聴者にとって

も興味深い内容で、視聴者はこれまでにない角度から日本のイメ

ージを描き、日本をより身近に感じることができた」と謝辞が寄

せられた。 

 

さらに、現地テレビ局との仲介にあたった在外公館からは「インターネットの普及が進んでい

るとはいえ、通信環境に制約が多く、テレビは幅広い市民層に対して大きな効果がある広報手段

として機能している。社会主義国であり、日本のコンテンツが商業展開に至る可能性は低いもの

の、その人気の高さから、テレビ局側より更なるコンテンツの提供要望がある。」（キューバ）、「一

部の有識者や商用等で日本を訪れる者を除けば、一般市民が日本文化に触れる機会は限定的であ

り、伝統文化・現代文化を含む日本事情は、当地において知られていないのが現状である。このよ

うな状況において、（今回の『海月姫』、『とと姉ちゃん』、『黄金の国 ZIPANG への旅～平泉、金沢、

佐渡～』等の日本のコンテンツの放送は、）一般市民に対して広く日本の文化に対する認知を高め

るだけでなく、長きにわたって支持されてきた日本の番組の質の高さを広報する最適なツールの

一つとして機能していると考えられる。また、コンテンツに対して高い評価を得られ、日本のテレ

ビ番組の継続的な放送への希望がテレビ局から寄せられた。」（ザンビア）等の評価が寄せられた。 

 

（８）海外事務所主導による取組 

25 か所の海外事務所において、合計 402 件の在外事業（文化芸術交流分野）を実施し、総計 139

万人以上の参加を得て、報道件数は 3,200 件を超えた。 

以下は、限られたリソースの中で基金のもつ経験と情報とネットワークを最大限活かし、他機
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関や現地機関とも積極的に連携したことで大きな成果を生んだ事例である。 

拠点 概要 

ローマ日

本文化会

館 

 

・影響力のきわめて高い、世界随一の国際展、ヴェネチィア・ビエンナーレ会期に

合わせ、同地の由緒あるアカデミア美術館における、著名なガラス作家・三嶋りつ

惠の個展をローマ日本文化会館が開催支援。92,000 人を超える来場者があり、ガラ

ス芸術国際フェスティバル・ヴェネチア財団賞（最優秀賞）受賞、17 件の報道があ

る等、好評を博した。 

・世界各国から美術関係者やメディア、アートに関心のある人々が多数集まる時機

を捉えて、現地美術館と日本のアーティストを支援することにより、効率的で効果

的な現代日本美術の紹介を行うことができた。 

パリ日本

文化会館 

 

・会館 25 周年を記念して、江戸東京博物館との共催により「いきもの：江戸東京 

動物たちとの暮らし」展を開催。 

・Le Monde 紙、Beaux Arts Magazine 誌等、波及力のあるメディアに掲載されたこ

とが集客数にもつながり、来場者数は 15,000 人を超え、最終的に 83件の報道があ

った。子ども向け小冊子を作成し、学校団体向けのガイドツアーを実施する等アウ

トリーチ活動にも努め、幼稚園から高校まで 29 組を含め、48 組の団体予約があっ

た。 

・丁寧な解説をつけたことも奏功し、来場者のアンケートには「産業化が進み、人

間と動物の調和が消えかけている現代社会に必要な展覧会であると感じた」「日本

では自然との関係が伝統や文化の中心にあると感じた。」等の回答が寄せられ、対

日理解促進にも大きな成果があったことが見てとれた。 

・日本国内の博物館と共催したことで、同博物館の広報媒体を通じて日本国内に向

けても事業広報を実施することができた。 

サンパウ

ロ日本文

化センタ

ー 

 

・現地日系企業等６社の協賛、ブラジル日本文化福祉協会やサンパウロ市文化セン

ターを始めとする現地８機関の協力を得て、アニソンダンスの紹介・普及を目的と

したコンテストを開催。 

・ブラジルでは、漫画やアニメ、コスプレ等日本のポップカルチャーへの関心が依

然として高い一方で、ダンスの分野においてストリートダンス、K-POP ダンス等の

流行が下火になり新しいジャンルを求めている状況にあったことから、新規事業と

して開始。コンテストには 21組が参加した。 

・受賞者には複数のイベント関係者等から紹介及び派遣依頼があったほか、セアラ

州ジュアゼイロ・ド・ノルテ市議から事業概要説明の依頼もある等、多方面から注

目を集めた。 

ロンドン

日本文化

センター 

 

・世界で最も権威のある文学祭の一つ、チェルトナム文学祭（同センターは 2018 年

以降、継続的に関与）において、令和４年度は作品が世界各国で翻訳・出版されて

いる芥川賞作家、中村文則の参加を得てオンラインイベントを実施。 

・参加者の 53％が日本関連事業初参加者であり、日本文学の紹介の裾野を広げるこ

とに寄与。 

マドリー ・同センターでは 2019 年以来、ジャズ分野での重要な祭典の一つ、サン・セバス
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ド日本文

化センタ

ー 

チャンジャズフェスティバルに、日本ジャズセクションを設けるために尽力。 

・令和４年度はジャズピアニスト・上原ひろみと、ジャズ作曲家・挟間美帆を迎え

て公演が実現し、来場者数 1,780 人、報道件数 78件を記録した。 
 

 

４．その他参考情報 

例）予算と決算の差額分析、事務所別実績分析など、必要に応じて欄を設け記載 

＜予算額と決算額の主な差異について＞ 

一部の事業実施期間が、翌年度に延期されたため等 

 

  



 

22 
 

様式１－１－４－１ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

No.２ 海外における日本語教育、学習の推進及び支援 

業務に関連する政策・施策 基本目標：Ⅲ 広報、文化交流及び報道対策 

具体的施策：Ⅲ－１－４ 国際文化交流の促進  

当該事業実施に係る根拠（個別法

条文等） 

独立行政法人国際交流基金法第 12条 

当該項目の重要度、困難度 【重要度：高】 

基金は、日本語教育推進法及びそれに基づき閣議決定された基本方針におい

て、海外における日本語教育の充実や日本語能力の評価に向けた諸施策の中心的

担い手と位置付けられているため。 

【困難度：高】 

我が国の外国人材受入れを含め、国際交流基金の日本語教育事業に対する需要

が高まる中、国内外の数多くの関係機関及び関係者と連携して確実かつ適切に事

業を実施する必要があるため。 

関連する政策評価・行政事業レビ

ュー 

令和５年度政策評価、行政事業レビューシート番号は未定 

 

２．主要な経年データ 

 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 
指標等  達成目標 基準値 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

 
令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

ア
．
海
外
の
日
本
語
教
育
環
境
の
整
備
関
連
の
指
標 

【指標２－２】 

基金海外事務所

の主催事業年間

実施件数 

計画値 

259 件以上 259 件 

259 件     

 
予算額 

（千円） 
7,915,752     

実績値 289 件     
決算額 

（千円） 
6,713,412     

達成度 112％     
経常費用 

（千円） 
6,793,614     

【指標２－３】

日本語教師研修

会への年間参加

者数 

計画値 

13,866 人

以上 
13,866 人 

13,866 人     
経常利益 

（千円） 
▲169,951     

実績値 16,250 人     
行政コスト 

（千円） 
6,923,315     

達成度 117％     従事人員数 75     
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【指標２－４】 

日本語パートナ

ーズ派遣数 

計画値 
令和５年

度末まで

に 625 人

以上（累

計のべ

3,000 人以

上） 

625 人 

500 人程度    

  

実績値 279 人    

 

達成度 55.8％    

 

日本語専門家派

遣ポスト数 
実績値 

 

137 ポスト 130 ポスト    

 

日本語教育機関

への助成実施国

数 

実績値 

 

87 か国 
63 か国・

地域 
   

 

日本語教育機関

への助成件数 
実績値 

 
550 件 348 件    

 

事業参加者・助

成対象機関・専

門家派遣先等ア

ンケート 

「有意義度」項

目※ 

実績値 

 

 99.5％    

 

研修事業参加者

アンケート 

「日本語教授法

への理解向上」

「学習意欲向

上」項目※ 

実績値 

 

 99.9％    

 

日本語学習者数

（海外日本語教

育機関調査） 

実績値 

 2018 年 

調査結課

3,851,774

人 

3,794,714

人 
   

 

パートナーズ／

パートナーズ派

遣先機関アンケ

ート 

「有意義」項目

実績値 

 

 
98.8％／ 

98.9％ 
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※ 

パートナーズ派

遣先機関アンケ

ートにおいて日

本語学習意欲向

上を測る項目※ 

実績値 

 

 99.2％    

 

パートナーズ派

遣先機関アンケ

ートにおいて対

日関心喚起、日

本理解促進を測

る項目※ 

実績値 

 

 99.4％    

 

パートナーズ派

遣裨益者数（パ

ートナーズから

日本語の指導を

受けた学習者数

及びパートナー

ズによる日本文

化紹介等に参加

した人数） 

実績値 

 

 194,428 人    

 

イ
．
日
本
語
教
授
法
及
び
日
本
語
学
習
者
の
能
力
評
価
の
充
実
並
び
に

オ
ン
ラ
イ
ン
日
本
語
学
習
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
の
提
供
関
連
の
指
標 

【指標２－５】 

日本語教材及び

日本語教育情報

に関するウェブ

サイトの年間ア

クセス数 

計画値 

42,833,622

件以上 
42,833,622件 

42,833,622件    
 

実績値 44,467,647件    
 

達成度 104％    
 

【指標２－６】 

日本語教材「ま

るごと」販売部

数 

計画値 

中期目標 

期間中 

360,640 部 

以上 

360,640 部 

72,128 部    
 

実績値 75,048 部    
 

達成度 104％    
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【指標２－８】 

e ラーニングの

受講者数 

計画値 

中期目標 

期 間 中

450,000 人

以上 

450,000 人 

90,000 人    
 

実績値 143,058 人    
 

達成度 159％    
 

日本語教材「ま

るごと」使用国

数 

実績値 
 

56 か国 61 か国    
 

日本語能力試験

（JLPT）実施国

数 

実績値 
 84 か国／

年 

88 か国・

地域 
   

 

日本語能力試験

（JLPT）実施都

市数 

実績値 
 249 都市 

／年 
236 都市    

 

日本語能力試験

（JLPT）海外受

験者数 

実績値 
 651,433 人

／年 
456,651 人    

 

日本語能力試験

（JLPT）試験収

支バランス 実績値 

  受験料収入

653,539 千円 

／支出

985,479 千円 

   

 

国際交流基金日

本語基礎テスト

（JFT-Basic）実

施国・都市数 

実績値 

  海外 11 か

国 19都市 

国内 47 都

道府県 

   

 

国際交流基金日

本語基礎テスト

（JFT-Basic）受

験者数 

実績値 

  

46,632 人    

 

※ ５段階評価のアンケートで上位２つの評価を得た割合 
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 （２）海外に

おける日本語

教育、学習の

推進及び支援 

海外におけ

る日本語教育

は、日本文化

を始めとする

我が国への理

解を深め、か

つ、我が国と

各国・地域と

の交流の担い

手を育て、友

好関係の基盤

を強化する上

で極めて重要

である。また、

日本語教育の

普及は、海外

において日本

語能力を有す

る有為な人材

の持続的な輩

出 に も 資 す

る。 

そのため、

日本語教育の

推進に関する

法律（令和元

年法律第 48

号）の趣旨も

踏まえ、各国・

地域の行政機

関や主要な日

本 語 教 育 機

（２）海外にお

ける日本語教

育、学習の推進

及び支援 

海外における

日本語教育につ

いては、日本語

教育の推進に関

する法律（令和

元年法律第 48

号）の趣旨を踏

まえ、各国・地

域の行政機関や

主要な日本語教

育機関と連携を

取りつつ、日本

語教育が定着

し、自立的・継

続的に発展して

いく素地を作る

ための環境整備

に取り組む。同

時に、日本語教

授法や日本語学

習者の能力評価

機会等、多文化

共生社会の実現

を含む新たな社

会需要にも対応

する取組の充実

に努めるととも

に、オンライン

学習プラットフ

ォームの提供等

の日本語教育・

学習の一層の普

（２）海外におけ

る日本語教育、学

習の推進及び支

援 

海外における

日本語教育につ

いては、日本語教

育の推進に関す

る法律（令和元年

法律第 48 号）の

趣旨を踏まえ、各

国・地域の行政機

関や主要な日本

語教育機関と連

携を取りつつ、日

本語教育が定着

し、自立的・継続

的に発展してい

く素地を作るた

めの環境整備に

取り組む。同時

に、日本語教授法

や日本語学習者

の能力評価機会

等、多文化共生社

会の実現を含む

新たな社会需要

にも対応する取

組の充実に努め

るとともに、オン

ライン学習プラ

ットフォームの

提供等の日本語

教育・学習の一層

の普及・充実のた

めの取組を展開

＜主な定量的指

標＞ 

【指標２－２】 

基金海外事務所

の主催事業年間

実施件数 259 件

以上 

 

【指標２－３】 

日本語教師研修

会への年間参加

者数 13,866 人

以上 

 

【指標２－４】 

日本語パートナ

ーズ派遣数 令

和５年度末まで

に 625 人以上

（累計のべ

3,000 人以上） 

 

【指標２－５】 

日本語教材及び

日本語教育情報

に関するウェブ

サイトの年間ア

クセス数 

42,833,622 件

以上 

 

【指標２－６】 

日本語教材「ま

るごと」販売部

数 中期目標期

＜主要な業務実績＞ 

（１）海外における日本語教育環境の整備 

海外において質が高く安定した日本語教育が広く実施されるよう、各国の日本語教育基盤を強化するた

め、主に以下の事業を行った。 

 

ア．日本語専門家の海外派遣 

令和４年度当初に計画していた、各国の日本語教育カリキュラム策定や教材作成への助言、現地教師の

育成等のための日本語専門家（上級専門家／専門家／指導助手）の 41か国 118 ポストへの派遣、米国を対

象とした若手日本語教員（J-LEAP）の 12ポストへの派遣は、概ね予定どおり実施することができた。他方

で、ロシアによるウクライナ侵攻など派遣先国の政情不安等の理由により本邦での待機を余儀なくされた

日本語専門家は、教師セミナー、日本語講座、アドバイザリー業務、教材制作等の業務をオンライン経由

で行うことで、赴任予定であった国・地域の日本語教育支援に努めた。 

なお、在留資格「特定技能１号」による外国人材の受入れ対象国では、従来の主な支援対象である公教

育機関や日本語教師会等に加えて、技能実習生の送り出し機関や職業訓練校等との関係構築や日本語教育

の課題等に係る情報収集・相談にも対応した。 

 

イ．日本語教師を対象にした研修の実施 

日本国内では日本語国際センター及び関西国際センターにおいて、海外では基金海外事務所及び日本人

材開発センター日本語講座部門において、基金の日本語教育専門員・派遣専門家等が経験と知識を活かし、

各国・地域の日本語教師に対する研修を実施した。 

 

（ア）国内附属機関 

日本語国際センターでは、教授経験の浅い若手教師を対象にした基礎研修、日本語運用力の一層の向上

を図る日本語研修、中堅の日本語教師を対象にした教授法総合研修、特定技能制度による来日希望者のた

めの日本語教授法研修、韓国・中国・フィリピンの中等教育機関日本語教師を対象として国ごとに実施す

る国別研修、日本語パートナーズの派遣校のカウンターパート教師を対象としたカウンターパート研修等

の、さまざまな層の日本語教師を対象とした研修を対面（一部オンライン）で実施した。関西国際センタ

ーでも、タイ教育省との連携による訪日集中研修や、大阪府の友好交流提携先であるオーストラリア・ク

ィーンズランド州の日本語教師を対象とした研修を実施した。 

さらに両センターともに、外部団体主催の研修を複数受託し、上記研修と合わせて、44 か国・地域の計

363 名の日本語教師に対して対面（一部オンライン）で研修を実施した。 

また、日本語国際センターでは、令和３年度から実施している「日本語教育と文化」「読解の教え方」

「文法指導法」「JF 日本語教育スタンダード」の４テーマに、新たに「会話の教え方」「作文の教え方」

を加えた計６テーマでのオンライン研修を実施した。 

 過去の研修参加者の中には、所属する教育機関での日本語指導はもとより、日本語教師会などのネット

ワーク組織の運営や、日本語教育の拠点となる大学の要職への就任等、各地の日本語教育の推進やネット

＜評定と根拠＞ 

評定 Ａ  

根拠： 

【量的成果の根拠】 

【指標２－２】では対目標

値 112％、【指標２－３】では

対目標値 117％、【指標２－

５】及び【指標２－６】では

対目標値 104％をそれぞれ達

成した。【指標２－８】につい

ては対目標値 159％の大幅達

成となった。【指標２－４】に

ついては、コロナ禍の影響で

国境を超える移動を伴う派

遣事業の実施に大きな制約

があったことが影響した達

成度となった。 

 

【質的成果の根拠】 

定性指標【指標２－１】各

国・地域の日本語教育環境等

を適切に踏まえた各施策の

実施による日本語教育の推

進状況 

 

ア．各国・地域の日本語教育

の状況を踏まえた戦略的な

事業展開 

 

（ア）日本語教育環境の拡大

機運に対する集中的な対応 

主に東南アジアや南アジ

ア地域に対しては、３－２．

業務実績で詳述した経済連

携協定（EPA）に基づく訪日前

日本語研修、「文化の WA（和・

評定  Ａ 

＜評定に至った理由＞ 

１ 総論 

【量的評価の根拠】 

【指標２－２】（基金海

外事務所の主催事業年

間実施件数）では、達

成率 112％、【指標２－

３】（日本語教師研修会

への年間参加者数）で

は達成率 117％、【指標

２－５】（日本語教材及

び日本語教育情報に関

するウェブサイトの年

間アクセス数）及び【指

標２－６】（日本語教材

「まるごと」販売部数）

ではそれぞれ達成率

104％となっている。ま

た、【指標２－８】（eラ

ーニングの受講者数）

については達成率が

159％に達した（他方、

前期中期期間中の指標

である eラーニング登

録者数を見直し、実際

の受講者数への変更と

した点は評価するもの

の、今後の計画におい

ては、より意欲的な目

標値設定を期待した

い）。【指標２－４】（日

本語パートナーズ派遣

数）以外の定量的指標

では、全て 100％以上

に達している。また、
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関、国内の関

係機関と連携

を取りつつ、

日本語教育が

定着し、自立

的・継続的に

発展していく

素地を作るた

めに必要な取

組 を 推 進 す

る。 

事業実施に

当たっては、

各国・地域の

状況等を反映

した適切な方

針に基づき効

果的・効率的

な実施に努め

る。 

 

ア 海外の日

本語教育環境

の整備 

海外におい

て、質が高く

安定した日本

語教育が広く

実施されるよ

う、日本語専

門家を基金海

外事務所や海

外の日本語教

育中核機関等

に派遣し、各

国・地域の主

要な日本語教

育機関に対し

て教育カリキ

及・充実のため

の取組を展開す

る。事業の実施

に当たっては、

地域・国別事業

方針に基づき、

事業の効果的・

効率的な実施に

努める。 

なお、「物価高

克服・経済再生

実現のための総

合経済対策」（令

和４年 10 月 28

日閣議決定）の

一環として、令

和４年度補正予

算（第２号）に

より追加的に措

置された運営費

交付金の一部に

ついては､外国

人材向け日本語

教育事業に活用

する。 

 

ア 海外の日本

語教育環境の整

備 

海外において

質が高く安定し

た日本語教育が

広く実施される

よう、主に次の

事業を行う。 

 

・日本語専門家

の海外派遣 

各国・地域に

する。事業の実施

に当たっては、地

域・国別事業方針

に基づき、事業の

効果的・効率的な

実施に努める。 

 なお、「物価高

克服・経済再生実

現のための総合

経済対策」（令和

４年10月28日閣

議決定）の一環と

して、令和４年度

補正予算（第２

号）により追加的

に措置された運

営費交付金の一

部については､外

国人材向け日本

語教育事業に活

用する。 

 

ア 海外の日本語

教育環境の整備  

海外において

質が高く安定し

た日本語教育が

広く実施される

よう、主に次の事

業を行う。 

 

・日本語専門家

の海外派遣 

各国・地域にお

ける日本語教育

の維持・発展に不

可欠な、日本語教

育機関や教師に

対する助言、教育

間中 360,640 部

以上 

 

【指標２－８】 

e ラーニングの

受講者数 中期

目標期間中

450,000 人以上 

 

＜その他の指標

＞ 

【指標２－１】 

各国・地域の日

本語教育環境等

を適切に踏まえ

た各施策の実施

による日本語教

育の推進状況 

（関連指標） 

・日本語専門家

派遣ポスト数

（平成 29～令

和２年度実績平

均値 137 ポスト

／年） 

・日本語教育機

関への助成実施

国数（平成 29

～令和２年度実

績平均値 87 か

国／年） 

・日本語教育機

関への助成件数

（平成 29～令

和２年度実績平

均値 550 件／

年） 

・事業参加者・

助成対象機関・

ワーク化の牽引役として活躍している教師も多くいるが、令和４年度においては、高等経済大学（ロシ

ア）東洋学部日本学科長への就任や、ヤンゴン外国語大学（ミャンマー）日本語学科長への昇進といった

例が確認された。 

 

（イ）基金海外事務所等 

現地日本語教師のニーズにきめ細やかに対応すべく、基金海外事務所等が実施した研修等の例は以下の

とおり。 

 

事業 概要 

中等日本語教師初任者研修 

（北京日本文化センター） 

・中国の中等教育段階における日本語学習者の急増に対

応するため、経験の浅い中等日本語教師を対象に、教授法

基礎講座を新たに実施。 

・現地出版社の協力を得て周知に努め、周りに日本語教師

仲間がいないなどの理由で特に支援が必要な教師を中心

に 47名が参加。 

・本研修会で初めて基金の存在を知ったという参加者も

多く、過去の研修会ではリーチが困難だった層に専門家に

よる丁寧な支援を行うことができた。 

パプア地域の日本語教師会によ

る研修への支援 

（ジャカルタ日本文化センター） 

・広大な島嶼国であるインドネシアの中で、基金事業が行

き届きにくい地域の一つであるパプア地域の日本語ブラ

ッシュアップ講座を支援。 

・現地日本語教師会が 2022 年 11 月～2023 年２月に主催

した計 13 回のオンライン研修をジャカルタ日本文化セン

ターの日本語専門家等がサポートし、教師 13 名の日本語

能力向上に寄与した。 

ベトナム初等・中等教育機関の日

本語教師に向けた取組 

（ベトナム日本文化交流センタ

ー） 

・センター主催の研修や勉強会に加え、専門家や指導助

手、現地講師がこまめに教育機関に足を運び、あるいはコ

ミュニケーションツールを利用した日常的なやりとりを

通じて、各教師に寄り添ったきめ細かい支援を展開。初等・

中等教育機関への授業巡回も計 176 回実施。 

・教育機関での対面授業が再開されたこともあり、教師や

教育機関のそれぞれの状況に即したサポートが現場から

喜ばれ、改めてネットワークを築くこともできた。 

 

ウ．日本語教育機関の活動及びネットワーク形成に対する支援 

（ア）助成事業を通じた支援 

「JFにほんごネットワーク（通称『さくらネットワーク』）」は、世界各地で日本語教育の定着と発展に

寄与すると期待される大学や日本語教師会等のネットワーク整備・活用を目的として、平成 19年度に構築

し、メンバーを順次追加し拡充を図ってきた。令和４年度末時点での構成メンバー数は 102 か国・地域の

環・輪）プロジェクト～知り

合うアジア～」による日本語

パートナーズ派遣事業、「特

定技能」外国人材向け日本語

事業のみならず、政府間合意

や民間からの支援に基づく

日本語教育の特別事業を数

多く実施してきた。 

代表的な取組として、例え

ばインドにおいては、安倍総

理大臣（当時）の国際交流会

議でのスピーチのフォロー

アップとして、平成 30 年度

より開始した日本語教師育

成特別強化事業を継続し、令

和４年度は842人を対象に教

師研修を実施し、日本語教師

の育成及び質の向上に貢献

した。またベトナムでは、同

国教育省の定める「国家外国

語プロジェクト」の下、小学

校における第一外国語とし

ての「日本語」が 2016 年よ

り小学校５校で試行導入さ

れていたが、新カリキュラム

で学ぶ生徒が 2022 年９月に

小学３年生に進学したこと

に伴って、内３校で正規科目

として承認された。国際交流

基金は試行カリキュラムの

段階から全面的に協力して

おり、令和４年度も第一外国

語教科書の制作協力、教師研

修及び個別コンサルティン

グ（ほぼ毎週の授業巡回、ほ

か）を行った。さらにジャカ

ルタ、バンコク、マニラ、ベ

トナム、クアラルンプールの

各基金事務所では、公益財団

【指標２－４】につい

ても、新型コロナ感染

症の令和５年５月以降

「５類」への移行まで

は、コロナ禍の影響が

大きく、自助努力のみ

で実施できるものでは

なく、外部要因により

業務が実施できなかっ

たものであり、やむを

得ない事情と理解す

る。その中で、令和４

年度及び令和５年度の

２年間で 625 人以上

（累計３千人達成）目

標に鑑みれば、１年間

当たりの目標値 312.5

人との比較でよく、そ

の場合、89％(279 人

/312.5 人）達成したと

いえ、コロナ禍を考え

れば、十分な実績であ

ると評価できる。なお、

令和４年度において

も、我が国の厳格な出

入国水際対策の実施、

中国のゼロコロナ政策

等の厳格措置、WHO の

新型コロナ「非常事態

宣言の継続（解除は令

和 5年 5月 5日付）等

にみられる様に、世界

的な新型コロナ対策・

措置等が取られていた

ことは明らかであり、

また、それに伴う日本

国民、訪日を希望する

外国人への心理的影響

も相当大きいものと思
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ュラムや教材

に 関 す る 指

導・助言等を

行 う と と も

に、海外にお

ける日本語教

師の技能向上

に資する研修

事業を行う。

併せて、各機

関が日本語教

育を継続する

ために必要な

教師の雇用や

教材調達、日

本語教育関連

事業等に係る

経費に対する

支援を行うほ

か、教育機関

や日本語教師

同士の情報共

有や相互協力

を促すネット

ワークを強化

する。加えて、

各国・地域に

おける日本語

教育の新たな

開始や継続実

施に対する後

押しが必要の

際は、在外公

館と連携しつ

つ、教育機関

や行政機関等

への働きかけ

を行う。また、

各国・地域の

おける日本語教

育の維持・発展

に不可欠な、日

本語教育機関や

教師に対する助

言、教育カリキ

ュラム策定や教

材開発への協力

等を行うため、

日本語専門家を

長期又は短期で

海外に派遣す

る。派遣事業実

施に当たって

は、派遣する日

本語専門家の確

保が困難になっ

ている状況を踏

まえ、引き続き

日本国内の教育

関係機関との連

携を深める。 

 

・日本語教師を

対象にした研修

の実施 

日本語学習者

の関心・ニーズ

も反映した質の

高い日本語教育

を促進するた

め、各国・地域

の日本語教師に

対する研修を日

本国内及び海外

で実施する。実

施に当たって

は、日本国内外

の機関との連

カリキュラム策

定や教材開発へ

の協力等を行う

ため、日本語専門

家を長期又は短

期で海外に派遣

する。事業の実施

に当たっては、資

質・能力面で優れ

た日本語専門家

を確保し、日本語

教育人材の育成

にも資するべく、

引き続き日本国

内の教育関係機

関との連携を深

める。 

 

・日本語教師を

対象にした研修

の実施 

日本語学習者

の関心・ニーズも

反映した質の高

い日本語教育を

促進するため、 

各国・地域の日本

語教師に対する

研修を日本国内

及び海外、また必

要に応じてオン

ラインも活用し

て実施し、令和４

年度は日本語教

師研修参加者数

13,866 人以上の

達成を目標とす

る。事業の実施に

当たっては、日本

専門家派遣先等

アンケート「有

意義度」項目の

５段階評価で上

位２つの評価を

得る割合 

・研修事業参加

者アンケート 

「日本語教授法

への理解向上」

「学習意欲向

上」項目の５段

階評価で上位２

つの評価を得る

割合 

・日本語学習者

数（海外日本語

教育機関調査）

（2018 年調査

結果 3,851,774

人） 

 

【指標２－４】 

（関連指標） 

・パートナーズ

／パートナーズ

派遣先機関アン

ケート 「有意

義」項目の５段

階評価で上位２

つの評価を得る

割合 

・パートナーズ

派遣先機関アン

ケートにおいて

日本語学習意欲

向上を測る項目

の５段階評価で

357 機関にのぼる。これらの機関を主な対象として、教師給与や教材制作・購入等に係る経費を支援する

日本語教育機関支援（助成）事業を 63か国・地域で計 348 件実施した。主な事業例は以下のとおり。 

 

助成対象事業 概要 

マレーシア日本語フェスティバル 

（マレーシア日本語協会） 

・同国最大規模の日本語教育関連イベントへの支援。 

・コロナ禍を契機にイベントをオンライン化し、３か月

にわたりさまざまなプログラムを実施。従来の中等学校

の生徒から大学生や一般学習者まで幅広い層が、マレー

シアだけでなく ASEAN 域内などの他国からも参加し、の

べ参加者数は 1,000 名を超えた。 

・イベント内の各コンテストについて知見を有する世

界各国の日本語教育関係者にワークショップの講師を

依頼する等、地域的なネットワークや日本語を通じた交

流の裾野が拡大した。 

「日本語で育てよう」オンラインセ

ミナー 

（ヨーク大学（カナダ）） 

・継承日本語教育の担い手である保護者をメインター

ゲットとして、講師によるセミナーと参加者同士のディ

スカションを実施。カナダ全土をみても他に例がない、

貴重な取組として支援。 

・同大学が構築したネットワークを基軸として約100人

が参加した。 

 

（イ）助成事業以外の取組 

基金海外事務所では、現地機関等と適宜共催しながら、現地日本語教育機関のネットワーク化に資する

さまざまな活動を行った。また、近隣に所在する基金海外事務所や派遣専門家同士が協力して、１か国に

とどまらない国境を越えたネットワーク構築を目指した取組も行った。主な事業例は以下のとおり。 

 

事業 概要 

継承日本語教育関連の取組 

（ロサンゼルス日本文化センター） 

・米国における継承日本語教育は、継承語学校、補習授

業校や保護者らによりコミュニティごとにさまざまな

形で行われている一方、ネットワークが存在せず、情報・

知見の共有が進まないという課題を抱えている。 

・このような状況に対して同センターは、保護者からの

ヒアリングや同分野の専門家との協議を重ね、有益な情

報（継承語学校リスト・マップ、教材等のリソース、関

連プログラム・各地における事例、情報・意見交換や相

談等を行えるフォーラム）を集約した継承日本語教育プ

ラットフォームのウェブサイトを開設し、ネットワーク

構築促進の端緒とした。 

法人かめのり財団との共催

で「にほんご人フォーラム」

関連事業を各国で実施、これ

からの社会を生きる現地の

高校生世代に対して、日本語

能力の向上、日本文化・社会

への理解深化、21世紀型コミ

ュニケーションスキルの涵

養等を通じて日本及び東南

アジア域内の同世代と日本

語を使って議論・協働するス

キルを身に付ける機会を提

供した。 

 

（イ）日本語教育環境を効果

的・効率的に維持・発展させ

るための取組 

すでに一定レベルの日本

語教育インフラが集積して

いる北米や欧州、大洋州等の

地域においては、かかる環境

を維持・発展するべく、オン

ラインを積極的に活用する

事業や、事務所間の有機的連

携等に戦略的に取り組んだ。

代表的な例として、シドニー

日本文化センターでは、広大

な国土を有するオーストラ

リアにおいてオンラインの

強みを活かして、従来対面形

式で実施していた全豪日本

語弁論大会をビデオエント

リーの審査・ウェブサイト発

表方式へと変更した。また、

欧州においては、６つの基金

海外事務所（ローマ、ケルン、

パリ、ロンドン、マドリード、

ブダペスト）の共催で、欧州

の現地教師の日本語教授力

われる。出入国在留管

理庁発表の統計資料に

おいても、令和 4年に

おける日本人出国者数

（2,771,632 人）は令

和元年（ 20,080,669

人）比 13.8％程度、令

和 4年における外国人

入国者数（4,680,425

人 ） も 令 和 元 年

（36,148,684 人）比

12.9％程度に留まって

いることがその現れで

あり、この出入国のデ

ータ等の水準を踏まえ

ても、日本語パートナ

ーズ派遣数の実績（計

画値の 55.8%（２年間

の派遣目標の平均値の

89％、令和元年度（515

人）比の 54％）は、十

分評価に値する実績と

いえる。また、関連指

標のうち、以下の指標

についてのそれぞれの

評価は以下のとおり。 

日本語専門家派遣ポ

スト数については、コ

ロナ禍のみならず、長

期化しているポスト、

地域的な配分の見直し

や、拠点（大学日本語

学科への派遣）から広

域化、アドバイザー型

（日本文化センターへ

の派遣を通じて、より

広域的な活動従事等）

への移行等、中・長期

的な課題として、業務
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状況や政策的

要 請 を 踏 ま

え、学習ニー

ズに対応した

専門的な日本

語学習の機会

を提供する研

修等を実施す

る。 

 

イ 日本語教

授法及び日本

語学習者の能

力評価の充実

並びにオンラ

イン日本語学

習プラットフ

ォームの提供 

外国語教育

の 国 際 標 準

（ヨーロッパ

言語共通参照

枠（CEFR））を

踏まえて基金

が 作 成 し た

「JF 日本語

教育スタンダ

ード」に基づ

くカリキュラ

ムや教材の利

用を促し、海

外における日

本語教育の充

実を図る。ま

た、日本語を

母語としない

学習者が、総

合的な言語知

識・運用能力

携・協力に努め

る。 

 

・日本語教育機

関の活動及びネ

ットワーク形成

に対する支援 

日本語教師養

成機関等、各国・

地域において日

本語教育の普及

に中核的な役割

を果たす日本語

教育機関が活動

を継続するため

に必要な教師の

雇用や、教材制

作・購入、教育

関連事業に係る

経費等を支援す

る。 

 

・日本語教育・

学習の奨励 

各国・地域の

行政機関や教育

機関に対し、日

本語教育の新た

な開始や継続実

施を促すため、

我が国への招へ

いを含め政策決

定者・教育関係

者への不断の働

きかけを行う。

また、各国・地

域の日本語教育

の振興を図るた

め、学習者研修

国内外の機関と

の連携・協力に努

める。 

 

・日本語教育機

関の活動及びネ

ットワーク形成

に対する支援  

日本語教師養

成機関等、各国・

地域において日

本語教育の普及

に中核的な役割

を果たす日本語

教育機関が活動

を継続するため

に必要な教師の

雇用や、教材制

作・購入、教育関

連事業に係る経

費等を支援する。 

 

・日本語教育・学

習の奨励  

各国・地域の行

政機関や教育機

関に対し、日本語

教育の新たな開

始や継続実施を

促すため、我が国

への招へいを含

め政策決定者・教

育関係者への不

断の働きかけを

行う。また、各国・

地域の日本語教

育の振興を図る

ため、学習者研修

等の学習奨励を

上位２つの評価

を得る割合 

・パートナーズ

派遣先機関アン

ケートにおいて

対日関心喚起、

日本理解促進を

測る項目の５段

階評価で上位２

つの評価を得る

割合 

・パートナーズ

派遣裨益者数

（パートナーズ

から日本語の指

導を受けた学習

者数及びパート

ナーズによる日

本文化紹介等に

参加した人数） 

 

【指標２－７】 

日本語能力評価

のための試験実

施状況 

（関連指標） 

・日本語能力試

験（JLPT）実施

国数（平成 29

～令和元年度実

績平均値 84 か

国／年） 

・日本語能力試

験（JLPT）実施

都市数（平成

29～令和元年度

実績平均値 249

都市／年） 

中東・北アフリカ日本語教育シンポ

ジウム JLEMENA2023 

（カイロ日本文化センター） 

・過去２か年度に引き続き、ハイブリッド形式で実施。

日本から専門家を招へいし、「学習者の自律をうながす

ために教師ができること―教師の役割を考える―」をテ

ーマに基調講演とワークショップを開催。 

・一般参加者は 55 か国・地域から 341 名にのぼり、18

か国・地域からの 44 名が発表を行った。 

・プレセッション、基調講演や発表、ワークショップ等

のメインセッション、ポストセッションを含めて 17 日

間に及ぶ開催期間で、中東・北アフリカ地域を中心とし

た日本語教育に関する情報共有、対外発信、教授能力の

研鑽、ネットワーク構築に大きく寄与した。 

 

エ．日本語教育・学習の奨励 

（ア）関西国際センターによる取組 

関西国際センターでは、25 か国 28名の外交官・公務員、13か国・地域 18 名の研究者や大学院生、図書

館司書及び学芸員等に対して、職業上必要となるコミュニケーション能力の向上に重点を置いた専門日本

語研修（訪日研修）を実施した。駐日大使となった過去の外交官・公務員研修修了者は 2023 年４月時点で

18 名にのぼっており、1990 年度の修了者アサド・マジード・カーン氏（パキスタン）が駐日大使を経て

2022 年 12 月に同国の外務次官に就任する等、対日外交に携わる人材育成や諸外国との交流発展に寄与し

ている。また、李秀賢氏記念韓国青少年訪日研修（2001 年に東京 JR 新大久保駅で線路に落ちた乗客を助

けるために事故死した韓国人留学生：李秀賢（イ・スヒョン）氏の勇気ある行動を顕彰することを目的と

して、2002 年より実施）では、日本語を学ぶ成績優秀な高校生 20 名を韓国から招へいした。加えて、国

内外の大学や非営利団体からの研修受託にも力を入れ、新規 1件を含む計３件で 41名の大学生・大学院生

に対する日本語研修を対面で実施した。 

訪日研修の再開に際しては、ポストコロナに向けた学習環境・教育目標の変化を意識するとともに、よ

り効果的な対面研修実施のためにオンラインを活用した。オンラインツールを導入することで、来日前準

備やグループ作業もより効率的かつ創造的に行うことが可能となったほか、研修プログラム中に帰国後の

継続学習を意識したオンライン学習ツールの実践紹介を行う等の工夫も施した。 

さらに、学習奨励も兼ねた取組として、３年ぶりに開催された「ふれあい交流祭り」（地元の国際交流団

体が組織する「関西国際センター研修生支援協議会」が主催）に合わせて行った関西国際センター設立 25

周年式典では、同センター日本語研修修了者（平成 12 年度大学院生研修及び平成 16 年度外交官研修）で

あるアレクサンドラ・コヴァチュ駐日セルビア共和国特命全権大使による特別講演を実施。同大使がセン

ターでの有意義な経験を振り返りつつ、現在の研修参加者にエールを送るとともに地域の人々に謝辞を述

べられ、地域に支えられた 25年間の成果の蓄積を再認識する機会となった。 

 

（イ）基金海外事務所による日本語学習者の裾野拡大に向けた取組 

基金海外事務所では、オンラインを活用して広域展開を図る事業を継続して実施した。また、日本語学

習者の裾野拡大に向けて、日本のポップカルチャーへの関心を踏まえた事業等、特に若年層を意識した取

組も行った。主な事業例は以下のとおり。 

向上を目的としたオンライ

ン公開セミナーを計５回実

施したところ、事務所非所在

国を含め約 30 か国から 900

人以上の参加があり大きな

広がりを見せた。 

 

（ウ）基金海外事務所が存在

しない国・地域に対する広域

的な取組 

主に中南米地域や中東欧

地域、中東・アフリカ地域の

各国に対しては、近隣の基金

海外事務所が広域的な活動

を展開した。 

例えばメキシコ日本文化

センターでは、中米カリブ５

か国に対して、国ごとに対面

／オンライン／ハイブリッ

ドの教師研修を実施し 38 名

が参加したほか、同センター

の日本語専門家が近隣の 12

か国の日本語教師からのカ

リキュラム作成、教材選定、

評価方法等に関する相談に

助言した。 

カイロ日本文化センター

では、同センターの上級専門

家が中東・北アフリカ地域を

始めとする 10 の国・地域の

計181人の日本語教師等に対

して各種アドバイスを行っ

た。また、同センターが主催

したオンライン事業「中東・

北アフリカ日本語教育シン

ポジウム JLEMENA2023」には

56 の国・地域から 341 人にの

ぼる申し込みがあったほか、

パレスチナ日本政府代表事

の合理化、効率化を図

っているところであ

り、高く評価したい。 

日本語教育機関への

助成実績国数、日本語

教育機関への助成実施

国数については、2021

年度海外日本語教育機

関調査からわかるとお

り、世界的なコロナ禍

において、オンライン

授業が盛んに行われて

おり（調査結果上、全

機関の 63.1％がオン

ライン授業を実施）、対

面での日本語教育活動

の減少等もみられ、予

算等の制約等もある中

で、オンラインを活用

した活動への積極的な

支援等、創意工夫も確

認できる。 

 日 本 語 学 習 者 数

（2021 年度日本語教

育機関調査）について

は、調査期間が 2021 年

9 月～12 月となってお

り、コロナ禍の影響は

否定できない状況でも

ある中、2018 年度調査

比で微減（1.5％弱減）

に留まる状況は評価し

たい。要因としては、

学校教育以外での学習

者数の大幅減（27％減）

が大きい一方、国際交

流基金が支援に重点を

置いている中等教育機

関においてはむしろ増
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や、生活・就労

の場面におけ

るコミュニケ

ーション能力

等、多様な目

的に応じて必

要とする日本

語能力を適切

に測定・評価

するための手

段として、各

国・地域で利

用される日本

語能力評価の

ための試験に

ついて、政策

的要請も踏ま

えつつ、引き

続き効果的か

つ効率的な実

施に努める。  

更に、地理

的な制約を越

えて全世界の

日本語学習者

に質の高い学

習機会を提供

するべく、オ

ンライン日本

語学習プラッ

トフォームの

構築・運営等

を行う。 

上 記 に 加

え、各国・地域

の日本語教育

及び学習環境

に即した事業

を適切に行う

等の学習奨励を

行う。 

 

・EPA に基づく

訪日前日本語研

修の実施 

インドネシア及

びフィリピンと

の政府間取極に

即し、両国から

の看護師・介護

福祉士の受入れ

を促進するた

め、候補者に対

する訪日前の日

本語研修を各国

で行う。 

 

・「文化の WA

（和・環・輪）プ

ロジェクト～知

り合うアジア

～」による日本

語パートナーズ

派遣事業の実施 

アジアにおけ

る日本語教師の

活動支援及び日

本語学習者と日

本人の交流の機

会の増大を図る

ために、現地日

本語教師・学習

者のパートナー

役となる人材を

我が国から各

国・地域の日本

語教育機関に派

遣し、教室内外

行うほか、各国・

地域の状況や政

策的要請を踏ま

え、学習ニーズに

対応した専門日

本語研修等を実

施する。 

 

・EPA に基づく訪

日前日本語研修

の実施  

インドネシア

及びフィリピン

との政府間取極

に即し、両国から

の看護師・介護福

祉士の受入れを

促進するため、候

補者に対する訪

日前の日本語研

修を両国で行う。  

 

・「文化の WA（和・

環・輪）プロジェ

クト～知り合う

アジア～」による

日本語パートナ

ーズ派遣事業の

実施 

アジアにおけ

る日本語教師の

活動支援及び日

本語学習者と日

本人の交流の機

会の増大を図る

ために、現地日本

語教師・学習者の

パートナー役と

なる人材を我が

・日本語能力試

験（JLPT）海外

受験者数（平成

29～令和元年度

実績平均値

651,433 人／

年） 

・日本語能力試

験（JLPT）試験

収支バランス 

・国際交流基金

日本語基礎テス

ト（JFT-

Basic）実施

国・都市数 

・国際交流基金

日本語基礎テス

ト（JFT-

Basic）受験者

数 

 

＜評価の視点＞ 

各国・地域ご

との日本語教育

環境の維持・発

展に資する成果

があがったかに

ついては、当該

国・地域のニー

ズ等を踏まえて

戦略的に事業を

組み合わせて対

応したか、日本

国内への外国人

材の円滑な受入

れ等、新たな社

会需要に対応す

る学習ニーズに

効果的に対応し

 

事業 概要  

JF×パレスチナ オンライン日本語  

（カイロ日本文化センター） 

前年度から引き続き対パレスチナ日本政府代表事務

所と共催して現地の日本語学習者を対象に、『いろど

り 生活の日本語』（（２）ア．（ア）参照）を教材

としたオンライン講座を実施。現地情勢や通信事情等

の制約がある中で 10 名が修了し、３年目にして初と

なる対面での修了式を開催。修了者同士も初対面とな

ったが、参加者同士の交流や主催者からの激励は学習

継続意欲の向上に寄与した。なお、パレスチナはこれ

まで日本語教育機関の存在こそ確認されていないが、

意欲的な学習者に良質な学習機会を提供した結果、カ

イロ日本文化センター主催の学習者向けオンライン

イベントやコンテストといった別の企画への参加に

もつながった。 

VOICE ACTING FOR JAPANESE ANIME 

（ロサンゼルス日本文化センター） 

日本と米国に拠点を置く日本映像翻訳アカデミーと

の共催により、初級学習者を対象にしたオンラインボ

イスオーバー（声優）ワークショップを実施。日本で

声優として活躍する篠宮なつ氏が、トレーニングや声

優の手法、これまでの体験談を紹介した後で、短いア

ニメ動画を使用して実際にボイスオーバーに挑戦す

る等、参加者は日本語とポップカルチャーを組み合わ

せた企画を通じて日本文化への関心や理解を深める

ことができた。 

小中学生日本語１－DAY キャンプ  

（ソウル日本文化センター） 

韓国では少子化の影響により日本語学習者が減少傾

向にある中、低年齢層から日本語教育への関心を喚起

するため、忠南教育庁国際教育院及び忠南韓国日本語

教育研究会（教師会）主催の「小中学生日本語１－DAY

キャンプ」に対して企画と運営協力を行った。具体的

には、ソウル日本文化センターが有するネットワーク

を活かした関係者の間の橋渡し、コースデザインに当

たっての助言、日本語専門家による出講といった協力

を行い、213 名の小・中学生に楽しみながら日本語に

触れる機会を提供した。 

 

オ．EPA に基づく訪日前日本語研修の実施 

インドネシア及びフィリピンにおいて、来日予定の看護師・介護福祉士候補者を対象に、来日後の就労

に必要な日本語能力習得を目的とする日本語予備教育を実施した。 

務所との共催による日本語

講座「JF×パレスチナ オン

ライン日本語」等の事務所所

在国を越えた事業を展開し

た。 

ブダペスト日本文化セン

ターでは、対面式での中東欧

日本語教育研修会（11か国か

ら 22 人が参加）や中・東欧

地域向け日本語教育ニュー

スレターの再開、同センター

の日本語専門家による出講

等の広域事業を実施したほ

か、コソボの日本語学習者を

対象にしたパイロット版オ

ンライン日本語コース（番組

「 ひ き だ す に ほ ん ご 

Activate Your Japanese!」

を活用）を開始した。コソボ

については海外日本語教育

機関調査で日本語教育機関

は確認されていないものの、

派遣専門家の調査を通じて

入門～初級レベルの独習者

が少なからず存在すること

が把握できていたため、同国

を管轄する在オーストリア

日本国大使館にも広報協力

を仰いだところ、予想を大き

く上回る 448 人の参加を得

た。 

 

イ．国の施策とも連動した、

高まる社会要請への対応 

（ア）「特定技能」による外国

人材向け日本語事業 

「３－２.業務実績」の

（２）イ．（イ）他に記載した

本事業はこの対応の代表的

加（10％強）しており、

国際交流基金の支援の

賜であると理解する。 

 日本語パートナーズ

裨益者数についても、

平成 29 年度～令和 2

年 度 実 績 平 均 値

（300,357 人）比では

64％強（194，428 人）

に留まっており、コロ

ナ禍でやむを得ない状

況の中にあっても、一

定程度の実績は評価で

きる。 

 日 本 語 能 力 試 験

（JLPT）海外受験者数

や試験収支バランスに

ついても、コロナ禍の

影響は依然として大き

く、特に世界最大の受

験者数を有する中国に

おける令和 4年第 2回

試験では、中国のほぼ

全土におよぶゼロコロ

ナ政策に基づくロック

ダウンの影響による突

然の中止措置の影響を

諸に受けており、受験

者数の低下、試験収支

バランスの悪化に繋が

っている。予想不可能

な外的要因によるもの

であり、やむを得ない

ものと思われる（他方、

令和 5年度試験におい

ては、受験者は完全に

回復基調にあり、第 1

回試験においては、コ

ロナ禍以前も含め、手
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ため、また、日

本語教育活動

の活性化に資

するよう、全

世界を対象に

した日本語教

育事情・学習

調査を行い、

情報を広く提

供する。 

 

 

 

 

 

で日本語・日本

文化紹介活動を

行ってアジア諸

国の日本語教育

を支援するとと

もに、国内の多

文化共生社会実

現の促進を含む

効果的なフォロ

ーアップの実施

にも留意する。 

 

イ 日本語教授

法及び日本語学

習者の能力評価

の充実並びにオ

ンライン学習プ

ラットフォーム

の提供 

日本語教育・

学習のより一層

の普及・充実の

ため、主に次の

事業を行う。 

 

・日本語教授法

に関する情報発

信と素材の提供 

基金が外国語

教育の国際標準

（ヨーロッパ言

語共通参照枠

（CEFR））を踏ま

えて作成した

「JF 日本語教

育スタンダー

ド」に基づくカ

リキュラムや教

材が日本国内外

国から各国・地域

の日本語教育機

関に派遣し、教室

内外で日本語・日

本文化紹介活動

を行ってアジア

諸国の日本語教

育を支援すると

ともに、国内の多

文化共生社会実

現の促進を含む

効果的なフォロ

ーアップの実施

にも留意する。 

令和４年度は、

地方自治体等と

の連携及び広報

の強化に引き続

き努め、日本語パ

ートナー長期に

ついて 150 名程

度の新規派遣を

行うとともに、50

名程度の短期派

遣、290 名程度の

大学連携派遣等

により、計 500 名

程度の派遣を行

う。 

 

また、上記の各

事業等と関連し

て、23 か所の基金

海外事務所にお

いて、日本語教育

環境の整備に向

けた現地ニーズ

に迅速かつ柔軟

に対応すべく主

たか等につい

て、関連指標の

推移や、成果発

現に向けたオン

ラインの活用を

始めとする法人

の創意工夫等を

勘案して、総合

的に評価する。 

 

 

 

 

 

 

 令和３年度研修（2021 年 11 月～2022 年６月）では、両国合計 521 人（インドネシア 289 人、フィリピ

ン 232 人）に対してオンラインを中心に６か月間の研修を実施した。インドネシアでは、研修参加者のう

ち成績の底上げが必要な下位クラスについて、入念な感染症対策をした上で研修後半（2022 年２月）より

研修施設で対面研修を実施した。令和４年度研修（2022 年 11 月～2023 年６月）は、両国合計 571 名（イ

ンドネシア 315 人、フィリピン 256 人）に対してオンラインを中心に６か月間の研修を実施しており、下

位クラスについては、研修後半（2023 年２月）より一部を対面で実施している。国家試験の累積合格者数

は、看護師ではインドネシアが 221 人、フィリピンが 232 人、介護福祉士ではインドネシアが 1,188 人、

フィリピンが 889 人となっており、訪日前日本語教育はこれら２か国からの看護師・介護福祉士受入れ数

拡大に継続して寄与している。 

 研修内容や手法については、新型コロナウイルス感染症の流行の影響もあり、令和２年度以降は原則と

してオンラインによる研修を実施しているが、e ラーニングとの連携が可能な『まるごと 日本のことば

と文化』（（２）ア．（イ）参照）への主教材の変更、日本語学習プラットフォーム「JF にほんご eラーニン

グみなと」（（２）ウ．参照）等で非同期学習を終えた上でライブ授業（同期学習）を受ける反転授業の実

施などの工夫を凝らしている。さらには、e ラーニング等による非同期学習の時間中には現地のチュータ

ーと研修参加者をオンラインでつなぐ等、必ずしも語学学習の習慣のない研修参加者に対して現地チュー

ターが自身の日本語学習経験に基づくアドバイスを随時行う等、自律的学習の習慣付け・意識付けを促す

取組も行った。 

 

カ．「文化の WA（和・環・輪）プロジェクト～知り合うアジア～」による日本語パートナーズ派遣事業の

実施  

アジアにおける日本語教師の活動支援及び日本語学習者と日本人の交流の機会の増大を図るために、現

地日本語教師・学習者のパートナー役となる人材を各国の日本語教育機関に派遣し、教室内外で日本語・

日本文化紹介活動を行ってアジア諸国の日本語教育を支援した。 

令和４年度は、日本語パートナーズ長期派遣 182 人を新規に派遣するとともに、短期派遣６人、大学連

携派遣 91人の計 279 人を９か国・地域、312 機関へ派遣した。 

短期派遣については、日本国外務省が発表する感染症危険情報が 2022 年 10 月 19 日付で「全世界レベ

ル 1（十分注意してください）」となり、日本を含む各国での水際対策にも緩和の動きがみられたことを受

けて、基金海外事務所・大使館に派遣再開の可否を打診したものの、「現地での調整がまだ難しい」「受け

入れ準備に相当の時間が必要」といった理由で即時の対応が可能な国が限られてしまい、結果として年度

内にはラオスに６人のみを派遣、その他の候補の派遣はすべて見送ることとなった（見送り分については

令和５年度の実施を検討）。 

また、大学連携については、追加分を含めた採用人数は 294 人であったが、新型コロナウイルス感染症

の水際対策による現地入国時や日本帰国時における一定期間の隔離等の規制や大学側の都合等による辞退

者が 203 人にのぼり、実際の派遣人数は 91人にとどまった。 

 

（ア）広報の強化 

首都圏のみならず幅広い地域から応募者を募るため、インターネット広告や SNS を中心にした広報を行

った。加えて、参加を検討している層向けにオンラインの公開質問会を計３回実施し、当日のオンライン

参加と後日のアーカイブ録画視聴を併せて総視聴回数は 2,769 回に達した。その結果、令和４年度の応募

倍率は通年で 7.1 倍と前年度（5.3 倍）から増加した。 

事例であり、基金関係部署が

試験作成・実施、専門家派遣、

教材制作等を協働して展開

した。なかでも国際交流基金

日本語基礎テスト（JFT-

Basic）については、試験実施

に関する日本政府の方針及

び人材受入れニーズ、技能試

験の実施状況等を踏まえつ

つ、受験者のニーズに各国ご

とにきめ細かく対応し、国内

外の数多くの関係機関及び

関係者と連携して確実かつ

適切に実施したことで、日本

国内への外国人材の円滑な

受入れに貢献することがで

きた。 

 

（イ）継承日本語教育に関す

る取組 

令和元年６月に公布・施行

された「日本語教育の推進に

関する法律」、令和２年６月

に閣議決定された「日本語教

育の推進に関する施策を総

合的かつ効率的に推進する

ための基本的な方針」に基づ

き、特に海外に移住した邦人

の子孫、外国人と日本人を両

親に持つ子に対する日本語

教育（以下「継承日本語教

育」）について、基金本部及

びそのニーズが高い国の基

金海外事務所を通じて国ご

との状況に即した支援事業

を実施した。なかでも、米州、

欧州、豪州及び韓国に所在す

る基金海外事務所は、各地の

関係団体・関係者と連携し、

元の集計でではあるも

のの、最大の受験者数

となった旨報告を受け

ている）。 

 

【質的成果の根拠】 

 国際交流基金日本語

事業については、令和

３年度に引き続き、コ

ロナ禍の状況を考慮し

つつ、対面やオンライ

ン等を効果的に組み合

わせながら、海外の日

本語教育機関や教育行

政関係機関等との連携

強化を図り、日本語普

及の基礎となる海外の

日本語教育環境の整

備、日本語教授法や能

力評価の充実等に創意

工夫をもって積極的に

取り組み、以下のよう

な質的な成果について

高く評価する。 

 

２ 「外国人材の円滑

かつ適正な受入れ」の

ための日本語教育支援

事業の実施 

国際交流基金日本語

基 礎 テ ス ト （ JFT-

Basic）については、令

和３年度に引き続き、

コロナ禍の中でも十分

な感染症防止対策を徹

底した上で、継続的か

つ安定した実施を確保

し、また、開催日程も

引き続き４月を除きほ
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の教育関係者に

一層活用される

よう、日本語教

材「まるごと」

の利用促進に努

めるとともに、

モデル講座やイ

ンターネットを

活用した情報発

信と素材提供を

行う。 

 

・日本語能力評

価のための試験

の実施 

日本語学習者

の日本語能力を

総合的に測定し

認定する日本語

能力試験を海外

で実施する。ま

た、「新たな外国

人材の受入れ」

において、来日

後の生活・就労

に必要な日本語

能力を適切かつ

頻度を高めて測

ることにも利用

できるテスト

（以下「国際交

流基金日本語基

礎テスト」とい

う。）を実施す

る。併せて、こ

れらの試験内容

を踏まえた日本

語教材『いろど

り 生活の日本

催事業実施件数

259 件以上の達成

を目標とする。 

  

イ 日本語教授法

及び日本語学習

者の能力評価の

充実並びにオン

ライン学習プラ

ットフォームの

提供 

日本語教育・学

習のより一層の

普及・充実のた

め、主に次の事業

を行う。 

 

・日本語教授法

に関する情報発

信と素材の提供 

基金が、外国語

教育の国際標準

（ヨーロッパ言

語 共 通 参 照 枠

（CEFR））を踏ま

えて作成した「JF

日本語教育スタ

ンダード」に基づ

くカリキュラム

教材が日本国内

外の教育関係者

に一層活用され

るよう、日本語教

材「まるごと」の

利用促進に努め

るとともに、モデ

ル講座やインタ

ーネットを活用

した情報発信と

さらに、日本語パートナーズ事業の日本国内での知名度の一層の向上、各地の多文化共生等の取組にお

いて日本語パートナーズ経験者が寄与しうる可能性を見込んで、地方自治体の実務担当者を対象とする外

務省主催の地方連携事業説明会にて事業紹介を行った。 

 

（イ）地方自治体との連携 

長期派遣では福岡県、埼玉県、静岡県、大分県からの推薦枠を設けて、地方自治体との連携を引き続き

推進した。また、連携拡大の一環として、ラオスへ短期派遣される６名のうち４名につき茨城県の守谷市

国際交流協会から推薦を受けた。 

また、「政府関係機関移転基本方針」（平成 28 年３月 22日まち・ひと・しごと創生本部決定）に則って、

派遣先の言語・文化知識や日本語教授法に関する基礎知識等の習得を主な内容とする派遣前研修計５件の

うち１件を、大分県、別府市及び立命館アジア太平洋大学と連携して、同県にて実施した。（残り４件は基

金附属機関（日本語国際センター及び関西国際センター）等を活用。） 

さらに 2022 年 12 月には、長期派遣自治体推薦プログラムで連携している上述の埼玉県との共催で、「海

外滞在型事業への参加経験の活かし方－地域に根差した活動につなげるために－」と題したセミナーを実

施。日本語パートナーズに加え、基金国際対話部が主管する日米草の根コーディネーター派遣（JOI）プロ

グラム（本報告書 59ページ参照）の経験者、埼玉グローバル賞を受賞した NPO 法人 AEA 関係者らが登壇し

た。参加者からは「さまざまなセクターからの話を聞けて有意義であった」「自身が参加した海外派遣プ

ログラムの経験の価値を改めて考える機会になった」等の好意的なコメントが寄せられた。 

 

（ウ）派遣の成果 

令和４年度中に帰国した日本語パートナーズ 283 名は、265 校の教育機関において計 72,942 人の生徒の

日本語教育に従事した。受入校に対するアンケート調査では、98.9％がパートナーズの活動を有意義と評

価したほか、生徒の日本語学習意欲向上（99.2％）、現地日本語教師の日本語能力向上（97.4％）、生徒

の日本・日本文化に対する知識増加・理解深化（99.4％）等の各項目においていずれも高い評価を得た。

また、課外活動としての日本語クラブの活動活性化（56.2％）、大学進学における日本語学科等日本関連

の学科への進学（42.2％）、日本語能力試験の受験者数増加（36％）等の波及的な効果もあがっており、

将来日本での就職を希望する生徒が増えたとの回答もあった。 

さらに、本事業はパートナーズによる課外活動や学内外でのイベントにおける日本文化紹介を通じて、

日本語を学習する現地の生徒だけでなくその他の生徒及び教員や地域住民にも成果は波及しており、令和

４年度は計 69,261 人の現地の人々がイベント等に参加した。また課外活動や教師会でも積極的に日本文

化紹介を展開した結果、活動全体の裨益者数は 194,428 人に達し、日本語学習者以外の幅広い層に日本文

化・社会の魅力を伝えることに貢献した。 

 

（エ）帰国後のフォローアップ 

帰国後のパートナーズに対するフォローアップとして、メールマガジンや SNS 等の活用を通じて、パー

トナーズ経験者同士のネットワーク維持・強化を継続するとともに、コロナ禍で中止していた感謝状贈呈

式・交流会を３年ぶりに開催し、帰国した日本語パートナーズに活動報告の機会を提供した。 

また、初の試みとして、派遣先や派遣時期に関わりなく帰国後のパートナーズ経験者が主体的につなが

るネットワークの構築とパートナーズ経験の日本社会への還元を後押しするために、経験者の有志が準備

基礎情報の収集や国・地域を

越えた情報交流、ネットワー

ク構築や協働の取組を実施・

支援した。 

基礎情報収集の事例とし

て、メキシコ日本文化センタ

ーでは、同国に在住する子ど

もたちの日本語使用・学習に

関する調査を実施して、次年

度以降の事業計画策定のた

めの参考情報とした。 

情報交流促進の事例とし

て、ケルン日本文化会館で

は、ドイツ語圏の継承語団体

「チームもっとつなぐ」と協

力し、日本語とつながる子供

たちを支援するオンライン

プラットフォーム「つなぐ」

を開設した。また、同プラッ

トフォーム上で紹介された、

子どもたちが学びと体験の

プロセスを記録するための

「わたし語ポートフォリオ」

の英語版をシドニー日本文

化センターが豪州繁生語研

究会と協力して作成する等、

国・地域を越えた効果的な取

組を共有する場ともなった。 

オンラインを活用したセ

ミナーの好事例としては、シ

ドニー日本文化センターに

よる「オーストラリアで日本

語を使う子どもを育てる」を

テーマにした計６回のシリ

ーズセミナーが挙げられる。

その継続性から関係者の間

でも幅広く情報共有され、オ

ーストラリアほか計８か国

から計 218人が参加し、実施

ぼ毎月開催とする等、

受験者にも利便性が増

す取組を行った。令和

４年度は、現地情勢に

より 2021 年以降開催

中止としていたミャン

マーでのテスト実施を

令和４年 10 月から再

開したほか、令和５年

２月から新たにバング

ラデシュ（ダッカ）で

のテストを開始する等

の対応を進めた結果、

海外 11 か国及び日本

国内 47 都道府県にお

ける年間受験者数は

46,632 人にのぼった。

また、試験問題につい

てもすべて事前・事後

の品質評価・分析を行

い、その結果を外部有

識者委員会において報

告しており、試験の質

の確保にも取り組ん

だ。 

また、インドネシア

及びフィリピンにおい

て、来日予定の看護師・

介護福祉士候補者を対

象に、来日後の就労に

必要な日本語能力習得

を目的とする日本語予

備教育を実施した。令

和４年度研修（2022 年

11 月～2023 年６月）

は、両国合計 571 名（イ

ンドネシア 315 人、フ

ィリピン 256 人）に対

してオンラインを中心
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語』の提供や使

い方の普及等を

進める。 

 

・オンライン日

本語学習プラッ

トフォームの運

営 

利 便 性 が 高

く、質の高い日

本語学習機会へ

のアクセスを図

るべく、日本語

学習のための e

ラーニングコー

スや教材等を開

発・運営し、広

く提供する。プ

ラットフォーム

の運営に当たっ

ては、コンテン

ツの充実化や多

言語対応等を図

り、効果的な広

報に努める。 

 

・海外における

日本語教育・学

習に関する調査

実施と情報の提

供 

各国・地域の

日本語教育環境

等を適切に踏ま

えた施策の展開

のため、また日

本語教育活動の

活性化に資する

よう、全世界を

素材提供を行う。

令和４年度は日

本語教材及び日

本語教育情報に

関するウェブサ

イトへのアクセ

ス数 42,833,622

件以上、日本語教

材「まるごと」の

販売部数 72,128

部以上の達成を

目標とする。 

 

・日本語能力評

価のための試験

の実施 

日本語学習者

の日本語能力を

総合的に測定し、

認定する日本語

能力試験の企画・

立案、作題、分析、

評価、調査及び海

外での実施を行

う。同試験の実施

に当たっては、受

験料による現地

機関収入のみで

の現地経費支弁、

現地収支余剰金

の基金への還元、

適切な受益者負

担の観点からの

現地の情勢も踏

まえた適切な受

験料設定を行う

こととしつつ、コ

ロナ禍がもたら

す影響とその対

と運営を主導した懇親会を東京と大阪で開催し、計 110 名が参加した。参加者は、日本語教師や日本語ボ

ランティアとして活躍している人材に加え、「技能実習生の受入機関／監理団体」「外国人介護スタッフ応

援隊（市民ボランティア）」「地方創生・まちづくり関連企業」「海外にルーツを持つ子どもへの日本語教育

支援」「外国人相談センターの相談員」等多種多様なキャリアを歩んでおり、懇親会では「外国にルーツの

ある子どもの教育支援」「外国人の生活サポート」「日本語教育」ほか計６グループに分かれたグループデ

ィスカッションなどを通じて、それぞれの帰国後のキャリアについて共有することができた。 

 

（２）日本語教授法及び日本語学習者の能力評価の充実並びにオンライン学習プラットフォームの提供 

日本語学習者の利便性向上につながる教育内容の国際標準化と、学習奨励に資する能力評価の充実を重

視し、主に次の事業を行った。 

 

ア．日本語教授法に関する情報発信と素材の提供 

コロナ禍の影響で高まったオンラインで活用できるコンテンツへの需要に応えるため、各種ウェブサイ

トを通じて日本語学習教材や教材用素材、教授法等に関する情報等を引き続き提供した。例えば、令和元

年度末に公開した『いろどり 生活の日本語』を始めとする各教材の更なる充実と普及に努めたほか、放

送コンテンツ海外展開支援事業（本報告書 18ページ参照）と連動して制作した日本語及び日本の社会文化

を紹介するテレビ番組「ひきだすにほんご Activate Your Japanese!」の、日本語教材としての活用を促

すための学習支援用ウェブサイトを制作・公開した。 

また、基金海外事務所がそれぞれ制作したオンラインコンテンツをまとめて紹介するページを本部ウェ

ブサイトに設けて利用の便を図った（2023 年３月末現在、19か国で制作された 142 のコンテンツを掲載）。 

 

（ア）『いろどり 生活の日本語』 

日本での生活や仕事に必要な基礎的な日本語を学ぶためのウェブ教材『いろどり 生活の日本語』につ

いて、令和４年度は教材としての利便性向上を目標に、更なるコンテンツの追加・充実と国内外での普及・

周知に係る取組を進めた。具体的な取組内容は以下のとおり。 

 

 コンテンツの追加・充実等 

・教材を使用する教師に向けた「教え方動画」、2021 年９月に実施したオンラインセミナーの録画、教材

の特徴を簡潔に紹介した広報用動画を制作・公開した。また、紙媒体での練習を望む声にも応えるべく、

レベル別「文法ワークシート」を制作して PDF にて公開した。 

 

・各国での利用促進に不可欠な現地語版の公開は、2023 年３月時点で計 16 言語版（韓国語、中国語（簡

体字）、中国語（繁体字）、モンゴル語、インドネシア語、クメール語、タイ語、フィリピノ語、ベトナム

語、ミャンマー語、ネパール語、ポルトガル語、欧州スペイン語、ウクライナ語、ロシア語、ウズベク語）

まで広がった。特にウクライナ語版は昨今の世界情勢に対応するため短期間で「入門（A１）」を制作した。 

 

・『いろどり 生活の日本語』のシラバス・カリキュラムをベースに、日本の生活場面で必要となる日本語

を動画・イラスト・音声等を使って学習できる日本語学習サイト「いろどり日本語オンラインコース」に

ついては、日本語及び英語版で公開していた「初級１（A2）」「初級２（A2）」の他言語版（８言語）を 2022

後はセミナーの録画をウェ

ブサイト上に公開して広く

参考に供した。また、基金本

部も「バイリンガル・マルチ

リ ン ガ ル 子 ど も ネ ッ ト

（BMCN）」と同ネットの 2022

年年次大会「多言語環境で育

つ子どもの教育を考える」を

共催し、ジム・カミンズ トロ

ント大学名誉教授によるバ

イリンガル教育理論に関す

る基調講演を実施した。２日

間４セッションに渡った同

大会には世界中からのべ 932

人が参加した。 

 

以上の取組を支えるべく、

下表の関連指標に表れてい

るとおり、日本語専門家の派

遣については、前年度と同水

準の派遣ポスト数を維持し

つつ、各国・地域の日本語教

育環境に加えて外国人材や

継承日本語教育等の新たな

事業への対応も念頭に置い

た配置を行った。助成事業に

ついても実施国数は63か国・

地域に上ったが、オンライン

を活用した取組を戦略的に

勧奨した結果、事業参加者は

93 か国・地域に及び、その成

果が実施国を越えて波及し

ていることが確認できた。こ

れら事業参加者・助成対象機

関・専門家派遣先等に対する

アンケートの「有意義度」項

目及び研修事業参加者に対

するアンケートの「日本語教

授法への理解向上」「学習意

に６か月間の研修を実

施しており、下位クラ

スについては、レベル

アップを図るため、研

修後半（2023 年２月）

より一部を対面で実施

する等、メリハリのあ

る対応を行っている。

国家試験の累積合格者

数は、看護師ではイン

ドネシアが 221 人、フ

ィリピンが 232 人、介

護福祉士ではインドネ

シアが 1,188 人、フィ

リピンが 889 人となっ

ており、訪日前日本語

教育はこれら２か国か

らの看護師・介護福祉

士受入れ数拡大、日本

国内の社会問題である

労働者不足問題に寄与

している。 

また、外国人向け日

本語教材として、日本

での生活や仕事に必要

な基礎的な日本語を学

ぶためのウェブ教材

『いろどり 生活の日

本語』について、令和

４年度は教材としての

利便性向上を目標に、

更なるコンテンツの追

加・充実と国内外での

普及・周知に係る取組

を行った。また、令和

５年３月時点で計 16

言語版に及び、特にウ

クライナ語版は昨今の

世界情勢に速やかに対
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対象にした日本

語教育・学習調

査を行い、ウェ

ブサイト等を通

じて情報を広く

提供する。 

 

【留意点】 

上記事業の実施

に当たっては、

以下の点に留意

する。 

a.各国・地域の

状況等を反映し

た適切な方針に

より、事業の効

果的・効率的な

実施に努め、内

容や実施の規模

について毎年度

見直しを行う一

方、教師育成や

教育カリキュラ

ム・教材作成等

においては中期

的な関与が必要

となるため、こ

れらの事業の安

定性・継続性に

配慮する。 

 

b.日本語能力試

験については、

収支を安定させ

るため、①受験

料による現地機

関収入のみでの

現地経費支弁、

②現地収支剰余

応について現地

機関と適切に協

議し、試験機会の

確保に優先して

努める。 

また、国際交流

基金日本語基礎

テストについて

は、開発・実施の

ほか、試験内容を

踏まえた日本語

教材『いろどり 

生活の日本語』の

提供や使い方の

普及等を進める。

同試験の実施に

当たっては、収入

の拡大を図るた

め、試験実施に関

する日本政府の

方針、及び人材受

入れニーズや技

能試験の実施状

況等を踏まえつ

つ、必要な範囲に

おいて受験者の

増加に向けた広

報の強化及び試

験の普及等に取

り組む。 

 

・オンライン日

本語学習プラッ

トフォームの運

営 

利便性が高く、

質の高い日本語

学習機会へのア

クセスを図るべ

年４月と 10 月の２回に分けて公開した。同時に「入門（A1）」の制作を進め、まずは日本語・英語版を 2022

年 10 月に公開した（他の８言語版は令和５年度に公開予定）。 

 

 コンテンツの普及・周知 

・国内で日本語教育に関わる NPO 法人からの要請に応じて、比較的経験の浅い教師やボランティアを対象

にした研修会に日本語国際センター専任講師が出講した。 

 

・海外事務所主催のオンラインセミナー２件（カイロ、マドリード）に執筆を担当した講師が出講し、教

材の使い方について解説や質疑応答を行った。 

 

・「いろどり日本語オンラインコース」の概要やコンテンツを紹介し、現場での活用ヒントを提案する特定

技能対象国向けオンラインセミナーを 2023 年１月に実施した。 

 

本教材は「外国人材向け日本語事業」の一環として、すべての教材及び音声をウェブサイト上に公開し、

無料でアクセス・ダウンロードできる形にしている。令和４年度は国内外からアクセス数約 122 万件、ペ

ージビュー数約 298 万件を記録した。アクセス数は公開初年度から着実に増えており、外国人材関連のニ

ーズに限らずオンライン授業全般への需要に幅広く応え、その利用が着実に浸透していることが窺える。 

 

（イ）『まるごと 日本のことばと文化』 

JF 日本語教育スタンダード（以下、「JF スタンダード」）準拠教材『まるごと 日本のことばと文化』に

ついては、セミナー等の機会を通じて広く紹介するとともに、基金海外事務所等での日本語講座で引き続

き活用して、各地で実用性の高い教材として評価を得た。基金海外事務所等の所在する 26 か国 28 都市に

おいて運営した JF スタンダード準拠の日本語モデル講座（JF 講座）では対面講座も復活して約 1.6 万人

が受講した。 

本教材は平成 29 年度までに全巻（「入門」「初級１」「初級２」「初中級」「中級１」「中級２」）を刊行済

み。令和４年度は 75,048 部が販売され、累計販売部数は 58万部を上回り、使用国数は 61か国となった。 

また、海外での利用拡大を図るべく現地出版を継続して進め、令和４年度は中国にて「初級２（中国語

簡体字版）」・「初中級（同）」を、エジプトにて「入門（アラビア語版）」を刊行したほか、アラビア語版「初

級１」及び「初級２」の出版に向けてエジプトの出版社と契約を締結した。 

 

（ウ）テレビ番組「ひきだすにほんご Activate Your Japanese!」 

日本語及び日本の社会文化を紹介するテレビ番組「ひきだすにほんご Activate Your Japanese!」（共同

制作：株式会社 NHK エデュケーショナル）は、令和３年度末の完成後、NHK ワールド JAPAN を通じて放送・

配信が開始された。本番組は、日本での生活・就労を目指す外国人、日本の社会生活について学びたい日

本語学習者等、主として基礎的な日本語を学んだ人がさらに自立的なコミュニケーションを目指すための

後押しとなるとともに、地域や企業等で外国人を受け入れる日本側関係者が日常のやりとりや交流におい

て心得るべきコミュニケーションのレベル・方法を知ることができる内容となっている。 

令和４年度は、本番組の日本語教材としての活用促進を図るため、専用ウェブサイト「ひきだすにほん

ご Activate Your Japanese! コンテンツライブラリー」を制作し、３月末に公開した。本サイトでは、放

欲向上」項目の回答結果から

も、各事業が高く評価された

ことが確認できた。 

また、日本語学習者数（海

外日本語教育機関調査、2021

年度実施）については、前回

調査に比べ教育機関数は▲

2.1％、教師数は▲3.5％、学

習者数は▲1.5％だったが、

コロナ禍における調査だっ

たため国・地域によっては教

育機関の一時閉鎖や教師の

離職等の影響がみられたこ

とを考えると、堅調な結果と

いえる。同調査で判明した各

国・地域の日本語教育機関の

状況を適切に踏まえつつ、引

き続き戦略的なリソース配

分やオンライン活用等を進

めて効率的・効果的に事業を

実施していく。 

 

関連指標 

（再掲） 
結果 

日本語専門家

派遣ポスト数 

130 ポス

ト 

日本語教育機

関への助成実

施国数 

63 か国・

地域 

日本語教育機

関への助成件

数 

348 件 

事業参加者・

助 成 対 象 機

関・専門家派

遣先等アンケ

ート「有意義

度」項目の５

段階評価で上

99.5％ 

応するため、短期間で

「入門（A１）」を制作

し、在京ウクライナ大

使館の SNS 等でも広く

広報され、日本国内に

避難したウクライナ人

にも広く活用されてい

る。海外において、多

様化した日本語学習ニ

ーズにもきめ細かく対

応するため、様々な取

り組みを行った結果、

令和４年度は国内外か

らアクセス数約 122 万

件、ページビュー数約

298 万件を記録するな

ど、アクセス数は公開

初年度から着実に増え

ており、外国人材関連

のニーズに限らずオン

ライン授業全般への需

要に幅広く応え、その

利用が着実に増加して

いる。更には、出入国

在留管理庁が運営する

「外国人生活支援ポー

タルサイト」や、国内

各地の地方自治体や国

際交流協会等のウェブ

サイトに、「いろどり日

本語オンラインコー

ス」ほか国内でも活用

可能なオンラインコー

スや教材の情報をし、

国内でも有効に活用し

てもらうよう積極的な

広報活動も行った。ま

た、令和５年３月に関

西国際センター設立
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金の基金への還

元、③適切な受

益者負担の観点

からの現地の情

勢も踏まえた適

切な受験料設定

を行う。ただし、

当面はコロナ禍

がもたらす影響

とその対応につ

いて現地機関と

適切に協議し、

試験機会の確保

に優先して努め

る。 

 

c.国際交流基金

日本語基礎テス

トについては、

収入の拡大を図

るため、必要な

範囲において受

験者の増加に向

けた広報の強

化、試験の普及

等に取り組む。 

く、日本語学習の

ための e ラーニ

ングコースや教

材を開発・運営

し、広く提供す

る。プラットフォ

ームの運営に当

たっては、コンテ

ンツの更なる充

実化や多言語対

応等を図り、効果

的な広報にも努

め、令和４年度

は、eラーニング

の 受 講 者 数

90,000 人以上の

達成を目標とす

る。 

 

・海外における

日本語教育・学習

に関する調査実

施と情報の提供 

各国・地域の日

本語教育環境等

を適切に踏まえ

た施策の展開の

ため、また日本語

教育活動の活性

化に資するよう、

全世界を対象に

した日本語教育・

学習調査を行い、

その結果につい

てはウェブサイ

ト等を通じて情

報を広く提供す

る。 

送済み動画及びウェブ限定動画をオンデマンド配信しているほか、授業実施・カリキュラム作成・自学自

習のために新たに制作した、字幕（日本語・ひらがな・英語・ベトナム語・南米スペイン語）やダウンロ

ード素材（語彙データベース、スクリプト、解説 PDF）等の関連コンテンツを公開している。 

広報・普及面では、令和４年度には海外事務所主催のセミナー・研修会への出講（３件）、学会発表（日

本語教育学会等 計４件）、日本語国際センター内研修への出講（７件）を行い、日本語教育関係者に対し

て教材としての番組の有用性をアピールした。 

 

（エ）基金の専門性を活かした外部団体への協力等 

外国人と日本人との円滑なコミュニケーションや外国人が地域社会に参画して活躍する共生社会の実現

を目的とする「外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策」の施策として盛り込まれた「日本語教育

の標準」の開発については、文化審議会国語分科会の日本語教育小委員会にて令和元年度から審議された

結果、2021 年 10 月に「日本語教育の参照枠」最終報告として公開された。国際交流基金は、CEFR（ヨー

ロッパ言語共通参照枠）に準拠した「JF日本語教育スタンダード」を 2010 年に公開して以来、教材開発、

教師研修、海外講座等の事業を同スタンダードに基づいて展開しているが、その知見を活かしつつ、上記

小委員会傘下に設置された有識者会議やワーキンググループへの参加を通じて開発に向けた議論に積極的

に参画したほか、「参照枠」の実践ツールの一つとして新たに開発された「生活 Can do」の質的・量的検

証や日本語学習コンテンツ運営に助言・協力した。今後、日本国内の日本語教育も CEFR に準じた基準で目

標設定や評価がなされるようになれば、海外と国内の日本語教育の連続性が確保され、学習者が学習を継

続する上で利便性が大きく向上することが期待される。 

また、NHK ワールド JAPAN が放送・配信する日本語番組の制作にも「JF 日本語教育スタンダード」の知

見をベースに協力してきており、これまで令和元年度「やさしい日本語」新シリーズ（ラジオ放送・ネッ

ト配信）の監修、令和３年度「ひきだすにほんご Activate Your Japanese!」（テレビ放送・ネット配信）

の共同制作といった実績があるが、令和４年度も以下の協力を行った。 

 

番組 協力内容 

「Learn Japanese from 

the News」 

（日本語国際センタ

ー） 

・NHK ワールド JAPAN が放送・ネット配信する同番組のウェブサイト

で公開される教材（ニュースのテーマに関連した会話、ドリル。全 48

回）を制作。 

・JF Can-do をもとにシラバスを構築した会話は単独でも活用可能

で、日本での生活や就労に役立つ内容となっている。Can-do のレベル

は A2～B1（B1 が主）であり、『いろどり 生活の日本語』（上記（２）

ア．（ア）参照）終了後の B1 レベルへの橋渡し教材としても使用可能。 

「ポップカルチャーの

日本語」 

（関西国際センター） 

・NHK ワールド JAPAN が放送・ネット配信するミニ番組「やさしい日

本語プラス」の新シリーズ（中国語放送、全 25 回）の制作に協力。

中国語に続き、次年度以降順次他の言語にて放送・配信予定。 

・日本のアニメや漫画でよく用いられる表現をわかりやすく楽しく

解説するもので、センターが 2010 年より公開している e ラーニング

サイト「アニメ・マンガの日本語」で得られた知見を活かし、全 25回

の番組内容の監修や台本の確認、専門員出演による解説等を担当。 

位２つの評価

を得る割合 

研修事業参加

者アンケート

「日本語教授

法への理解向

上」「学習意欲

向上」項目の

５段階評価で

上位２つの評

価を得る割合 

99.9％ 

日本語学習者

数（海外日本

語教育機関調

査 2021） 

3,794,714 

人 

 

定性指標【指標２－７】日

本語能力評価のための試験

実施状況 

 

国際交流基金が主催する

日本語能力評価のための２

つの試験についても、「３－

２.業務実績」の２．イ．（ア）

及び同（イ）に記載のとおり、

なお残る一部制約の中でさ

まざまな工夫を凝らしなが

ら着実に実行することがで

きた。 

JLPT については、令和４年

度も引き続きコロナ禍にお

ける受験者や試験実施関係

者の安全確保を最優先とし

て感染防止策を取りつつで

はあったが、実施可能な試験

地数も徐々に回復し、実施国

数は関連指標に定める基準

値を上回ることができた。 

また、JFT-Basic に関して

25 周年記念シンポジ

ウム「外国人材の受入

れ・共生のための日本

語教育支援―海外での

支援から国内へ―」を

オンラインで開催し、

日本語教材リソースの

具体的活用方法の紹介

を行った。本事業は、

多文化共生社会実現に

向けたさまざまな取

組・担い手との連携の

観点からも今後の事業

展開に向けた有意義な

機会となるなど、国内

での新たな取り組みと

して評価できる。この

ように、政府の方針で

ある外国人材受け入れ

円滑化に向け、積極的

な取組を行っており、

外国人材の受入れ促

進・円滑化に大きく貢

献していると評価でき

る。 

 

３ 海外日本語教研修

実施と研修の充実化等 

国内では日本語国際

センター及び関西国際

センターにおいて、海

外では基金海外事務所

及び日本人材開発セン

ター日本語講座部門に

おいて、基金の日本語

専門家等が経験と知識

を活かし、各国・地域

の日本語教師に対する

研修を実施した。日本
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イ．日本語能力評価のための試験の実施 

（ア）日本語能力試験（JLPT）の実施 

日本語学習者の日本語能力を測定し認定するため、国際交流基金は 1984 年から日本語能力試験を毎年

継続して実施しており、同試験に関わる企画・立案、作題、海外での実施、分析、評価及び調査を担当し

ている。令和４年度は通常どおり年２回（第１回試験７月、第２回試験 12月）を実施した。コロナ禍の影

響で引き続き受験者や関係者の感染防止策を講じる必要はあったものの、開催可能な試験地の数も徐々に

回復した結果、通年で 88か国・地域、236 都市で実施することができ、受験者数は 456,651 人にのぼった。

他方で、中国においてはゼロコロナ政策の影響もあり、都市数及び受験者数ともに当初計画を大幅に下回

り、特に 12 月試験では４都市のみでの実施、受験者数は 11,501 人にとどまった。なお、本報告書作成時

点の見通しでは、現地における行動制限の解除を受け、令和５年度については回復を見込んでいる。 

収支バランスについては、試験受験料収入によって実施経費を賄うことを目標としていたが、上述のと

おり、多くの受験者を見込んでいた中国における応募者数がコロナ禍の影響で予想を大きく下回ったこと

による受験料収入の減少、試験資材等送付のための国際輸送費他実施にかかる経費の大幅な増加により、

収入に対して支出超過となった。こちらについても、令和５年度については中国を含めて実施都市数や受

験者数の一層の好転が期待できることから、収支バランスの改善が見込まれる。 

 

（イ）「特定技能」外国人材向け日本語事業（JFT-Basic 等） 

一定の専門性・技能を有し、即戦力となる外国人材を在留資格「特定技能」により受け入れる政府施策

に対応して平成 30年度に開始した本事業では、在留資格「特定技能 1号」を得るために必要な日本語能力

水準を測るテストとしても活用されている国際交流基金日本語基礎テスト（JFT-Basic）の各国における実

施を着実に推進した。また、受験者拡大に向けての広報活動のほか、日本語専門家等の派遣、各国日本語

教師を対象にした研修、日本語教材の開発・普及等合格者数の増加につながる取組を積極的に継続実施し

た。各取組の概要については以下のとおり。 

 

a. JFT-Basic の開発・実施 

在留資格「特定技能１号」を得るために必要な日本語能力水準を測る CBT（コンピューター・ベースド・

テスティング）方式のテストとして４月を除く毎月、海外及び日本国内で実施した。令和４年度は、現地

情勢により 2021 年以降開催中止としていたミャンマーでのテスト実施を 2022 年 10 月から再開したほか、

2023 年２月から新たにバングラデシュ（ダッカ）でのテストを開始する等の対応を進めた結果、海外 11 か

国及び日本国内 47 都道府県における年間受験者数は 46,632 人にのぼった（実施国別の受験者数は下表の

とおり）。また、試験問題についてはすべて事前・事後の品質評価・分析を行い、その結果を外部有識者委

員会において報告した。 

 

表 令和４年度 JFT-Basic 受験者数（実施国別） 

実施国 人数 

インドネシア  17,588  

ミャンマー  5,000  

ネパール  4,553  

は、現地情勢により 2021 年

以降中止となっていたミャ

ンマーでの試験再開、バング

ラデシュ（ダッカ）での試験

開始、基金海外事務所等を通

じた受験者拡大に向けた広

報活動等の結果、海外 11 か

国及び日本国内 47 都道府県

における年間受験者数は

46,632 人に達した。 

 

関連指標 

（再掲） 
結果 

日本語能力試

験（JLPT）実施

国数 

88 か

国・地

域 

日本語能力試

験（JLPT）実施

都市数 

236 都市 

日本語能力試

験（JLPT）海外

受験者数 

456,651

人 

日本語能力試

験（JLPT）試験

収支バランス 

受験料

収入

653,539

千円 

支出

985,479

千円 

国際交流基金

日本語基礎テ

ス ト （ JFT-

Basic）実施国・

都市数 

海外 11

か国 19

都市 

国内 47

都道府

県 

国際交流基金

日本語基礎テ

ス ト （ JFT-

Basic）受験者

46,632

人 

語国際センターでは、

レベルや経験、学校教

育や外国人材向け等タ

イプや各国別等、様々

な層の日本語教師を対

象とした研修を対面

（一部オンライン）で

実施した。関西国際セ

ンターでも、タイ教育

省との連携による訪日

集中研修や、大阪府の

友好交流提携先である

オーストラリア・クィ

ーンズランド州の日本

語教師を対象とした研

修を実施する等、関係

団体との連携事業にも

積極的に取り組んだ。

両センターともに、外

部団体主催の研修を複

数受託し、上記研修と

合わせて、44か国・地

域の計 363 名の日本語

教師に対して対面（一

部オンライン）で研修

を実施し、海外におけ

る日本語教師の質の向

上にも役立っている。

過去の研修参加者の中

には、日本語教師会な

どのネットワーク組織

の運営や、日本語教育

の拠点となる大学の要

職への就任等、各地の

日本語教育の推進やネ

ットワーク化の中心的

役割を担っている教師

も多く、令和４年度に

おいては、高等経済大
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フィリピン  4,170  

タイ  1,517  

スリランカ  1,455  

カンボジア  1,419  

モンゴル   370  

バングラデシュ   201  

インド   157  

ウズベキスタン   128  

日本  10,074  

合計 46,632 

b. 国内外での事業広報 

基金海外事務所等を通じて、受験者拡大に向けて JFT-Basic 説明会等の広報活動に取り組んだほか、現

地日本語教師向けセミナー・ワークショップの開催、受験に役立つ学習教材『いろどり 生活の日本語』

（（２）ア．（ア）参照。以下『いろどり』）の現地日本語教育機関への提供・普及、それら機関の日本語教

育活動に対する助成支援等、各国の日本語教育ニーズに応じる形で多面的な取組を進めた。 

 

 国内関係機関と連携した情報提供 

・出入国在留管理庁が多言語での生活関連情報発信を目的として運営している「外国人生活支援ポータル

サイト」や、国内各地の地方自治体や国際交流協会等のウェブサイトに、「いろどり日本語オンラインコー

ス」ほか国内でも活用可能なオンラインコースや教材の情報を掲載してもらい、広報に努めた。 

 

・出入国在留管理庁「外国人との共生社会の実現に向けたロードマップに関する意見聴取会」にて有識者

からも指摘があったとおり、入国前と後の日本語教育の接続が重要であることから、国際交流基金が提供

している日本語学習リソースを国内で日本語学習者支援に取り組む多様な担い手にも周知すべく、2023 年

３月に関西国際センター設立 25 周年記念シンポジウム「外国人材の受入れ・共生のための日本語教育支援

―海外での支援から国内へ―」をオンライン開催した。当日は各地の国際交流協会、地域の日本語教室、

日本語学校、大学、海外の日本語教育関係者等約 200 人が参加し、ワークショップや学習リソースに関す

るデモンストレーション、有識者・関係者とのディスカッション等を行った。これらのリソースの具体的

活用方法や、海外と国内の日本語教育の現場の連携強化の重要性、意義等についての議論が交わされ、多

文化共生社会実現に向けたさまざまな取組・担い手との連携の観点からも今後の事業展開に向けた有意義

な機会となった。 

 

 海外における JFT-Basic に関する説明会 

・ジャカルタ日本文化センターでは、JFT-Basic の説明会を５都市（ジャカルタ、バンドン、メダン、スマ

ラン、マカッサル）で対面実施したほか、遠方からの参加が可能なオンラインでも開催し、参加者数は 660

名にのぼった。日本映画の上映会と JFT-Basic の説明会を組み合わせて開催する等、若者の日本文化への

関心にもアピールして効果的に集客することができた。 

 

数 

 

以上のとおり、【重要度：

高】【困難度：高】設定とされ

ている本セグメントにおい

て、専門家派遣、教育機関へ

の支援、研修、教材開発、試

験実施等、多岐に渡る活動を

有機的に連動させて所期の

目標を達成するとともに、重

要な政策的・社会的要請に応

える事業を柔軟かつ着実に

実施した。また、令和３年度

に課題として挙げた「外国人

材関連事業」「機関調査や日

本語教育推進法を念頭に置

いた事業実施」「オンライン

と対面の効果的併用」につい

ても適切に対応したことは

本セグメントでの説明のと

おりである。以上のことか

ら、「Ａ」評定と自己評価す

る。 

 

＜課題と対応＞ 

「特定技能」による外国人

材の来日就労の増加が今後

さらに見込まれることから、

外国人材向け日本語事業と

して実施するJFT-Basicの受

験者増加に引き続き対応を

していくとともに、各国にお

けるニーズを的確に情報収

集をした上で、来日後の生

活・就労に役立つカリキュラ

ム・教材の開発・普及や現地

の日本語教師の育成等を着

実に実施していく。 

 

学（ロシア）東洋学部

日本学科長への就任

や、ヤンゴン外国語大

学（ミャンマー）日本

語学科長への昇進とい

った例が確認されるな

ど、海外における日本

語教師人材育成、キャ

リアアップにも役立っ

ている。 

また、海外に派遣し

ている日本語専門家に

より、現地で日本語教

師セミナーや日本語教

師への指導、研修等を

実施している他、基金

海外事務所等では、現

地日本語教師のニーズ

にきめ細やかに対応す

べく、基金海外事務所

等による研修等を実施

した。具体的には、北

京日本文化センターに

よる中等日本語教師初

任者研修では、現地出

版社と連携を図り、ま

た、ジャカルタ日本文

化センターでは、広大

な島嶼国であるインド

ネシアの中で、基金事

業が行き届きにくい地

域の一つであるパプア

地域の日本語ブラッシ

ュアップ講座を支援

し、日本語教育の普及

を図った。その他、ベ

トナム日本文化交流セ

ンターによるベトナム

初等・中等教育機関の
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・ジャカルタで「特定技能制度及び JFT-Basic 説明会」を開催。試験の説明のみならず、共催の在インド

ネシア日本国大使館、インドネシア労働省関係者が特定技能制度全般に関する説明や質疑応答に対応した。

約 200 人が参加し、特定技能制度や JFT-Basic に対する関心の高さがうかがわれた。 

 

・西ジャワ州労働局インドネシア海外就労者職業訓練センターの要請を受けて、バンドンにおいて、特定

技能あるいは技能実習の来日候補者を対象にした日本語・日本文化に関するワークショップを対面とオン

ラインのハイブリッド形式で開催した。 

 海外日本語教師・機関向けの取組 

・マニラ日本文化センターでは、現地の有力・有望な教師を企画段階から巻き込む形で『いろどり』普及

を目的とする教師研修を対面（マニラ、バギオ、セブ）とオンラインで開催し、約 130 名が参加した。外

国人材送り出し機関が運営する日本語学校、大学、中等教育機関等、さまざまな機関の日本語教師のネッ

トワーキングにもつながった。 

 

・ベトナム日本文化交流センターでは、1 機関ごとの丁寧な訪問を通じて、外国人材関連の日本語教育機

関との新しいネットワーク構築を図った。助成事業による支援に加えて、『いろどり』の説明会、同教材活

用に関する日本語教師向け勉強会を企画するとともに、関係機関からの求めに応じて「生活日本文化紹介

講座」を実施し、特定技能・技能実習制度により就労を希望するベトナム人への情報発信に努めた。また、

同講座で利用可能な教材を８つのトピックに分けて制作してウェブサイトで公開する等、ベトナム国内に

おける将来的な JFT-Basic 開始に備えた多面的な支援を精力的に行った。説明会及び勉強会に参加した教

師数は計 473 人、「生活文化紹介講座」への参加者は 159 人にのぼり、『いろどり』を教材として採用した

機関は 86に達する等着実な成果を得た。 

 

ウ．オンライン日本語学習プラットフォームの運営 

  オンラインで日本語学習のプラットフォームやウェブサイトを運営するとともに、スマートフォン用

のアプリを公開している。主なサイトやアプリは以下のとおり。 

 

ウェブサイト・アプリ 概要 

「JF にほんご e ラーニ

ング みなと」 

・世界中の人々がさまざまなコースを通じて日本語をオンライン

で学習できる日本語学習プラットフォーム（学習管理システム）で、

2016 年７月に一般公開。習熟度や解説言語に応じた複数のコース

を提供するメインコース「まるごと日本語オンラインコース」ほか、

令和４年度の年間開講コース数は計 219 コース。 

・特に令和４年度は、初中級レベルの学習者を対象とした「まるご

と日本語オンラインコース A2B1」及び教師向けコースの新規開講、

トップページの改修等、ユーザーの利便性向上に加え、基金海外事

務所及び在外公館、並びに外部団体等の協力を得つつ広報に努め

た。 

・また、新型コロナウイルス感染症の拡大等を契機として従来の対

面授業以外の学習の需要が高まる中、国内外の日本語教育機関にお

日本語教師に向けた取

組やインドにおいて

は、安倍総理大臣（当

時）の国際交流会議で

のスピーチのフォロー

アップとして、平成 30

年度より開始した日本

語教師育成特別強化事

業を継続し、令和４年

度は 842 人を対象に教

師研修を実施し、日本

語教師の育成及び質の

向上に貢献した。 

欧州においては、６

つの基金海外事務所

（ローマ、ケルン、パ

リ、ロンドン、マドリ

ード、ブダペスト）の

共催で、欧州の現地教

師の日本語教授力向上

を目的としたオンライ

ン公開セミナーを計５

回実施したところ、事

務所非所在国を含め約

30か国から900人以上

の参加があった。また、

中東・北アフリカ日本

語教育シンポジウム

JLEMENA2023（カイロ日

本文化センター）にお

いて、過去２か年度に

引き続き、ハイブリッ

ド形式で実施した結

果、一般参加者は 55か

国・地域から 341 名に

のぼり、18 か国・地域

からの 44 名の発表が

行われた。 

また、基金海外事務
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けるオンライン授業の副教材、反転授業やブレンディッド学習等の

教材としても活用された。 

・結果として、令和４年度末時点の累計登録者数は 201 か国・地域、

35 万５千人を超え対前年度比 22％増、「みなと」内各コースの累計

受講者数は 64万人（前年度比 29％増）を超えた。 

いろどり日本語 

オンラインコース 

上記ア．（ア）『いろどり 生活の日本語』参照 

エリンと挑戦！  

日本語テストアプリ（イ

ンドネシア語版・英語

版） 

・主として東南アジア中等教育段階の日本語初学者への学習奨励

のため平成 29年度に開発。 

・公開５周年に際し、SNS ほかでの積極的な発信に努めた結果、令

和４年度のダウンロード数は約９千件、公開からの累計ダウンロー

ド数は約 7.6 万件を数えた。 

日本語学習ポータルサ

イト 

「NIHONGO e な」 

・10 年以上の歴史をもつ、日本語学習に役立つウェブサイトやツ

ールについての情報を提供する日本語学習ポータルサイト。 

・令和４年度は 80万ページビュー超を記録。 

日本語学習用ウェブサ

イト 

「アニメ・マンガの日本

語」 

・アニメ・マンガのキャラクターや人気のジャンルに特徴的な日本

語表現がクイズやゲーム形式で楽しく学べる e ラーニングサイト。 

・公開から 13 年が経過するも、スマートフォンでの利用を可能に

する改修を行った結果、令和４年度のアクセス数は約 137 万ビュー

と依然として高い需要があった。 

 

エ．海外における日本語教育・学習に関する調査実施と情報の提供 

海外の日本語教育の現状を把握するため、基金海外事務所、在外公館、その他関連機関の協力を得て 2021

年度に実施した海外日本語教育機関調査について、回収した調査票を集計の上分析し、2023 年３月に結果

を公開した。世界各国の日本語学習者数、日本語教師数、日本語教育学習機関数等の把握のために３年の

１回程度の頻度で実施する貴重な調査として、これまでもその結果統計や報告書『海外の日本語教育の現

状』は国内外の研究機関や日本語学校の関係者に役立てられており、国内メディアでも多く取り上げられ

ている。最近では、大学入学共通テストや地方自治体の高校入学試験の出題素材としても活用される等、

日本語教育の分野を超えて関心が高まっていることが窺える。 

また、『国際交流基金日本語教育紀要』第 19号を電子ジャーナルとして発行し、論文及び英文要旨を「国

際交流基金リポジトリ」（論文や研究成果のデジタル資料データベース）で公開することで、基金の日本語

教育研究活動・教育実践の成果を国内外に発信したほか、『日本語教育通信』を通じて日本国内外の日本語

教師向けに情報発信（月１回更新）し、約 42 万件のアクセスを得た。 

所が存在しない国・地

域に対する広域的な取

組として、主に中南米

地域や中東欧地域、中

東・アフリカ地域の各

国に対しては、近隣の

基金海外事務所が広域

的な活動を実施した。

例えばメキシコ日本文

化センターでは、中米

カリブ５か国に対し

て、国ごとに対面／オ

ンライン／ハイブリッ

ドの教師研修を実施

し、カイロ日本文化セ

ンターでは、同センタ

ーの上級専門家が中

東・北アフリカ地域を

始めとする 10の国・地

域の計 181 人の日本語

教師等に対して各種ア

ドバイスを行った。ブ

ダペスト日本文化セン

ターでは、対面式での

中東欧日本語教育研修

会（11 か国から 22 人

が参加）等も実施した。

このように、対面、オ

ンライン及びハイブリ

ッド等、それぞれの特

性に応じた様々な取り

組みを行い、特にオン

ラインの特性を生かし

つつ、国境を越えた広

域的な参加が得られる

等、効果的な事業を行

ったといえる。 

  （※次頁へ続く） 
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 ※主務大臣による評価の続き 

 

４ さくらネットワークを中心とした日本語教育機関への助成事業の拡大 

「JFにほんごネットワーク（通称『さくらネットワーク』）」は、世界各地で日本語教育の定着と発展に寄与すると期待される大学や日本語教師会等のネットワーク整備・活用を目的として、平成 19年度に構築後、メンバーを順次追加

し拡充を図っている。令和４年度末時点での構成メンバー数は 102 か国・地域の 357 機関にのぼっており、これらの機関を主な対象として、教師給与や教材制作・購入等に係る経費を支援する日本語教育機関支援（助成）事業を 63か

国・地域で計 348 件実施した。主な事業例としては、マレーシア日本語フェスティバル 

（マレーシア日本語協会）では、同国最大規模の日本語教育関連イベントへの支援が実施され、コロナ禍を契機にイベントをオンライン化した上で、３か月にわたりさまざまなプログラムが実施された結果、マレーシアだけでなく ASEAN

域内などの他国からも参加し、のべ参加者数は 1,000 名を超える事業となった。また、シドニー日本文化センターでは、広大な国土を有するオーストラリアにおいてオンラインの強みを活かして、従来対面形式で実施していた全豪日

本語弁論大会がビデオエントリーの審査・ウェブサイト発表方式へと変更される等、オンラインを活用した効果的な事業が実施された。 

 

５ オンライン日本語教材やウェブサイトを通じての情報発信の強化 

オンラインで日本語学習のプラットフォームやウェブサイトの運営とともに、スマートフォン用のアプリが公開されており、多くの学習者に利用されている。特に、「JF にほんご e ラーニング みなと」は、世界中の人々がさまざま

なコースを通じて日本語をオンラインで学習できる日本語学習プラットフォーム（学習管理システム）であり、2016 年７月に一般公開後、習熟度や解説言語に応じた複数のコースを提供するメインコース「まるごと日本語オンライン

コース」ほか、令和４年度の年間開講コース数は計 219 コースに及んでいる。特に令和４年度は、初中級レベルの学習者を対象とした「まるごと日本語オンラインコース A2B1」及び教師向けコースの新規開講、トップページの改修等、

ユーザーの利便性向上に加え、基金海外事務所及び在外公館、並びに外部団体等の協力を得つつ積極的な広報活動も行った結果、新型コロナウイルス感染症の拡大等を契機として従来の対面授業以外の学習の需要が高まる中、国内外

の日本語教育機関におけるオンライン授業の副教材、反転授業やブレンディッド学習等の教材としても広く活用された。その結果、令和４年度末時点の累計登録者数は 201 か国・地域、35万５千人を超え対前年度比 22％増、「みなと」

内各コースの累計受講者数は 64 万人（前年度比 29％増）を超えることとなった。その他、「エリンと挑戦！日本語テストアプリ」、日本語学習ポータルサイト「NIHONGO e な」、日本語学習用ウェブサイト「アニメ・マンガの日本語」

等、様々な学習ニーズに応える形で様々なコンテンツを展開しており、時間と場所を選ばず、日本語に関心がある学習者が気軽に日本語学習に取り組めるツールとして人気が高いコンテンツの開発を進めた。 

 

６ 日本語学習者に対するオンライン等を含めた日本語教育事業、学習奨励事業、能力評価等の実施とその充実化 

関西国際センターでは、25 か国 28名の外交官・公務員、13 か国・地域 18名の研究者や大学院生、図書館司書及び学芸員等に対して、職業上必要となるコミュニケーション能力の向上に重点を置いた専門日本語研修（訪日研修）を

実施し、駐日大使となった過去の外交官・公務員研修修了者は 2023 年４月時点で 18 名にのぼっており、1990 年度の修了者アサド・マジード・カーン氏（パキスタン）が駐日大使を経て 2022 年 12 月に同国の外務次官に就任する等、

対日外交に携わる人材育成や諸外国との交流発展にも大きく寄与している。加えて、国内外の大学や非営利団体からの研修受託にも力を入れ、新規 1件を含む計３件で 41名の大学生・大学院生に対する日本語研修を対面で実施した。

さらに、関西国際センター設立 25周年式典では、同センター日本語研修修了者（平成 12年度大学院生研修及び平成 16年度外交官研修）であるアレクサンドラ・コヴァチュ駐日セルビア共和国特命全権大使による特別講演を実施し、

地域に支えられた 25 年間の成果の蓄積を再認識する機会を設けた。 

また、基金海外事務所による日本語学習者の裾野拡大に向けた取組でも、オンラインを活用して広域展開を図る事業が継続して実施され、日本語学習者の裾野拡大に向けて、日本のポップカルチャーへの関心を踏まえた事業等、特に

若年層を意識した取組も行われた。特に、「JF×パレスチナ オンライン日本語」（カイロ日本文化センター）として、前年度から引き続き対パレスチナ日本政府代表事務所と共催で、現地の日本語学習者を対象にしたオンライン日本

語講座を実施し、10名が修了し、３年目にして初となる対面での修了式も開催した。また、コソボの日本語学習者を対象にしたパイロット版オンライン日本語コース（番組「ひきだすにほんご Activate Your Japanese!」を活用）も

開始した。コソボについては海外日本語教育機関調査で日本語教育機関は確認されていないものの、派遣専門家の調査を通じて入門～初級レベルの独習者が少なからず存在することが把握できていたため、同国を管轄する在オースト

リア日本国大使館にも広報協力を仰いだところ、予想を大きく上回る 448 人の参加を得た。このように、パレスチナやコソボといった、日本語教育機関を通じた日本語教育が実施されていない地域における、国際交流基金日本語事業

の新たな取り組みについては、対日理解促進等、文化外交上の重要性も認められ、今後も引き続き積極的な活動に期待したい。 

また、日本語学習者の日本語能力を測定し認定するため、日本語能力試験（JLPT）を毎年継続して実施しており、令和４年度は通常どおり年２回（第１回試験７月、第２回試験 12 月）実施し、コロナ禍の影響で引き続き受験者や関

係者の感染防止策を講じる必要はあったものの、開催可能な試験地の数も徐々に回復した結果、通年で 88 か国・地域、236 都市で実施し、受験者数は 456,651 人にのぼった。他方、中国においてはゼロコロナ政策の影響もあり、都市

数及び受験者数ともに当初計画を大幅に下回り、特に 12 月試験では４都市のみでの実施、受験者数は 11,501 人にとどまるなど、地域的に明暗を分ける形となった。また、収支バランスについても、試験受験料収入によって実施経費

を賄うことを目標としていたものの、新型コロナ感染症防止対策にかかる諸経費に加え、多くの受験者を見込んでいた中国における応募者数がコロナ禍の影響で予想を大きく下回ったことによる受験料収入の減少、試験資材等送付の

ための国際輸送費他実施にかかる経費の大幅な増加により、収入に対して支出超過に至った。この結果については、国際交流基金側での予想することは不可能であり、やむを得ない状況であったと理解する。 

 

７ 直近の政策課題への対応等 

「日本語教育の推進に関する法律」及び同基本方針に盛り込まれている、海外に移住した邦人の子孫、外国人と日本人を両親に持つ子に対する日本語（継承語としての日本語、いわゆる継承日本語教育）教育についての取組が求め
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られており、国際交流基金は、様々な取り組みを行った。例えば、「日本語で育てよう」オンラインセミナー（ヨーク大学（カナダ））への助成、ロサンゼルス日本文化センターにおける、有益な情報を集約した継承日本語教育プラット

フォームのウェブサイトの開設の他、ケルン日本文化会館では、ドイツ語圏の継承語団体「チームもっとつなぐ」と協力したオンラインプラットフォーム「つなぐ」の開設や、同プラットフォーム上で紹介された「わたし語ポートフ

ォリオ」の英語版をシドニー日本文化センターが豪州繁生語研究会と協力して作成した。シドニー日本文化センターでは「オーストラリアで日本語を使う子どもを育てる」をテーマにした計６回のシリーズセミナーを開催し、その継

続性から関係者の間でも幅広く情報共有され、オーストラリアほか計８か国から計 218 人が参加し、実施後はセミナーの録画をウェブサイト上に公開した。また、基金本部も「バイリンガル・マルチリンガル子どもネット（BMCN）」と

同ネットの 2022 年年次大会「多言語環境で育つ子どもの教育を考える」を共催し、２日間４セッションに渡った同大会には世界中からのべ 932 人が参加した。このように、継承日本語教育については、国際交流基金本部及び海外事務

所を通じて、それぞれ各国、各地のニーズに沿った形で、関係団体と連携しつつ、様々な事業を行った。 

また、NHK ワールド JAPAN と連携も積極的に進められ、令和元年度「やさしい日本語」新シリーズ（ラジオ放送・ネット配信）の監修、令和３年度「ひきだすにほんご Activate Your Japanese!」（テレビ放送・ネット配信）の共同

制作に続き、令和４年度では、「Learn Japanese from the News」（日本語国際センター）（NHK ワールド JAPAN が放送・ネット配信する同番組のウェブサイトで公開される教材）や、「ポップカルチャーの日本語」（関西国際センター）

（NHK ワールド JAPAN が放送・ネット配信するミニ番組「やさしい日本語プラス」の新シリーズ）の制作にも協力した。 

また、海外の日本語教育の現状を把握する上でほぼ唯一の全世界的な調査である海外日本語教育機関調査において、基金海外事務所、在外公館、その他関連機関の協力を得て 2021 年度に実施した調査結果を集計の上分析し、令和５

年３月にその結果を公開した。世界各国の日本語学習者数、日本語教師数、日本語教育学習機関数等の把握のために３年の１回程度の頻度で実施する貴重な調査として、国内外の研究機関や日本語学校の関係者に役立てられている。 

 

８ 日本語パートナーズ派遣事業 

アジアにおける日本語教師の活動支援及び日本語学習者と日本人の交流の機会の増大を図るために、現地日本語教師・学習者のパートナー役となる人材を各国の日本語教育機関に派遣し、教室内外で日本語・日本文化紹介活動を行

ってアジア諸国の日本語教育を支援した。令和４年度は、日本語パートナーズ長期派遣 182 人を新規に派遣するとともに、短期派遣６人、大学連携派遣 91人の計 279 人を９か国・地域、312 機関へ派遣した。短期派遣については、ラ

オスに６人のみ、また、大学連携については、実際の派遣人数は 91人にとどまるなど、計画を下回る結果に至ったものの、すべてコロナ禍による影響によるものであり、国際交流基金が想定できる範囲を超えており、真にやむを得な

い事情にあると理解する。 

長期派遣では福岡県、埼玉県、静岡県、大分県との連携の他、連携拡大の一環として、ラオスへ短期派遣される６名のうち４名につき茨城県の守谷市国際交流協会から推薦を受けた。また、派遣前研修計５件のうち１件を、大分県、

別府市及び立命館アジア太平洋大学と連携して、同県にて実施した。令和４年 12 月には、長期派遣自治体推薦プログラムで連携している上述の埼玉県との共催でセミナーを実施した。このように、地方自治体との連携を図り、地方で

の多文化共生・国際理解に資する形で実施できたことは評価に値する。 

また、令和４年度中に帰国した日本語パートナーズ 283 名は、265 校の教育機関において計 72,942 人の生徒の日本語教育に従事し、受入校に対するアンケート調査では、98.9％がパートナーズの活動を有意義と評価する等、いずれ

も高い評価を得た。また、課外活動としての日本語クラブの活動活性化（56.2％）、大学進学における日本語学科等日本関連の学科への進学（42.2％）、日本語能力試験の受験者数増加（36％）等の波及的な効果もあがっており、将来日

本での就職を希望する生徒が増えたとの回答もあった。さらに、本事業はパートナーズによる課外活動や学内外でのイベントにおける日本文化紹介を通じて、日本語を学習する現地の生徒だけでなくその他の生徒及び教員や地域住民

にも成果は波及しており、令和４年度は計 69,261 人の現地の人々がイベント等に参加した。また課外活動や教師会でも積極的に日本文化紹介を展開した結果、活動全体の裨益者数は 194,428 人に達し、日本語学習者以外の幅広い層に

日本文化・社会の魅力を伝えることに貢献したことは評価に値する。 

帰国後のフォローアップについても、コロナ禍で中止していた感謝状贈呈式・交流会を３年ぶりに開催し、帰国した日本語パートナーズに活動報告の機会を提供した。また、初の試みとして、経験者の有志が準備と運営を主導した

懇親会を東京と大阪で開催し、計 110 名が参加した。参加者は、日本語教師や日本語ボランティアとして活躍している人材に加え、日本の多文化共生に関係する多種多様な活動に参加していることが確認でき、日本の多文化共生に資

する人材育成でも大いに貢献している事業であることが理解できる。 

 

以上のとおり、令和４年度においては、昨年度に引き続きコロナ禍ではあるものの、昨年度に取り組んだオンライン事業の成果や、オンラインの特性を生かしつつ、質の高いオンライン事業に加え、対面事業、ハイブリッド事業等

を効果的に組み合わせながら、海外での日本語学習の様々なニーズにきめ細かく対応した結果、中期計画における所期の目標を量的及び質的に上回る成果を得られたと評価できる。更には、第５期中期目標上、【重要度：高】及び【困

難度：高】の評価を鑑みれば、Ａという評価は妥当である。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課題及び改善方策＞ 

 

１ 「特定技能」外国人材向け日本語事業 

「特定技能」による外国人材受入れ促進及び円滑化等、日本社会の要請に応えるため、外国人材向け日本語事業として実施する JFT-Basic、カリキュラム・教材の開発・普及、日本語教師の育成等を引き続き着実に実施していく。特

に、JFT-Basic の実施については、引き続き安定して継続的な実施を確保すると共に、技能試験の実施状況や人材受入れニーズ等を踏まえつつ、外交的な観点も配慮し、実施出来る環境が整備された国・都市での試験実施を推進する。

また、技能実習制度及び特定技能制度の在り方に関する有識者会議の議論等も踏まえ、今後の外国人材の円滑な受入れに資する効果的な日本語事業を検討する。 
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２ 日本語教育推進法及び基本方針に基づく日本語事業の推進 

令和元年６月に公布・施行された「日本語教育の推進に関する法律」、令和２年６月に閣議決定された国際交流基金事業も含む基本方針（「日本語教育の推進に関する施策を総合的かつ効果的に推進するための基本的な方針」）に基づ

き、引き続き各施策を確実及び適切に実施することが求められる。特に、海外に移住した邦人の子孫、外国人と日本人を両親に持つ子に対する日本語教育環境について、引き続きその実態の把握及びニーズ等への対応を検討すると共

に、現地日本語教育機関、日本語教師等関係者等とも連携しつつ、必要な支援を実施する。また、日本語教育の適正かつ確実な実施を図るための日本語教育機関の認定等に関する法律の成立を受け、国内の制度の海外での積極的な活

用や国内日本語教育との更なる効果的な連携を図りつつ、海外の日本語業の推進に努める。 

 

３ 日本語教育の更なるオンライン、eラーニング事業の充実化及び遠隔地における日本語教育の展開等 

 日本語教育のオンライン展開は、非対面での実施が可能という観点のみならず、遠隔地への日本語教育の展開という観点からも効果的であることを立証しており、引き続き更なる充実化を期待。特に、今般の日本語教師研修のオン

ライン化により、業務上の都合でこれまで参加できなかった海外の日本語教師にも幅広く研修の機会が与えられたことから、引き続きこうしたオンライン研修の積極的な取組を期待したい。なお、日本語教育が空白又は極僅かとなっ

ている国・地域（アフリカ、中東、大洋州等）における日本語教育の展開は、当該国・地域における日本語教育の裾野拡大を通じ、親日家の育成、対日理解促進及び文化外交の面でも効果的であることから、在外公館等とも連携しつ

つ、eラーニング、オンライン等を活用した日本語教育の展開、近隣の専門家、海外事務所の（遠隔）支援、グッドプラクティスの共有等につき引き続き検討願いたい。 

 

４ 国・地域毎の成果目標の設定及びそれに対応した事業実施について 

令和元年度行政事業レビュー公開プロセスにおける有識者からの指摘事項を踏まえ、海外日本語教育機関調査において、2021 年度の調査結果と過去の結果を比較しつつ、増減等の動向の要因等の分析を踏まえ、重点国や地域ごとの

成果目標の設定及び効率的・効果的な事業の実施検討に取り組む。 

 

５ 国際情勢の急激な変動等及びそれに伴う新たな社会的ニーズに対する機動的な対応等 

 国際情勢の急激な変動により、新たに日本語を学ぶ必要が生じる学習者や、その学習支援が必要となった支援者等も存在することとなるが、これら新たな社会的ニーズに対し、可能な限り機動的な対応についても期待したい。 

 

＜その他事項＞ 

主な有識者意見の概要は以下のとおり。 

 

１ 現地のものを含めた日本語教材作成への助成、日本語教師への再教育機会など多面的に高く評価できる。経験者のネットワーキング努力も認められる。ただし、優れたメニューを用意しているにもかかわらず、アクセス数や販売

部数を見る限り、成果は穏当な範囲に留まっており、さらにアウトリーチをすべきだろう。 

 

２ パートナーズの実施率が低かった背景は、今後の課題として解決すべきであるが、パートナーズの派遣後のフォローアップによる情報発信は、国内外の日本語教育への貴重な財産となる。 

 

３ 『いろどり 生活日本語』『ひきだすにほんご Active Your Japanese』『JFT-Basic』など、現状のニーズに対応した JFの e ラーニング教材の開発は、日本語教育における ICT 活用の模範となっている。これらの実績から、自己評

価の「Ａ」の評定は妥当である。 

 

 

４．その他参考情報 

例）予算と決算の差額分析、事務所別実績分析など、必要に応じて欄を設け記載 

＜予算額と決算額の主な差異について＞ 

一部の事業実施期間が、翌年度に延期されたため等 
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様式１－１－４－１ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

No.３ 海外日本研究及び国際対話・ネットワーク形成の推進及び支援 

業務に関連する政策・施策 基本目標：Ⅲ 広報、文化交流及び報道対策 

具体的施策：Ⅲ－１－４ 国際文化交流の促進  

当該事業実施に係る根拠（個別法

条文等） 

独立行政法人国際交流基金法第 12条 

当該項目の重要度、困難度 【重要度：高】 

コロナ禍に加え、国際社会における自国中心主義や内向き志向の強まりによ

り、国同士の交流や連携が停滞しかねない現下の状況認識において、基金は、日

本と世界のつながりの維持・発展に資すべく、既存の知的交流に留まらない、幅

広い市民・青少年交流層へ裾野を広げた次世代の交流・連携を担う人材育成等の

新たな事業展開を行うことが必要である。 

関連する政策評価・行政事業レビ

ュー 

令和５年度政策評価、行政事業レビューシート番号は未定 

 

２．主要な経年データ 

 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 
指標等  達成目標 基準値 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

 
令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

ア
．
海
外
の
日
本
研
究
の
推
進
及
び
支
援
関
連
の
指
標 

【指標３－２】

日本研究フェ

ローシップ終

了後３年以内

の学者・研究者

フェローの成

果発表件数（論

文引用実績及

びメディア発

信含む） 

計画値 

平均 

１人３件 

以上 

 

平均１人 

３件 
    

予算額 

（千円） 
2,360,477     

実績値 
平均１人 

4.89 件 
    

決算額 

（千円） 
1,833,431     

達成度 163％    
 

 

経常費用 

（千円） 
1,834,493     

【指標３－３】

複数年助成事

業実施後の外

部評価（事業実

施を通じた発

信力強化、成果

の持続に向け

た取組等に関

する５段階評

価（高５点～低

１点） 

計画値 

平均 

3.75 点 

以上 

 

3.75     
経常利益 

（千円） 
1,598,765     

実績値 4.5     
行政コスト 

（千円） 
1,834,493     

達成度 120％     従事人員数 28    
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フェローシッ

プ人数／国・地

域数 

実績値  

平成 29～

令和２年度

の実績平均

値 150 人／

37 か国／

年 

217 人／49

か国・地域 
   

  

フェローアン

ケート「有意

義」項目※ 

実績値   100％    

 

助成対象機関

アンケート「有

意義」項目※ 

実績値 

 

 100％    

 

支援機関にお

ける日本研究

関連講座等の

受講者数 

実績値 

 

 2,066 人    

 

イ
．
国
際
対
話
・
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
形
成
の
推
進
関
連
の
指
標 

【指標３－５】

JOI プログラ

ムの年間裨益

者数 

計画値 

46,082 人

以上 
 

46,082 人    
 

実績値 58,204 人    
 

達成度 126％     

国際対話・ネッ

トワーク形成

の実施件数 

実績値   104 件    

 

国際対話・ネッ

トワーク形成

事業への参加

者数 

実績値  

 25,997 人    

 

国際対話・ネッ

トワーク形成

事業共催・協力

団体数 

実績値 

 

 142 件    

 

国際対話・ネッ

トワーク形成

事業の報道件

数 

実績値 

 

 59 件    

 

国際対話・ネッ

トワーク形成

事業による参

実績値 

 

 96％    
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加者アンケー

トの「有意義」

項目※ 

※ ５段階評価のアンケートで上位２つの評価を得た割合 

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 （３）海外日本研究

及び国際対話・ネッ

トワーク形成の推

進及び支援 

各国・地域の知識

層及び市民・青少年

層の対日理解の増

進と対日関心の維

持拡大を図り、深い

相互理解と信頼関

係に基づく日本と

の良好な関係構築

を促進するために、

その基盤となる海

外における日本研

究の振興を図ると

ともに、国際的重要

課題等に関する日

本と諸外国との協

働作業が求められ

ている状況を踏ま

え、海外の幅広い層

との国際対話・ネッ

トワーク形成に資

する人材育成・交流

事業を実施する。 

 

ア 海外の日本研究

の推進及び支援 

海外の日本研究

は、各国･地域にお

（３）海外日本研究

及び国際対話・ネッ

トワーク形成の推

進及び支援 

各国・地域の知識

層及び市民・青少年

層の対日理解の増

進と対日関心の維

持拡大を図り、深い

信頼関係に基づく

良好な関係構築を

促進するため、内外

の関係者・関係機関

との連携の下、海外

日本研究を振興す

るとともに、国際的

重要課題等につい

ての対話、協働のた

めのネットワーク

形成並びに人材育

成の取組を推進す

る。 

なお、「物価高克

服・経済再生実現の

ための総合経済対

策」（令和４年 10月

28 日閣議決定）の一

環として、令和４年

度補正予算（第２

号）により追加的に

措置された運営費

（３）海外日本研究

及び国際対話・ネッ

トワーク形成の推

進及び支援 

各国・地域の知識

層及び市民・青少年

層の対日理解の増

進と対日関心の維

持拡大を図り、深い

信頼関係に基づく

良好な関係構築を

促進するため、内外

の関係者・関係機関

との連携の下、海外

日本研究を振興す

るとともに、国際的

重要課題等につい

ての対話、協働のた

めのネットワーク

形成並びに人材育

成の取組を推進す

る。 

なお、「物価高克

服・経済再生実現の

ための総合経済対

策」（令和４年 10月

28 日閣議決定）の一

環として、令和４年

度補正予算（第２

号）により追加的に

措置された運営費

＜主な定量的指標＞ 

【指標３－２】日本

研究フェローシッ

プ終了後３年以内

の学者・研究者フェ

ローの成果発表件

数（論文引用実績及

びメディア発信含

む） １人あたり平

均３件以上 

 

【指標３－３】複数

年助成事業実施後

の外部評価（事業実

施を通じた発信力

強化、成果の持続に

向けた取組等に関

し、５段階評価（高

５点～低１点））で

平均 3.75 点以上 

 

【指標３－５】前期

中期目標期間で達

成した水準以上を

目指すとの考えか

ら、平成 29～令和２

年 度 実 績 平 均 値

（46,082 人／年）を

上回る水準を目標

とする。 

 

＜主要な業務実績＞ 

第５期中期目標における本項対象項目「海外日本研究及び国際対話・ネットワ

ーク形成の推進及び支援」の実施体制を拡充するため、令和４（2022）年４月１

日付の組織改編の一環で、従来の日本研究・知的交流部、日米センター、日中セ

ンター、アジアセンターを発展的に解消して、以下（１）海外の日本研究の推進

及び支援を所掌する日本研究部と、以下（２）国際対話・ネットワーク形成の推

進を所掌する国際対話部に再編した。後述する国際シンポジウム「不確実な時代

の国際文化交流：日・独・英の現場から」等部署を越えた連携プロジェクトも交

えながら、それぞれの強みや専門性を発揮して以下の事業を行った。 

 

（１）海外の日本研究の推進及び支援 

対日理解の深化及び対日関心の維持拡大に貢献することを目的に、研究者個人

を支援することにより日本研究の振興を支える研究者支援（「日本研究フェロー

シップ」）、各国・地域における日本研究・対日理解の中核的な研究機関の維持・

発展を長期的に支える機関支援（「日本研究基盤整備」等）、国や地域を横断する

学会等を支援し研究者のネットワーク化を図るネットワーク支援を実施した。 

 

ア．研究者支援 

「日本研究フェローシップ」においては、コロナ禍の影響により年度内の来日

を断念した者や延期せざるを得なかった者が一部いたものの、令和４年度は新た

に 34か国・地域の 84 人に対して訪日研究の機会を提供し、前年度から継続する

133 人と合わせて計 217 人が日本で研究活動を行った。コロナ禍により令和３年

度中に来日が叶わなかった日本研究フェローについては、原則全員を改めて採用

して、一連の救済措置が完了した。令和４年度中に訪日研究を終え、アンケート

に回答したフェロー163 人全員から基金の支援は有意義との回答を得た。 

令和４年度中に確認できた、過去のフェローシップ受給者の要職就任例は以下

のとおり。 

 

フェロー 就任した要職 

韓国フェロー 2022 年発足の尹錫悦大統領政権下において、韓国

外交部長に朴振（パク・チン）氏（昭和 62年度博

＜評定と根拠＞ 

評定 Ａ  

根拠： 

【量的成果の根拠】  

３つの定量指標のうち、【指標

３－２】については目標値を大

幅達成（163％）、また、【指標３

－３】及び【指標３－５】の２つ

についても目標値の 120％以上

を達成した。 

 

【質的成果の根拠】 

ア．海外の日本研究の推進及び

支援 

 

 定性指標【指標３－１】各国・

地域の日本研究環境等を適切に

踏まえた各施策の実施による日

本研究の推進状況 

 

関連指標（再掲） 結果 

フェローシップ人

数／国・地域数 

217 人／

49 か

国・地

域 

フェローアンケー

ト「有意義」項目※ 

100％ 

助成対象機関アン

ケート「有意義」項

目※ 

100％ 

支援機関における 2,066 人 

評定 Ａ 

＜評定に至った理由＞ 

１ 総論 

（１）３つの定量指標におい

て、一つは目標値を大幅に達

成し、また残る二つの目標値

の１２０％以上を達成して

いる。定性指標については、

フェローシップの人数やそ

の出身国・地域が、前回の中

期計画の平均値から拡大し、

関係のアンケートで、全ての

回答者が有意義と答えてい

る点が評価できる。 

 

（２）新型コロナウイルス感

染症に関連した各種制約が

撤回されていく時宜を捉え、

物理的な交流について速や

かな再開に着手し、ハイブリ

ット形式等で以前よりも一

層のインパクトを生み出す

ことに成功するとともに、組

織再編をした上で、旧来の部

署の縦割りを越えた連携プ

ロジェクトを実施し、個別地

域内で留まっていた事業の

ノウハウを広く共有した上

で、新規の FOIP フェローシ

ップ事業のために予算要求

や準備を行った。加えて、日
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ける対日理解の基

礎となるものであ

ることを踏まえ、基

金は、日本研究フェ

ローシップや日本

研究機関支援等の

プログラムを効果

的に運用して、次世

代の人材育成や中

長期的な基盤整備

等、各国・地域の日

本研究の発展を支

援する。 

その際、各国・地

域の日本研究の状

況及びニーズの把

握を十全に行うと

ともに、他の機関に

よる関連施策や取

組も踏まえて必要

な支援を見極めて

実施することとす

る。また、相手国の

研究者育成のみな

らず、今後の国際対

話を担う幅広い次

世代層の日本理解

増進にも繋がるよ

う留意する。加え

て、日本国内外の多

様な研究者と連携

することで、日本研

究のグローバル化

にも貢献するよう

努める。 

 

イ 国際対話・ネッ

トワーク形成の推

進 

交付金の一部につ

いては､「自由で開

かれたインド太平

洋（FOIP）」実現のた

めのフェローシッ

プ・プログラムに活

用する。 

 

ア 海外の日本研究

の推進及び支援 

各国･地域の日本

研究の状況及びそ

の振興のためのニ

ーズを把握し、長期

的な視点から日本

研究の発展、対日理

解の増進深化及び

対日関心の維持拡

大に資するよう、以

下の事業を実施す

る。 

 

・研究者支援 

日本を研究対象

とする諸外国の学

者・研究者及び博士

論文執筆者（自然科

学・医学・工学分野

の専門家は対象外）

に、我が国で研究・

調査等の活動を行

う機会を提供する。

特に、各国・地域に

おいて長期的に日

本研究が発展する

よう、次世代を担う

ことが期待される

若手研究者の育成

を重視し、事業実施

交付金の一部につ

いては､「自由で開

かれたインド太平

洋（FOIP）」実現のた

めのフェローシッ

プ・プログラムに活

用する。 

  

ア 海外の日本研究

の推進及び支援 

各国･地域の日本

研究の状況及びそ

のニーズを把握す

るとともに、国内外

の関係者・関係機関

と連携の上、長期的

な視点から対日理

解の深化及び対日

関心の維持拡大に

資するよう、以下の

事業を実施する。 

 

・研究者支援 

日本を研究対象

とする諸外国の学

者・研究者及び博士

論文執筆者（自然科

学・医学・工学分野

の専門家は対象外）

に、我が国で研究・

調査等の活動を行

う機会を提供する。

日本研究フェロー

シップのうち「学

者・研究者」フェロ

ーについては、フェ

ローシップ終了後

３年以内で成果発

表件数（論文引用実

＜その他の指標＞ 

【指標３－１】各

国・地域の日本研究

環境等を適切に踏

まえた各施策の実

施による日本研究

の推進状況 

（関連指標） 

・フェローシップ人

数／国・地域数（平

成 29～令和２年度

の実績平均値150人

／37か国／年） 

・フェローアンケー

ト 「有意義」項目の

５段階評価で上位

２つの評価を得る

割合 

・助成対象機関アン

ケート 「有意義」項

目の５段階評価で

上位２つの評価を

得る割合 

・支援機関における

日本研究関連講座

等の受講者数 

 

【指標３－４】各施

策の実施による国

際対話・ネットワー

ク形成事業の推進

状況 

（関連指標） 

・国際対話・ネット

ワーク形成の実施

件数 

・国際対話・ネット

ワーク形成事業へ

の参加者数 

士論文執筆者フェロー）、国立外交院長に朴喆熙

（パク・チョルヒ）氏（平成７年度博士論文執筆

者フェロー）、駐日韓国大使に尹徳敏（ユン・ドク

ミン）氏（平成 14 年度学者・研究者フェロー）

等、多くの基金フェロー経験者が重要ポストに就

任。 

オーレリウス・ジーカス 

（リトアニア） 

2022 年５月に駐日特命全権大使として着任。平成

19 年度海外日本語教師研修（短期）、平成 21年度

知的リーダー交流（招へい）、平成 26 年度日本研

究フェローシップ（短期）に参加。国立ヴィータ

ウタス・マグヌス大学アジア研究センター長、カ

ウナス日本友好協会会長等を長年にわたり務め、

リトアニアにおける日本語教育、日本研究の発展

に貢献するとともに、同国随一の知日派として活

躍。 

 

また、訪日中の若手日本研究フェローと日本国内の研究者とのネットワーク形

成を目的として「日本研究フェロー・カンファレンス」を実施した（以下ウ．で

詳述）。 

 

イ．機関支援 

北京日本学研究センター事業（北京外国語大学実施分及び北京大学実施分）に

加え、「日本研究基盤整備」では、中期的な成果発現が期待できる９か国・地域

の 20機関に対して支援を実施した。また、単年度のプロジェクトを支援する「日

本研究プロジェクト助成」では、18 か国・地域の 21 件に対して支援を行った。

さらに、「現代日本理解特別プログラム」では６機関に対して支援を実施した。 

令和４年度中の主要な取組事例は以下のとおり。 

 

機関 概要 

北京日本学研究センター

（北京外国語大学）（中国） 

 

・日中首脳合意に基づき 1980 年に設立された日

本語研修センター（通称「大平学校」）を前身とす

る北京日本学研究センターは、中国における日本

研究の拠点として 1985 年の設立当初より基金が

運営に関与。2021 年９月から第 10 次３ヵ年計画

期間に入り、①研究成果の中国内外への発信強化、

②日本研究者の輩出に貢献する博士課程の強化、

③国際的日本研究ネットワークへの参画、の３点

を重点方針として事業を実施している。 

・令和４年度は、研究活動の国際化促進の一環と

日本研究関連講座

等の受講者数 

※５段階評価のアンケートで上

位２つの評価を得た割合 

 

日本研究の振興・発展には、次

世代に向けた制度的基盤（※）の

整備と人材育成が両輪として重

要であるが、日本研究をめぐる

環境やニーズ等は国・地域によ

って、また各機関が担う役割・機

能等によって異なるため、そう

した相違点を念頭に置いて各施

策を実施し、日本研究の推進を

図った。（※ここでは、単位・学

位を授与可能な大学や大学院

（修士課程、博士課程）等の教育

機関や研究機関だけでなく、日

本研究に関する各種学会等も含

める。） 

 

（ア）制度的基盤が確立してお

り、各国・地域から集まる（次世

代）研究者に対して研究・教育活

動が行われている国・地域に向

けた支援 

一国・地域内に留まらない形

で研究・教育活動が行われてい

る国・地域に対しては、人文・社

会科学や地域研究をめぐる昨今

の厳しい環境変化や人材獲得競

争等を踏まえて、日本研究教員

のポスト確保、当該教員による

次世代人材への教育・交流機会

の提供等活動の更なる充実を期

した各種支援を行った。 

例えば、カリフォルニア大学

アーバイン校（米国）において

は、基金の「日本研究基盤整備プ

ASEAN 友好協力 50 周年のタ

イミングを踏まえ、JF の強

みを活かした事業を実施し

た。 

現代日本理解特別プログ

ラムに代表される日本研究

に関する発信を含む事業の

結果、個別の研究者の育成に

加え、幅広い次世代層の日本

理解増進に貢献した。 

ロボット工学者と世界的

に著名な歴史家の対談を実

現しテクノロジーの進化が

もたらす政治的・倫理的課題

について議論を深める等、日

本が直面する世界的な課題

において発信力のあるイベ

ントを行った。またインド太

平洋地域において自由で開

かれた国際秩序を維持・強化

し、地域全体の平和と安定・

繁栄に寄与することを目的

に、研究者等への支援を行う

FOIP フェローシップの実

施準備が着実に進められ、日

本に関わりをもつよう制度

設計がなされた人材育成が

一層広がる基礎ができたこ

とも注目すべき点。    

JOI の継続的・効果的な実

施により、日本との接点が少

ない米国の州・地方レベルに

おいて 58,204 人と年間の目

標を上回る裨益者数を達成

し、日米関係の重要性に関す

る認識を深めることにつな

がっている。 

これらのことから、基金に

よる自己評価のとおり、Ａ評
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日本と各国・地域

の相互理解の促進

と信頼醸成を目的

として、国際的重要

課題等についての

対話や協働作業を

一層推進する。ま

た、それらを担う次

世代人材を育成す

る。 

特に、日米関係の

更なる緊密化のた

め、日米が共同で世

界の共通課題の解

決に貢献するに当

たり必要な人材の

育成事業や、青少年

を中心とする日中

両国民相互間の信

頼構築のために、高

校生の交流事業等

により日中間相互

交流の促進を行う。 

これらの事業実

施に当たっては、対

話や交流の基礎と

なる日本の文化・社

会的背景や日本の

持つ知見、経験の積

極的な発信を通じ

た国際貢献に努め、

併せて、日本の地方

と国際社会の結び

つきを強化し、地域

社会の活性化や多

文化共生社会の実

現等にも資する国

際的な交流のネッ

トワークを構築す

後の中長期的なフ

ォローアップに努

める。 

 

・機関支援 

各国・地域におい

て日本研究の中核

的な役割を担う機

関がその教育・研究

活動の基盤を強化

し、幅広く人材を育

成することができ

るよう、これらの機

関に対し、客員教授

派遣や派遣支援、研

究・会議助成、教員

拡充助成等の包括

的な支援を実施す

る。 

 

・ネットワーク支援 

日本研究に関わ

る国内外の研究者

や知識層、関連機関

を横断的に結び、ネ

ットワーク形成を

図ることで日本研

究の発展と深化に

寄与すべく、我が国

や第三国から研究

者・専門家を集めた

会議の開催や、日本

研究や日本を含む

地域研究の学会へ

の支援を行う。 

 

イ 国際対話・ネッ

トワーク形成の推

進 

績及びメディア発

信含む）平均１人３

件以上の達成を目

標とする。研究者支

援の展開に当たっ

ては、各国・地域に

おいて長期的に日

本研究が発展する

よう、特に次世代を

担うことが期待さ

れる学部生等も含

めた若手研究者の

育成を重視すると

ともに、事業終了後

の中長期的なフォ

ローアップに努め

る。 

 

・機関支援 

各国・地域におい

て日本研究の中核

的な役割を担う機

関がその教育・研究

活動の基盤を強化

し、幅広く人材を育

成することができ

るよう、これらの機

関に対して客員教

授派遣や派遣支援、

研究・会議助成、教

員拡充助成等の包

括的な支援を実施

する。また、「現代日

本理解特別プログ

ラム」により、米国・

欧州・オーストラリ

アの主要な研究機

関を支援し、特に社

会科学分野におけ

・国際対話・ネット

ワーク形成事業共

催・協力団体数 

・国際対話・ネット

ワーク形成事業の

報道件数 

・国際対話・ネット

ワーク形成事業に

よる参加者アンケ

ートの「有意義」項

目の５段階評価で

上位２つの評価を

得る割合 

 

＜評価の視点＞ 

【指標３－１】 

各国・地域の日本

研究環境の維持・発

展に資する成果が

あがっているかに

ついては、当該国・

地域における日本

研究をめぐる環境

やニーズ等を踏ま

えた事業の実施状

況、日本研究関連講

座等を通じた人材

育成の状況等に係

る関連指標の推移

や、成果発現に向け

た法人の創意工夫

等を勘案して、総合

的に評価する。 

 

【指標３－４】 

 国際的重要課題

等についての対話

や協働を推進し、ま

たそれらを担う次

世代人材の育成や

しての博士課程在籍者を対象とするオンライン・

ワークショップ（講師：ベルリン自由大学教授の

ベレーナ・ブレヒンガー＝タルコット氏）の実施、

コロナ禍の影響により令和２年度以降中断してい

た訪日研究の一部再開（修士課程６人、博士課程

６人を招へい）、東アジア日本研究者協議会第６回

大会（以下ウ．参照）の主催等の活動を行った。 

北京大学現代日本研究セ

ンター（中国） 

2021 年９月から開始した第 10 次３ヵ年計画に沿

って、同大学博士課程在籍者９人を対象に、日本

側教授による日本の行政・外交・経済・教育等に

ついてのオンライン集中講義を実施するととも

に、コロナ禍の影響で実現しなかった訪日研修に

替わるオンライン特別研修を実施した。同研修で

は、日本の政治や選挙制度についての主任教授に

よる講義や参加者間の研究成果の発表等を通じ

て、現代日本に関する理解を深めた。 

高麗大学（韓国） 「日本研究基盤整備プログラム」において支援し

てきた高麗大学グローバル日本研究院の学術誌

『跨境/日本文学研究』は、2014 年の創刊以降、東

アジア地域のみならず、世界各地域における日本

語で発表された文学研究成果を全世界に発信する

ため、ジャーナルの発刊に加え、英語専用ホーム

ページ整備等にも取り組んできた。その結果、同

誌は 2022 年に世界最大級の抄録・参考文献データ

ベースである SCOPUS に日本語文学学術誌として

初めて登載された。 

ダッカ大学（バングラデ

シュ） 

 

2017 年発足の同大学日本研究学科は、「日本研究

基盤整備プログラム」にて、令和３年度に査読付

きジャーナル“The Journal of Japanese Studies: 

Exploring Multidisciplinarity (JJSEM)”を南

アジア地域で初めて刊行したことに続き、2023 年

1 月にハイブリッド形式（オンライン＋対面）で

日本研究国際学会を開催、のべ 700 人を超える参

加者を得た。日本の大学とのネットワークも着実

に広げ、2023 年４月 26 日に発表された「戦略的

パートナーシップに関する日バングラデシュ共同

声明」においても言及・評価された。 

カリフォルニア大学アー

バイン校（米国） 

・学部の主専攻、副専攻から博士課程プログラム

までを有する同校東アジア言語文学部は、「日本研

ログラム」による支援を得て、新

たにテニュア・トラックの助教

授ポストが設けられたが、大学

内で２段階特進という高評価を

得た同ポスト登用人材による充

実した教育・研究活動が評判と

なり、大学院の出願者数が２倍

に増加する等、次世代の日本研

究者、知日人材の育成の観点か

らも好循環が生み出された。 

また、ハーバード大学（米国）

においても、基金の「現代日本理

解特別プログラム」による支援

を得て政策イノベーションフェ

ローのポストに新たな人材が登

用され、公共政策学部において

新コース「日本とグローバリゼ

ーション」が開設されたほか、計

９回のセミナーにてのべ 550 人

以上の参加者を得る等、次世代

研究者育成に繋がる成果が着実

に生まれている。 

欧州では、同じく「現代日本理

解特別プログラム」による支援

を得たロンドン大学キングス・

カレッジ（英国）において、東京

大学公共政策大学院とのダブ

ル・ディグリー協定に基づく修

士課程向けプログラム開発が進

展しており、次世代人材への教

育・交流に向けた取り組みが具

体化しつつある。中核的な役割

を担っている事業責任者は、

2004 年度に基金の「日本研究フ

ェローシップ」を受給したイタ

リア人研究者であり、基金が支

援してきた人材が国を越えて次

世代人材の育成に寄与するとい

う流れが生み出されている。 

価が適当。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課

題及び改善方策＞ 

１ 研究者支援 

 新型コロナウイルス感染

症の収束を受け、関係者の訪

日に関する業務が徐々に正

常化していることを踏まえ、

より一層の質の高い研究を

行うフェローへの支援を厚

くすべく、候補の開拓や選考

の強化等にも注力すべき。今

回例示されている韓国のフ

ェローのように、外交的な観

点から特にめざましい活躍

をしているフェローとは、ネ

ットワーク事業なども活用

し、新しい協力事業を実施す

る等のフォローアップを行

い、関係の維持増進に努める

べき。 

 

２ 機関支援 

支援先の特徴や想定しう

る波及効果も踏まえ、各プロ

グラムの形態の利点を用い

て効果的な支援を継続すべ

きであり、そのために予算措

置も含めて必要な対応を検

討すべき。また、機関支援に

おいても、上述の研究者支援

とあわせ、人材育成のための

長期的なフォローアップが

重要。評価についても、即自

的なインパクトとの長期的

な成果を意識したものを期

待。 
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るとともに、事業実

施後の効果的なフ

ォローアップにつ

いても留意する。 

 

我が国と各国・地

域の共通の関心テ

ーマや国際的重要

課題等についての

共同作業を推進す

るとともに、市民・

草の根レベルでの

相互理解増進のた

め、人物の派遣・招

へいや会議の開催

等を通じた対話・ネ

ットワーク形成事

業や次世代の交流

人材育成事業を実

施又は支援する。ま

た、日米交流事業に

おいては、両国関係

の更なる緊密化に

資する協働作業や

人材育成事業に加

え、市民・草の根交

流事業を行う。更

に、青少年層を中心

とする日中交流事

業においては、未来

志向の関係構築に

資する交流事業を

展開する。 

 

【留意点】 

上記事業の実施

に当たっては、以下

の点に留意する。 

a. 日本研究支援に

おいては、他の機関

による関連施策や

取組も踏まえて必

要な支援を見極め

て事業を展開する。

る知日派人材の育

成を促進する。複数

年助成事業実施後

の外部評価（事業実

施を通じた発信力

強化、成果の持続に

向けた取組等に関

する５段階評価（高

５点～低１点））に

おいて平均 3.75 点

以上の評価を得る

ことを目標とする。 

 

・ネットワーク支援 

日本研究に関わ

る研究者や知日層

及び関連機関を横

断的に結び、ネット

ワーク形成を図る

ことで日本研究の

発展と深化に寄与

すべく、我が国や第

三国から研究者・専

門家を集めた会議

の開催や、日本研究

や日本を含む地域

研究の学会への支

援を行う。 

 

イ 国際対話・ネッ

トワーク形成の推

進 

我が国と各国・地

域の共通の関心テ

ーマや国際的重要

課題等についての

共同作業を推進す

るとともに、市民・

草の根レベルでの

国際的なネットワ

ークの形成に資す

る成果があがって

いるかについては、

事業形成における

関連機関との協働

の状況や、事業に関

する報道の状況等

に係る関連指標の

推移や、成果発現に

向けた法人の創意

工夫等を勘案して、

総合的に評価する。 

 

 

 究基盤整備プログラム」にて、高まる学生の希望

に見合うべく教育体制を拡充するとともに、研究

活動のさらなるステップ・アップとして日本研究

分野における環境・サステイナビリティ研究の主

要拠点となることを目指し、日本の環境学・文学

を専門とするジョン・ピット氏（平成 30 年度博士

論文執筆者フェロー）を助教授として新規採用（テ

ニュア・トラック）。同助教授の研究成果発表や教

育活動は多くの学生から高く評価され、学内でも

稀な２段階昇進の評価を得た。 

・国際シンポジウムの開催や博士課程の学生に対

する研究助成等の研究教育体制の充実により、大

学院の出願者数が２倍に増加した。 

ハーバード大学（米国） 

 

・米国、欧州、豪州の主要な研究機関に対し、主

に社会科学分野（特に日本政治・外交）における

現代日本に関する理解の促進と発信強化に資する

支援を行う「現代日本理解特別プログラム」の一

環として、2022 年、政策イノベーションフェロー

のポストとしてニコラス・フレイザー氏を採用。

公共政策学部における新コース「日本とグローバ

リゼーション」が開設された。 

・さらに、特別セミナーシリーズとして、日本か

らの登壇者も交えて「日米同盟と台湾」、「東アジ

アにおける日韓、米国の同盟政策」、「気候変動に

関する日本と中国のグローバル政治」等をテーマ

に計９回のセミナーを実施し、のべ 550 人以上の

参加者を集めた。 

ロンドン大学キングス・カ

レッジ（英国） 

 

・同じく「現代日本理解特別プログラム」の一環

として、東アジアの安全保障や戦争・戦略分野の

複数の講義を計 150 人の学生が履修した。 

・コロナ禍の中、オンラインやハイブリッド形式

を採用したトーク、ワークショップ、フォーラム

等を開催し、のべ 300 人以上が参加、動画再生回

数はのべ 2,000 回以上に達した。 

・平成16年度日本研究フェローシップ受給者（学

者・研究者フェロー）である事業責任者のアレッ

シオ・パタラーノ氏（現・同大学戦争研究学科教

授）は東京大学公共政策大学院とのダブル・ディ

グリー協定（修士）締結にも尽力。本助成終了後

 

（イ）制度的基盤が確立してい

るが、主として当該国内におい

て研究・教育活動が行われてい

る国・地域に向けた支援 

すでに一定の規模で研究・教

育活動が行われている国・地域

に対しては、人文・社会科学や地

域研究をめぐる昨今の厳しい環

境変化等を踏まえて、国内外と

のネットワーク形成のための各

種支援を行った。 

例えば、高麗大学（韓国）のグ

ローバル日本研究院が中心とな

って発行されているジャーナル

『跨境/日本文学研究』につい

て、基金は「日本研究基盤整備」

を通じて複数年にわたり支援を

実施しているが、2022 年 10 月に

日本語文学学術誌として初めて

世界最大級の抄録・引用文献デ

ータベース SCOPUS に登載され

た。近時、研究者に対する評価

は、影響力の高いジャーナルへ

の掲載実績の有無に左右される

傾向が一層強まっているが、こ

れまでは、日本研究者にとって

の成果発表先であった日本の主

要な学会誌が国際的な学術論文

引用索引データベースに未登録

であり、各国・地域の言語と切り

離せない文学研究の特性に鑑み

ると、影響力と持続性を備えた

国際的研究プラットフォームの

構築が課題となっていた。

SCOPUS に登載されたことで、今

後『跨境/日本文学研究』が、韓

国国内のみならず、韓国と類似

の状況にある各国・地域の日本

３ 対話・協働事業 

「日米次世代パブリック・

インテレクチュアル・ネット

ワーク事業」や日米パートナ

ーシップ・プログラム等、パ

ートナーと事業形態が確立

しているものについては、広

報側面について力を入れる

ことを期待。 

新しい観点から実施する

事業は、特に外交的効果の観

点から、費用対効果について

の説明が重要になることに

留意。 

 

４ 市民・草の根レベルでの

相互理解増進事業 

 JOI、JALD については対米

市民・草の根交流の代表的な

事業になっており、これまで

の経験で培われた協力団体

との相互補完的な役割分担

をもって、引き続き効果的な

事業実施を期待。日本国内へ

の認知度強化も課題。 

 対中事業については、コロ

ナ禍で中断していた実際の

交流の再開について引き続

き尽力するとともに、中国側

で実施される事業に関する

フォローアップについて留

意。 

 

５ 指標の設定 

 【指標３－２】成果発表件

数につき、前回中期目標期間

から目標値を引き上げたが、

平成 29 年度から令和 3 年度

の実績平均値は 5.05 件であ
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その際、日本語教育

や留学生交流等の

諸分野との連携に

も配慮するととも

に、学部生等も含め

た幅広い次世代層

の対日理解促進に

もつながる波及効

果を生み出すよう

留意する。また、国

内外の多様な研究

者、研究機関と連携

することで、日本研

究のグローバル化

にも貢献するよう

努める。 

 

b. 国際対話・ネッ

トワーク形成の推

進においては、対話

や交流の基礎とな

る日本の文化・社会

的背景について諸

外国の理解が進む

よう留意するとと

もに、日本の持つ知

見や経験を発信、共

有することで国際

社会への積極的な

貢献を図るよう努

め、併せて、日本国

内の諸課題解決に

資する諸外国の知

見や経験の共有に

も留意する。また、

日本の各地域と世

界との結びつきを

強化することによ

り、地域社会の活性

相互理解増進のた

め、人物の派遣・招

へいや会議の開催

等を通じた対話・ネ

ットワーク形成事

業や次世代の交流

人材育成事業を実

施又は支援する。  

日米交流事業に

おいては、両国関係

の更なる緊密化に

資する協働作業や

人材育成事業に加

え、市民・草の根交

流事業を行い、この

うち日米草の根交

流コーディネータ

ー派遣プログラム

（JOI プログラム）

については、年間裨

益者数 46,082 人以

上の達成を目標と

する。  

また、未来志向の

日中関係を築く礎

となるより深い日

中間の青少年交流・

市民交流の実現を

目的として、中国の

地方都市において

市民が我が国の最

新情報や日本人と

接することのでき

る「ふれあいの場」

の運営を行うほか、

日中両国の高校生

や大学生の対話・交

流事業を実施する。  

国際対話・ネット

にも成果を持続的に活かすべく、新設されるイン

ド太平洋プログラムに日本研究を組み込むよう準

備を進めている。 

 

ウ．ネットワーク形成支援 

主催事業６件、助成事業 21 件を実施。アンケート回答のあった助成対象機関

すべてから基金の助成が有意義であったとの回答を得た。 

令和４年度中の主要な取組事例は以下のとおり。 

 

事業 概要 

日本研究フェロー・カンフ

ァレンス（主催） 

日本国内の教育研究機関との連携、国内外の日本

研究者間のネットワーク形成を目的として実施。 

 

〇第１回カンファレンス 

時期：2022 年７月 

会場：東京大学 

共催団体：東京大学東洋文化研究所 

参加者：日本滞在中のフェロー56人、東京大学教

員・他機関のフェロー受入教員等 32 人 

 

〇第２回カンファレンス 

時期：2022 年 12 月 

会場：国際日本文化研究センター（日文研） 

共催団体：日文研、「国際日本研究」コンソーシア

ム 

参加者：日本滞在中のフェロー52人、日文研研究

者・他機関受入教員等 35人 

その他：コロナ禍におけるガイドラインを遵守す

る形で交流レセプションを開催（来賓：京都市長

等） 

次世代日本研究者協働研

究ワークショップ（主催） 

・アジア地域の主要な日本研究機関に所属する大

学院生を対象とする集中ワークショップで、平成

30 年度にスタートし、今回が４回目。国・地域、

所属機関を横断したネットワーク形成、協働研究

の一層の活性化、並びにアジアの若手日本研究者

の人材育成への寄与を目指す。 

・2023 年２月開催の最終セッションでは、参加者

を日本に招へいし、国際学会を想定した模擬パネ

ル発表を実施。 

文学研究者にとって重要な国際

的なプラットフォーム、ネット

ワーク・ハブの役割を果たすこ

とが期待される。 

また、北京外国語大学の北京

日本学研究センターにおいて

は、研究活動の国際化促進の一

環として、博士課程在籍者対象

のオンライン・ワークショップ

（講師：ベルリン自由大学教授

のベレーナ・ブレヒンガー＝タ

ルコット氏）等を実施した。参加

者は、国際学会等において自身

の研究を発信する際のプレゼン

テーション方法を学ぶだけでな

く、その重要性を認識する等、国

際化に向けた意識の変化が見ら

れた。 

さらに、域内外のネットワー

ク形成を能動的に促進していく

目的で、東京大学等と共催した

次世代日本研究者協働研究ワー

クショップでは、東京大学等と

連携し、アジアの若手研究者を

対象に、事前にオンラインによ

る協働研究の実践に取り組ませ

た後、日本に招へいし、国際学会

を想定した対面での模擬パネル

発表等を実施した。対面研修だ

けでなく、事前のオンライン活

動を取り入れることで、より高

い事業効果を狙った本ワークシ

ョップは、若手研究者各人の研

究活動にヒントを与え情報交換

の場となるとともに、アジアか

ら国際的に活躍する日本研究者

を輩出させるための取組となっ

た。 

 

り、引き続き目標に対する達

成水準が高いが、引き続き定

量指標における目標達成に

取り組むとともに、質的に高

い成果が得られるように留

意して取り組まれたい。 

 【指標３－３】外部評価結

果につき、前回中期目標期間

から目標値が引き上げられ

ていないが、平成 29 年度か

ら令和 3 年度の実績平均値

は 4.34 点であり、引き続き

目標に対する達成水準が高

いが、引き続き定量指標にお

ける目標達成に取り組むと

ともに、質的に高い成果が得

られるように留意して取り

組まれたい。 

 

＜その他事項＞ 

主な有識者意見の概要は以

下のとおり。 

 

１ 各国で日本研究拠点機

関をどう増やしていけるの

かという課題がまだ残され

ている。資金不足の問題は理

解しているが、戦略的にみれ

ば欧州や東南アジア、ラテン

アメリカ、アフリカ等に拠点

を広げていくと同時に、重要

と判断する拠点に重点配分

をするなどの発想で望むべ

きだろう。 

 

２ フェローシップは新し

い制度設計を含め順調な進

展が認められるが、こちらに

関しては、出身・就学地域や
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化や多文化共生社

会の実現等にも資

する国際的なネッ

トワークを構築す

るとともに、事業実

施後の効果的なフ

ォローアップに努

める。 

 

c. 国際的重要課題

等に関わる共同作

業の実施又は支援

に当たっては、関係

者間の相互理解や

信頼関係の促進・醸

成を特に重視する

とともに、新たな人

的ネットワークの

形成や協働に向け

たロードマップ策

定等、中長期的な課

題解決につながる

プロセスも重要な

事業成果として把

握するよう努める。 

 

d. 日米親善交流基

金による事業の実

施に当たっては、自

己収入財源（政府出

資金等の運用益収

入等）を充てること

により、日米関係の

緊密化を目的とす

る事業の継続的か

つ安定的な実施を

図る。 

 

e. 日中 21 世紀基

ワーク形成の推進

に当たっては、対話

や交流の基礎とな

る日本の文化・社会

的背景について諸

外国の理解が進む

よう留意するとと

もに、日本の持つ知

見や経験を発信、共

有することで国際

社会への積極的な

貢献を図るよう努

め、併せて、日本国

内の諸課題解決に

資する諸外国の知

見や経験の共有に

も留意する。また、

日本の各地域と世

界との結びつきを

強化することによ

り、地域社会の活性

化や多文化共生社

会の実現等にも資

する国際的なネッ

トワークを構築す

るとともに、事業実

施後の効果的なフ

ォローアップに努

める。 

 

時期：2022 年 12 月～2023 年２月 

実施形式：ハイブリッド（オンライン＋対面研修） 

参加者：10 か国・地域の大学院生計 24人、日本・

英国・中国・タイ・韓国・バングラデシュ・オー

ストラリア出身の講師計 11 人 

東アジア日本研究者協議

会第６回国際学術大会（助

成） 

・2016年に発足した東アジアにおける日本研究者

ネットワーク。韓国、中国、日本、台湾の日本研

究機関が持ちまわりで開催（第１回：仁川（韓国）、

第２回：天津（中国）、第３回：京都（日本）、第

４回：台北（台湾）、第５回：ソウル（韓国））。 

・ラウンドテーブル、企画パネル、次世代パネル

等で構成。ラウンドテーブルでは、日本研究の国

際化とその潮流における東アジアの特質や、東ア

ジア出身ながら現在は域外で活動する研究者が

直面する課題、英語による研究・交流の意義と限

界、日本語教育と日本研究の関係といった諸点を

めぐって討論。 

 

時期：2022 年 11 月 

主催者：北京日本学研究センター（北京外国語大

学） 

実施形式：オンライン 

参加者：約 300 人 

イスラエル日本研究学会

（IAJS）第６回国際会議

（助成） 

・2022 年に創設 10 周年を迎えた同学会の第６回

国際会議（2020 年以来の対面開催）。日・イスラ

エル外交関係樹立 70 周年を記念したパネルディ

スカッションも実施。 

・日本、米国、英国、香港からの研究者を含む 38

人が現地で参加。フランス、豪州、台湾等の研究

者はオンライン参加。テルアビブ大学、エルサレ

ム・ヘブライ大学等、イスラエルの他大学の学生

も来場。 

 

時期：2022 年 11 月 

会場：ハイファ大学 

実施形式：ハイブリッド（対面＋一部オンライン

参加） 

基調講演者：スーザン・ネイピア（タフツ大学）、

バラク・クシュナー（ケンブリッジ大学）、シャロ

（ウ）制度的基盤が相対的に限

られる国・地域に向けた支援 

日本研究機関や関連学会を含

む制度的基盤が限られる国・地

域に対しては、主にプロジェク

ト・ベースの取組や研究者間の

交流の機会提供等を通じて日本

研究の制度的基盤強化を促進し

た。 

例えば、基金が「日本研究基盤

整備」により複数年にわたって

支援してきているダッカ大学

（バングラデシュ）日本研究学

科では、2023 年 1 月にハイブリ

ッド形式にて日本研究国際学会

を開催したところ、これまでの

国際学会参加支援により蓄積さ

れた人脈・経験が活かされ、のべ

700 人超もの参加者を得ること

ができた。支援対象の一つでも

ある教員の訪日プログラム等を

通じて日本の大学とのネットワ

ークも着実に広げており、南ア

ジア地域の代表的な日本研究機

関としての存在感を増してい

る。 

また、基金が「日本研究ネット

ワーク強化助成」で支援したイ

スラエル日本研究学会（IAJS）に

よる 2022 年次の大会では、イス

ラエル国内はもとより、日本、米

国、英国、香港からの参加者に加

え、オンライン参加によりフラ

ンス、豪州、台湾等からの登壇者

も交えた発表・討論が行われた。

オンライン形式も併用しながら

より少ない資源でこれまで以上

に充実した研究成果発表とネッ

トワーキングの機会を提供でき

キャリアステージでの選択

性をむしろ強めず、包摂的な

制度設計が望ましいことに

留意して欲しい。またフェロ

ーシップや拠点を活用した

ネットワーク作りにおいて

は、バイラテラルな関係だけ

でなく、地域毎、また世界的

に繋ぐ機会を可能な限り多

く設けて欲しい。なお用意し

たプログラムの参加者数や

視聴数は多いとは言えず更

なる努力を求めたい。 

 

３ 自己評価はやや控えめ

すぎるのではないか。日本研

究全般を取り巻く環境が決

して容易ではないなか、考え

得る最善・最適の事業を提供

している。「S」評価への修正

を提案する。 

 

４ アジアセンターの発展

的解消以降、これまでに蓄積

してきたアジア地域とのネ

ットワークを持続する必要

があるが、美術分野において

は、アジア地域の経済発展や

人口増加を受け、今後ますま

すの発展が期待されること

から、我が国の新しい世代の

研究者、キュレーター、アー

ティスト等の交流の持続が

重要性を増していると考え

る。 
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金による事業の実

施に当たっては、自

己収入財源（政府出

資金等の運用益収

入等）を充てること

により、青少年を中

心とする国民相互

間の信頼構築を目

的とする事業の継

続的かつ安定的な

実施を図る。 

 

f. 日米センター

は、日米文化教育交

流会議（カルコン）

の事務局業務を担

う。 

 

ン・キンセラ（マンチェスター大学）、菅野和夫（東

京大学名誉教授） 

参加者：約 250 人 

国際シンポジウム「不確実

な時代の国際文化交流：

日・独・英の現場から」（基

金 50 周年記念事業）（主

催） 

・パンデミックや戦争により不確実性が増した世

界での文化交流のあるべき姿を、日・独・英の国

際文化機関の代表、文化交流の実践者が議論。 

・日本滞在中の日本研究フェローが各々の専門分

野にとどまらないネットワーク形成を促すこと

を目的として参加。各国文化交流機関の関係者

等、日本研究の枠を超えるネットワーキングの機

会を創出。 

 

時期：2022 年 10 月 

会場：国際文化会館 

共催団体：ゲーテ・インスティトゥート、ブリテ

ィッシュ・カウンシル 

参加者：約 100 人 

 

【第１部】日・独・英リーダーズ・フォーラム「不

確実な時代の文化交流」 

モデレーター：ジョナサン・マックロリー

（Sanctuary Counsel パートナー）※第２部も担

当 

登壇者：カローラ・レンツ（ゲーテ・インスティ

トゥート総裁）、マシュー・ノウルズ（ブリティッ

シュ・カウンシル駐日代表）、梅本和義（国際交流

基金理事長） 

 

【第２部】パネルディスカッション「国際文化交

流の新たな地平」 

登壇者：中村茜（株式会社 precog 代表取締役、

パフォーミングアーツ・プロデューサー）、藤浩志

（美術家、秋田市文化創造館館長、秋田公立美術

大学教授）、森真理子（厚生労働省・障害者文化芸

術計画推進官） 

 

エ．海外事務所主導による取組 

基金海外事務所 20か所により、日本研究分野の主催・共催事業計 95 件が実施

された。うち北京日本文化センターは、日中国交正常化 50周年及び基金設立 50

たことにより、国際的な広がり

を交えつつ、同国における日本

研究の制度的基盤強化を図るこ

とができた。 

 

さらに、上記（ア）～（ウ）そ

れぞれを補完する横断的な取組

として、日本に滞在する各国・地

域の（次世代）研究者を一同に集

めて、東京大学及び国際日本文

化研究センター（京都）において

「日本研究フェロー・カンファ

レンス」を開催した。異なる分野

の専門家が「日本」を切り口に交

わる機会の創出と専門領域を越

えたグローバルな視野を持つ人

材育成を目的としたこの事業で

は、滞日研究中のフェロー間や

受入先担当教員等日本側研究者

とフェロー間のネットワークが

構築され、新たに築かれた関係

をもとに自発的にワークショッ

プが企画・実施される等、その効

果が早速発現した。 

 

イ．国際対話・ネットワーク形成

の推進 

 

定性指標【指標３－４】各施策

の実施による国際対話・ネット

ワーク形成事業の推進状況 

 

関連指標（再掲） 結果 

国際対話・ネット

ワーク形成の実施

件数 

104 件 

国際対話・ネット

ワーク形成事業へ

の参加者数 

25,997

人 
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周年を迎えたことを記念し、中国における日本研究の関係者へのインタビュー

や、過去の資料や関係者への取材等を通じてその歩みを振り返るドキュメンタリ

ー動画制作等から成る大型プロジェクト『中国の日本研究 50 年 歩みと展望』

を実施。研究対象や年齢がさまざまな中国各地の研究者や、日本・欧州の関係者

等、合計 40 名に及ぶインタビューを行い貴重な証言を記録したほか、インタビ

ューの文字記録と完成動画は北京日本文化センターのウェブサイトや YouTube

等の動画サイトで公開するとともに各種学術活動の場で紹介し、学会を始め各方

面から反響を呼んだ。また、カイロ日本文化センターでは、令和３年度に実施し

た日本研究図書寄贈のフォローアップ事業として、日本人専門家による日本研究

セミナーをエジプト国内の主要大学にてオンライン開催するとともに、寄贈式等

の機会を設けて寄贈図書の周知と活用を促した。 

 

（２）国際対話・ネットワーク形成の推進 

国際的重要課題等についての対話や協働を推進し、それらを担う次世代人材の

育成と国際的なネットワークの形成を促進することを目的として、主に以下の事

業を実施した。 

 

ア．対話・協働事業 

（ア）アジア 

事業 概要 

日本 ASEAN 友好協力 50 周

年記念国際シンポジウム

（日本 ASEAN 友好協力 50

周年記念事業） 

・基調講演と３つのパネル（「世界/地域の平和と

安定に向けて」（政治）、「持続可能で豊かな社会の

実現に向けて」（経済・社会）、「人々の相互理解と

信頼醸成に向けて」（文化））を通じ、東南アジア

を代表する知識人や次世代の有識者 13 人が日本

の有識者と、次の半世紀に向けた新たな日 ASEAN

関係について意見を交わした。 

・シンポジウム冒頭、岸田文雄内閣総理大臣がビ

デオメッセージを通じて、「こういったプロジェ

クトの後継となる、魅力ある文化・人的交流の取

組を、今後も更に推進したい」と言及する等、同

周年の日本国内でのキックオフ・イベントとして

機運を盛り上げた。 

・また、本シンポジウムのレセプションには林芳

正外務大臣が出席し、挨拶の場において、「文化の

WA」プロジェクトの後継となるような文化・人的

交流の取組を今後も推進していくと言及する等、

政府要人の関与と発言を通じ、日本と ASEAN の間

の国際文化交流事業の重要性を改めて確認する

国際対話・ネット

ワーク形成事業共

催・協力団体数 

142 件 

国際対話・ネット

ワーク形成事業の

報道件数 

59 件 

国際対話・ネット

ワーク形成事業に

よる参加者アンケ

ートの「有意義」※ 

96％ 

※５段階評価のアンケートで上

位２つの評価を得た割合 

 

（ア）新設部門としてのネット

ワーク形成と対外発信 

ａ．関係機関との協働（関連指

標：共催・協力団体数） 

令和４年度の事業実施に関係

した共催・協力団体数は国内外

合わせて 142 機関であった。政府

関係機関、自治体関連機関、メデ

ィア、非営利組織（財団、NPO 法

人等）、教育・研究機関（高校、

大学）等とともに、各々の強みを

活かした企画を共催又は広報連

携して、事業の波及効果の増幅

に努めた。 

一例として「日米次世代パブ

リック・インテレクチュアル・ネ

ットワーク事業」（上記（２）ア．

（イ）参照）においては、モーリ

ーン・アンド・マイク・マンスフ

ィールド財団が、日米の政界及

び政策関係者、学術コミュニテ

ィとの太いパイプを活かして、

ゲストの招へいやプログラムづ

くり等を主導する一方、基金側

は、日本研究者とのネットワー

クの蓄積を活かした接点づく
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場ともなった。 

・会場参加・オンライン配信・アーカイブ配信合

わせ、のべ 1,000 人以上が参加。参加者アンケー

トでは満足度 90％以上の評価を得たほか、NHK 

World、朝日新聞、毎日新聞、読売新聞等、主要メ

ディアによる報道がなされた。 

 

時期：2023 年３月 

登壇者：マルティ・ナタレガワ元インドネシア外

務大臣（ASEAN 独自の地域協力の構想「インド太

平洋に関する ASEAN アウトルック（AOIP）」の形成

に大きく寄与した業績で知られる） 

パネル参加者：スーサン・アファン（「アジアのノ

ーベル賞」として名高いマグサイサイ賞を主宰す

るラモン・マグサイサイ賞財団理事長）、大庭三枝

（神奈川大学教授）ほか 

第 27 回国際交流会議「ア

ジアの未来」における共催

セッション 

ビジネス・エグゼクティブ層から一般層までを広

く対象とした日本経済新聞社主催の同会議にお

いて、「文化交流が拓くアジアのビジネス」をテー

マにアジア域内の有識者によるパネルディスカ

ッションを開催し、文化と経済の接点で活躍する

ビジネスパーソンや文化経済学の専門家らがオ

ンライン併用のハイブリッド形式で議論を交わ

した。約 600 人が参加・視聴したほか、その内容

が日本経済新聞紙面のサマリー記事等を通じて

広く発信された。 

 

時期：2022 年５月 

登壇者：河島伸子（同志社大学教授）、磯部大将（イ

オンモールインドネシア前代表取締役社長）、ア

ピナン・ポーサヤーナン（バンコク・アートビエ

ンナーレ芸術監督）ほか 

文芸対話プロジェクト

「YOMU」 

・マレーシアから作家及び編集者を日本に招へい

し、日本とマレーシアの文学、出版事情等に関す

る座談会を東京と京都で開催、計 120 人が参加し

た。事業後のアンケートでは参加者全員が「満足」

「やや満足」と回答した。 

 

時期：2022 年 11 月～12月 

り、訪日研修を通じた対日理解

の促進、フォローアップ企画の

支援等に注力した。明確な役割

分担による効率的な事業運営は

参加者からの高い評価にもつな

がった。 

市民・青少年交流についても、

「日米草の根コーディネーター

派遣（JOI）」（上記（２）イ．（ア）

参照）実施における共催機関の

ローラシアン協会やコーディネ

ーターの現地受入機関である米

国南部・中西部・山岳部地域の日

米協会、訪問先の現地教育機関

等との幅広い連携、「日中高校生

対話・協働プログラム」（上記

（２）イ．（イ）参照）における

日本の高校 14校、中国各地の高

校 15校の参加等、さまざまな形

で協働し、相互理解の促進と国

際交流人材の育成に寄与した。 

 

ｂ．対外発信（関連指標：報道件

数） 

令和４年度は、国際的重要課

題についての対話や協働を推進

する事業のいくつかを大手新聞

社と共催することで、そこで共

有された知見や交わされた意見

をメディアのプラットフォーム

を通じて広く国内外に発信する

ことができた。 

例えば、国際交流会議「アジア

の未来」におけるパネルディス

カッション「文化交流が拓くア

ジアのビジネス」（上記（２）ア．

（ア）参照）は日本経済新聞社と

連携して開催し、議論の内容は

同誌紙面を通じても発信され
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登壇者：ナディア・ハーン（作家）、アミール・ム

ハマド（出版社 Buku FIXI 創設者・編集者）、大

前粟生（作家）、伊藤紺（歌人）、こまつあやこ（作

家）、藤井光（翻訳家） 

共催団体：京都レジデンシーほか 

 

・さらに、小説『おばちゃんたちのいるところ』

がタイ語を含む各国語に翻訳され注目を集める

作家・松田青子氏をタイに派遣して、現地作家・

研究者らとの対話事業を実施。「バンコク国際ブ

ックフェア 2023」での座談会には計 80人が参加、

またチュラロンコーン大学文学部の学生対象の

鼎談には約 50 人が参加した。事業後のアンケー

トでは参加者 90％近くが「満足」「やや満足」と

回答した。 

 

時期：2023 年３月 

登壇者：松田青子（作家・翻訳家。2021 年、世界

幻想文学大賞・短編集部門受賞）、チダーナン・ル

アンピアンサムット（作家。令和３年度の「YOMU」

プロジェクト（旧・アジアセンター所管）参加者）、

プラープ（作家）、ウィーラポーン・ニティプラパ

ー（作家）ほか 

日中知的交流強化 ・中国国内で活躍する、これまで日本との関わり

が比較的少なかった知識人層を対象に訪日研究

の機会を提供する事業。参加者の要望をもとに、

訪日中に日本の各界有識者との交流機会を提供

することで、参加者本人の日本理解を促すととも

に、中国社会における対日理解に広く還元される

ことを期している。 

・平成 20年度以来、個人 108 件、グループ 21件、

累計で 199 人を招へい。新型コロナウイルス感染

症の影響によって令和２年度と同３年度の実施

は叶わなかったが、令和４年度は下半期より招へ

いを再開した。 

 

時期：通期 

参加者：７人 

 

た。また、朝日新聞社との特別共

催セッション「テクノロジーと

社会－未来をどうつくる」（於：

「朝日地球会議 2022」。上記（２）

ア．（オ）参照）も、雑誌『Voice』

等のメディアに関連記事が掲載

され、希代のロボット工学者と

歴史家による貴重な対談を広く

一般に届けることができた。 

さらに、日本 ASEAN 友好協力

50 周年記念国際シンポジウム

（上記（２）ア．（ア）参照）で

は、議論の様子をオンラインで

世界にライブ配信したのみなら

ず、NHK World、朝日新聞、毎日

新聞、読売新聞等主要メディア

による報道がなされ、さらには

有識者によるオピニオン記事が

産経新聞、日経ビジネス等に掲

載されて、知見や成果が広く共

有された。 

 

（イ）成果発現に向けた目的志

向の事業展開 

国際交流基金第５期中期計画

において、国際対話・ネットワー

ク形成を推進する事業の企画に

当たっての留意点として記載し

ている①日本の文化・社会的背

景に対する諸外国の理解の促

進、②日本の持つ知見や経験の

発信を通じた国際社会への貢

献、③日本国内の諸課題解決に

資する諸外国の知見や経験の共

有、④日本の各地域と世界との

結びつきの強化との関係でも、

様々な事業が展開された。 

①及び②の関連では、欧州で

実施した２つの事業（（２）ア．
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（イ）米国 

事業 概要 

日米次世代パブリック・

インテレクチュアル・ネ

ットワーク事業（第５期

及び第６期） 

・米国の政策・世論形成に関与することが期待さ

れる中堅・若手世代の日本専門家（研究者・実務

家）を対象とした３年間の人材育成事業。公募によ

り選考された日米の参加者を米国内で複数回開催

する会合・研究会に参加させるとともに、訪日プロ

グラムを通じて日本や日米関係をとりまく課題に

対する理解を深めてもらい、最終年に政策提言の

発表と公開シンポジウムを開催。 

・令和４年度には、2022 年５月末～６月初めにか

けてコロナ禍により延期されていた第５期分の訪

日研修を、同９月に成果発表会をそれぞれ実施。第

６期分は９月にキック・オフ会合を、翌年１月にワ

シントン DC 研修（外部からゲストを迎えての政策

課題に関するラウンドテーブル等）を実施した。 

・第５期の訪日研修では、元米国上院議員のマイ

ケル・マンスフィールド氏が設立したモーリーン・

アンド・マイク・マンスフィールド財団と基金が双

方のネットワークを活かしながら、政治家・政府・

企業や地方自治体、メディア、文化人等、幅広い相

手方との面談・訪問等をセッティングした。コロナ

禍、アフターコロナの日本社会に対する理解が深

まったとして、参加者全員から非常に満足との評

価を得たほか、マンスフィールド財団からも「訪日

事業全体として過去に比しても最も充実した内容

となった」との謝辞が寄せられた。 

・令和４年度に開始された第６期においては、国

内主要紙の編集委員を務める参加者が、本事業を

通じて幅広い分野で活躍する米国の日本研究者の

存在を知ったことがきっかけとなり、朝日新聞夕

刊において本事業参加者を紹介する「日本研究の

今」と題した連載記事が掲載された。 

・過去の参加者のフォローアップや、ネットワー

ク維持にも努め、2023 年３月にボストンで行われ

た全米アジア学会では、第５期参加メンバーによ

るパネル発表をフォローアップ企画として支援し

た。初めて海外の学会のパネルのオーガナイザー

を務めた参加者からは「これを機に、研究成果の海

（イ）参照）において、環境問題

や社会問題とも関係して重要な

「食文化」をテーマに研究者や

実務家らが討論する中で、日本

の文化的・社会的背景やお互い

が持つ知見や経験の紹介が行わ

れた。また、とりわけ③との関連

では、「孤独・孤立」問題をテー

マとした「Collective Impact 

Learning Journey～共創を通じ

た社会課題解決に向けた国境を

超えた学び合いと実装～」（（２）

ア．（イ）参照）において、地域

コミュニティの再生、官民連携

の推進状況等、米国視察を通じ

て得た学びの成果が日本国内の

関係者に共有された。さらに、特

に④との関連では、上述の両国

の地方に所在する高校が多数参

画した「日中高校生対話・協働プ

ログラム」とともに、中国「ふれ

あいの場」事業の一環として、長

野県観光機構と連携し、リンゴ

農園、温泉旅館、和太鼓演者等、

多くの地元関係者の協力を得て

同県内の観光地や地域の物産を

オンライン中継で紹介し、対日

理解の促進と訪日旅行への関心

喚起に貢献した。 

 

（ウ）次年度以降の事業拡充に

向けた布石 

さらに質的な側面として、令

和４年度は①日本 ASEAN 友好協

力 50周年に向けた事業の実施・

企画、②新規フェローシップ・プ

ログラムの実施に向けた準備に

特に注力した。①については、令

和４年度中に実施済みの国際シ
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外に向けた発信も積極的に進めていきたい」と、一

層の発信に向けた意気込みも語られた。 

 

時期：通期 

共催団体：モーリーン・アンド・マイク・マンスフ

ィールド財団 

参加者：30 人 

日米パートナーシップ・

プログラム 

・将来的に日米関係研究をリードする研究者や日

米関係を担う実務者としてリーダーシップを発揮

することが期待される人材を対象とする２年間の

集中的な人材育成事業。前身の「安全保障研究奨学

プログラム」と合わせ、累計 146 人が参加。各期

の終了時に各フェローは論文を提出するととも

に、公開セミナーを開催し、広く一般へ知見を普及

している。 

・令和４年度開始の第７期では、奨学プログラム

の OB・OG である専門家が多数講師として迎えら

れ、ウクライナ情勢や米中関係等の安全保障をめ

ぐるイシューとともに、各フェローの関心に沿っ

たテーマをめぐって活発な議論が展開された。韓

国での研修では、現地シンクタンクや研究機関を

訪問したほか、基金の元日本研究フェロー等を迎

えて、韓国側の専門家とラウンドテーブルを実施。

韓国の政権交代を受けた日韓関係について議論す

るとともに、日米韓間の専門家ネットワークを構

築した。 

・本事業を修了したフェローの多くは、プログラ

ムの終了後、安全保障分野の研究者や実務家とし

て第一線で活躍中で、本プログラムにも協力して

いる。今期も、土山實男青山学院大学名誉教授と、

神谷万丈防衛大学校教授がアドバイザーを務めて

いるほか、定例研究会やセミナーには、千々和泰明

防衛省防衛研究所主任研究官を始め安全保障分野

を牽引する研究者が講師として招かれ、後進の指

導に当たっている。 

 

時期：通期 

共催団体：平和安全保障研究所 

講師：千々和泰明（防衛省防衛研究所主任研究官）、

ンポジウム（上記（２）ア．（ア）

参照）に加え、令和５年度に計画

している複数の事業の企画・立

案に積極的に取り組んだ。②に

ついては、令和４年度補正予算

（第２号）により追加的に措置

された運営費交付金の一部を､

「自由で開かれたインド太平洋

（FOIP）」実現のためのフェロー

シップ・プログラムに活用する

旨定めていることを踏まえ、同

プログラムの本格的始動に向け

て、令和４年度から着実に準備

を進展させた。 

 

以上、量的にも質的にも所期

の目標を上回る成果が得られた

と認められることから、「Ａ」評

定と自己評価する。 

 

＜課題と対応＞ 

ア．特に中国のコロナ禍におけ

る水際対策の出入国の方針を注

視しつつ、日中高校生交流の対

面交流の再開に向けて引き続き

準備する。 

 

イ．対米国・中国事業を中心とし

た事業を継続しつつ、地域バラ

ンスも考慮し、インド太平洋や

欧州等、その他の重要地域への

事業展開をより一層図っていけ

るよう予算確保や多様な機関と

の連携に引き続き努める。 
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石川卓（防衛大学校教授）、阪田恭代（神田外語大

学教授）、白石隆（熊本県立大学理事長）、中西寛

（京都大学大学院教授）、星野俊也（大阪大学大学

院教授）ほか 

参加者：７人（第７期新規フェロー） 

企画参画型助成 ・令和３年度に設定した３つのテーマ領域（「レジ

リエントな社会の構築」、「社会的包摂の実現」、「科

学技術で豊かな社会の構築」）に関連した案件形成

を行い、令和４年度においては日米両国で５件を

実施した。 

 

【事業例】 

「Collective Impact Learning Journey～共創を

通じた社会課題解決に向けた国境を超えた学び合

いと実装～」 

時期：通期 

助成対象機関：NPO 法人クロスフィールズ 

参加者：湯浅誠（NPO 法人全国こども食堂支援セン

ター・むすびえ理事長）、白井智子（NPO 法人新公

益連盟代表理事）、関治之（一般社団法人コード・

フォー・ジャパン代表理事）ほか、45人 

 

・行政や企業、NPO 等異なるセクター間の連携によ

る社会課題の解決を目指して国内外で活動するソ

ーシャルイノベーターの先進事例の学びあいや共

働を支援するプロジェクト。近年深刻な社会問題

となっている「孤立・孤独」がテーマ。2023 年２

月に米国を訪問し、先進的な取組を行う機関を視

察。得られた知見を国内の様々なセクターにオン

ライン報告会で共有した。 

・米国視察の参加者からは、地域コミュニティの

再生、官民連携の推進、企業によるエンゲージメン

トの向上、テクノロジーの活用等の面で、視察から

得られた事例や学びが共有された。 

・また、日本側でこれまで必ずしも連携のなかっ

た団体の間で、事業データをオープンデータ化す

ることで地域に応じた活動を展開する可能性、企

業との連携プラットフォームの立ち上げ、米側が

関心を持った日本側団体の活動の米国でのパイロ
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ット実施等、今後の展開につながる協働のイニシ

アチブについて検討され、異なるセクター間の協

力による「コレクティブ・インパクト」の実装に向

けた取組が開始された。 

 

「日米科学コミュニケーション＆政策フェローシ

ップ・ネットワーク」 

時期：通期 

助成対象機関：沖縄科学技術大学院大学財団 

アドバイザー： Kathy Takayama (Executive 

Director, Okinawa Institute of Science and 

Technology Graduate University) 、 Susan 

Hackwood (Executive Director, California 

Council on Science and Technology)、Julianne 

McCall（Affiliated Instructor of Environmental 

Science & Policy, UC Davis）、Julie Meier Wright

（ Vice Chair, OIST Foundation Board of 

Trustees）ほか 

参加者：20 人（米国 10人、日本 10 人） 

 

・コロナ禍において、専門的な科学的知見を一般

社会に還元することの重要性が認識される中で、

科学技術に関する日米間の対話を促進するととも

に、専門的な科学技術の領域の知見を実社会に接

続・還元できる日米の次世代科学者のネットワー

ク形成を目指すプロジェクト。日米首脳会談等で

日米間協力の必要性に言及された地球規模の社会

課題に関連する専門性を持つ若手科学者（地域や

ジェンダーのバランスに配慮して公募・選出）を対

象に、オンライン研修やラウンドテーブル等を実

施。2023 年３月に最終報告イベントを沖縄科学技

術大学院大学（OIST）にてハイブリッド形式で行っ

た。 

・１年間の研修を通じて、日米の若手科学者の間

で、事業実施前には存在しなかった新たなネット

ワークが構築されるとともに、参加者からは「優秀

なフェローとの交流を通して得難い学びがあっ

た」、「日米の科学者間の対話・協働を今まで以上に

行いたい」等の反響があった。 
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・また、協力機関であるカリフォルニア大学リバ

ーサイド校からも「こうした日米科学コミュニケ

ーションに関する交流が実現したことは非常に意

義深い」との声が届く等、これまで行われてこなか

った新たな取組に対して高い評価が得られた。 

安倍フェローシップ ・日米基軸で地球規模の政策課題に取り組む研究

者・ジャーナリストの研究を奨励し、長期的に政策

指向的研究又は報道に従事し、世界のネットワー

クに積極的に参画する新世代の研究者・ジャーナ

リスト人材の養成を目指す研究奨学金プログラ

ム。1991 年の開始から 447 人が受給、日米両国で

の政策形成に影響力を持つフェロー達が各界の第

一線で活躍中。 

・令和４年度においては、新型コロナ感染症の影

響を受けた採用済みフェローの研究活動の完了に

向けた支援を行った。また、フェローネットワーク

の維持に向けたフォローアップ事業に着手し、過

去の安倍フェローにヒアリングを行うとともに、

アドバイザリー委員会を設置して、今後の具体的

なアクションプランを策定した。 

・さらに、フェローによる知見の発信や、対話を通

じた関係強化・理解促進のためのオンライン事業

として「安倍フェローシップ・グローバルフォーラ

ム」を実施。「Hedging Against Risk – Japan in 

an Uncertain World: Geo-Dynamics of Northeast 

Asia」をテーマに、過去の安倍フェロー５人が登壇

して活発な討議が行われた。 

・フェローによる成果発表に関しては、令和４年

度末時点で関連出版物の総数は 4,767 件（うち日

本語文献 1,555 件、英語文献 3,212 件）に達して

おり、そのうち令和４年度中に発表されたフェロ

ー（過去の受給者を含む）による刊行論文等は、日

本語文献 119 件、英語文献 174 件、メディア露出

実績は 1,828 件（和文メディア 1,311 件、英文メ

ディア 174 件）にのぼる。 
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（ウ）欧州 

事業 概要 

専門家欧州派遣（対談）事

業 

欧州で環境や消費の観点からも注目されている

「食文化」をテーマに、ドイツ（ケルン）、ハンガ

リー（ブダペスト）、スペイン（サン・セバスチャ

ン）を巡回して各国の有識者と対談を行い、日本

の文化・社会的背景や日本の持つ知見、経験を積

極的に紹介、約 150 人が参加した。事業後のアン

ケートでは参加者全員が「満足」「やや満足」と回

答した。 

 

時期：2023 年２月 

登壇者：藤原辰史（京都大学准教授）、カッチャ・

シュミットポット（独・ボーフム大学日本学科

長）、スザンナ・ヴァルガ（匈・エトヴェシュ・ロ

ラーンド大学教授）、ロジャー・オルトゥーニョ

（西・実業家、日本食・日本酒の専門家） 

ベルリン日独センターと

の共催事業 

・ベルリン日独センターは、日本・ドイツ両国政

府の共同出資によって運営され、日独間の幅広い

知的交流及び異文化間交流の促進を目指す財団。

令和４年度は「日独対話から考える食の未来」を

テーマに、両国で活躍する専門家を迎えてオンラ

インシンポジウムを共催した。 

・食と農のサステイナビリティ推進や食品ロスの

削減についてパネリスト間で意見交換を行った

ほか、日独の視聴者からも、食と経済、教育、文

化との関わりについて双方の視点から多くの質

問が寄せられ、活発な対話、ネットワーク形成の

機会となった。約 180 人の視聴者が参加した。 

・参加者アンケートの結果では、「ハイレベルな内

容で刺激的だった」、「多様な立場の方から食に関

する話をお伺いでき…（中略）･･･農業振興を検討

している身として大変勉強になった」等の声が寄

せられ、「とても良かった」、「良かった」を合わせ

た肯定的な評価が 90％と、参加者の満足度はきわ

めて高かった。 

 

時期：2023 年１月 

登壇者：コルネリア・ライアー（ベルリン自由大
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学教授）、香坂玲（東京大学教授）、林浩昭 （農林

業従事者、国東半島宇佐地域世界農業遺産推進協

議会 会長）、松山麻理（ブランドエディター／オ

イシックス・ラ・大地株式会社 らでぃっしゅぼー

や通販事業本部 販売企画室）、ヤナ・リュッケル

ト・ヨーン（フルダ専門大学教授）、マルティーナ・

シルナー （フードジャーナリスト）、ベネディク

ト・ヘーリン （農業の未来基金 ベルリン支部長） 

 

（エ）その他 

事業 概要 

「朝日地球会議2022」にお

ける特別共催セッション 

朝日新聞社主催「朝日地球会議 2022」にて、「テ

クノロジーと社会―未来をどうつくる」と題した

対談を実施し、広く一般を対象にオンラインで配

信、のべ 3,636 人がライブ視聴した（当日の内容

は後日、日英字幕付きでアーカイブ配信）。テクノ

ロジーの進化がもたらす政治的・倫理的課題や、

科学的に未解明な人間の意識をどう捉えるかと

いった諸難題等に関し、歴史学、ロボット工学、

哲学等の視点から論点を浮き彫りにした本対談

の内容には、アンケート回答者全員が高い満足度

を示したほか、専門家２の対談に示唆を受けたと

いうコメントが多数寄せられた。 

 

時期：2022 年 10 月 

登壇者：石黒浩（アンドロイド研究の第一人者。

大阪大学教授）、ユヴァル・ノア・ハラリ（世界的

ベストセラー『サピエンス全史』や『ホモ・デウ

ス』の著者で歴史学者。ヘブライ大学教授） 

 

イ．市民・草の根レベルでの相互理解増進事業 

（ア）米国 

事業 概要 

日米草の根交流コーディ

ネーター派遣（JOI） 

・日本との交流の機会が比較的少ない米国の南

部・中西部・山岳部地域にボランティアとして草

の根交流コーディネーターを２年間派遣するプ

ログラム。平成 14 年度の開始以来、これまでに

計 93 人のコーディネーターを派遣、裨益者数は

のべ約 119 万人。 
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・令和４年度は、被派遣者をプログラム開始以来

最大の 10 名に拡大し、米国における新型コロナ

ウイルス感染症拡大の状況に十分配慮しつつ、派

遣地域に根差した活動を通じて、58,204 人への

裨益を実現。 

・日本国内では、日米両国の交流深化を担う人材

育成並びに事業実施後のフォローアップを念頭

に、過去に派遣されたコーディネーターを集めた

アルムナイ・ネットワーキングイベントを実施。

第１期～第 18 期に派遣された合計 30 人が参加

した。 

 

時期：通期 

共催団体：ローラシアン協会 

日米相互理解促進事業 

「日系アメリカ人リーダ

ー 招 へ い プ ロ グ ラ ム

（JALD）」関連事業 

・令和４年度は JALD 代表団の訪日に合わせて、

「多様性と社会的包摂の推進―日系アメリカ人

から見た米国の現状―」をテーマに、一般聴衆を

対象としたシンポジウムを東京都内で開催。参加

者アンケートでは 95％以上が「シンポジウムの

内容に満足」と回答した。 

 

時期：2023 年３月 

共催団体：米日カウンシル 

後援団体：外務省 

参加者（シンポジウム）：80 人 

 

（イ）中国 

事業 概要 

日中高校生交流事業 

「日中高校生対話・協働プ

ログラム」 

 

 

 

 

 

 

 

 

・日本側の高校 14 校、中国側の高校 15 校、日

中合せて 900 人近くの生徒が参加し、「祭りと伝

統」「パンダと SDGs がつなぐ日中交流」等、さ

まざまなテーマでオンラインによる交流を行っ

た。参加生徒や教員等に実施したアンケートで

の「有意義」以上の回答は 96％であった。参加

生徒から「国籍が違っても、同じ高校生なんだな

と感じた」、「話し合うことによって仲良くなり

分かり合えるとわかりました」等の感想が寄せ

られた。 

時期：2022 年４月～2023 年３月 
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「中国高校向け日本文化用

品寄贈特別事業」 

 

 

・中国の高校に寄贈した日本文化用品を活用

し、「四季と日中比較文化」「華道」「茶道」をテ

ーマとしたオンラインセミナーを開催。中国の

高校生を中心に 522 人が参加し、オンラインで

日本文化に親しむ機会を提供し、参加生徒から

「茶道は想像していたよりも魅力的で、奥深い

文化であると感じた」等の感想が寄せられた。 

 

時期：2022 年 10 月、12月 

協力団体：岳陽市外国語学校、北京市十一学校ほ

か 

参加者：522 人 

中国「ふれあいの場」事業 

 

 

 

・中国の 14の地方都市において、中国の大学等

機関と共同で日本の雑誌や文化備品の寄贈等を

行い、最新コンテンツの閲覧・視聴を通じて今の

日本を体感できる場を提供した。 

・年間を通じて様々な日中交流イベントを各地

で開催し、日中間の若い世代の相互理解を促進

した。地方によっては新型コロナウイルスの影

響により、活動の一時的停止を余儀なくされる

等、困難な状況ではあったが、オンラインも活用

して日本文化理解の促進に努めた結果、年間の

イベント来場者数は 14 か所で 16,975 人とな

り、参加者に実施したアンケートでは、回答者の

99％が「有意義」以上の回答を示した。 

・上述の個々の大学等での活動に加え、日中国

交正常化 50 周年を記念して、横断的事業も実施

した。例えば、「あなたの周りの美しさを発見し

よう 写真・動画大会」では、中国側は黒竜江省

から雲南省まで、日本側は東北から九州までの、

地方色あふれる美しい風景、日常生活、食べ物等

を撮影した写真や動画が紹介文付きで多数寄せ

られた。また、「ショートショート創作コンテス

ト」では、中国全土の大学・高等学校を含め、日

中双方から 74件の応募があり、最優秀賞２作品

については日中２か国語声優として活躍する劉

セイラ氏による朗読動画を制作した。 

・「ふれあいの場」の運営面に関しては、実務担
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当者及び運営に携わる学生代表を集めたオンラ

イン会議をそれぞれ 2023 年２月に実施。参加者

間のネットワーク構築の機会として、アンケー

トではすべての参加者が「有意義」以上の回答を

示した。 

・「ふれあいの場」の活動や大学の日本語授業を

サポートする人材を配置する「ふれあいパート

ナーズ」事業では、２名を延辺と長沙に派遣・配

置し、受入機関での日本語講座のサポートとと

もに、「ふれあいの場」の運営協力に当たった。 

・日本の大学生グループを公募で選抜し、「ふれ

あいの場」で日本文化や日本語を紹介する「大学

生交流事業」に関しては、オンラインでの交流を

継続し、12 件を実施した。また、大学生交流に

過去に参加した日本の大学生を対象として、ふ

れあいの場でのイベント企画・実施をオンライ

ン上で支援する「ふれあいの場サポーター」事業

を開始した。 

 

時期：通期 

共催団体：中日会館（成都市）ほか  

 

ウ．海外事務所主導による取組 

基金海外事務所８か所において、計 28 件の国際対話事業を実施した。パリ日

本文化会館では、マリ共和国出身のウスビ・サコ京都精華大学全学研究機構長（元

学長）、坂井真紀子東京外国語大学大学院教授、エロワ・フィケ社会科学高等研

究院准教授ほかによるラウンドテーブル「アフリカ、フランス、日本 交差する

視点」をオンラインで実施した。また、シドニー日本文化センターでは、アジア・

ソサエティと共催で、「Cool Japan: Redefining Cultural Diplomacy and Soft 

Power」と題したセミナーを、フォーサイス伊織オーストラリア貿易投資促進庁

シニアアドバイザー、キャサリン・フニョー アーツ・ピープル創設者兼ディレ

クターほかを招いて実施する等、現地ニーズに応じた事業を実施した。さらに、

ニューヨーク日本文化ンターでは、全米アジア学会の開催に併せ、「日米次世代

パブリック・インテレクチュアル・ネットワークプログラム」（（２）ア．（イ）参

照）の参加者と全米の日本研究者によるワーキンググループ・ディスカッション

を開催したほか、全米日米協会連合会（NAJAS）への助成を通じて、全米各地に

点在する日米協会を通じた草の根交流の促進、日米の市民ネットワークの強化を

図った。 

 



 

65 
 

４．その他参考情報 

例）予算と決算の差額分析、事務所別実績分析など、必要に応じて欄を設け記載 

＜予算額と決算額の主な差異について＞ 

一部の事業実施期間が、翌年度に延期されたため等 
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様式１－１－４－１ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

No.４ 国際文化交流への理解及び参画の促進と支援 

業務に関連する政策・施策 基本目標：Ⅲ 広報、文化交流及び報道対策 

具体的施策：Ⅲ－１－４ 国際文化交流の促進  

当該事業実施に係る根拠（個別法

条文等） 

独立行政法人国際交流基金法第 12条 

当該項目の重要度、困難度  関連する政策評価・行政事業レビ

ュー 

令和５年度政策評価、行政事業レビューシート番号は未定 

 

２．主要な経年データ 

 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 
指標等   達成目標 基準値 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

   
令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

 

【指標４－１】 

本部SNSでの発信

数（投稿数） 

計画値 

中期目標期

間中 

4,600 件以

上 

平成29～令

和２年度実

績 平 均 値

4,600 件／

年 

920 件     

  
予算額 

（千円） 
663,768     

実績値 1,002 件     
決算額 

（千円） 
591,937     

達成度 109％    
 

 

経常費用 

（千円） 
584,933     

【指標４－２】 

プレスリリース

の発出数 

計画値 

中期目標期

間中 

225 件以上 

平成29～令

和２年度実

績 平 均 値

225 件／年 

45 件     

 
経常利益 

（千円） 
▲107,221     

実績値 49 件     
行政コスト 

（千円） 
585,379     

達成度 109%     従事人員数 7 

    

本部SNS利用者数 実績値   223,040 件    
  

本部公式ウェブ

サイトのアクセ

ス数 

実績値   
6,374,013

件 
   

 

本部ライブラリ

ーのレファレン

ス対応件数及び

利用者満足度 

実績値 

 

 
981 件 

／95％ 
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 （４）国際文化交流

への理解及び参画

の促進と支援 

日本国内外にお

いて国際文化交流

活動の意義とその

重要性に対する理

解、支持を広げ、ま

た民間セクターを

始めとする関係者

や担い手の活動の

一層の充実に資す

るよう、ウェブサイ

ト、SNS、図書館等を

活用した情報提供

や広報を強化する

とともに、顕彰事業

を実施する。更に、

我が国を巡る国際

環境の変化に留意

しつつ、日本国内外

の国際文化交流の

動向の変化を把握

し、これらに的確に

対応するため、必要

な調査・研究を行

う。 

（４）国際文化交流

への理解及び参画

の促進と支援 

日本国内外の国

際文化交流関係者

を対象として、以下

の取組を行う。 

 

・国際文化交流に

関する情報提供事

業の実施 

国際文化交流活

動の意義とその重

要性に対する理解、

支持を広げるとと

もに、民間セクター

を始めとする関係

者や担い手の活動

に資するため、利用

者の広がりや多様

化も念頭におきな

がら、ウェブサイ

ト、SNS、図書館等の

運営を通じて、基金

事業に関する情報

提供や広報を効果

的かつ効率的に実

施する。 

 

・顕彰事業の実施 

日本国内外にお

ける国際文化交流

の振興のため、日本

国内外の国際交流

関係者に対して顕

彰を行う。 

（４）国際文化交流

への理解及び参画

の促進と支援 

日本国内外の国

際文化交流関係者

を対象として、以下

の取組を行う。 

 

・国際文化交流に

関する情報提供事

業の実施 

国際文化交流活

動の意義とその重

要性に対する理解、

支持を広げるとと

もに、民間セクター

を始めとする関係

者や担い手の活動

に資するため、利用

者の広がりや多様

化も念頭におきな

がら、ウェブサイ

ト、SNS、図書館等の

運営を通じて、基金

事業に関する情報

提供や広報を効果

的かつ効率的に実

施する。本部 SNS で

の発信数 （投稿数）

に つ い て は 年 間 

920 件以上、プレス

リリースの発出数

については年間 45

件以上の達成を目

標とする。 

 

＜主な定量的指標＞ 

【指標４－１】本

部 SNS での発信数

（投稿数） 中期目

標期間中 4,600 件

以上 

 

【指標４－２】プ

レスリリースの発

出数 中期目標期間

中 225 件以上 

 

＜その他の指標＞ 

【指標４－１】 

（関連指標） 

・本部SNS利用者数 

 

【指標４－２】 

（関連指標） 

・本部公式ウェブ

サイトのアクセス

数 

・本部ライブラリ

ーのレファレンス

対応件数及び利用

者満足度 

 

＜評価の視点＞ 

各種指標の達成度

や業務実績を総合

的に判断する。 

 

 

＜主要な業務実績＞ 

（１）国際文化交流に関する情報提供事業の実施 

ア．ウェブサイトの運営 

令和４年度の本部公式ウェブサイトへのアクセス数は 6,374,013 件となり、

とりわけ「JFT-Basic」や「公募プログラム」等のページへのアクセスが多く見

られた。他方で、同サイトについては、階層構造が複雑でページ数が多く、訪問

者が期待する情報へのアクセスが必ずしも容易ではないこと、訪問者の使用端

末を自動認識して表示を最適化できないこと等、利便性に不十分なところがあ

った。こうした課題を解消して情報へのアクセシビリティ向上を図るべく、ウェ

ブサイトの全面リニューアルに向けた作業も進めた（リニューアル作業は 2023

年４月に完了し、外部公開済み。当該成果については令和５年度業務実績等報告

書に記載予定）。 

 ウェブマガジン「をちこち」では、オンラインインタビューの採用等、取材方

法を工夫しつつ、実施事業に関する特集記事や、国際文化交流に関わる有識者か

らの寄稿等、日本語及び英語で計 29 件を配信した。上半期の特集「日本語で、

ともに生きる」では、近年関心が高まっている多文化共生や包摂的な社会の実現

をテーマに、「やさしい日本語」がもつ可能性と課題についての寄稿、日本で生

活するための日本語を学ぶ新番組「ひきだすにほんご」の制作陣・出演者による

鼎談等を掲載した。下半期は、後述の国際交流基金設立 50周年の節目を迎えた

国際交流基金賞を取り上げ、授賞式及び各受賞者による記念講演会の様子をレ

ポートした。 

 

イ．SNS の運営 

組織広報ツールとして活用している本部 SNS（Facebook 及び Twitter）では、

事業に関する最新情報や、季節ごとの日本の行事や文化の紹介等について、利用

者の関心動向も考慮しつつ、計 1,002 件の記事を投稿した。このうち特に大き

な反応が寄せられたのは、日印国交樹立 70 周年「JAPAN FILM & MUSIC FESTIVAL 

～The World of RADWIMPS and Makoto Shinkai～」や、全米桜祭りの出演アー

ティスト決定に関する投稿で、インプレッション数（表示回数）はそれぞれ 32

万回、12 万回にのぼった。また、日本語学習に関する情報も高い関心を集め、

ウェブ教材『いろどり 生活の日本語』の「入門（A1）」ウクライナ語版公開につ

いての投稿は 12 万回のインプレッション数を得た。この他にも、上述したウェ

ブサイトやウェブマガジンとも有機的に連動させながら、積極的な情報発信を

行ったところ、令和４年度末時点での本部 SNS 利用者数は計 223,040 人

（Facebook 182,547 人、Twitter 40,493 人）となった（本部公式 YouTube チャ

ンネルについては、「No.14 デジタル化の推進」（※本報告書 114 ページ参照）に

＜評定と根拠＞ 

評定 Ｂ  

根拠： 

【量的成果の根拠】  

【指標４－１】と【指標４－

２】のいずれについても、目標値

を上回る 109％を達成した。 

 

【質的成果の根拠】 

ア．国際文化交流に関する情報

提供の実施については、本部ウ

ェブサイトや SNS、プレスリリー

ス等の ICT の活用と、記者発表会

や顕彰事業の授賞式開催等のリ

アルな場での事業実施を組み合

わせることで、令和３年度の課

題として掲げた効果的な情報発

信に努めた。特に SNS では、利用

者の関心の動向を注視しつつ、

季節に合わせた文化の紹介記事

も含めたタイムリーな内容で配

信・投稿を行った。また、本部図

書館の運営においても、新型コ

ロナウイルスの感染拡大防止を

目的とした来館制限を補うため

の各種サービスを提供し、利便

性の維持・向上に着実に取り組

んだ。 

 

イ．国内における広報、認知度向

上に取り組むという令和３年度

の課題を念頭に実施した顕彰事

業について、国際交流基金賞授

賞式では、秋篠宮皇嗣同妃両殿

下のご臨席のもと、秋篠宮皇嗣

殿下から本賞及び基金事業の意

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

自己評価書の「Ｂ」との評価

結果が妥当であると確認で

きた。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課

題及び改善方策＞ 

１ 新型コロナウイルス感

染症拡大に伴う諸制限のあ

るなか、国際文化交流に係る

情報発信につき、工夫を凝ら

して多角的に展開し、相応の

高い効果が得られたことを

評価する。 

２ 効果的な SNS 活用や国

内の一般プレスへの積極的

な働きかけ等広報活動に力

を入れ、国際交流基金賞、国

際交流基金地球市民賞とも

に、現在の賞の趣旨・目的等

含め、国際交流基金の事業の

みならず、国際交流基金その

ものの認知度向上への取組

に期待する。 

３ 国内における各賞受賞

の機会についても戦略的な

思考を以て臨むことを期待

する。要すれば、広報的に売

れる素材をどう見いだし磨

きプレイアップするか、単な

る顕彰事業に留まらず、国民

の国際文化交流や国際交流

基金の活動展開への理解を

広く深く得るための好機と

捉え、戦略的な展開を期待す
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・国際文化交流に

関する調査・研究の

実施 

我が国を巡る国

際環境の変化に留

意しつつ、国内外の

国際文化交流の新

たな潮流等を把握

し、これらを的確に

踏まえた対応をす

るため、諸外国の主

要国際文化交流機

関の基礎情報や、国

際文化交流に係る

施策等についての

調査・研究を行う。 

・顕彰事業の実施 

日本国内外にお

ける国際文化交流

の振興のため、国際

文化交流に貢献の

あった国内外の個

人、団体に対する顕

彰を行い、これを効

果的に広報する。ま

た、日本国内の地域

に根ざし、優れた国

際文化交流活動を

展開する団体を顕

彰するとともに、過

去の受賞団体への

フォローアップを

行う。 

 

・国際文化交流に

関する調査・研究の

実施 

我が国を巡る国

際環境の変化に伴

う、国内外の国際文

化交流の新たな潮

流等を把握し、これ

らを的確に踏まえ

た対応を行うため、

諸外国の主要な国

際文化交流機関の

基礎情報や、国際文

化交流に係る施策

等についての調査・

研究を行う。 

記載）。 

 

ウ．メディア・リレーションズ（プレスリリース含む） 

 令和４年度は計 49 件のプレスリリースを発出した。このうち、第 18 回ヴェ

ネチア・ビエンナーレ国際建築展については、発出のタイミングで記者発表会も

行ったところ、「美術手帖」、「新建築」、「建設通信新聞」、「アーキテクチャーフ

ォト」といった美術・建築分野の専門ウェブ媒体だけでなく、朝日新聞、読売新

聞、産経新聞等の全国紙での報道や、共同通信による配信（地方紙やウェブニュ

ース）のほか、計 45件以上の媒体で掲載され、日本国内に幅広く情報を行き渡

らせることができた。 

 

エ．年報・事業実績の作成 

基金の活動と成果を広く発信し、国際文化交流の意義と基金事業に対する一

般からの理解促進に資するべく、年報（日本語版・英語版）及び事業実績（日本

語版のみ）を作成・公開した。 

 

オ．本部図書館の運営 

令和３年度に引き続き、新型コロナウイルス感染拡大防止の観点から、図書館

の運営は開館日数を制限して予約制とする一方、できるだけ多くの利用者のニ

ーズに応えるべく、所蔵する貴重書のオンライン公開、郵送による貸し出しサー

ビスの実施、閉館中の日本語国際センター図書館所蔵の資料の取り寄せ、レファ

レンス対応の強化等、来館制限を補うサービスを提供し、利用者の利便性の維

持・向上に取り組んだ。2023 年２月 13 日から２月 28 日までの約２週間、利用

者に対してオンラインにてアンケートを実施したところ、図書館のサービス全

体に対する満足度は 95.2％となり、スタッフの対応・専門性、コレクションの

内容、資料の利用しやすさが評価された。 

 

（２）顕彰事業の実施 

国際交流基金賞及び国際交流基金地球市民賞の２つの顕彰事業を実施した。 

 

ア．国際交流基金賞 

令和４年度は、俳優、脚本家、舞台・映画監督であるロベール・ルパージュ氏

（カナダ）、日韓両国の青少年交流や日本語教育を行う社団法人韓日協会（韓

国）、詩人、作家、画家であるグナワン・モハマド氏（インドネシア）の３者に

授与した。 

３年ぶりに対面にて開催した授賞式には秋篠宮皇嗣同妃両殿下のご臨席も賜

り、「国際交流基金賞は各国の受賞者やその国に対する理解を深めてきた」、「今

後の国際社会において文化交流がますます必要となる中で、国際交流基金の役

割も今まで以上に重要なものになっていく」との励ましのおことばを賜った。来

義についてのおことばを賜っ

た。また、メディアへの働きかけ

や、授賞式とは別途に記念イベ

ントを開催することで、受賞者

の国際相互理解増進や国際友好

親善促進への貢献を広く一般に

周知し、参加者からは「交流の大

事さを、もう一度考え直すきっ

かけとなった」等の好意的なコ

メントが多数寄せられた。地球

市民賞においても、各受賞団体

の所在地のメディアに向けた記

者発表会の実施等、本事業への

高い関心が見込まれる層に対し

て積極的なアプローチを行うこ

とで、国際文化交流活動の意義

とその重要性に対する市民の理

解増進に努めた。さらに、過去の

受賞団体を授賞式及びレセプシ

ョンに招待し、交流を促すこと

で、これまでの受賞団体間のネ

ットワークの形成と情報交換の

機会を創出した。 

 

ウ.国際文化交流に関する調査・

研究の実施については、海外主

要国の国際文化交流機関の動向

や、日本国内の地方自治体にお

ける国際文化交流や多文化共生

の現況、並びに海外における日

本語教育の現状等について、情

報を適切に収集・公開した。  

 

以上のとおり、日本国内外に

おいて国際文化交流活動の意義

とその重要性に対する一般の理

解、支持を広げるとともに、交流

の担い手の活動奨励とそのネッ

トワーク化に貢献した点から、

る。 

 

＜その他事項＞ 

主な有識者意見の概要は以

下のとおり。 

１ 指標 4-1, 4-2 のいず

れにおいても 100％を超え

ており、ウェブサイトやウェ

ブマガジン、SNS などを通じ

て、事業の情報、日本の文化

に関する情報を発信し、国際

文化交流への理解を促進し

ている。国際交流基金賞や国

際交流基金地球市民賞など

の顕彰事業も実施し、国際文

化交流活動の意義と重要性

を示したと言える。これらの

実績から、自己評価の「Ｂ」

の評定は妥当である。 

 

２ 自己評価はやや控えめ

すぎるのではないか。海外で

の「Japan Foundation」への

認知度や信頼度は相当なも

のがあるという実感がある。

「A」評価への修正を提案す

る。 
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賓として出席した林外務大臣からは、受賞者・団体に対して、それぞれの分野に

おける長年の貢献への感謝と敬意が表された。 

また、各受賞者・団体による記念イベントとして、ルパージュ氏はせたがやパ

ブリックシアターの高萩宏氏との対談を、社団法人韓日協会及びモハマド氏は

講演会を開催し、いずれのイベントにおいても、参加者アンケートでは５段階評

価のうち上位２つにあたる「とてもよかった」あるいは「よかった」という回答

の割合が 100%を占めた。 

本賞の対外広報については、プレスリリースの発出等を通じたメディアへの

積極的な働きかけを行った結果、受賞者発表直後に朝日新聞社と共同通信社か

ら照会があり、翌日の朝日新聞朝刊紙面及びウェブ版に掲載されたほか、共同通

信の配信記事が地方紙に転載された。さらに授賞式後には、NHK やテレビ朝日の

ニュースサイト等でも報じられ、ルパージュ氏が読売新聞の文化コーナーで取

り上げられる等、計 16件の報道があった。 

 

イ．国際交流基金地球市民賞 

本賞は、全国各地で国際文化交流活動を通じて日本と海外の市民同士の結び

つきや連携を深め、互いの知恵やアイディア、情報を交換し、ともに考える団体

に毎年授与されており、令和４年度はコロナ禍が落ち着きを見せ始めたことを

受けて、高円宮久子妃殿下のご臨席のもと３年ぶりに対面での授賞式を開催し、

国内の３つの団体を表彰した。 

受賞団体とその活動は以下のとおり。 

 

受賞団体 活動 

特定非営利活動法人 

アレッセ高岡 

（富山県高岡市） 

言語的・文化的に多様な青少年が進学等によって自

己実現を果たし、日本とルーツの国の架け橋とし

て、また、地域社会の一員として活躍する人材とな

ることを目標とし、学習・情報支援を実施。 

特定非営利活動法人

Peace Culture Village

（広島県広島市） 

世界から広島を訪れる人々への平和ガイドや対話

プログラムを提供、オンラインツアーや XR といっ

たテクノロジーを活用し、若い世代も参画する新た

な取組を展開。 

特定非営利活動法人 

地域サポートわかさ 

（沖縄県那覇市） 

若狭が浦地域（那覇市西側の沿岸部）を明るく住み

良いまちにすることを目的とし、住民自治を尊重

し、地域住民の自発的な活動を後押しする一方、ア

ーティストとの協働等、ユニークな視点に基づいて

企画された質の高いプログラムや細やかな情報発

信を展開。 

 

本賞の対外広報については、各受賞団体が所在する高岡市、広島市、那覇市で

所期の目標を達成していると認

められるため、「Ｂ」評定と自己

評価する。 

 

＜課題と対応＞ 

顕彰事業について、国際交流

基金賞、地球市民賞ともに、現在

の賞の趣旨・目的や選考方法等

を含め、顕彰事業全体の運営の

見直しや、特に国内における広

報、認知度向上に引き続き取り

組む。 
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地元メディア向け記者発表会を実施し、新聞やテレビ、ウェブニュース等、多く

のメディアでの報道につながった。その後の授賞式では、記者発表会後にも報道

を行った琉球朝日放送、琉球新報社、沖縄タイムス社からの取材が入ったほか、

日本経済新聞社、産経新聞社（東京写真記者協会の代表取材）、毎日映画社（テ

レビニュース映画協会の代表取材）も参加した。また、毎日新聞の英字媒体であ

る「The Mainichi」に地球市民賞の紹介と受賞３団体へのインタビュー記事が掲

載される等、報道件数は計 70件となった。 

 

（３）国際文化交流に関する調査・研究の実施 

令和４年度は、引き続き海外の主要な文化交流機関の動向調査を行い、国際文

化交流に関する各国の政策立案・事業実施状況や、映像コンテンツ等の文化に関

わるマーケット拡大に向けた施策の現況把握を進め、今後の事業立案・企画検討

を行う際の参考とした。また、日本国内の地方自治体等に対して、インバウンド

回復期における地域の魅力発信のための取組を始めとする国際文化交流事業へ

のニーズや、多文化共生に関する施策動向等についてヒアリング・調査を行うと

ともに、基金のこれまでの国内各地域との具体的な連携実績や成果の紹介も交

えつつ、更なる連携促進に向けての働きかけを強化した。 

また、世界の日本語教育実施国・地域数、機関数、学習者数等の把握を目的に、

３年に１度実施している「海外日本語教育機関調査」の 2021 年度調査結果を報

告書の形で公開したほか、『国際交流基金日本語教育紀要』第 19 号を電子ジャ

ーナルとして発行し、基金の日本語教育研究活動・教育実践の成果等についても

発信した（※本報告書 40ページ参照）。 

さらに、令和４年度に基金が設立 50 周年を迎えたことを記念して、国際交流

基金 50 周年記念ウェブサイト及び同サイトのロゴマークを新たに作成したほ

か、各種記念事業を行った。加えて、「文化」「言語」「対話」の各分野における

これまで活動の中で、特に印象に残っている事業やエピソードを、当時の関係者

へのインタビュー等も交えて振り返る記事を 30本執筆し、特設ウェブサイト及

び一部冊子にて、日本語及び英語の二言語で公開することで、50 年に及ぶ基金

の歩みを国内外に広く紹介した。 

 

４．その他参考情報 

例）予算と決算の差額分析、事務所別実績分析など、必要に応じて欄を設け記載 

＜予算額と決算額の主な差異について＞ 

－ 
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様式１－１－４－１ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

No.５ 海外事務所等の運営 

業務に関連する政策・施策 基本目標：Ⅲ 広報、文化交流及び報道対策 

具体的施策：Ⅲ－１－４ 国際文化交流の促進  

当該事業実施に係る根拠（個別法

条文等） 

独立行政法人国際交流基金法第 12条 

当該項目の重要度、困難度  関連する政策評価・行政事業レビ

ュー 

令和５年度政策評価、行政事業レビューシート番号は未定 

 

２．主要な経年データ 

 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 
指標等   達成目標 基準値 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

   
令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

 

【指標５－１】 

海外事務所催し

スペース稼働率  

計画値 

年間 75％ 

以上 

平成29～令

和２年度実

績 平 均 値

75％ 

75％     

  
予算額 

（千円） 
3,908,444     

実績値 76％     
決算額 

（千円） 
4,237,143     

達成度 101％    
 

 

経常費用 

（千円） 
4,268,959     

【指標５－２】 

海外事務所 SNS

利用者数増加率 

計画値 

中期目標期

間終了時点

で対令和２

年 度 末 比

150％以上 

令和２年度

末時点の利

用者数 

736,273 件     

 
経常利益 

（千円） 
189,517     

実績値 854,639 件     
行政コスト 

（千円） 
4,400,829     

達成度 116％     従事人員数 72  

   

【指標５－３】 

海外事務所等に

おけるネットワ

ーク形成の取組

状況 

計画値 

年間 482 件 

以上 

平成29～令

和元年度実

績平均値 

482 件／年 

482 件    

  

実績値 494 件    

 

達成度 102％    
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海外事務所催し

スペースにおけ

る事業実施件数 

実績値 

 
平成29～令

和２年度実

績平均値 

313 件／年 

271 件    

 

 
海外事務所催し

スペースにおけ

る事業の来場者・

参加者等数 

実績値 

 平成29～令

和２年度実

績平均値 

182,867 人

／年 

113,616 人    

 

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 （５）海外事務所等

の運営 

海外事務所は、本

中期目標に示され

た諸点を踏まえ、運

営経費の効率化に

努めつつ、所在国及

び状況や必要性に

応じてその周辺国

において、関係者と

のネットワーク構

築を進め、国際文化

交流に関する情報

を収集すること等

を通じて、現地の事

情及びニーズを把

握する。事業実施に

際しては、関係団体

及び在外公館との

協力及び連携に努

め、海外事務所の施

設を効果的かつ効

率的に活用する。ま

た、外部リソースや

現地職員の活用、海

（５）海外事務所等

の運営 

海外事務所は、中

期目標に示された

諸点を踏まえ、業務

運営の合理化に引

き続き努めつつ、活

動を展開する。この

際、所在国及びその

周辺国の事情とニ

ーズを的確に把握

し、組織内で適時に

共有するとともに、

関係団体、在外公

館、他の基金海外事

務所等との協力・連

携の下、内外のリソ

ースやオンライン、

デジタル技術を有

機的に活用しなが

ら、事業と広報を積

極的に展開するこ

とで、より幅広い層

へのリーチの可能

性を追求する。 

（５）海外事務所等

の運営 

海外事務所は、中

期目標に示された

諸点を踏まえ、業務

運営の合理化に引

き続き努めつつ、活

動を展開する。各事

務所は、所在国及び

その周辺国の事情

とニーズを的確に

把握し、組織内で適

時に共有するとと

もに、関係団体、在

外公館、他の基金海

外事務所等との協

力・連携の下、内外

のリソースやオン

ライン、デジタル技

術を有機的に活用

しながら、事業と広

報を積極的に展開

することで、より幅

広い層へのリーチ

の可能性を追求す

＜主な定量的指標＞ 

【指標５－１】海外

事務所催しスペー

ス稼働率（年間）

75％以上 

 

【指標５－２】海外

事務所SNS利用者数

増加率 中期目標期

間終了時点で対令

和２年度末比 150％

以上 

 

【指標５－３】海外

事務所等における

ネットワーク形成

の取組状況（年間）

482 件以上 

 

＜その他の指標＞ 

【指標５－１】 

（関連指標） 

・海外事務所催しス

ペースにおける事

業実施件数（平成 29

＜主要な業務実績＞ 

（１）海外事務所の運営 

令和４年度は、全世界 24か国 25 か所（うち２か所は連絡事務所）の海外事務

所において、在外公館や日本語教育機関、文化機関等の関係団体と緊密に連携を

とりながら、現地の事情やニーズの把握に努めるとともに、各国政府が定める新

型コロナウイルス感染症対策に従いつつ、各種国際文化交流事業の実施、情報提

供、図書館の運営等を行った。 

 

ア．催しスペース 

海外事務所のうち、事務所内に催しスペースを有する 11 の事務所において、

同スペースの年間稼働率（使用日数／使用可能日数）の平均値は 76％となった。

令和３年度に引き続き、令和４年度当初はコロナ禍の影響によって事業実施件

数や来場者数等が制限された側面があったが、国・地域によって波はありつつ

も、第２四半期以降は多くの国・地域で各種規制が徐々に緩和され始めた。こう

した状況の中、引き続き各国政府の感染予防ガイドラインに則った事業実施に

努めつつ、事務所内スペースの機動性を活かして、突然の状況変化にも柔軟に対

応したことで、事業実施件数は 271 件（前年度比 68％増）、来場者・参加者数は

113,616 人（前年度比 52％増）となった。 

他方で、2022 年２月のロシアによるウクライナ侵攻後、事務所内のレクチャ

ールームを活用した事業実施が全面中止となったモスクワ日本文化センター

等、国際情勢等の影響によって、同スペースの十分な稼働が困難となった事務所

も一部あった。 

 

イ．図書館の運営 

16 の海外事務所で図書館を運営した。上記「ア．催しスペース」と同様、来

＜評定と根拠＞ 

評定 Ｂ  

根拠： 

【量的成果の根拠】  

令和４年度は、【指標５－１】

【指標５－２】【指標５－３】の

すべての定量指標において、そ

れぞれ目標値を上回る結果とな

った。 

特に【指標５－１】について

は、新型コロナウイルス感染症

の影響が依然として大きかった

年度当初を中心に、事業の中止・

縮小・延期が続いたほか、2022 年

２月のロシアによるウクライナ

侵攻の影響でモスクワ日本文化

センターでは事業の大幅縮小を

余儀なくされたが、こうした困

難な状況下においても催しスペ

ースの利点を活かして変化に柔

軟に対応し、101%の達成率とな

った。 

同様に【指標５－３】について

も、従来の事業共催団体がコロ

ナ対策に予算を割かざるを得な

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

自己評価書の「Ｂ」との評価

結果が妥当であると確認で

きた。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課

題及び改善方策＞ 

ペルーのリマ日本文化セ

ンターが設置・開所された

が、センターの環境整備や事

業実施に向けた着実な取組

を期待する。 

 引き続き、現地の関係団体

及び在外公館との協力・連携

体制を強化し、そのネットワ

ークを活かした効果的な事

業を展開していくことが求

められる。 

 

＜その他事項＞ 

主な有識者意見の概要は以

下のとおり。 

 

１．自己評価はやや控えめす
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外事務所間の連携

に努めるとともに、

オンラインやデジ

タル技術を活用し

た発信強化にも留

意する。京都支部

は、本中期目標に示

された諸点を踏ま

え、関西国際センタ

ーとも連携し、関係

者とのネットワー

ク構築を図り、効果

的かつ効率的に事

業を実施するとと

もに、引き続き業務

運営の合理化に努

める。 

京都支部は、関西

国際センターや関

係団体との更なる

連携の下、海外日本

研究の支援や各種

文化事業を効果的

かつ効率的に実施

するとともに、引き

続き業務運営の合

理化に努める。 

る。 

京都支部は、関西

国際センターや関

係団体との更なる

連携の下、海外日本

研究の支援や各種

文化事業を効果的

かつ効率的に実施

するとともに、引き

続き業務運営の合

理化に努める。 

海外事務所施設

の活用については、

海外事務所催しス

ペースの稼働率年

間 75％以上の達成

を目標とする。SNS

等の活用について

は、全海外事務所

SNS 利用者数の年間

利用者数736,273件

以上の達成を目標

とする。さらに、海

外事務所等におけ

るネットワーク形

成の取組状況につ

いては、年間 482 件

以上の事業実施を

目標とする。 

～令和２年度実績

平均値 313 件／年） 

・海外事務所催しス

ペースにおける事

業の来場者・参加者

等数（平成 29～令和

２年度実績平均値 

182,867 人／年） 

 

＜評価の視点＞ 

各種指標の達成度

や業務実績を総合

的に判断する。 

 

 

館者の安全に配慮しつつ開館した結果、来館者数は令和３年度から倍増し、

106,186 人となった。 

 

ウ．情報発信 

令和４年度は、Facebook、Twitter、Instagram、YouTube 等を中心に、各事務

所の所在国・地域に応じて拡散力の高い SNS を運用しつつ、ICT を活用した情報

発信や事業実施の強化に引き続き努めた。SNS での情報発信に際しては、①関連

団体及び在外公館の SNS 上における投稿情報の共有・拡散の働きかけ、②現地

インフルエンサーの活用等、各事業のターゲットとなる年齢層や地域に特化し

た広報戦略の展開、③幅広い年齢層や事務所遠隔地へのリーチを目的とした複

数の SNS の使い分け、④ライブ配信機能の活用等、広報効果を高める工夫を行

った。また、SNS 上での利用者の反応を分析して事業立案に活かす等、事業全体

へのフィードバックも継続して実施し、海外事務所の運営する SNS の利用者数

は、令和４年度末時点で計 854,639 件にのぼった。 

主な取組例は以下のとおり。 

海外事務所 概要 

ジャカルタ

日本文化セ

ンター 

・Zoom Meeting、Podcast 及び Instagram Live を使用した、若

手・中堅の日本研究者によるオンラインでの成果発表イベント

「Japanscope」シリーズを実施した。 

・シリーズ累計 12回の発表をのべ 1.4 万人が視聴し、ジャカル

タ日本文化センターの公式 SNS における、本シリーズに関する

投稿の総インプレッション数は 5.2 万件を超えた。 

カイロ日本

文化センタ

ー 

・J-POP を中心とする日本のポップカルチャーイベント「エジ

コン」に、若年層への訴求を目指して約 20 人のインフルエンサ

ーを招待し、本イベントに関する投稿やコンテンツの作成・投

稿を促進する広報を展開した。 

・２日間で 4,500 人の集客を得たほか、来場者アンケートでは、

対日関心・理解の促進に関する質問で、５段階評価のうち上位

２つの割合が７割を超えた。 

ニューヨー

ク日本文化

センター 

・世界中の研究者や専門家、ファンとともに日本のポップカル

チャーの魅力を深堀りする YouTube シリーズにおいて、マンガ

をテーマに、生配信で研究者のディスカッション及び視聴者も

参加しての質疑応答を実施した。 

・北米、東南アジア、南米を中心に 46か国・地域から 1,500 人

が事前登録を行い、生配信では最大 460 人が同時接続、チャッ

トへのコメントが 2,000 件に及ぶ等、大きな反響があった。 

・配信後に実施したアンケートでは、イベントの満足度につい

て、回答者の 99％以上が５段階評価のうち上位２つを選択し

た。 

い等、協力推進に必ずしも適さ

ない状況が続いたことに加え

て、上述の国際情勢の影響を受

ける中、積極的にネットワーク

の維持・発展に尽力し、達成率は

102％となった。 

 

【質的成果の根拠】 

ア．上述のとおり、年度当初はコ

ロナ禍の影響による事業の中

止・縮小・延期傾向が継続した

が、国・地域によって波はありつ

つも、第２四半期以降は多くの

国・地域で各種規制が徐々に緩

和され始めた。これを受け、事務

所内に催しスペースを有する 11

の事務所では、感染状況の変化

に臨機応変に対応しながら各種

事業を実施した結果、同スペー

スの年間稼働率（使用日数／使

用可能日数）は目標値を上回り、

事業実施件数及び来場者・参加

者数も、コロナ禍の影響を色濃

く受けた令和２年度以降、着実

に増加傾向を示した。 

 

イ．図書館の運営についても、16

の海外事務所において、来館者

の安全に配慮して現地の感染予

防ガイドラインを遵守しつつ図

書館を開館し、日本及び日本文

化に関する情報提供を行った。 

 

ウ．情報発信については、これま

で事務所所在国及び周辺国の関

係機関との協力・連携等を通じ

て培ってきたノウハウを活か

し、現地の事情やニーズに則し

た事業実施や情報提供に取り組

ぎるのではないか。今年シド

ニーやサンパウロの海外事

務所を訪れる機会があった

が、他国のカウンターパート

機関と比べても盛況だった。

「A」評価への修正を提案す

る。 

 

２．指標 5-1～5-3 のいずれ

においても 100％を超えて

おり、コロナの影響やロシア

のウクライナ侵攻などによ

る事業の中止、延期にもかか

わらず、稼働スペースを利

用、工夫をしながら事業を実

施して目標値を達成してい

る点は高く評価できる。この

実績から、自己評価の「Ｂ」

の評定は妥当であると判断

する。 

 

３．海外事務所は基金の活動

にとって大きな財産であり、

これをネットワーク拡大、今

後の事業展開の足がかりと

して一層活用して欲しい。現

地語にて、現地のコンテキス

トに対応した発信を一層行

って欲しい。 
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エ．関係機関との連携 

（ア）在外公館との間では、定期的に連絡会議の実施等を通じて連携・協力して

おり、令和５年度事業計画策定に際しても、在外公館と協議の上、海外事務所の

計画策定及び本部事業計画への反映を行った。 

 

（イ）関係団体との間では、引き続き警戒が求められたコロナ禍の影響や、ロシ

アによるウクライナ侵攻等、国際情勢の影響を受けた事務所もありつつも、計

494 件の事業連携・協力を行い、同数値は令和２年度以降、着実に増加傾向に転

じた。 

 主な取組例は以下のとおり。 

 

海外事務所 概要 

パリ日本文

化会館 

・フランスでは初の試みとなる山田洋次監督「男はつらいよ」

シリーズ全 50作品の一挙上映に際して、フランス人映画研究者

や配給会社（松竹株式会社）、政府関係機関（JNTO、CLAIR、JETRO、

兵庫県）のパリ事務所をはじめ、多方面と連携・協力すること

で、日本酒や観光をテーマとした関連イベントの共催、舞台ト

ークの実施、映画ロケ地の資料配布等を行った。 

・またメディアにも積極的に働きかけ、日本国内では NHK、朝日

新聞、毎日新聞、東洋経済オンライン、キネマ旬報等の各種メ

ディアに、フランスでは著名な映画批評誌「カイエ・デュ・シ

ネマ」等に取り上げられ、両国で計 17件の報道が行われた。 

・こうした複数機関との連携やメディア露出の結果、これまで

フランスでは紹介される機会が少なかった本シリーズにおい

て、令和４年度会期中の入場者数が計 6,013 人を記録した。 

・来場者アンケートのうち対日関心の促進・理解に関する質問

では、回答者の 99％が５段階評価のうち上位２つを選択した。 

ロサンゼル

ス日本文化

センター 

・陶芸家・道川省三氏の訪米の機会を捉え、米国ロサンゼルス

及びポートランドの２つの美術館及びそのキュレーターの協力

を得て、ポートランドで活動する三味線・篠笛奏者の演奏に合

わせて道川氏が花器を作製し、その後草月流の華道家が作りた

ての器に花を生けるという、複数の日本文化を組み合わせたデ

モンストレーションを実施した。 

・入場券は事前に完売し、イベント後のアンケートにおいて、

対日関心の促進・理解に関する質問では回答者の 97％が、イベ

ント満足度についての質問では全員が、５段階評価のうち上位

２つを選択した。   

・また本事業をきっかけに、道川氏の作品がポートランド美術

館に所蔵される等、同センターのネットワークを活用すること

んだ。また ICT を積極的に活用

し、SNS 上での反応を分析して事

業や広報活動にフィードバック

する等の工夫も継続的に行い、

幅広い層へのリーチ拡大に努め

た。 

 

エ．関係機関との連携において

は、コロナ禍や国際情勢の影響

を受ける中でも、団体訪問の受

入や、JENESYS 同窓会等の関係機

関主催イベントにおける事業紹

介、メディアからの取材対応、教

育機関での特別講義の実施等の

多様な取組を通じて、既存のネ

ットワークの更なる活用と新規

のネットワーク形成に積極的に

取り組み、共催・協力事業件数を

着実に回復させることができ

た。 

 

以上のとおり、所期の目標を

達成していると認められるた

め、「Ｂ」評定と自己評価する。 

 

＜課題と対応＞ 

ア．新型コロナウイルスの感染

状況が全世界的に落ち着きを見

せ始め、対面事業を実施できる

環境が再び整いつつある令和５

年度以降は、事業の共催・協力等

を始めとする他団体とのネット

ワークを一層活性化させ、緊密

かつ活発な協働作業を通じて効

果的な事業実施を目指す。 

 

イ．各事業のターゲット層を明

確に設定し、その時々の現地の

事情及びニーズを汲み取って事
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で、日本人アーティストの発信力強化にも貢献することができ

た。 

 

（２）京都支部の運営 

ア．京都支部では、日本名作映画上映会シリーズ（京都・大阪）、能楽・歌劇等

の舞台芸術系事業、日本語教育講座や国際文化交流系事業への協力等を実施し

た。主催事業で実施したアンケート調査では、イベントの満足度について、５段

階評価のうち上位２つにあたる回答が平均 96％を占める等、高い評価が得られ

た。 

 

イ．京都支部は 2009 年２月の京都市国際交流会館内への事務所移転を機に、外

部機関との連携を強化すべく対外広報に取り組んでおり、関西地域において国

際交流に関心をもつさまざまな機関とのネットワークを形成している。自治体

や文化機関等が実施する国際交流事業において、京都支部長が役職の委嘱を受

けて協力しているケースも数多く、令和４年度は京都市国際交流協会評議員、京

都府国際センター理事、大阪府山片蟠桃賞審査委員を始めとする各種の委員を

務め、実際にこれらの組織との協力事業や、京都府立京都学・歴彩館との共催事

業の実現に至った。また、関西国際センターとも積極的に連携し、同センターの

研修生を対象に能と狂言のイベントを開催したほか、関西国際センターの日本

語教育専門員が、京都国際文化協会や大阪国際交流センターの日本語教育講座

に出講した際には、京都支部が広報や関連文化芸術事業を行う等、関西地域内ネ

ットワークを活用した国際文化交流活動を展開した。 

業内容に反映させる。 

 

ウ．SNS を始め、多様なツールを

活用しながら効果的な情報発信

に努めることで、引き続き幅広

い層へのリーチを目指す。 

 

エ．対面とオンラインを効果的

に組み合わせた事業展開を通じ

て、文化・言語・対話の各分野の

魅力を複合的にアピールする。 

 

４．その他参考情報 

例）予算と決算の差額分析、事務所別実績分析など、必要に応じて欄を設け記載 

＜予算額と決算額の主な差異について＞ 

一部事業の拡大による支出増等 
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様式１－１－４－１ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（国民に対して提供するサービスその他業務の質の向上に関する事項）様式 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

No.６ 特定寄附金の受入による国際文化交流活動（施設の整備を含む）の推進 

業務に関連する政策・施策  当該事業実施に係る根拠（個別法

条文等） 

独立行政法人国際交流基金法第 12条 

当該項目の重要度、困難度  関連する政策評価・行政事業レビ

ュー 

 

 

２．主要な経年データ 

 ①主要なアウトプット（アウトカム）情報  ②主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 
指標等   達成目標 基準値 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

   
令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

 

受入金額・助成金

交付事業件数  
実績値  

平成29～令

和２年度実

績 平 均

431,421 千

円／13 件 

243,371 千

円／11 件 
    

  

予算額 

（千円） 
449,025     

 

 

    

 

 

 

決算額 

（千円） 
204,307      

経常費用 

（千円） 
204,307      

 

 
経常利益 

（千円） 
▲9,268     

行政コスト 

（千円） 
204,307      

 従事人員数 0  
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３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 （６）特定寄附金の

受入による国際文

化交流活動（施設の

整備を含む）の推進 

基金は、引き続

き、特定の国際文化

交流事業（国際文化

交流を目的とする

施設の整備に対す

る援助並びに国際

文化交流のために

用いられる物品の

購入に関する援助

及びこれらの物品

の贈与を含む。）に

対する寄附金を受

け入れ、当該事業へ

の助成金を交付す

ることにより、寄附

に係る制度周知や

新規開拓に向けた

広報、制度利用への

積極的な働きかけ

を通じて、日本の一

般市民や企業によ

る国際文化交流事

業への理解増進に

努めるものとする。

寄附金の受入れ等

に当たっては適正

に対応することと

する。 

（６）特定寄附金の

受入による国際文

化交流活動（施設の

整備を含む）の推進 

寄附金の受入れ、

対象事業について

は基金に外部有識

者からなる委員会

を設け、審査を行う

等、寄附金の受入れ

等に当たっては適

正に対応する。 

 

（６）特定寄附金の

受入による国際文

化交流活動（施設の

整備を含む）の推進 

寄附金の受入れ、

対象事業について

は基金内に外部有

識者からなる委員

会を設け、審査を行

う等して、適正に対

応する。 

 

＜主な定量的指標

＞ 

なし 

 

＜その他の指標＞ 

【指標６】特定寄附

金の受入れによる

国際文化交流事業

支援の取組状況 

（関連指標） 

・受入金額・助成金

交付事業件数（平成

29～令和２年度実

績平均 431,421 千

円／13 件） 

 

＜評価の視点＞ 

各種指標の達成度

や業務実績を総合

的に判断する。 

 

 

＜主要な業務実績＞ 

（１）外交、会計監査、租税、言論等の分野の外部有識者７名からなる特定寄附

金審査委員会を２回開催し、令和４年度に申込のあった案件７件を対象として、

寄附申込者、対象事業等について審議を行った。その結果、全７件について適当

との意見が示されたため、これを受け入れた。これらの新規案件７件に前年度か

らの継続案件５件を含む 12 件の事業に関し、特定寄附金（のべ 398 の個人・法

人より総額 243,371 千円）を受け入れた。 

 

（２）上記 243,371 千円と令和３年度末までに預り寄附金として受け入れた

9,394 千円との合計額 252,765 千円のうち、194,673 千円を原資として、11件の

事業に対し助成金を交付した（残額 58,091 千円の寄附金は令和５年度に交付予

定。寄付金受入件数（12件）と助成金交付数（11件）の差も同様に年度のずれ

により発生）。助成対象事業 11件の内訳は以下のとおり。 

 

助成対象事業内容 件数 

アジア・中東地域出身の女性に高等教育を行う多国籍の女子大学

における奨学金プログラム等の人物交流事業 
６件 

日本国内の日本語教育機関に在籍するアジア諸国からの留学生

への奨学金支給を行う日本語普及事業 
１件 

日米の音楽関係者による交流と対話事業等の催し事業 ４件 

 

 

＜評定と根拠＞ 

評定 Ｂ  

根拠： 

特定寄附金の令和４年度の申

込件数は、前年度の２倍となっ

た。また助成金交付事業件数は、

前年度とほぼ同数の 11 件であっ

た。受入額は、令和２年度のよう

な例外的な大型案件（１件で 6.8

億円）がなく、全体として新型コ

ロナウイルス感染症に伴う水際

対策の延長等が影響したため、

中期目標の【指標６】に定める関

連指標（受入金額・助成金交付事

業件数（平成 29年度～令和２年

度の実績平均値 431,421 千円／

13 件））には達しなかったもの

の、全体として困難な状況の中

で広報等の努力を継続し、令和

３年度を上回る 2.4 億円超の実

績値となった。 

また、令和３年度に課題とし

て挙げた新規案件数拡大のため

の取組の一環として、過去の採

用案件の申請団体に対し、どの

ように特定寄附金事業を知った

のかアンケート調査を実施し、

その結果を基に今後の広報戦略

を作成した。 

以上から、所期の目標を達成

していると認められるため、

「Ｂ」評定と自己評価する。 

 

＜課題と対応＞ 

今後コロナ禍以前の事業件数

に戻ることが期待される中、引

評定 
Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

自己評価書の「Ｂ」との評価

結果が妥当であると確認で

きた。 

 

＜指摘事項、業務運営上の課

題及び改善方策＞ 

新規案件数拡大のためのア

ンケ―ト調査結果を活かし

つつ、引き続き特定寄附金制

度はもとより、税制上の優遇

措置が受けられることの周

知をするとともに、ウェブサ

イト上の情報を充実させる

など、積極的に発信していく

ことが求められる。 

 

＜その他事項＞ 

主な有識者意見の概要は以

下のとおり。 

 

１ 決算報告書に記載され

ている収入予算額は「目標

値」であるとのことだが、そ

の場合、特定寄附金を獲得し

た金額の上限で支出統制を

実施する必要が生じ、収入予

算管理の形骸化が生じる可

能性がある。このあたりの予

算管理の在り方を検討する

必要があるのではないか。 

 

２ ジェンダーに関連した

助成事業においては、広く性

的マイノリティ(LGBTQ+)も
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き続き特定寄附金制度に関する

広報の強化、寄附受入に向けた、

寄附申込者、事業実施者との調

整を行う等、新規案件数の拡大

のための努力を行う。 

意識していただきたい。 

 

 

 

 

 

 

４．その他参考情報 

例）予算と決算の差額分析、事務所別実績分析など、必要に応じて欄を設け記載 

＜予算額と決算額の主な差異について＞ 

特定寄附金の受入及びその見合い支出減等 
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様式１－１－４－２ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

No.７ 組織マネジメントの強化 

当該項目の重要度、困難度  関連する政策評価・行政事業レビ

ュー 

 

 

２．主要な経年データ 

 

評価対象となる指標 

 

達成目標 基準値 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

（参考情報） 

当該年度までの累積値等、必

要な情報 

【指標７－１】人材育成

のために実施する研修へ

の参加者数 

計画値 年間 670 人以上 
平成 29～令和２年度

実績平均値 

（670 人／年） 

670 人     
 

実績値  890 人      

達成度  133％      

在宅勤務率（国内全勤労

者の平均） 
実績値   22％     

 

日本語国際センター

（NC）、関西国際センター

（KC）の研修施設の教室

稼働率 

実績値  

 

85％（NC） 

84％（KC） 
    

 

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 主務大臣による 

評価 業務実績 自己評価 

 （１）組織マネジ

メントの強化 

国際環境や政

策の変化等の必

要に応じて、必要

な効率化を図り

つつ、人員配置や

組織編制を柔軟

かつ機動的に見

直して、国内外の

事業実施体制の

適正化に努める

とともに、新たな

役割に対応して

（１）組織マネジ

メントの強化 

国際環境や政

策の変化等の必

要に応じて、必要

な効率化を図り

つつ、人員配置や

組織編制を柔軟

に見直す。新たな

社会課題への貢

献をも見据えた

中長期的な人材

確保・育成方針

と、同方針に基づ

（１）組織マネジ

メントの強化 

国際環境や政

策の変化等の必

要に応じて、必要

な効率化を図り

つつ、人員配置や

組織編成を柔軟

に見直す。新たな

社会課題への貢

献をも見据えた

中長期的な人材

確保・育成方針

と、同方針に基づ

＜主な定量的指標

＞ 

【指標７－１】人

材育成のために実

施する研修への参

加者数（年間） 

670 人以上 

 

＜その他の指標＞ 

【指標７－２】ワ

ーク・ライフ・バ

ランスに関する取

組の推進状況 

（関連指標） 

＜主要な業務実績＞ 

（１）組織運営 

ア．組織編制・人員配置 

第５期中期目標期間（令和４年度～令和８年度）のスタートに合わせ、令和４年４月１日付で組織

改編を行った。特に事業部門に関し、これまで複数部署に跨っていた国際対話関連事業の一元化とそ

れによる一層の戦略的事業展開を目的に、日本研究・知的交流部、日米センター、日中交流センター

及びアジアセンターを再編し、国際対話部を独立部署として新設するとともに、それ以外の部分を日

本研究部、日本語パートナーズ事業部として継承した。また、組織改編に対応しつつ、各部門及び各

事務所においてバランスのとれた人員配置となるよう最大限配慮した。 

 

イ．人材確保・人材育成 

「新たな外国人材の受入れ」に対応する事業や組織再編後の事業を遂行するための体制構築に向け

た人材の確保と、定年退職者の補充のため、16人の定期採用及び２人の中途採用を行った。 

 

＜評定と根拠＞ 

評定 Ａ  

根拠： 

【量的成果の根拠】 

【指標７－１】につ

いては、職員のマネジ

メント能力の強化や専

門性の向上を進めるた

め、階層別研修やテー

マ別研修等計45件を実

施し、参加者 890人を得

て、対目標値 133％を達

成した。 

 

評定 Ａ 

＜評定に至った理由＞ 

【量的成果の根拠】 

令和４年度の量的成果

（階層別研修やテーマ

別研修等計 45件を実施

し、参加者 890 人を得

た）は、目標値の 133%

を達成し、A 評価の基準

となる 120%を上回る

成果を達成したこと

は、高い評価に値する。 

  

【質的成果の根拠】 
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いくための中長

期的な人材確保・

育成方針を策定

し、業務内容の高

度化・専門化への

対応を図る。ま

た、「働き方改革

実行計画」（平成

29 年３月 28 日働

き方改革実現会

議決定）を踏ま

え、ワーク・ライ

フ・バランスに関

する取組の強化

や環境整備を推

進する。 

 効果的かつ効

率的に事業を実

施するため、事業

の重複排除を含

め、関係機関それ

ぞれの役割を明

確にするととも

に、国際的な交流

促進の観点から、

情報共有や調整

の一層の促進に

資するよう、関係

省庁・機関等との

連絡会を行うこ

とや専門人材の

交流を行うこと

等を通じて協力・

連携の確保・強化

を図る。 

なお、海外事務

所については、独

立行政法人国際

協力機構、独立行

く実行計画を策

定し、各種研修等

を通じて業務内

容の高度化・専門

化に対応可能な

職員の能力開発

を促進する。ま

た、勤怠システム

による適切な労

務管理に加え、

「働き方改革実

行計画」（平成 29

年３月 28 日働き

方改革実現会議

決定）を踏まえた

ワーク・ライフ・

バランスに関す

る取組強化と労

働環境の整備を

推進する。 

効果的かつ効

率的に事業を実

施するため、事業

の重複排除を含

め、関係機関それ

ぞれの役割を明

確にするととも

に、国際的な交流

促進の観点から、

情報共有や調整

の一層の促進に

資するよう、関係

省庁・機関等との

連絡会を行うこ

とや専門人材の

交流を行うこと

等を通じて協力・

連携の確保・強化

を図る。 

く実行計画の策

定に着手すると

ともに、併せて業

務内容の高度化・

専門化に対応可

能な職員の能力

開発を促進する

ため、各種研修等

の施策を講じ、同

研修については

年間参加者数 670

人以上の達成を

目標とする。ま

た、勤怠システム

による適切な労

務管理に加え、

「働き方改革実

行計画」（平成 29

年３月 28 日働き

方改革実現会議

決定）を踏まえた

ワーク・ライフ・

バランスに関す

る取組強化と労

働環境の整備を

推進する。 

効果的かつ効

率的に事業を実

施するため、事業

の重複排除を含

め、関係機関それ

ぞれの役割を明

確にするととも

に、国際的な交流

促進の観点から、

情報共有や調整

の一層の促進に

資するよう、関係

省庁・機関等との

・在宅勤務率（国

内全勤労者の平

均） 

 

【指標７－３】研

修施設の利用促進

に関する取組状況 

（関連指標） 

・日本語国際セン

ター、関西国際セ

ンターの研修施設

の教室稼働率 

 

＜評価の視点＞ 

各種指標の達成度

や業務実績を総合

的に判断する。 

 

 

また、職員のマネジメント能力の強化や専門性の向上等を目的に、令和４年度は、海外赴任前後の

外国語研修や自己研鑽補助制度を利用した各種研修に加えて、以下に例示する研修を実施し、年間の

べ 890 人が参加した。 

 

 研修の例 

階層別研修 ・管理職を対象とした人事評価（評価者）研修 

・新入職員対象の OJT 研修 

・OJT 指導者対象の中間振り返り研修 

・新人フォローアップ研修 

・若手職員対象の海外短期実務研修（新型コロナウイルス感

染症の影響で中断していたが令和４年度より再開） 

テーマ別研修 ・情報セキュリティ研修 

・ハラスメント防止研修 

・個人情報保護研修 

・海外安全対策研修 

・女性リーダーシップ研修（令和４年度に新たに実施）  

業務に関係する資格や更なる知識

の習得を目的とした研修 

・統計業務に係る研修 

・知的財産管理技能に係る研修 

 

ウ．働きやすい職場環境の整備 

適正な労務管理とその効率化を目指し、勤怠システムを安定的に運用するとともに、2022 年 10 月

から人事情報を総合的に管理する人事システムを導入した。 

感染拡大防止の観点からコロナ禍において実施していた在宅勤務に関しては、ワーク・ライフ・バラ

ンスの増進を目的に加える形で、2022 年６月より制度として導入した。本部及び国内の附属機関に勤

める全役職員（有期雇用者含む）の令和４年度の在宅勤務率は 22％であった。 

 

（２）関係機関との協力・連携の確保・強化 

ア．オールジャパン施策への参画 

オールジャパンで展開される各種施策に関し、以下のような会議体への出席や情報提供等を通し

て、協力・連携を行った。 

 

 クールジャパン戦略会議 

 文化審議会文化政策部会 

 教育未来推進会議ワーキンググループ 

 文化遺産国際協力コンソーシアム 

 文化審議会国語分科会日本語教育小委員会 

 内閣官房健康・医療戦略室調査事業「介護のための日本語テストの運用・審査に関する検討会」 

 Sport for Tomorrow コンソーシアム運営委員会 等 

 

【質的成果の根拠】 

ア．組織運営において

は、第５期中期目標期

間のスタートに合わせ

て組織を再編するとと

もに、適正な人員配置

に基づく体制整備と、

人材確保・育成のため

の取組強化に注力し

た。さらに、従来から導

入済みの勤怠システム

による労務管理に加

え、次世代 IT環境の下、

セキュリティを確保し

た形で自宅での勤務が

可能となったことで

（※本報告書87ページ

参照）、在宅勤務制度が

実現し、ワーク・ライ

フ・バランスに関する

取組を従来以上に充実

させることができた。

なお、在宅勤務制度に

関連して、本部及び国

内の付属機関に勤める

全役職員（有期雇用者

含む）の在宅勤務率は

22%となり、制度が活用

されていることが見て

取れる（【指標７－

２】）。 

 

イ．関係機関との協力・

連携に関しては、オー

ルジャパンによる施策

への関与に加え、中央

省庁、独立行政法人、地

方自治体、公益／一般

財団法人等との協働

国際対話関連事業の一

元化とそれによる一層

の戦略的事業展開を目

的に、国際対話部を独

立部署として新設する

等組織改編を進め、組

織のマネジメント強化

に向けた取り組みの強

化を着実に実施してい

る。 

 また、「新たな外国人

材の受入れ」に向けた

関連事業遂行体制の構

築のための人材確保の

ため、定期採用は昨年

よりも２名増やす等、

着実に組織運営に当た

っての必要な人員配

置・人事がなされてい

る。 

 人材育成の研修とし

て、令和４年度より女

性リーダーシップ研修

の開始等新しい内容の

研修も企画・実施して

いること、さらに、令和

４年６月より在宅勤務

制度を導入（22％）し、

働きやすい環境整備に

向け、組織変革にもつ

ながる取り組み等新規

性のある取り組みを実

施していることは、高

い評価に値する。 

 また、日本語国際セ

ンター（NC）、関西国際

センター（KC）の研修

施設の教室稼働率の向

上のため、従来の取り
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政法人日本貿易

振興機構及び独

立行政法人国際

観光振興機構の

海外事務所と事

業の連携強化等

を図るため、現地

における事務所

及び所員の法的

地位等を保持す

ることに留意し

つつ、引き続き事

務所の共用化又

は近接化を進め

る。また、基金が

保有する研修施

設の更なる利用

促進を図る。 

 

海外事務所に

ついては、独立行

政法人国際協力

機構、独立行政法

人日本貿易振興

機構及び独立行

政法人国際観光

振興機構の海外

事務所と事業の

連携強化等を図

るため、現地にお

ける事務所及び

所員の法的地位

等を保持するこ

とに留意し、引き

続き事務所の共

用化又は近接化

を進める。また、

基金が保有する

研修施設の更な

る利用促進を図

る。 

 

連絡会を行うこ

とや専門人材の

交流を行うこと

を通じて協力・連

携の確保・強化を

図る。 

海外事務所に

ついては、独立行

政法人国際協力

機構、独立行政法

人日本貿易振興

機構及び独立行

政法人国際観光

振興機構の海外

事務所と事業の

連携強化等を図

るため、現地にお

ける事務所及び

所員の法的地位

等を保持するこ

とに留意し、引き

続き事務所の共

用化又は近接化

を進める。 

基金が保有す

る研修施設の稼

働率向上のため、

外部機関の実施

する国際文化交

流に関わる事業

に協力する等、利

用者拡大を図る

等の取組を進め

る。 

 

イ．その他の省庁・機関や自治体等との連携 

（ア）総務省／農林水産省／経済産業省／観光庁等 

昨年度に引き続き、総務省、農林水産省、経済産業省及び観光庁等の関係省庁等と連携して、日本

国内の放送事業者、番組制作会社、地方自治体、観光協会、地場産業関係者等に対し、「放送コンテン

ツ海外展開支援事業」に関連して、「地域の情報発信」をテーマに基金の取組を説明した。 

 

（イ）独立行政法人国際協力機構（JICA）、独立行政法人日本貿易振興機構（JETRO） 

物件契約の関係等から令和４年度中に移転を実施した基金海外事務所はなく、他独法の海外事務所

との更なる共有化・近接化の事例はなかったものの、事業の効率化や効果拡大をねらい、以下の例の

とおり、各法人事務所と事業連携を行った。 

 

機関名 連携実績例 

独立行政法人国際協力

機構（JICA） 

・JICA の講演会実施に当たり基金海外事務所の施設を提供（パリ） 

・基金海外事務所が所有する浮世絵レプリカを JICA 関連事業に貸出

（クアラルンプール） 

・JICA 海外事務所が主催する日本語教育シンポジウムへの、企画アド

バイザーやパネリストとしての日本語講師の派遣（サンパウロ） 

独立行政法人日本貿易

振興機構（JETRO） 

・基金海外事務所主催のイベントに協力を得られる日系企業を JETRO が

紹介（ケルン） 

・基金主催の映画祭や展覧会向けに、ノベルティやパンフレットを

JETRO が提供（サンパウロ、ブダペスト） 

・日本食輸出促進事業の一環として JETRO が実施するイベントに基金海

外事務所の施設を貸出（ニューデリー）、共催（ロサンゼルス） 

 

（ウ）独立行政法人国際観光振興機構（JNTO） 

 本部オフィスが近接している JNTO とは、国内外で様々な連携を行い、事業効果の拡大を図った。 

 本部主導の連携事例としては、基金が各国で実施する日本映画祭において、JNTO 訪日プロモーショ

ン動画の放映や会場での JNTO 観光パンフレットの配布を行ったのに対し、JNTO のグローバルサイト

や海外事務所 SNS にて、基金が主催する日本映画祭や「JFF+ INDEPENDENT CINEMA」について情報発信

がなされる等、相互の事業機会や広報媒体を利用した協力を行った。 

また基金海外事務所においても、日本の入国規制緩和と観光客受入再開に合わせ、JNTO と協働して

旅行の日本語ミニ講座動画を作成し JNTO の SNS に投稿した（マドリード）ほか、基金海外事務所が主

催する駅弁をテーマにしたオンラインレクチャーにおいて JNTO が日本旅行情報や鉄道情報の紹介を行

う（ロサンゼルス）等、各国・地域のニーズと特色を踏まえた協力事業を実施した。 

さらに 2023 年 1 月には、両法人理事長が出席して連携促進会議を開催し、これまでの連携実績や両

法人の取組について情報を共有するとともに、一層の連携強化に向けて意見交換を行った。 

 

 

 

を、多方面にわたり、国

内外で着実に推進し

た。CLAIR、JETRO、JOES

との間で新たに連携協

力協定を締結したほ

か、国際文化交流を通

じて国内の地域活性化

と多文化共生社会実現

の促進に寄与すること

も念頭に、各機関との

連携を強化することが

できた。さらに、JICA、

JETRO 及び JNTO との間

では、海外事務所間で

各々の事業機会を捉

え、またそれぞれの強

みを活かす形で、継続

的に協力を推し進め

た。 

 

ウ．研修施設（日本語国

際センター及び関西国

際センター）に関して

は、新型コロナウイル

ス感染症をめぐる状況

が一定程度落ち着いた

ことを受け、訪日研修

や日本語パートナーズ

派遣前研修が本格的に

再開したこと、また外

部団体との共催受入な

ど新たな活用を開始し

たことで、両センター

の教室稼働率が前年度

に比べて大きく増加し

た（【指標７－３】）。 

 

以上のとおり、組織

マネジメントの強化に

組みに加え、大学の研

究室やゼミ等に KC の

施設を利用してもらう

「移動ゼミ合宿」を開

始する等、ポストコロ

ナ時代を見据えて取り

組みの強化を実施した

ことは評価に値する。

結 果 と し て 昨 年 度

（NC：65%、KC：76%）

よりも改善した。 

 さらに、「関係省庁・

機関等との連絡会を行

うことや専門人材の交

流を行うこと」等が中

期目標に追加されたこ

とを受けて、オールジ

ャパン施策への参画等

を新たに実施等し、新

中期目標に対応した。 

以上より、コロナ後等

も見据えて新たな取り

組みを実施し、所期の

目標を上回ったほか、

昨年度から数値が向上

する等の成果が得られ

たと認められることか

ら、「Ａ」と評価。 

 

＜今後の課題＞ 

令和４年６月に導入

された在宅勤務制度や

10 月に導入された人事

システム等導入の初年

度となることから、事

業の改善等必要に応じ

て見直し等が期待され

る。 

日本語国際センター
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（エ）埼玉県 

国際交流活動における相互協力を目的に連携協定を締結している埼玉県とは、令和４年度、「海外滞

在型事業への参加経験の活かし方－地域に根差した活動につなげるために－」と題したセミナーを

2022 年 12 月に共催。本セミナーでは、多文化共生・国際理解活動に取り組み、令和３年度に埼玉県

グローバル賞を受賞した同県内の団体から取組について共有してもらうとともに、日本語パートナー

ズや日米草の根コーディネーター派遣（JOI）等経験者が、帰国後各自の経験や学びが地域に根差した

活動にどのように活かされているかについて報告し、今後の展望や可能性について意見交換を行っ

た。また、同県に所在する日本語国際センター研修参加者による学校訪問やホームステイで協力を得

たほか、県の関係委員会に同センター所長が出席する等して連携を深めた。 

 

（オ）一般財団法人自治体国際化協会（CLAIR） 

 CLAIR が実施する JET プログラム（語学指導等を行う外国青年招致事業）で日本に滞在し、将来日

本語教師になることを希望している人を対象にした日本語教授法研修を日本語国際センターで実施し

た。また、基金海外事務所においても、CLAIR が実施する地方の伝統工芸品の展示会に施設貸出を行

ったほか、基金主催の映画上映会において、映画の舞台となった地方の産品やパンフレットの提供を

受け配布したり、海外事務所の主催事業に対し後援や実施協力を受けたりする等、双方の強みを活か

して連携した。 

 

（カ）一般財団法人自治体国際化協会（CLAIR）、独立行政法人日本貿易振興機構（JETRO）、公益財団

法人海外子女教育振興財団（JOES）との連携協力協定の締結 

2022 年６月に「在外教育施設における教育の振興に関する法律」が成立・公布されたことを受け、

同年９月、CLAIR、JETRO、JOES との間で、在外教育に係る事業交流の促進に向けた連携協力を包括的

に約する四者協定を締結した。 

 

（３）国際交流基金が保有する研修施設の利用促進 

日本語国際センターでは、訪日研修の再開に伴い、教室施設の利用が令和３年度と比較して増加し

た。オンライン研修実施時も教室施設を活用し、また日本語パートナーズ派遣前研修等の国内在住者

を対象とした対面での集合研修も引き続き実施した結果、教室稼動率は 85％となった。 

関西国際センターでも、令和４年度は本格的に訪日研修を再開するとともに、日本語パートナーズ

派遣前研修等の国内在住者を対象とする研修を実施した。また、ポストコロナ時代のグローバル社会

を生きていく学生にリアルな交流と視野の拡大を促したいとの要望を受け、大学の研究室やゼミ等を

対象に関西国際センターの講義と施設利用の機会をセットで提供する「移動ゼミ合宿」を開始する

等、積極的に施設を活用したことにより教室稼働率は 84％となった。 

おいて、所期の目標を

上回る成果が得られた

と認められることか

ら、「Ａ」評定と自己評

価する。 

 

＜課題と対応＞ 

事業実施における関

係機関との協力・連携

について、より効果的

な在り方を引き続き検

討する。 

（NC）、関西国際セン

ター（KC）の研修施設

の教室稼働率について

は、昨年度よりは上昇

しているが、コロナ禍

前の令和元年度以前は

95％以上となっている

ことから、引き続き取

り組みの強化が期待さ

れる。 

＜その他事項＞ 

主な有識者意見の概要

は以下のとおり。 

・自己評価は妥当。志の

高い優秀な若手スタッ

フが多いので、ぜひ活

躍の場を多く与えてい

ただきたい。 

・組織マネジメントの

強化という観点での評

価指標とするならば、

延べ研修参加者数を平

均職員数で除した１人

あたり研修参加回数や

研修参加ゼロの職員数

の割合などで評価しな

いと有効な評価につな

がらないのではない

か。 

・令和 5 年 3 月、独立

行政法人国立美術館の

本部に「国立アートリ

サーチセンター」が設

置され、美術・美術館業

界における国際発信・

連携も主要事業のひと

つとされている。国際

芸術祭等への支援、専

門家のネットワーク構
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築など、我が国の美術

をグローバルに発信す

るというミッションに

おいて国際交流基金と

目的を共にする部分も

多く、相互に情報交換

をしながら、将来的に

は共催事業なども視野

に入れつつ、シナジー

効果等を期待したい。 

 

４．その他参考情報 

例）予算と決算の差額分析、「財務内容の改善に関する事項」の評価に際して行う財務分析など記載 
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様式１－１－４－２ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

No.８ 業務運営の効率化、適正化 

当該項目の重要度、困難度  関連する政策評価・行政事業レビ

ュー 

 

 

２．主要な経年データ 

 

評価対象となる指標 

 

達成目標 基準値 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

（参考情報） 

当該年度までの累積値等、必

要な情報 

【指標８】一般管理費及

び運営費交付金を充当す

る業務経費の対前年度比

削減率 

計画値 ▲1.35％以上  ▲1.35％以上     
 

実績値   ▲2.28％      

達成度   169％      

国家公務員給与と比較し

たラスパイレス指数 

実績値 

（下段カッコ内は

地域･学歴補正後） 

  
115.1 

(100.0) 
    

 

総人件費（百万円） 実績値   2,475 百万円      

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 （２）業務運営の

効率化、適正化 

ア 経費の効率化 

中期目標期間

中、業務の質の確

保に留意しつつ、

一般管理費及び

運営費交付金を

充当する業務経

費（特別業務費及

び 人 件 費 を 除

く。）の合計につ

いて、毎事業年度

1.35％以上の効

率化を達成する。 

この他、各年度

（２）業務運営の

効率化、適正化 

ア 経費の効率化 

中期目標期間

中、業務の質の確

保に留意しつつ、

一般管理費及び

運営費交付金を

充当する業務経

費（特別業務費及

び 人 件 費 を 除

く。）の合計につ

いて、毎事業年度

1.35％以上の効

率化を達成する。   

この他、各年度

（２）業務運営の

効率化、適正化 

ア 経費の効率化  

以下のような

方法により、業務

の質の確保に留

意しつつ、一般管

理費及び運営費

交付金を充当す

る業務経費（特別

業務費及び人件

費を除く。）の合

計について、毎事

業年度 1.35％以

上の効率化を達

成する。 

＜主な定量的指

標＞ 

【指標８】一般管

理費及び運営費

交付金を充当す

る業務経費の対

前年度比削減率 

1.35％以上 

 

＜その他の指標

＞ 

【指標９】給与水

準の適正化の取

組状況  

（関連指標） 

・国家公務員給与

＜主要な業務実績＞ 

（１）経費の効率化 

一般管理費及び運営費交付金を充当する業務経費の対前年度比削減率は 2.28％となり、数値目標（毎事

業年度 1.35％以上の効率化）を大幅に達成した。一般管理費は、オンラインを活用した事業の増加や IT環

境のセキュリティ強化等の必要性を念頭に IT 基盤の整備や業務システムの開発をさらに進めたことにより

令和３年度に比して増加したが、業務経費については、オンラインの活用等による経費の効率化を積極的に

推進したこと等により、決算額が減少した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評定と根拠＞ 

評定 Ｂ  

根拠： 

【量的成果の根

拠】  

【指標８】に係

る経費の効率化

については、数値

目標（毎事業年度

1.35％以上の効

率化）を大幅に達

成した。 

 

【質的成果の根

拠】 

ア．人件費管理の

評定 B 

＜評定に至った理由＞ 

 自己評価書の「Ｂ」と

の評価結果が妥当であ

ると確認できた。 

 

＜今後の課題＞ 

 IT 基盤の整備等によ

り一般管理費は増加し

たものの、オンライン

の有効活用により業務

経費を削減し、数値目

標を達成した点は評価

できる。 

 公正性・透明性を確

保した合理的な調達を
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以降で新たに必

要となり運営費

交付金を充当し

て行う事業につ

いても、翌年度か

ら年 1.35％以上

の効率化経費に

加える。 

 

イ 人件費管理の

適正化 

給与水準につ

いては、国家公務

員の給与水準も

十分に考慮し、手

当を含めた役職

員給与の在り方

について厳格に

検証を行った上

で、引き続き給与

水準の適正化を

図る。その上で、

各事業年度の給

与水準及びその

合理性・妥当性を

公表する。 

 

ウ 調達方法の合

理化 

「独立行政法

人における調達

等合理化の取組

の推進について」

（平成 27 年５月

25 日総務大臣決

定）に基づき調達

等合理化計画を

策定し、これに基

づく取組を確実

以降で新たに必

要となり運営費

交付金を充当し

て行う事業につ

いても、翌年度か

ら年 1.35％以上

の効率化経費に

加える。 

 

イ 人件費管理の

適正化 

給与水準につ

いては、国家公務

員の給与水準も

十分に考慮し、手

当（職員の在勤手

当、海外運営専門

員、日本語専門家

等の職員以外の

在 勤 手 当 を 含

む。）を含め役職

員給与の在り方

について厳格に

検証を行った上

で、引き続き給与

水準の適正化を

図る。その上で、

各事業年度の給

与水準及びその

合理性・妥当性を

公表する。 

 

ウ 調達方法の合

理化・適正化 

「独立行政法

人における調達

等合理化の取組

の推進について」

（平成 27 年５月

・事業の実施規

模・内容の効率化

により経費の削

減を図る。 

・契約の競争性、

調達の合理化の

推進により経費

の削減を図る。 

・事業参加者によ

る適切な負担確

保、共催機関との

経費分担等によ

り基金負担経費

の削減に努める。 

 このほか、各年

度以降で新たに

必要となり運営

費交付金を充当

して行う事業に

ついても、翌年度

から年 1.35％以

上の効率化経費

に加える。 

 

イ 人件費管理の

適正化 

給与水準につ

いては、国家公務

員の給与水準も

十分に考慮し、手

当（職員の在勤手

当、海外運営専門

員、日本語専門家

等の職員以外の

在 勤 手 当 を 含

む。）を含め役職

員給与の在り方

について厳格に

検証を行った上

と比較したラス

パイレス指数 

・総人件費 

【指標 10】調達等

合理化計画に基

づく取組状況 

 

＜評価の視点＞ 

各種指標の達成

度や業務実績を

総合的に判断す

る。 

 

 

（単位：千円） 

区分 
令和３年度 令和４年度 令和４年度 

基準額 計画額 決算額 

一般管理費（※１） 1,204,301 1,296,053 1,315,040 

対令和３年度増減額 - 91,752 110,739 

対令和３年度増減率 - 7.62% 9.20％ 

運営費交付金を充当する業務経費 

（※２） 
8,372,209 8,217,869 8,043,363 

対令和３年度増減額 - ▲154,340 ▲328,846 

対令和３年度増減率 - ▲1.84% ▲3.93％ 

合計 9,576,510 9,513,922 9,358,403 

対令和３年度増減額 - ▲62,588 ▲218,107 

対令和３年度増減率 - ▲0.65% ▲2.28％ 

※１ 第５期中期目標期間において効率化の対象外とされた国内人件費を除く 

※２ 第５期中期目標期間において効率化の対象外とされた国内人件費・在外人件費、令和４年度の新規政

策増経費、令和４年度に措置された補正予算を除く 

 

（２）人件費管理の適正化 

給与制度の適切な運用による抑制努力を継続し、ラスパイレス指数は 115.1（地域・学歴換算補正後

100.0）となり前年度に比べて 0.3 ポイント減少（地域・学歴換算補正後では 0.7 ポイント上昇）した。ラ

スパイレス指数変動の原因は、個別の人事異動に伴うもの。 

また、総人件費は 2,475 百万円となり、前年度に比べて 68百万円増加したが、これは円安の影響による

派遣職員の在外勤務手当等の改定、並びに同じく円安の影響による在外住居手当の増加が主な要因である。 

 上記給与水準と総人件費については、総務省、人事院から示されるガイドライン等に即して情報を公表し

ており、令和４年度分も 2023 年６月末日を目途にホームページにおいて公表予定である。 

 職員、海外運営専門員・日本語専門家等の在勤手当については、民間との比較調査や国家公務員の在勤手

当の動向も踏まえて検証を行った結果、現行の国家公務員準拠方式に合理性があると判断されている。 

 

（３）調達方法の合理化・適正化 

ア．基金の「独立行政法人における調達等合理化の取組の推進について」（2015 年５月 25日総務大臣決

定）に基づく調達等の合理化の取組状況については、以下のとおり。 

 

（ア）令和４年度の国際交流基金の契約状況 

基金における令和４年度の契約状況は表１のとおりである。「競争性のない随意契約」の大半は後述の基

金事業の特性から基金会計規程上の「真に随意契約によらざるを得ない」ものに該当する契約である。令和

３年度と比較すると「競争性のある契約」と「競争性のない随意契約」の割合は件数ではほぼ増減がなかっ

た。他方、金額では「競争性のある契約」の割合の方がより減少した。これは令和３年度に締結した「競争

性のある契約」に複数年契約で契約金額の総額が大きい契約が含まれていたためである。 

 

適正化【指標９】 

 給与水準の適

正化の取組状況

に関し、総人件費

は円安の影響に

より派遣職員の

在外勤務手当を

複数回改定した

こと等により増

加した一方、給与

水準はラスパイ

レス指数に示さ

れたとおり地域・

学歴補正後の数

字で国家公務員

と同水準であり、

適正といえる。 

 

イ．調達等合理化

計画に基づく取

組状況【指標 10】 

契約監視委員

会のこれまでの

提言を踏まえた

取組を令和４年

度においても引

き続き実施する

とともに、令和４

年度に開催した

契約監視委員会

での意見を着実

に契約業務に反

映させるための

取組を実施した。 

 

以上から、所期

の目標を達成し

ていると認めら

れるため、「Ｂ」評

行うとともに、オンラ

インの有効活用により

経費の効率化を図り、

引き続き一般管理費及

び業務経費の削減に努

める必要がある。 

 

＜その他事項＞ 

主な有識者意見の概要

は以下のとおり。 

・量的成果としては、指

標 8 の経費の効率化の

達成目標の 1.35％の削

減率に対し、2.28％とい

う結果を残している。

また、質的成果として

は、人件費管理の適正

化および調達等合理化

計画に基づく取り組み

が挙げられ、所期の目

標を達成していると判

断できるため、自己評

価は妥当である。 
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に実施する。 

また、外部有識

者等からなる契

約監視委員会に

よる点検を踏ま

えつつ、随意契約

を締結する場合

は適正な実施を

徹底する等、調達

の合理化に不断

に取り組む。 

 

25 日総務大臣決

定）に基づき、基

金の事務・事業の

特性を踏まえた

調達等合理化計

画を策定し、これ

に基づく取組を

確実に実施する。

また、外部有識者

等からなる契約

監視委員会によ

る点検を踏まえ

つつ、随意契約を

締結する場合に

は適正な実施を

徹底する等、調達

の合理化に不断

に努める。 

 

で、引き続き給与

水準の適正化を

図る。その上で、

給与水準及びそ

の合理性・妥当性

を公表する。 

 

ウ 調達方法の合

理化・適正化 

「独立行政法

人における調達

等合理化の取組

の推進について」

（平成 27 年５月

25 日総務大臣決

定）に基づき、基

金の事務・事業の

特性を踏まえた

調達等合理化計

画を策定し、これ

に基づく取組を

確実に実施する。

また、外部有識者

等からなる契約

監視委員会によ

る点検を踏まえ

つつ、随意契約を

締結する場合に

は経理部コンプ

ライアンス強化

ユニットによる

点検を通じて適

正な実施を徹底

する等、調達の合

理化に不断に取

り組む。 

 

表１ 令和４年度の国際交流基金の契約状況                      （単位：件、億円） 

 令和３年度 令和４年度 比較増▲減 

件数 金額 件数 金額 件数 金額 

競争入札等 128 

(27.8%) 

62.9 

(66.3%) 

82 

(28.1%) 

12.5 

(45.6%) 

▲46 

(▲35.9%) 

▲50.4 

(▲80.2%) 

企画競争・ 

公募 

44 

(9.6%) 

11.8 

(12.5%) 

27 

(9.3%) 

4.6 

(16.8%) 

▲17 

(▲38.6%) 

▲7.2 

(▲61.3%) 

競争性のある

契約（小計） 

172 

(37.4%) 

74.7 

(78.8%) 

109 

(37.3%) 

17.0 

(62.3%) 

▲63 

(▲36.6%) 

▲57.7 

(▲77.2%) 

競争性のない

随意契約 

288 

(62.6%) 

20.1 

(21.2%) 

183 

(62.7%) 

10.3 

(37.7%) 

▲105 

(▲36.5%) 

▲9.8 

(▲48.7%) 

合 計 
460 

(100.0%) 

94.8 

(100.0%) 

292 

(100.0%) 

27.3 

(100.0%) 

▲168 

(▲36.5%) 

▲67.5 

(▲71.2%) 

※１ 計数は、それぞれ四捨五入しているため、合計において一致しない場合がある 

※２ 「比較増▲減」欄のカッコ内は、令和４年度の対令和３年度伸率である 

 

基金においては、平成 23年度の業務実績評価における外務省独立行政法人評価委員会の指摘を踏まえ、

映像・公演事業や他団体との共催事業等、基金事業の特性により真に随意契約によらざるを得ないもの（以

下、「基金事業の特性による随意契約」）と、それ以外の理由により随意契約となったものを明確に区分して

整理を行い、平成 27 年度に表２のとおり基金会計規程の一部改正を行った。 

 

表２ 随意契約の小分類（国際交流基金会計規程第 25条第１項第１号（契約の性質又は目的が競争入札に

適さないとき）に当たる契約の類型） 

基金事業の特性から「真

に随意契約によらざるを

得ない」契約の類型 

ア．著作権保持者からの映画・テレビ素材購入、上映権・放映権購入 

イ．展示事業企画制作・美術品の購入 

ウ．外国に派遣する公演団との派遣契約 

エ．共同で事業を実施する共催契約 

オ．基金拠点がない外国での契約  

それ以外の「真に随意契

約によらざるを得ない」

契約の類型 

カ．事務所の賃貸借及びこれに関連する契約 

キ．公共料金（提供を行うことが可能な業者が一の場合に限る。） 

ク．その他 

 

基金事業の特性による随意契約の類型は上記ア～オのとおりであるが、これに該当する随意契約を除いた

「競争性のない随意契約」と「競争性のある契約」との対比表は、以下の表３のとおりであり、「競争性の

ある契約」の割合が、件数では全体の約６割以上、金額では全体の約８割を占める。「競争性のない随意契

約」の類型は上記カ～クのとおりであるが、「ク．その他」の例としては、各種システムの改修又は保守に

係る契約や職員宿舎の借り上げ契約などがある。「競争性のない随意契約」の件数が令和３年度よりも増加

している理由は、令和４年度は人事異動に伴う職員宿舎の借り上げ契約の件数が増えたこと、世界的な燃料

定と自己評価す

る。 

 

＜課題と対応＞ 

第５期中期計

画に従って、引き

続き、効率化に取

り組む。 
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価格の高騰により電力需給契約を特定の電力会社との最終保障供給契約とせざるを得なかったこと、コロナ

禍の影響により海外からの研修生の訪日が不確実だったため研修生が利用する食堂の業務請負契約を随意交

渉により複数回更新する必要があったこと等である。 

 

表３ 基金事業の特性による随意契約を除外した対比表                   （単位：件、億円） 

 令和３年度 令和４年度 比較増▲減 

件数 金額 件数 金額 件数 金額 

競争性のある

契約 

172 

(74.5%) 

74.7 

(93.0%) 

109 

(62.3%) 

17.0 

(78.2%) 

▲63 

(▲36.6%) 

▲57.7 

(▲77.2%) 

競争性のない

随意契約 

59 

(25.5%) 

5.6 

(7.0%) 

66 

(37.7%) 

4.8 

(21.9%) 

7 

(11.9%) 

▲0.8 

(▲14.8%) 

合 計 
231 

(100.0%) 

80.3 

(100.0%) 

175 

(100.0%) 

21.8 

(100.0%) 

▲56 

(▲24.2%) 

▲58.5 

(▲72.9%) 

※１ 計数は、それぞれ四捨五入しているため、合計において一致しない場合がある 

※２ 「比較増▲減」欄のカッコ内は、令和４年度の対令和３年度伸率である 

 

（イ）令和４年度の国際交流基金の一者応札・応募状況 

基金における令和４年度の一者応札・応募の状況は、表４のとおりであり、令和３年度と比較すると一者

以下の件数及び金額の割合に大きな増減はなかった。 

表４ 令和４年度の国際交流基金の一者応札・応募状況                       （単位：件、億円） 

 令和３年度 令和４年度 比較増▲減 

二者以上 
件数 117（68.0％） 72（66.1％） ▲45（▲38.5％） 

金額 32.7（43.8％） 7.4（43.7％） ▲25.3（▲77.2％） 

一者以下 
件数 55（32.0％） 37（33.9％） ▲18（▲32.7％） 

金額 42.0（56.2％） 9.6（56.3％） ▲32.4（▲77.2％） 

合 計 
件数 172（100.0%） 109（100.0%） ▲63（▲36.6%） 

金額 74.7（100.0%） 17.0（100.0%） ▲57.7（▲77.2%） 

※１ 計数は、それぞれ四捨五入しているため、合計において一致しない場合がある 

※２ 合計欄は、競争契約（一般競争、指名競争、企画競争、公募）を行った計数である 

※３ 「比較増▲減」欄のカッコ内は、令和４年度の対令和３年度伸率である 

※４ 「一者以下」には「０者（入札不調）」を含む（令和３年度：１件、令和４年度：３件） 

 

イ．令和４年度において重点的に取り組んだ分野 

「令和３年度独立行政法人国際交流基金調達等合理化計画」に記載した重点的に取り組む分野に関し、以

下のとおり、それぞれの状況に即した調達の改善及び事務処理の効率化に努めた。 

 前記のア（ア）に記載のとおり、基金事業の特性から「真に随意契約によらざるを得ない」契約の類型

に基づき、令和４年度においても公正性・透明性を確保しつつ合理的な調達を実施した。 

 一者応札・応募になった案件について、事業者に対してヒアリング又は任意のアンケート調査を実施

し、その結果を参考にするとともに、参入拡大のための点検事項を活用して、一者応札・応募となった
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要因を分析し、改善策を自律的に検討する取組を行い、契約監視委員会において報告を行った。また、

入札予定の事前公表（入札を正式に公示する前の予告）を継続し、参入事業者の準備期間の確保を図っ

た。従来一者応札が続いていた中国「ふれあいの場」雑誌購送は令和４年度の入札では複数応札となっ

た。 

 契約監視委員会の提言を踏まえ、平成 27 年度に随意契約の契約相手方の選定基準、選定プロセス、選

定理由等をより明確化したが、令和４年度もこれを確実に実行し、契約の適正性について可視化した。 

 令和４年度における障害者就労施設等からの物品等の調達状況は、表５のとおりであり、令和３年度と

比較して、件数・金額ともに増加した。 

 基金で実施するすべての総合評価落札方式による入札及び企画競争において、ワーク・ライフ・バラン

ス等推進企業としての認定を得ている企業からその証明となる書類の提出を得た場合、企画提出書（技

術点）に評価点を加点する取組を着実に実施した。 

 

表５ 令和４年度の国際交流基金の障害者就労施設等からの物品等の調達状況    （単位：件、千円） 

 令和３年度 令和４年度 比較増▲減 

契約件数 15 18 3 

契約金額 3,055 5,325 2,270 

 

ウ．調達に関するガバナンスの徹底 

「令和３年度独立行政法人国際交流基金調達等合理化計画」に記載した調達に関するガバナンスの徹底に

関し、随意契約の適正な締結及び迅速かつ効果的な調達の両立を図る観点から、以下のとおり、体制の整備

や取組を行った。 

 随意契約に関する内部統制の確立 

令和４年度においても、新たに随意契約を締結することとなる案件を中心に、「経理部コンプライア

ンス強化ユニット」で点検を行った。令和４年度における経理部コンプライアンス強化ユニットによる

点検件数は 288 件である。 

 不祥事の発生の未然防止・再発防止のための取組 

・職員向け「会計実務マニュアル」の更新作業、会計実務研修１回を、それぞれ実施した。 

・「契約管理研修」に会計課職員１名を、また「政府関係法人会計事務職員研修」に経理部職員２名を

参加させ、職員のスキルアップに役立てるとともに、研修内容を基金内で共有した。 

        

エ．令和４年度中に契約監視委員会を３回開催し、議事概要をホームページ上で公開した。主な点検内容は

以下のとおりである。 

 全契約を対象として５つの類型（前回競争性のない随意契約であった契約、前回一者応札・応募であっ

た契約、随意契約、一般競争・指名競争入札、企画競争・公募）に分類し、各分類から抽出した計 15

件を対象に、特に一般競争・指名競争入札については一者応札の理由や低落札率の原因、企画競争・公

募については企画競争の選考過程、また随意契約については随意契約理由や契約相手方の選定方法等に

ついて点検 

 令和４年度に新たに発生した一者応札・応募案件について点検（前回入札から連続して一者応札・応募

となった９件については重点的に点検）。 
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 12 件の再委託案件に関し、業務上の必要性、契約相手方並びに再委託先との間の人的交流、資本出資

等の長期継続的関係等について点検 

 「令和３年度国際交流基金調達等合理化計画」の自己評価、「令和４年度国際交流基金調達等合理化計

画」案について点検 

 

オ．契約監視委員会の主たる指摘事項への対応 

契約監視委員会のこれまでの意見に基づく取組、又は意見を着実に契約業務に反映させるための取組を以

下のとおり実施した。 

 入札時の適正な公告期間の確保 

 入札予定案件の WEB サイト上での予告案内 

 仕様書の明確化とこれに基づくより現実的な予定価格の作成 

 内部職員向けマニュアルの改訂（企画競争における見積内容の評価方法の見直し） 

 会計実務研修 

 

４．その他参考情報 

例）予算と決算の差額分析、「財務内容の改善に関する事項」の評価に際して行う財務分析など記載 
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様式１－１－４－２ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

No.９ 業務の電子化 

当該項目の重要度、困難度  関連する政策評価・行政事業レビ

ュー 

 

 

２．主要な経年データ 

 

評価対象となる指標 

 

達成目標 基準値 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

（参考情報） 

当該年度までの累積値等、必

要な情報 

  
        

 

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 （３）業務の電子

化 

ウィズコロナ・

ポストコロナ時

代における業務

継続性の担保、働

き方改革、事業に

関わる多様なス

テイクホルダー

の利便性向上等

を念頭に、業務の

電子化を通じて、

業務プロセス全

体の最適化・効率

化を目指す。 

業務の電子化

に当たっては、デ

ジタル庁が策定

した「情報システ

ムの整備及び管

理の基本的な方

針」（令和３年 12

月 24 日デジタル

（３）業務の電子

化 

ウィズコロナ・

ポストコロナ時

代における業務

継続性の担保、働

き方改革、事業に

関わる多様なス

テイクホルダー

の利便性向上等

を念頭に、クラウ

ド・バイ・デフォ

ルト原則に準拠

した IT 環境を整

え、リモートワー

クの体制を整備

するとともに、決

裁や助成申請受

付等を電子化す

ることを通じて、

業務プロセス全

体の最適化・効率

化を目指す。 

（３）業務の電子

化 

ウィズコロナ・

ポストコロナ時

代における業務

継続性の担保、働

き方改革、事業に

関わる多様なス

テイクホルダー

の利便性向上等

を念頭に、クラウ

ド・バイ・デフォ

ルト原則に準拠

した IT 環境を整

え、リモートワー

クの体制を整備

するとともに、決

裁や助成申請受

付等を電子化す

ることを通じて、

業務プロセス全

体の最適化・効率

化を目指す。 

＜主な定量的指

標＞ 

なし 

 

＜その他の指標

＞ 

【指標 11】PMO の

設置及び支援実

績 

 

＜評価の視点＞ 

各種指標の達成

度や業務実績を

総合的に判断す

る。 

 

 

＜主要な業務実績＞ 

（１）IT環境の整備による業務継続性の担保及び働き方改

革 

ア．「政府機関の情報セキュリティ対策のための統一基準

（令和３年度版）」で新たに推奨されているゼロトラスト

アーキテクチャの考え方に基づき、常時診断・対応型のセ

キュリティアーキテクチャを実装した次世代 IT 環境を整

備した（本報告書 115 ページ参照）。これにより、「情報シ

ステムの整備及び管理の基本的な方針」に則った国内外全

拠点の情報システム及び IT 基盤の標準化・統一化・共通化

を実現した。 

 

イ．上述の次世代 IT環境の下で、電子決裁・文書管理シス

テムを導入した。これにより、従来は紙に出力し、順次回

付することで対応していた決裁手続が、電子化によって複

数名が同時に確認したり、勤務場所を問わず手続を行うこ

とができるようになったほか、文書管理も同一システム内

で行えるようになった。さらに、同環境の下で、「クラウド・

バイ・デフォルト原則」（「クラウドサービスの利用を第一

候補として、情報システムを導入する。」（「世界最先端デジ

タル国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画」（令和元

年６月 14日閣議決定））に基づく、各種業務システムの完

＜評定と根拠＞ 

評定 Ａ  

根拠： 

ア．デジタル庁を含む各府省庁等において導入に向けて検討段階に

あるゼロトラストアーキテクチャに基づいて設計された次世代 IT

環境を、海外に多数の拠点を持つ法人としては早期に、国内外全拠

点に完全な形で導入した。ゼロトラストアーキテクチャは、クラウ

ド活用や働き方の多様化といった業務環境の変化により増大する脅

威に適合し、高度化したサイバー攻撃を完全に予防・防御する、最

新のセキュリティ対策の考え方に基づいて設計された基盤である。 

この高度にセキュアな環境の下で、新たに電子決裁・文書管理シ

ステムや公募申請受付システムを導入したことで、従来の紙での処

理が電子化され、ガバナンスを担保しながら、より迅速かつ正確に、

効率性が高い意思決定や文書管理を行えるようになった。また、こ

れら電子化とクラウドストレージを利用した文書共有によって、業

務手続や会議等でのペーパーレス化を実現したほか、文書の検索性・

参照性の向上と法人文書ファイルの誤廃棄・廃棄漏れリスクを低減

する仕組みが整えられた。さらに公募申請受付システムの導入は、

書類の作成・受領・共有等に係る時間短縮と正確性の向上につなが

り、組織内だけでなく、組織外（公募申請者）の利便性も高めるこ

とができた。 

 

イ．クラウド・バイ・デフォルト原則に準拠した IT環境を整え、リ

評定 Ａ 

＜評定に至った理由＞ 

業務継続性の担保や働

き方改革等組織内の効

率的な業務運営のた

め、従来の取り組みに

加えて、電子決裁・文書

管理システムや公募申

請受付システムを新た

に導入し、意思決定プ

ロセスが効率化してい

ることは評価に値す

る。また、更なる情報セ

キュリティの強化と組

織内外の利便性の向上

のため、他の独立行政

法人に先駆けて、中期

目標期間中に実施予定

であった次世代 IT環境

の整備を、中期目標期

間の１年目に国内外全

拠点に整備することを

実現した点は高い評価
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大臣決定）に則

り、情報システム

の適切な整備及

び管理を行うと

ともに、PJMO を支

援するため、PMO

の設置等の体制

整備を行う。 

 

その際、「情報

システムの整備

及び管理の基本

的な方針」（令和

３年12月 24日デ

ジタル大臣決定）

に則り、情報シス

テムを適切に整

備・管理するとと

もに、PJMO 支援の

ため、PMO の設置

等の体制整備を

行う。 

 

その際、「情報

システムの整備

及び管理の基本

的な方針」（令和

３年12月 24日デ

ジタル大臣決定）

に則り、情報シス

テムを適切に整

備・管理するとと

もに、PJMO 支援の

ため、PMO の設置

等の体制整備を

行う。 

 

全クラウド化を通して、セキュリティレベルを確保したリ

モートワーク環境を実現した。 

（２）事業関係者に向けた取組 

外部向け公募プログラムについて、従来は申請～採否～

交付といった申請者との必要な手続を原則として紙媒体

で実施していたが、申請者からの要望も考慮しながら、令

和３年度より電子システムへの移行に向けた準備に着手

し、令和４年度の受付対象であった令和５年度事業分申請

より、「公募申請受付システム」の本格運用を開始した。こ

れにより、申請受付からデータの集約・とりまとめ、案件

審査、採否決定に至るまで、申請の利便性と事務処理の効

率性が格段に向上した。 

 

（３）情報システムの整備及び管理の状況 

ア．「デジタル社会の実現に向けた重点計画」（令和３年 12

月 24 日閣議決定）に基づく PMO の設置に向け、上述の次世

代 IT 環境下ですべての情報資産の把握と一元管理を推進

するため、「情報システムの整備及び管理の基本的な方針」

に則り、国内外全拠点の IT 資産棚卸を実施するとともに、

情報システム台帳をより精緻化する形で改訂した。 

 

イ．情報システムの調達にかかるガイドライン及び調達の

プロセスを、国内及び海外を含む全拠点に適用し、「デジタ

ル・ガバメント推進標準ガイドライン」（令和３年３月 30

日各府省情報化統括責任者（CIO）連絡会議決定）に定義さ

れる PMO が担うべき管理機能を強化するとともに、支援機

能の確立・拡充を図った。 

モートワークの体制を整備したことで、コロナ禍からウィズコロナ、

アフターコロナに移行していく中でも、出張時や在宅勤務時等勤務

場所を問わず業務継続性を担保することができた。これにより、従

来から導入済みの勤怠システムによる適切な労務管理の下、在宅勤

務の制度化を実現し、「働き方改革実行計画」（平成 29 年３月 28 日

働き方改革実現会議決定）並びに「女性の職業生活における活躍の

推進に関する法律に基づく一般事業主行動計画」を踏まえたワーク・

ライフ・バランスに関する取組強化と労働環境の整備を推進するこ

とができた。また次世代 IT 環境の整備により、国内外全拠点が統一

的な IT 環境下で共通のコミュニケーションツールにアクセスする

ことが可能となった。これにより国内・海外で連絡手段や参照すべ

きプラットフォームを分化する必要がなくなり、機動的でシームレ

スな連携体制が形作られ、組織内コミュニケーションの強化・活性

化にもつながっている。 

 

以上のとおり、所期の目標を上回る成果が得られたと認められる

ことから、「Ａ」評定と自己評価する。 

 

＜課題と対応＞ 

次世代 IT 環境の導入により整備されたリモートワーク環境につ

いて、特に安全管理の観点から業務用携帯電話（スマートフォン）

によるモバイルアクセスの早期実現が必要であるところ、令和５年

度中にセキュリティレベルを確保した形での追加構築・導入を行う。 

【指標 11】で求められた「デジタル社会の実現に向けた重点計画

（令和３年 12月 24 日閣議決定）」に基づいた PMO の設置に向けて、

令和４年度は PMO が担うべき管理機能を強化するとともに、支援機

能の確立・拡充を行ったところであるが、今後は関係機関や専門家

へのヒアリングを行い、規程類や組織体制の整備に向けた具体的な

準備を進めるほか、次世代 IT 環境導入後の中長期的な情報システ

ムの適切な整備・管理のために「情報システム整備計画」を策定す

る。 

公募申請受付システムは、関係部署への入念なヒアリングや事前

の試用等のプロセスを丁寧に経て設計・導入したが、実際の運用過

程で、利便性向上に資するフィードバックがあったことを受け、令

和５年度に受付予定の令和６年度事業分申請に向けて、予算状況も

踏まえながら改良を進める。 

に値する。 

 以上により、所期の

目標を上回る成果が得

られたことから、「A」評

価とする。 

＜今後の課題＞ 

次世代 IT環境の整備に

とどまらず、その運用

の徹底も含め更なる情

報セキュリティの強化

が期待される。なお、次

年度以降は新しく構築

した次世代 IT環境によ

り実際生まれた影響や

効果を明らかにする必

要あり。 

 

＜その他事項＞ 

主な有識者意見の概要

は以下のとおり。 

・2021 年のデジタル庁

の設置にも象徴される

ように、国全体が IT 環

境化に向かっている。

その趨勢の中で、いち

早くゼロトラストアー

キテクチャに基づいて

設計される IT環境の整

備を行っており、その

ことからリモートワー

クの整備、ワーク・ライ

フ・バランスへの取り

組みなどを行い、結果

的に組織内の連携体

制、コミュニケーショ

ンの強化、活性化に繋

げている点は高く評価

でき、自己評価は妥当

である。 
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・ほぼ 100％デジタル

に移行している組織・

研究機関等もあるとい

う観点からすると本自

己評価はやや違和感が

ある。評価の修正を提

案する。 

 

４．その他参考情報 

例）予算と決算の差額分析、「財務内容の改善に関する事項」の評価に際して行う財務分析など記載 
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様式１－１－４－２ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

No.10 財務内容の改善 

当該項目の重要度、困難度  関連する政策評価・行政事業レビ

ュー 

 

 

２．主要な経年データ 

 

評価対象となる指標 

 

達成目標 基準値 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

（参考情報） 

当該年度までの累積値等、必

要な情報 

 パリ日本文化会館の催し

スペース稼働率 
   58％     

 

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 ５．財務内容の

改善に関する

事項 

（１）財務運営

の適正化 

運営費交付

金を充当して

行う業務につ

いては、「４．業

務運営の効率

化に関する事

項」で定めた事

項に配慮した

中期計画の予

算、収支計画及

び資金計画を

作成し、当該予

算等に基づき

事業の質の確

保に留意し、適

正な予算執行

管理を行う。毎

年の運営費交

３ 財務内容の

改善に関する

事項 

（１）財務運営

の適正化 

運営費交付

金を充当して

行う業務につ

いては、「２ 業

務運営の効率

化に関する事

項」で定めた事

項に配慮した

中期計画の予

算、収支計画及

び資金計画を

作成し、当該予

算等に基づき

事業の質の確

保に留意し、適

正な予算執行

管理を行う。ま

た、毎年の運営

３．財務内容の

改善に関する

事項  

（１）財務運営

の適正化 

運営費交付

金を充当して

行う業務につ

いては、「２．業

務運営の効率

化に関する事

項」で定めた事

項に配慮した

年度計画の予

算、収支計画及

び資金計画を

作成し、当該予

算等に基づき

事業の質の確

保に留意し、適

正な予算執行

管理を行う。運

営費交付金債

＜主な定量的

指標＞ 

なし 

 

＜その他の指

標＞ 

【指標 12】保有

資産の効率的

な活用状況の

定期的な検証・

見直し 

（関連指標） 

・パリ日本文化

会館の催しス

ペース稼働率 

 

＜評価の視点

＞ 

各種指標の達

成度や業務実

績を総合的に

判断する。 

 

（１）財務運営の適正化 

運営費交付金を充当して行う業務について、平成 28 年度より適用を開始した業務達成基準

に基づき、適切な予算配分と執行管理に努めた。令和４年度は、令和元年度末より発生したコ

ロナ禍が一定の落ち着きを見せ始めたことで、一部で対面事業を再開するとともに、この間に

培ったオンライン事業のノウハウを活用することで、訴求力や波及効果の向上と経費節減を図

った。また、前年度までに構築したオンライン上でのコンテンツ発信をさらに強化させるとと

もに、業務管理系システムの開発等の基盤整備を大幅に進める等、アフターコロナを意識した

執行を行った。 

令和４年度の運営費交付金予算は、当年度予算 15,827,863 千円（令和４年度に措置された

補正予算 3,203,018 千円を含む）を財源として、13,314,764 千円を支出した（執行率は

84.12％）。次年度への繰越額は 2,452,360 千円であり、繰越額を含めた執行率は、99.62％。

なお、「独立行政法人における経営努力の促進とマネジメント強化について」（平成 30 年３月

30 日付、総管査第 10号）に基づく「目的積立金等の状況」は以下の表のとおりである。令和

４年度は中期目標期間の初年度であるため、積立金はない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜評定と根拠＞ 

評定 Ｂ  

根拠： 

 運営費交付金については、対面事業を

再開できたものも多くあったが、コロナ

禍の影響により当初より計画していた事

業が中止や延期になった際には追加案件

を立案する等迅速に対応し、補正予算を

含む当年度予算の 99.62％（次年度繰越

分を含む）を執行して着実に業務を実行

した。自己収入に関しては、一般寄附金

の令和４年度の受入額は総額 14,683 千

円となった。法人会員制度による賛助会

費については前年度より減少したもの

の、基金事業への理解を促す努力の結果、

事業に係る寄附金は前年度より多くの金

額を受け入れることができた。 

 資金運用については、運用方針を諮問

委員会に諮った上で、安全性の高い運用

を行っており、低金利情勢の中で、引き

続き 10 年債を中心とした長期運用を基

本としながら、中期債及び超長期債を含

めた様々な年限の債券への再投資を行っ

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

 自己評価書の「Ｂ」と

の評価結果が妥当であ

ると確認できた。 

 

＜今後の課題＞ 

 コロナ禍において、

状況の変化に応じた適

切な予算配分により高

い執行率となっている

点は評価に値する。 

引き続き、予算の執

行管理体制の強化に取

り組むとともに、オン

ライン事業の強化によ

り経費削減を図りつつ

事業の質の向上に努め

る必要がある。 

 

＜その他事項＞ 

主な有識者意見の概要

は以下のとおり。 
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付金額の算定

については、各

年度期末の運

営費交付金債

務残高等の発

生要因を分析

した上で、運営

費交付金債務

残高を適正な

水準とすべく、

厳格に行うも

のとする。 

また、事業の

安定的かつ継

続的な実施を

確保する体制

を強化する観

点から、国際交

流基金の目的

に留意しつつ、

自己収入の確

保に向けて必

要な検討を行

う。 

 

（２）安全性を

最優先した資

金運用 

運用資金の

運用について

は、安全性を確

保した上でそ

の収入の確保

及び向上に努

める。なお、日

米センター事

業等支払が外

国通貨で行わ

れる事業につ

費交付金額の

算定について

は、各年度期末

の運営費交付

金債務残高等

の発生要因を

分析した上で、

運営費交付金

債務残高を適

正な水準とす

べく、厳格に行

うものとする。

また、事業の安

定的かつ継続

的な実施を確

保する体制を

強化する観点

から、基金の目

的に留意しつ

つ、自己収入の

確保に向けて

必要な検討を

行う。 

 

（２）安全性を

最優先した資

金運用 

運用資金の

運用について

は、安全性を確

保した上でそ

の収入の確保

及び向上に努

める。なお、日

米親善交流基

金事業等、支払

が外国通貨で

行われる事業

については、必

務残高等の発

生要因につい

ても分析を行

う。併せて、事

業の安定的か

つ継続的な実

施を確保する

体制を強化す

る観点から、基

金の目的に留

意しつつ、自己

収入の確保に

向けて必要な

検討を行う。 

 

（２）安全性を

最優先した資

金運用 

運用資金の

運用について

は、安全性を確

保した上でそ

の収入の確保

及び向上に努

める。なお、支

払が外国通貨

で行われる事

業については、

必要に応じて

外貨建債券に

よる運用も行

い、事業収入の

確保を図る。資

金の運用に当

たっては、法人

財政を毀損し

ないような資

産構成となる

よう基金内に

 【参考情報】「独立行政法人における経営努力の促進とマネジメント強化について」（平成 30

年３月 30日付、総管査第 10号）に基づく「目的積立金等の状況」について。 

（単位：百万円、％） 

  令和４年度末 

（初年度） 

令和５年度末 令和６年度末 令和７年度末 令和８年度末 

（最終年度） 

前期中期目標期間繰越積立金 1,852     

目的積立金 -     

積立金 -      

 うち経営努力認定相当額      

その他の積立金等 -     

運営費交付金債務 2,452     

当期の運営費交付金交付額（a）  12,625     

 うち年度末残高（b） 115     

当期運営費交付金残存率（b÷a） 0.91%     

 

自己収入に関しては、令和４年度の一般寄附金の受入額は総額 14,683 千円となり、令和３

年度実績額 6,726 千円を上回った。受け入れた一般寄附金の半数以上は事業にかかる寄附金

（9,783 千円）であり、基金事業への理解を促す努力の結果、対応する寄附金の前年度実績（376

千円）を大幅に上回る寄附金を受け入れることができた。 

 

（２）安全性を最優先した資金運用 

中長期的収入の安定と各事業年度の必要収入の確保という両面を考慮した、安全性の高い中

長期債券を基本とした運用を行なっており、同運用に際しては、「資金運用方針・計画」（毎年

度決定）について資金運用諮問委員会（外部の専門家からなる理事長の諮問機関）に諮った上

で、法令等により指定された債券のうち規定の取得基準を満たす格付の高いもののみを選択し

ている。 

令和４年度は償還された 6,000 百万円にて、額面 6,000 百万円分（うち４年債 300 百万円、

５年債 300 百万円、10 年債：2,700 百万円、15 年債：700 百万円、17年債：700 百万円、20 年

債：1,300 百万円）の円貨債券購入を行った。運用は国際交流基金自身が実施し、運用委託は

行っていない。令和４年度運用収入実績額は 764 百万円（計画額：681 百万円）であった。債

券の購入に当たっては、購入競争が激化した債券市場における確実な再投資を達成するため、

安全性及び収益性並びにラダー平準化に配慮した。 

 

（３）保有資産の必要性の見直し 

基金の保有する資産については、財務諸表において詳細な資産情報の公表を引き続き行うと

ともに、資産の利用度のほか、本来業務に支障のない範囲での有効利用の可能性、効果的な処

分、経済合理性といった観点に沿って、その保有の必要性について見直しを行った結果、令和

４年度は以下（６）の作業を進めることとした。 

 

（４）予算、収支計画及び資金計画 

当年度の予算、収支計画及び資金計画を作成し、それらに基づき、適正な予算執行管理を行

った。 

たことで、ラダーの平準化はさらに進ん

だ。 

また保有資産についても適切に公表す

るとともに、資産の利用度や有効利用の

可能性等の観点に沿って、その保有の必

要性について適切に見直しを行った。区

分所有の保有宿舎５戸については、令和

５年度の譲渡処分に向け、着実に準備を

行った。 

以上から、前年度に課題として掲げた

「コロナ禍の影響による不安定な状況の

中での適切な計画策定及び執行管理」と

「精密な投入費用の配分と適切な予算配

分に向けた一層の努力」への対応を含め

て、所期の目標を達成していると判断し、

「Ｂ」評定と自己評価する。 

 

＜課題と対応＞ 

運営費交付金の執行については、コロ

ナ禍に伴う水際対策の終了により人の往

来並びに対面事業の更なる増加が見込ま

れるところ、オンラインの活用による事

業の効率化も考慮しながら、状況の変化

に適切に対応できるような計画策定及び

執行管理を行う。また、業務達成基準に

基づいて、精密な投入費用の配分と適切

な予算配分に一層努めていく。 

・為替予約取引は価格

変動リスクを有してい

ることから、為替予約

取引の契約の都度では

なくとも、例えば四半

期あるいは半期に一度

は、当該為替予約取引

のリスク評価につい

て、資金運用諮問委員

会でチェックするよう

な仕組みを導入しても

よいのではないか。 

・コロナ禍の影響での

計画中止などもあった

が、迅速な対応により

当年度予算の 99.62％

を執行している。資金

運用および保有資産の

見直し・公表も適切に

行われており、所期の

目標を達成していると

判断できるため、自己

評価は妥当である。 
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いては、必要に

応じて外貨建

債券による運

用も行い、事業

収入の確保を

図る。資金の運

用に当たって

は、法人財政を

毀損しないよ

うな資産構成

となるよう基

金内に設置さ

れている資金

運用諮問委員

会に意見を求

めるとともに、

同委員会の定

期的な点検等

を踏まえて運

用を実施し、法

人財政の健全

性確保に努め

る。 

 

（３）保有資産

の必要性の見

直し 

基金の保有

する資産につ

いては、詳細な

資産情報の公

表を引き続き

行うとともに、

資産の利用度

のほか、本来業

務に支障のな

い範囲での有

効利用可能性

の多寡、効果的

要に応じて外

貨建債券によ

る運用も行い、

事業収入の確

保を図る。資金

の運用に当た

っては、法人財

政を毀損しな

いような資産

構成となるよ

う基金内に設

置されている

資金運用諮問

委員会に意見

を求めるとと

もに、同委員会

の定期的な点

検等を踏まえ

て運用を実施

し、法人財政の

健全性確保に

努める。 

 

（３）保有資産

の必要性の見

直し 

基金の保有

する資産につ

いては、詳細な

資産情報の公

表を引き続き

行うとともに、

資産の利用度

のほか、本来業

務に支障のな

い範囲での有

効利用可能性

の多寡、効果的

な処分、経済合

設置されてい

る資金運用諮

問委員会に意

見を求めると

ともに、同委員

会の定期的な

点検等を踏ま

えて運用を実

施し、法人財政

の健全性確保

に努める。 

 

（３）保有資産

の必要性の見

直し 

基金の保有

する資産につ

いては、詳細な

資産情報の公

表を引き続き

行うとともに、

資産の利用度

のほか、本来業

務に支障のな

い範囲での有

効利用可能性

の多寡、効果的

な処分、経済合

理性といった

観点に沿って、

その保有の必

要性について

不断に見直し

を行う。その上

で、基金の資産

の実態把握に

基づき、基金が

保有し続ける

必要があるか

（５）短期借入金の限度額 

 計画なし 

 

（６）不要財産又は不要財産となることが見込まれる財産がある場合には、当該財産の処分に

関する計画 

区分所有の保有宿舎のうち５戸について、令和５年度の譲渡処分に向け、入札実施の準備業

務等、必要な作業を行った。 

 

（７）前項の財産以外の重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとするときは、その計画 

 計画なし 

 

（８）剰余金の使途 

該当なし（独立行政法人通則法第 44 条第３項により中期計画で定める使途に充てることが

できる剰余金（目的積立金）はない。） 
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な処分、経済合

理性といった

観点に沿って、

その保有の必

要性について

不断に見直し

を行うものと

する。その上

で、基金の資産

の実態把握に

基づき、基金が

保有し続ける

必要があるか

を厳しく検証

し、支障のない

限り、国への返

納等を行うも

のとする。 

 

理性といった

観点に沿って、

その保有の必

要性について

不断に見直し

を行うものと

する。その上

で、基金の資産

の実態把握に

基づき、基金が

保有し続ける

必要があるか

を厳しく検証

し、支障のない

限り、国への返

納等を行うも

のとする。 

 

４ 予算、収支

計画及び資金

計画 

（１）予算  

別紙のとお

り 

 

（２）収支計画 

別紙のとお

り 

 

（３）資金計画 

別紙のとお

り  

 

５ 短期借入金

の限度額 

短期借入金

の計画なし 

 

６ 不要財産又

を厳しく検証

し、支障のない

限り、国への返

納等を行う。 

 

４．予算、収支

計画及び資金

計画 

（１）予算 

別紙１のと

おり 

 

（２）収支計画 

別紙１のと

おり 

（３）資金計画 

別紙１のと

おり 

 

５．短期借入金

の限度額 

短期借入金

の計画なし 

 

６．不要財産又

は不要財産と

なることが見

込まれる財産

がある場合に

は、当該財産の

処分に関する

計画 

令和４年度

においては、区

分所有の保有

宿舎のうち５

戸について、令

和５年度の譲

渡処分に向け、
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は不要財産と

なることが見

込まれる財産

がある場合に

は、当該財産の

処分に関する

計画 

区分所有の

保有宿舎につ

いては、令和５

年度に５戸を

譲渡し、これに

より生じた収

入の額の範囲

内で主務大臣

が定める基準

により算定し

た金額を国庫

納付する。 

 

７ 前項の財産

以外の重要な

財産を譲渡し、

又は担保に供

しようとする

ときは、その計

画 

なし 

必要な準備作

業を行う。 

 

７．前項の財産

以外の重要な

財産を譲渡し、

又は担保に供

しようとする

ときは、その計

画 

なし 

 

８．剰余金の使

途  

決算におい

て剰余金が発

生したときは、

文化芸術交流

事業の推進及

び支援、海外に

おける日本語

教育、学習の推

進及び支援、海

外日本研究及

び国際対話・ネ

ットワーク形

成の推進及び

支援、国際文化

交流への理解

及び参画の促

進と支援等の

ために必要な

事業経費に充

てる。なお、運

営費交付金で

賄う経費の節

減により生じ

た利益に係る

目的積立金の
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使途について

は、上記のうち

運営費交付金

で賄う経費に

限る（別途措置

される補助金

等で賄う経費

を除く。）もの

とする。 

 

４．その他参考情報 

例）予算と決算の差額分析、「財務内容の改善に関する事項」の評価に際して行う財務分析など記載 
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令和４年度予算

（単位：百万円）

文化芸術

交流事業費

海外日本語

事業費

海外日本研究・

国際対話事業費

調査研究・

情報提供等事業費
在外事業費

文化交流施設等協力事

業費
法人共通 合計

収入

運営費交付金 2,076 5,805 1,690 593 3,689 1,976 15,828

運用収入 598 8 76 681

寄附金収入 29 7 439 476

受託収入 3 3

アジア文化交流強化基金取崩収入 96 990 1,086

その他収入 1,119 64 56 144 10 9 1,402

計 2,201 7,916 2,352 664 3,908 449 1,985 19,475

支出

業務経費 2,266 7,916 2,360 664 3,908 449 17,564

一般管理費 1,985 1,985

計 2,266 7,916 2,360 664 3,908 449 1,985 19,549

１ 予算

区別

（注）四捨五入による端数処理により、合計が一致しないことがある。

〔人件費の見積り〕　期間中、総額2,362百万円を支出する。

ただし、上記の額は、役員報酬並びに職員基本給、職員諸手当、超過勤務手当及び休職者給与に相当する範囲の費用である。

別紙１ 
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  ２ 収支計画

令和４年度収支計画

（単位：百万円）

文化芸術

交流事業費

海外日本語

事業費

海外日本研究・

国際対話事業費

調査研究・

情報提供等事業費
在外事業費

文化交流施設等協力事

業費
法人共通 合計

費用の部 2,279 7,973 2,383 669 3,938 449 1,997 19,688

経常費用 2,279 7,973 2,383 669 3,934 449 1,996 19,683

　業務経費 2,245 7,850 2,345 656 3,855 449 17,400

　一般管理費 1,961 1,961

　減価償却費 33 123 38 14 79 35 322

財務費用 0 1 1

臨時損失 4 4

　固定資産除却損 0 0

　減損損失 4 4

収益の部 2,276 7,946 2,367 668 3,938 449 1,997 19,641

運営費交付金収益 2,055 5,742 1,676 585 3,635 1,504 15,198

運用収益 598 8 76 681

寄附金収益 94 9 7 439 549

受託収入 3 3

補助金等収益 96 990 1,086

その他収益 1,119 64 56 144 10 9 1,402

資産見返運営費交付金戻入 31 92 20 12 83 35 273

賞与引当金見返に係る収益 270 270

退職給付引当金見返に係る収益 179 179

財務収益 0 0

純利益又は純損失(△) △ 2 △ 27 △ 16 △ 2 △ 47

総利益又は総損失(△) △ 2 △ 27 △ 16 △ 2 △ 47

（注）四捨五入による端数処理により、合計が一致しないことがある。

区別

別紙１ 
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  ３ 資金計画

令和４年度資金計画

（単位：百万円）

文化芸術

交流事業費

海外日本語

事業費

海外日本研究・

国際対話事業費

調査研究・

情報提供等事業費
在外事業費

文化交流施設等協力事

業費
法人共通 合計

資金支出

業務活動による支出 2,245 7,849 2,345 656 3,855 449 3,596 20,995

　運営費交付金事業 2,055 5,741 1,676 585 3,635 13,693

　補助金事業 96 990 1,086

　運用益等事業 94 1,118 669 70 220 449 2,620

　一般管理費 1,954 1,954

　国庫納付の支払額 1,642 1,642

投資活動による支出 21 66 15 8 53 6,024 6,188

　有価証券の取得 6,000 6,000

　有形固定資産の取得 21 66 15 8 53 24 188

財務活動による支出

　リース債務の返済 1 7 8

次期への繰越金 4,886 4,886

計 2,266 7,916 2,360 664 3,908 449 14,512 32,076

資金収入

業務活動による収入 2,105 6,926 2,352 664 3,908 449 1,985 18,389

　運営費交付金収入 2,076 5,805 1,690 593 3,689 1,976 15,828

　運用収入 598 8 76 681

　寄附金収入 29 7 439 476

　受託収入 3 3

　その他収入 1,119 64 56 144 10 9 1,402

投資活動による収入

　有価証券の償還 6,000 6,000

財務活動による収入

前期からの繰越金 161 990 9 6,527 7,687

計 2,266 7,916 2,360 664 3,908 449 14,512 32,076

（注）四捨五入による端数処理により、合計が一致しないことがある。

区別

別紙１ 
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様式１－１－４－２ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

No.11 外交上の重要地域・国を踏まえた機動的、戦略的な事業実施 

当該項目の重要度、困難度 【重要度：高】 

文化外交の実施機関として､中長期的に計画された事業に加え､国際情勢の

変化に応じて機を捉えた事業を行うことが相手国との相互理解の増進等の文

化交流の効果をより高めることとなるとともに､その事業の効果が外交上の

成果に影響するため。 

【困難度：高】 

機動的な対応を行うに当たっては、外交日程等に配慮した調整を行いなが

ら事業を実施する必要があるため。 

関連する政策評価・行政事業レビ

ュー 

 

 

２．主要な経年データ 

 

評価対象となる指標 

 

達成目標 基準値 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

（参考情報） 

当該年度までの累積値等、必

要な情報 

 
本項目に関わる報道件数 実績値   1,578 件     

 

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 （１）外交上

の重要地域・

国を踏まえた

機動的、戦略

的な事業実施 

国際情勢の

変化及び各事

業実施地の国

内事情に留意

し外務省と相

談しつつ、外

交と連動した

機動的な事業

を展開すると

ともに、各国・

地域のニーズ

や事業毎の実

ア 外交上の

重要地域・国

を踏まえた機

動的、戦略的

な事業実施 

国際情勢の

変化及び各事

業実施地の国

内事情に留意

しつつ、中長

期的に計画さ

れた事業に加

えて、国際情

勢の急変、二

国間関係の変

化、首脳外交

等、新たに生

ア 外交上の

重要地域・国

を踏まえた機

動的、戦略的

な事業実施 

国際情勢の

変化及び各事

業実施地の国

内事情に対応

しつつ、中長

期的に計画さ

れた事業に加

えて、国際情

勢の急変、二

国間関係の変

化、首脳外交

等、新たに生

＜主な定量的

指標＞ 

なし 

 

＜その他の指

標＞ 

【指標 13－

１】国際情勢

の急変、二国

間 関 係 の 変

化、首脳外交

等、新たに生

じた外交ニー

ズに対応し、

機動的に実施

する事業への

取組 

令和４年度も過年度に引き続き、国際交流基金海外事務所や外務省、在外公館等を通じた情報

収集と的確な状況把握に努め、外交上重要な情勢の展開等を踏まえて策定した地域別事業方針に

よりつつ、世界各地で活動を展開した。 

 2022 年２月からのロシアによるウクライナ侵攻により、ウクライナを対象とする事業の実施は

困難を極めているが、日本語教材のウクライナ語版制作やこれまで培ってきたネットワークを生

かしたウクライナ向けの情報発信を機動的に行った。また、新型コロナウイルス感染症に起因す

る人の移動や社会的活動に対する制限が徐々に緩和され、外交関係樹立等の周年により文化交流

の機運が高まる地域もある中、リアルな事業実施を可能な限り追求する一方で、オンラインを活

用した新たな層へのリーチや効果の高い事業を継続して、リアルとオンラインを使い分けた効率

的な事業展開を図った。 

  

（１）変動する国際情勢への機動的な対応 

 2022 年２月下旬に始まったロシアによるウクライナ侵攻が続く中、外務省と緊密に連絡調整を

行った上で、国際交流基金の現地事業パートナー等との連携により、戦禍においても日本語・日

本文化に関心を持っているウクライナの人々向けに、情報提供及び可能な範囲での事業を実施し

た。 

 

＜評定と根拠＞ 

評定 Ａ  

根拠： 

【指標 13－１】【指標 13－２】 

新型コロナウイルス感染症に伴う各国

の入国制限等が徐々に緩和されていく

中、各国政府による感染予防策を遵守し

ながら対面による事業の実施を追求しつ

つ、コロナ禍でオンラインの活用により

新たな層へのリーチや効果の拡大等が図

れた事業については継続して、リアルと

オンライン双方の特性を生かしながら事

業を効果的に展開した。 

外交周年の機会等においても、大型公

演・展示事業、基金巡回展、日本映画上映

等を機動的に組み合わせて日本文化を効

果的にアピールした。また、日本 ASEAN 友

評定 Ａ 

＜評定に至った理由＞ 

１ 総論 

（１）新型コロナウイ

ルス感染症の拡大に伴

う人の移動の制限をは

じめ、数多くの制限が

課せられた中、各国政

府が講じた出入国管理

措置、並びに防疫措置

を遵守し、適切に対応

し、特段の問題なく事

業を遂行したことを高

く評価する。特に、オン

ラインの活用を余儀な

くされた中、ハイブリ

ッドも活用し、常に効
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施状況・成果

を踏まえつつ

基金が各年度

に計画する地

域・国別事業

方 針 に 基 づ

き、戦略的に

事業を実施す

る。 

外交上重要

な情勢の展開

等を踏まえて

機動的な事業

の実施が求め

られる場合に

は、速やかに

対応するとと

もに、やむを

得ない事情に

よる事業の中

断等及び海外

事務所に関す

る重要な問題

に対応する場

合には、事前

に外務省と十

分協議の上、

我が国の対外

関係を損なわ

ないよう細心

の 注 意 を 払

う。 

海外現地情

勢等について

在外公館や基

金の海外事務

所を通じて情

報を収集し、

的確な情勢把

じた外交ニー

ズに対応し、

外交と連動し

た機動的な事

業 を 展 開 す

る。 

事業の報道

や反響を通じ

て、事業の実

施が相手国と

の相互理解の

増進等効果を

より高めるこ

とにつながっ

たかどうか、

更には事業成

果が外交上の

成果に影響し

たかどうかに

留意する。ま

た、各年度に

計 画 す る 地

域・国別事業

方 針 に 基 づ

き、事業の重

点化を含め、

効果的・戦略

的に事業を実

施する。 

外交上重要

な情勢の展開

等を踏まえて

機動的な事業

の実施が求め

られる場合に

は、外交日程

等に配慮して

速やかに対応

す る と と も

じた外交ニー

ズに対応し、

外交と連動し

た機動的な事

業 を 展 開 す

る。 

事業の報道

や反響を通じ

て、事業の実

施が相手国と

の相互理解の

増進等効果を

より高めるこ

とにつながっ

たか、更には

事業成果が外

交上の成果に

影響したかど

うかに留意す

る。また、別紙

２の令和４年

度地域・国別

事業方針に基

づき、事業の

重 点 化 を 含

め、効果的・戦

略的に事業を

実施する。 

外交上重要

な情勢の展開

等を踏まえて

機動的な事業

の実施が求め

られる場合に

は、外交日程

等に配慮して

速やかに対応

す る と と も

に、やむを得

（関連指標） 

・上記事業に

対する報道件

数 

【指標 13－

２】基金が年

度当初に計画

した地域・国

別事業方針に

基づき、事業

の重点化を含

め、効果的に

事業を実施。 

 

＜評価の視点

＞ 

各種指標の達

成度や業務実

績を総合的に

判断する。 

 

 

ア．『いろどり 生活の日本語』のウクライナ語版制作及び日本語教育に関する情報提供 

 ウクライナからの避難者及びその支援者をサポートするため、日本語教材『いろどり 生活の

日本語』入門のウクライナ語版を制作し、ウェブサイトで公開した。また、その『いろどり』ウク

ライナ語版、国際交流基金日本語国際センターが監修した NHK ワールド JAPAN「やさしい日本語」

のウクライナ語版、同センターが制作した教材『まるごと 日本のことばと文化』シリーズのウ

クライナ語版補助教材、近年までウクライナに派遣されていた日本語専門家によるレポート（ウ

クライナで日本語を教えた経験に基づくヒント及びメッセージ）といった関係情報を集約した特

設ウェブページを立ち上げて、日本語とウクライナ語の２言語で案内した。 

  

イ．ウクライナ日本センターにおけるオンライン日本語講座の実施 

 ウクライナ日本センター（キーウ市）と共同運営している日本語講座は、新型コロナウイルス

感染症の拡大期以降はすべてオンラインで実施してきた。同講座については 2022 年２月下旬のロ

シアによるウクライナ侵攻の開始直後は一時的な中断期間があったが、2022 年４月上旬にはオン

ラインにより再開した。戦争によりウクライナ国内では停電が頻発し同講座の受講に影響が生じ

ているが、受講生にとっては貴重な時間となっている。基金の日本語専門家は日本からリモート

でウクライナ日本センター現地職員と連絡を取りながら、日本語講座の運営及びオンライン授業

を行った。 

  

ウ．日本文学作品のウクライナ語翻訳出版支援 

 在ウクライナ日本国大使館を通じて、戦禍のため業務を一時的に休止していた現地出版社（助

成対象機関）と連絡を保ち、2023 年２月、『源氏物語』のウクライナ語版（著：紫式部 訳：Ivan 

Dizu）が刊行された。また、令和３年度に翻訳経費を助成した『蒲団（田山花袋短編集）』（著：田

山花袋 訳：Yulia Osadcha Ferrieira）も、同じく 2023 年２月に刊行された。催事型の文化事

業の実施が困難な中、日本文学のウクライナ語版出版を通して現地の人々に日本文化の一端に触

れる機会を提供した。 

  

エ．ロシア及びベラルーシにおける日本語教育支援 

 ウクライナ情勢を受けてロシア及びベラルーシとの文化交流も停滞する中、現地に渡航ができ

ない日本語専門家が、本来であれば派遣先機関となる現地高等教育機関における日本語授業や、

現地の日本語教師向けの勉強会等のアドバイザー業務を、日本からオンラインにより実施した。

オンラインによる授業・事業の実施には多くの制約が伴い、実施頻度や実施規模も十分ではない

が、日本語・日本文化に関心を持ち、将来の日露・日ベラルーシ交流を担いうる学生層及びこれか

らも現地の日本語教育を牽引する日本語教師等との関係の維持に努めた。また、ロシア国内や中

央アジア等のロシア語圏での利用が目される『いろどり 生活の日本語』ロシア語版を制作し、

同地域における日本語学習者及び教師が有効活用できる教材としてウェブサイト上で提供した。 

 

（２）外交関係樹立等の周年または日本政府の施策等に関連した各国・地域における取組 

 外交上重要と位置付けられている周年に対応して、文化芸術交流、日本語教育及び日本研究・

国際対話の各分野において多くの事業を実施した。また、日本政府の施策・法律にて対応が求め

好協力 50周年の記念事業として東京で開

催した国際シンポジウムでは、岸田内閣

総理大臣からビデオメッセージをいただ

き、林外務大臣がレセプションに出席さ

れる等、外交上もきわめて重要な周年事

業にふさわしい機会となった。 

また、日本政府の施策のひとつである

特定技能制度に関連し、在留資格「特定技

能 1 号」を得るために必要な日本語能力

水準を測る「国際交流基金日本語基礎テ

スト」（JFT-Basic）を、依然として現地情

勢が安定しないミャンマーで再開したほ

か、バングラデシュ（ダッカ）での新規実

施を実現した。 

さらに、ウクライナを巡る現在の国際

情勢下、『いろどり 生活の日本語』ウク

ライナ語版の制作や日本語教育に関する

有益な情報の提供等、国際交流基金とし

て支援できることを急ぎ検討して機動的

に対応する一方、ロシア及びベラルーシ

の大学日本学科の学生を対象としたオン

ライン日本語授業を継続する等、制約が

数多く存在する中で実施しうることを追

求し、遂行した。 

 以上のとおり、外交上の重要国・地域を

踏まえつつ、日本政府の施策等に応じた

事業を着実に実施するとともに、令和３

年度に課題として挙げた「オンラインの

活用等も含め文化の発信・交流を途絶え

させない仕組みづくり」を念頭に、ウクラ

イナを始め各国の状況にも機動的に対応

して顕著な成果をあげた。【困難度：高】

の設定であることに鑑み、「Ａ」評定と自

己評価する。 

 

＜課題と対応＞ 

変動する国際情勢を注視し、国際交流

基金ができること・すべきことを引き続

き考え、実行に移せるよう努める。 

果を見据えて柔軟に対

応し、相応の成果を得

ることができたと認識

する。前例のない緊急

対応が求められる中、

状況に合わせ即応でき

たことは高い評価に値

する。 

（２）2022 年２月に始

まったロシアによるウ

クライナ侵攻が続く

中、外務省や現地関係

団体と安全対策を含め

諸課題について、緊密

にコミュニケーション

を重ね、極めて適切な

対応を図り、高い効果

を挙げたものと評価す

る。特筆すべきは、ウク

ライナの人々が、日本

で日本語を学習するツ

ールを迅速に提供した

ことが挙げられ、在京

ウクライナ大からも感

謝の意が表された。ま

た、避難民受入れを表

明している自治体や日

本語学校等約 150 団体

への DM 送付や、在住

ウクライナ人等を通じ

た避難民ネットワーク

への情報展開を行い、

不自由で困難な生活を

日本語の面からサポー

トした。 

（３）新たな日本への

関心層の掘り起こしを

目的として、周年行事

等でも開催することが
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握と計画的な

準備・調整作

業を行うこと

により、効果

的に事業を実

施する。 

なお、「文化

の WA（和・環・

輪）プロジェ

クト～知り合

うアジア～」

については令

和５年度まで

着実に実施す

るとともに、

同プロジェク

トの成果も踏

まえつつ、引

き続き、魅力

ある文化交流

事業を実施し

ていく。 

 

に、やむを得

ない事情によ

る事業の中断

や海外事務所

に関する重要

な問題等に対

応する場合に

は、事前に外

務省と十分協

議の上、我が

国の対外関係

を損なわない

よう細心の注

意を払う。 

更に、海外

現地情勢の悪

化等に伴う事

業の遅延又は

中止を回避す

べく、在外公

館や基金の海

外事務所を通

じた情報収集

を含め、的確

な情勢把握と

計 画 的 な 準

備・調整作業

を行うことに

より、効果的

に事業を実施

する。 

なお、「文化

の WA（和・環・

輪）プロジェ

クト〜知り合

うアジア〜」

については令

和５年度まで

着実に実施す

ない事情によ

り事業を中断

等する場合、

また海外事務

所に関する重

要な問題に対

応する場合に

は、事前に外

務省と十分協

議の上、我が

国の対外関係

を損なわない

よう細心の注

意を払う。 

さらに、海

外現地情勢の

悪化等に伴う

事業の遅延又

は中止を回避

すべく、在外

公館や基金の

海外事務所を

通じた情報収

集を含め、的

確な情勢把握

と計画的な準

備・調整作業

を行うことに

より、効果的

に事業を実施

する。 

なお、「文化

の WA（和・環・

輪）プロジェ

クト〜知り合

うアジア〜」

については、

2023 年の日・

ASEAN 友好協

られたオールジャパンでの取組についても、文化交流機関としての専門性を発揮して積極的に事

業展開した。代表的な事業は以下のとおり。 

 

ア．東アジア 

（ア）中国（日中国交正常化 50 周年） 

 ミュージカル「フィスト・オブ・ノーススター～北斗の拳～」をオンライン形式で実施した。当

初は実際に公演団を派遣することを計画していたが、新型コロナウイルス感染症の影響により派

遣が困難になり、中国語字幕を付してオンラインで配信する方式に切り替えて、2023 年１月に２

回、中国を対象として限定配信を行った。リアル開催は実現しなかったものの、この２回の公演

配信の視聴者は約 28,000 人にのぼり、多くの人が日本の人気作品のミュージカルを楽しんだ。 

また、デザイン・ソサエティ（中国、深圳）との共催により、槙文彦氏設計の複合文化施設であ

る深圳海上世界文化芸術中心を会場として「日本現代建築展＜Beyond Borders: Architecture of 

Japan＞」を開催した。日本の建築は中国においてもきわめて関心が高く、本展では日本の建築家

が中国で手掛けた主要建築を紹介し、建築を通じた日中交流に光を当てた。３か月の会期中の入

場者数は約 21,000 人に達した。 

さらに、中国における日本研究の取組を振り返る事業として、『中国の日本研究 50 年 歩みと

展望』を実施した。中国各地にいる多層な日本研究者や日本及び欧州の関係者など計 40名に及ぶ

関係者にインタビューを行い、そのインタビューの文字記録と完成動画を北京日本文化センター

のウェブサイト、YouTube 等の動画サイトで公開するとともに、各種学術活動の場等で紹介した。 

 

（イ）モンゴル（日本・モンゴル外交関係樹立 50周年） 

 在モンゴル日本国大使館との共催により、ウランバートルのモンゴルアートギャラリーにおい

て巡回展「マンガ・北斎・漫画：現代日本マンガから見た北斎漫画」を開催した。モンゴルにおい

ても「マンガ」は人気を集めており、同展オープニングでは、モンゴル出身で第８回日本国際漫画

賞（2015 年）の最優秀賞を受賞したナンバラル・エルデネバヤル氏があいさつを行った。また、

ウランバートル市内の「テンギス映画館」において６日間にわたる「日本・モンゴル外交関係樹立

50 周年記念 日本映画週間 2022」を開催し、４作品を各２回、日本語音声・英語及びモンゴル語

字幕付きで上映した。 

 

（ウ）韓国 

 こどもに対する日本語教育への関心が高まる中、忠南教育庁国際教育院及び忠南韓国日本語教

育研究会（教師会）が主催する「小中学生日本語１－DAY キャンプ」に対してソウル日本文化セン

ターが企画と運営協力を行った。韓国においては、少子化の影響もあって低年齢層における日本

語学習者数が減少傾向にあるが、同センターのネットワーク及び日本語専門家の知見を活かして

参画し、小中学生が楽しみながら日本語に触れる機会を創出した。 

 

イ．東南アジア 

（ア）ASEAN 諸国（日本 ASEAN 友好協力 50 周年） 

 2023 年３月に、東南アジアから 13 名の有識者が参加して、国際シンポジウム「新たなステージ

多かった日本映画祭へ

始めて参加した率は、

５２％との結果が出て

おり、認知度向上及び

対日関心の向上に寄与

していると評価する。 

これらのことから、

基金による自己評価の

とおり、Ａ評価が適当。 

 

２ 周年行事 

（１）日本 ASEAN友好協

力 50周年 

３月に記念事業とし

て東京で開催した国際

シンポジウムでは、岸

田内閣総理大臣からビ

デオメッセージを得

て、本大臣がレセプシ

ョンに出席し、次の半

世紀に向けた新しい日

本と ASEAN の関係につ

いての活発な議論が展

開する等、外交上もき

わめて重要な、周年事

業にふさわしい行事と

なった。会場での聴講・

オンライン配信・アー

カイブ配信合わせて、

のべ 1,000 人以上が参

加したほか、主要メデ

ィアを含め多数の報道

がなされ、広報上も高

い効果が得られたこと

を評価する。 

 

（２）中国（日中国交正

常化 50 周年） 

 ミュージカル「フィ
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るとともに、

同プロジェク

トの成果も踏

まえつつ、引

き続き、魅力

ある文化交流

事業を実施し

ていく。 

 

力50周年を視

野に入れ、引

き続き着実に

実施する。 

（令和４年度

地域・国別事

業方針：別紙

２） 

 

を迎えた日・ASEAN 関係―グローバル・パートナーシップの構築に向けて―」を東京にてハイブリ

ッド形式（対面とオンラインの併用）で開催した。シンポジウム冒頭には、岸田文雄内閣総理大臣

からの「現在の強固な日 ASEAN 関係の礎にあるのは、幅広い国民間の交流を通じて築き上げた信

頼と尊重に他ならない。国際交流基金も、知的交流や「文化の WA」プロジェクトの下、芸術・文

化交流と日本語教育支援を通じて、日 ASEAN 間の交流を推進してきた。」との激励のビデオメッセ

ージが流され、また、レセプションには林芳正外務大臣が出席されるなど、日本 ASEAN 友好協力

50 周年の日本国内でのキックオフ・イベントとして機運を盛り上げた。シンポジウムは、ASEAN 独

自の地域協力の構想「インド太平洋に関する ASEAN アウトルック（AOIP）」の形成に大きく寄与し

たマルティ・ナタレガワ元インドネシア外務大臣による基調講演のほか、「世界/地域の平和と安

定に向けて」（政治）、「持続可能で豊かな社会の実現に向けて」（経済・社会）、「人々の相互理解と

信頼醸成に向けて」（文化）といったテーマの下で、次の半世紀に向けた新しい日本と ASEAN の関

係についての議論が展開された。会場での聴講・オンライン配信・アーカイブ配信合わせてのべ

1,000 人以上が参加したほか、主要メディアを含め多数の報道がなされた。 

 

（イ）インドネシア・フィリピン（経済連携協定／看護師・介護福祉士候補者向けの日本語教育） 

両国において、日本が受け入れる看護師・介護福祉士候補者が来日後の就労に必要な日本語能

力を習得するための日本語予備教育を実施した。新型コロナウイルス感染症の影響により令和２

年度から原則としてオンラインによる研修を実施しているが、令和３年度末に一部対面での集合

研修を始めたインドネシアに続き、2023 年２月にはフィリピンでも一部集合研修を開始し、より

高い学習効果を目指して授業を実施した。 

 

（ウ）マレーシア（東方政策 40 周年） 

新型コロナウイルス感染症が一定の落ち着きを見せ始める中、2022 年 12 月にマレーシアで３

年振りに開催された「Comic Fiesta」に、アニソンシンガー・鈴木このみ氏を派遣し、公式プログ

ラムとして公演と交流会を実施した。公演には 2,000 人の観客が来場、交流会には定員 120 人に

対して 1,753 人の応募がある等、マレーシアにおけるアニメソング（アニソン）の注目度の高さ

を示した。同公演の録画映像は、舞台公演オンライン配信プロジェクト「STAGE BEYOND BORDERS」

でも配信され、約 21 万ページビューという高い数値を記録した。 

 

ウ．南アジア 

（ア）インド（日印国交樹立 70 周年） 

 世界的に人気を集める新海誠監督映画６作品の上映にあわせて、同監督作品『君の名は。』等で

劇中の音楽を担当した人気ロックバンド RADWIMPS の最新コンサートツアー映像を紹介する

「JAPAN FILM & MUSIC FESTIVAL ～The World of RADWIMPS and Makoto Shinkai～」を開催。デ

リー、ムンバイ、チェンナイ及びベンガルールのインド４都市で総計 9,879 人の観衆が熱狂した。 

 また、これまで日本文化紹介の機会が少なく、「インド北東部の持続可能な開発に向けた日印イ

ニシアティブ」が発足する等、日印両国による取組が求められるインド北東部のインパール、グ

ワハティ、ディマプールの 3都市において、Northeast Japan Caravan として、新海誠監督の映画

4作品の上映と日本文化体験（書道・ゆかた・福笑い）のイベントを実施し、映画上映には 4,256

スト・オブ・ノーススタ

ー～北斗の拳～」に中

国語字幕を付してオン

ラインで配信する方式

に切り替えて、2023 年

１月に２回、限定配信

を行った。リアル開催

は実現しなかったもの

の、この２回の視聴者

は約 28,000 人にのぼ

り、多くの人が日本の

人気作品のミュージカ

ルを楽しんだ。 

また、槙文彦氏設計

の複合文化施設である

深圳海上世界文化芸術

中心を会場として「日

本現代建築展＜Beyond 

Borders: Architecture 

of Japan＞」を開催し

た。３か月の会期中の

入場者数は約21,000人

に達した。 

さらに、『中国の日本

研究 50 年 歩みと展

望』として、中国各地に

いる多層な日本研究者

や日本及び欧州の関係

者など計40名に対して

インタビューし、その

文字記録と完成動画を

動画サイトで公開し

た。 

 

（３）インド（日印国交

樹立 70 周年） 

 世界的に人気を集め

る新海誠監督映画６作

品の上映にあわせて、
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人が参加した。Nagaland Post などの地方紙で取り上げられたほか、事業実施後、現地の日本語学

校に、新しく日本語を習いたいという連絡が多く寄せられる等、新たな対日関心層の掘り起こし

につながった。 

 

（イ）バングラデシュ 

 ダッカ大学に日本研究学科が発足して以降、同大学は日本の教育機関とのネットワークを着実

に拡大してきているが、同学科設立５周年を前年に迎えた 2023 年１月にはハイブリッド形式で日

本研究国際学会を開催し、のべ 700 名超の参加を得た。日本研究分野における同大学の活動は、

2023 年４月の「戦略的パートナーシップに関する日バングラデシュ共同声明」においても評価さ

れ、南アジア地域を代表する日本研究機関としての地位を築いている。 

 

エ．大洋州 

・豪州 

国際文化交流の基盤がある程度整っている豪州においては、他機関と連携した取組を積極的に

推進しており、令和４年度はシドニー日本文化センターとアジア・ソサエティが共催して、日豪

文化交流機関「アーツ・ピープル」創設者兼ディレクターであるキャサリン・フニョー氏とオース

トラリア貿易投資促進庁シニアアドバイザーも務めるフォーサイス伊織氏を招いたクールジャパ

ンをテーマとする対話事業を実施した。また、新型コロナウイルス感染症拡大の影響により蓄積

されたオンライン事業のノウハウを活かして、全豪日本語弁論大会の実施形式をビデオエントリ

ーによる、ウェブサイト上での結果発表等オンライン形式に完全移行し、広大な国土を有する豪

州において効率的に事業を実施した。 

 

オ．北米 

・米国 

 日米間の知的対話・交流事業では、新型コロナウイルス感染症による制約もある中、オンライ

ン事業も併用しつつ対面による事業の再開に努めた。安倍フェローシップでは、採用が決定して

いたフェローの研究活動が無事完了するよう丁寧な支援を行うとともに、「安倍フェローシップ・

グローバルフォーラム」をオンライン実施してフェローによる研究成果発信の機会を創出し、対

話を通じたネットワーク強化を促進した。また、「日米次世代パブリック・インテレクチュアル・

ネットワーク事業」では、モーリーン・アンド・マイク・マンスフィールド財団との協力により、

延期されていた第５期生の訪日研修及び成果発表を実現し、続く第６期生のためにワシントン

D.C.において外部ゲストによる政策課題に関するディスカッションやラウンドテーブル等を実施

した。 

 

カ．中南米 

（ア）メキシコ 

 メキシコ日本文化センターは、メキシコのほか、地域担当国として中米地域各国も視野に入れ

た事業展開をしている。日本語教育事業では、中米カリブの５か国に対し、現地の状況に応じて

対面形式、オンライン形式、ハイブリッド形式のいずれかによって日本語教師研修を実施したほ

劇中の音楽を担当した

人気バンド RADWIMPSの

最新コンサートツアー

映像を紹介したとこ

ろ、インド４都市で総

計 9,879 人の観衆が熱

狂した。 

 また、日印両国によ

る取組が求められるイ

ンド北東部のインパー

ル、グワハティ、ディマ

プールの 3 都市におい

て、新海誠監督の作品

上映と日本文化体験の

イベントを実施し、新

たな対日関心層の掘り

起こしを行ったことを

評価する。 

 

３ 日本語教育 

（１）政府の重要な施

策のひとつである特定

技能制度に関連し、在

留資格「特定技能 1号」

を得るために必要な日

本語能力水準を測る

「国際交流基金日本語

基 礎 テ ス ト 」（ JFT-

Basic）を、現地情勢が

安定しないミャンマー

で再開したほか、バン

グラデシュでの新規実

施を実現したことは、

外交上の重要性を踏ま

えた機動的な時宜を得

た取り組みとして高く

評価する。 

（２）ウクライナを巡

る現在の国際情勢下、
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か、同センターに派遣されている日本語専門家が、12か国の日本語教師から寄せられるカリキュ

ラム作成、教材選定、評価方法等に関する相談に応じて助言を行った。 

 

（イ）ペルー 

 日ペルー外交関係樹立 150 周年を迎える 2023 年に新たにリマ日本文化センターの開設を計画

しており、開設に向けた現地での準備作業にあたるため、令和４年度中に所長予定者をリマに派

遣した。また、同センターの開設及びそれ以降の活動開始に向けて、実施事業の検討を進め、一部

を同周年事業として登録した。 

 

キ．欧州 

（ア）イタリア 

 第 59 回ヴェネチア・ビエンナーレ国際美術展の国別参加部門において、日本館展示を主催し

た。日本館展示の参加アーティストはダムタイプを選出し、音楽家の坂本龍一をメンバーとして

加えた新作を展示した。併せてダムタイプによる音と映像のライブをヴェネチア最古の劇場・ゴ

ルドーニ劇場で実施し、ジャンル複合的な企画により幅広い層にインパクトを与えた。また、日

本がヴェネチア・ビエンナーレにおいて国別展示参加を開始して 70 周年を迎えた 2022 年に、歴

代の日本館展示作家を中心として、日本館展示以外の企画展や他国館に招待された日本の作家も

含めて日本から参加した約 180 名のアーティストを紹介する書籍『ヴェネチア・ビエンナーレと

日本』を日本語版及び英語版で刊行した。 

 

（イ）トルクメニスタン（日本・トルクメニスタン外交関係樹立 30周年） 

在トルクメニスタン日本国大使館との共催により、首都アシガバット市のほか、トルクメナバ

ット市及びマルィ市において日本映画祭を開催した。同事業のオープニングでは、生け花、茶道、

着付けなどのデモンストレーションをあわせて実施して日本理解の相乗効果を高めた。外国の文

化や情報へのアクセスが制限されているトルクメニスタンにおいて、映画祭等の文化イベントは

貴重な機会となっており、新型コロナウイルス感染症拡大を経て日本映画祭が２年ぶりに実施さ

れたことは、新たな対日関心層の獲得と対日理解の深化にもつながった。また、２つの巡回展「焼

締―土の変容」及び「すしを愛でる」をいずれもトルクメニスタン美術館（アシガバット）で開催

し、後者はその後ウズベキスタンにも巡回した。 

 

ク．中東・アフリカ 

（ア）イスラエル（日・イスラエル外交関係樹立 70 周年） 

宮城県南三陸町に伝わる郷土芸能である行山流水戸辺鹿子躍と東北出身のミュージシャンをイ

スラエルに派遣し、世界的に有名な舞台芸術祭「イスラエル・フェスティバル」（エルサレム）と

「イスラエル日本祭り 2022」（テルアビブ）において、イスラエルの人気ロックバンドと共演し

た。2011 年３月の東日本大震災後、イスラエルが南三陸町に医療支援チームを派遣し続けてきた

ことは両国の友好関係の象徴になっており、2021 年には、東日本大震災 10周年追悼事業として、

駐日イスラエル大使館の主催により今回の出演者らが中心となった日本とイスラエルの音楽交流

がオンラインで実施された。今回の事業は、そうした交流の積み重ねの上に企画・実施された。 

『いろどり 生活の日

本語』ウクライナ語版

の制作や日本語教育に

関する有益な情報の提

供等につき支援できる

ことを検討して機動的

に対応したほか、ロシ

ア及びベラルーシの日

本学科の大学生を対象

としたオンライン日本

語授業を継続する等、

制約が数多く存在する

中で実施しうることを

追求して前向きに遂行

したことを評価する。 

（３）コロナ感染症の

影響も多少はあるとは

思われるが、令和３年

度に開発された日本語

学習サイト「いろどり

日本語オンラインコー

ス」の総アクセス数は、

令和３年度は 257 万ペ

ージビューであった

が、令和４年度末には

累計 825 万ページビュ

ーまで増加した。 

 

＜今後の課題＞ 

１ 公募にて申請のあ

った案件の審査に際し

ては、国際情勢、各国の

事情及び二国間関係を

踏まえ、我が国外交上

の重要度合い（重要性

と非重要性）に関し、外

務省及び外部審査員と

も緊密に連携して情報

交換をするべきである



 

108 
 

 また、日本研究分野では、2022 年に創設 10 周年を迎えたイスラエル日本研究学会の大会に対し

て支援を行った。2020 年以来の対面も交えた開催だったが、イスラエルのほか日本、米国、英国、

香港から研究者 38人が現地参加し、フランス、オーストラリア、台湾等からは研究者がオンライ

ンで登壇、イスラエルの学生を含めた参加者は計 250 人にのぼった。日・イスラエル外交関係樹

立 70周年を記念したセッションも含めた３日間のプログラムで、活発な議論が交わされ、研究者

間のネットワーキングも図ることができた。 

 

（イ）パレスチナ 

令和２～３年度に引き続きカイロ日本文化センターが対パレスチナ日本政府代表事務所との共

催によりオンライン日本語講座「JF×パレスチナ オンライン日本語」を実施した。同講座の開

始から３年目にして初めて、対パレスチナ日本政府代表事務所を会場として、対面による修了式

を開催することができた。出席した講座修了者同士も直接会うのは初めての機会であり、参加者

同士の交流や主催者からの激励は学習継続意欲の向上に寄与した。 

 

（ウ）アラブ首長国連邦（日・UAE 外交関係樹立 50 周年） 

 在 UAE 日本国大使館及びアブダビ・ミュージック・アンド・アーツ・ファウンデーションとの

共催により、アブダビ市内のギャラリア・モール内アトリウムにて巡回展「変奏と自立―現代日

本の画家たちの版画」を開催した。また、現地機関と共催して同市内の文化施設マナラート・ア

ル・サディヤートにてクラシック映画及びアニメ映画の上映会を実施したほか、在ドバイ日本国

総領事館との共催により、ラアス・アル・ハイマ首長国、ドバイ首長国及びシャルジャ首長国にお

いて日本映画を上映した。 

 

ケ．国・地域を横断した取組 

（ア）特定技能制度 

 日本語教材『いろどり 生活の日本語』のシラバス・カリキュラムをベースに令和３年度に開

発された日本語学習サイト「いろどり日本語オンラインコース」について、「入門（A1）」コースの

日本語版・英語版を公開するとともに、日本語・英語版のみだった「初級１（A2）」コース、「初級

２（A2）」コースを多言語化し、８言語版を追加公開した。 

 また、在留資格「特定技能 1 号」を得るために必要な日本語能力水準を測る「国際交流基金日

本語基礎テスト」（JFT-Basic）について、現地情勢により開催中止としていたミャンマーでのテ

ストを再開したほか、新たにバングラデシュ（ダッカ）でも開始した。 

 

（イ）海外に移住した邦人の子孫、外国人と日本人を両親に持つ子に対する日本語教育 

令和元年６月に公布・施行された「日本語教育の推進に関する法律」及び令和２年６月に閣議

決定された国際交流基金事業も含む基本方針（「日本語教育の推進に関する施策を総合的かつ効果

的に推進するための基本的な方針」）に基づき、各国の状況に即した支援事業を実施した。ロサン

ゼルス日本文化センターは、保護者からのヒアリングや同分野の専門家との協議を重ね、関係者

にとって有益な情報（継承語学校リスト・マップ、教材等のリソース、関連プログラム・事例紹

介、情報・意見交換や相談等を行えるフォーラム）を集約した継承日本語教育プラットフォーム

ことは論を俟たない。

概ね円滑かつ緊密に、

意義のある意見・情報

交換が行われ、望まし

い成果を上げていると

評価するものの、一部

事業においては、内容

確認が十分ではないと

思われる案件が散見さ

れるところ、外務省及

び外部審査員との一層

円滑な意思疎通が求め

られる。右を通し、真に

外交と連動した機動

的・戦略的な事業実施

が期待される。 

 

２ 周年等の外交と連

動した比較的規模の大

きい主催事業や祭り等

の事業について、予測

困難な事情により、実

施計画や事業内容の変

更があった場合、可能

な限り前広に外務省に

情報共有・相談願いた

い。 

 

＜その他事項＞ 

主な有識者意見の概要

は以下のとおり。 

 

１ ウクライナ、およ

びロシア、ベラルーシ

への事業の必要性は大

いに認められる。他方

で、それ以外にも地域

情勢の悪化により日本

語、日本文化の事業が
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のウェブサイトを開設したほか、シドニー日本文化センターは継承語セミナーを６回実施してオ

ーストラリアを含む８か国から 218 人の参加を得た。 

またトロント日本文化センターでは、ヨーク大学主催のオンラインセミナー「日本語で育てよ

う」の開催を支援した。カナダにおいてはこれまでも、継承日本語教育をテーマとしたセミナー

等が数多く実施されてきたが、本セミナーは継承日本語教育の担い手である保護者を主たる対象

者とする点で新規性があり、本取組への基金全体としての対応を検討する上でも多くの示唆を得

る機会となった。 

 

（ウ）「文化の WA（和・環・輪）プロジェクト〜知り合うアジア〜」 

アジアにおける日本語教師の活動支援及び日本語学習者と日本人の交流の機会の増大を図るた

めに、現地日本語教師・学習者のパートナー役となる人材を各国の日本語教育機関に派遣し、教

室内外で日本語・日本文化紹介活動を行う「日本語パートナーズ派遣」について、長期 182 人、

短期６人、大学連携 91 人の計 279 人を、９か国・地域へ派遣した。令和４年度に任期を満了して

帰国した日本語パートナーズ 283 人の受入校に対して実施したアンケート調査からは、日本語パ

ートナーズの波及効果が現地の日本語学習者にとどまらず、日本語学習者以外の生徒、教員及び

地域住民にも広がっていることが確認できた。さらに、帰国後の日本語パートナーズに対するフ

ォローアップとして、新型コロナウイルス感染症等の影響により見送っていた感謝状贈呈式・交

流会を３年ぶりに開催したほか、ネットワーク構築及び日本語パートナーズ事業の日本社会への

還元を目的とした試みとして、派遣先国・地域や派遣時期が異なる日本語パートナーズ経験者が

集う懇親会を東京及び大阪で初開催した。 

また、文芸対話プロジェクト「YOMU」では、マレーシアから作家及び出版社創設者・編集者を日

本に招へいし、日本人作家、歌人、翻訳家等と日本とマレーシアの文学、出版事情等について議論

する座談会を実施した。さらに、タイ語訳された小説『おばちゃんたちのいるところ』の著者であ

る松田青子氏をタイに派遣し、「バンコク国際ブックフェア 2023」において、令和３年度の「YOMU」

プロジェクトに参加したタイ人作家らを交えた座談会を実施する等、新たなネットワーク構築に

資する双方向の事業を展開した。 

困難になったり、広く

日本研究を含む知的活

動（研究、文化、報道等）

が困難で国外での活動

を希望したりする事例

が多々存在するはずで

あり、今後も機動的か

つ柔軟に国際交流推進

のための事業を推進し

て欲しい。 

 

２ 国際交流基金の自

己評価は妥当と思われ

る。外務省や民間では

なく、国際交流基金だ

からこそできる効果的

な事業が巧く展開され

ている。外務省との連

携や役割分担が上手く

機能している証左と考

える。 

 

４．その他参考情報 

例）予算と決算の差額分析、「財務内容の改善に関する事項」の評価に際して行う財務分析など記載 
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別紙２ 令和４年度 地域別方針 

 

 令和 4（2022）年度 

東アジア 各国内政や外交関係を注視しつつ、パートナーシップ拡充を通じた協働を進め、外交周年

の機会も捉え、以下を推進する。 

1 大都市以外の地域や交流の次世代人材育成も視野に入れた文化事業の実施 

2 対象国における「特定技能」制度による外国人材受入拡大に向けた日本語教育事業の

実施 

3 知日層・次世代日本研究者の育成や他分野との学際的、国際的協力を重点支援 

東南アジア 近年の交流拡大状況、日本文化や日本語学習への関心の高まり等を踏まえ、以下を推進

する。 

1 「文化のWA（和・環・輪）プロジェクト～知り合うアジア～」の着実な推進 

2 「日本祭り」開催支援や日本映画祭等を通じた文化交流の裾野拡大 

3 対象国における「特定技能」制度による外国人材受入拡大に向けた日本語教育事業

の実施 

4 知日層・次世代日本研究者の育成を重点支援 

南アジア 良好な対日イメージはあるものの、日本文化との接触機会が限定的で交流基盤が脆弱な

状況を踏まえ、外交周年の機会も捉え、以下を推進する。 

1 日本映画祭や放送コンテンツ等を活用した、広域への効果的な文化事業の実施 

2 2017 年の日印政府間合意に基づく日本語教師育成事業の継続及び対象国における

「特定技能」制度による外国人材受入拡大に向けた日本語教育事業の実施 

3 拠点機関や次世代研究者への支援を通じた日本研究基盤強化 

大洋州 日本との姉妹都市・市民交流などは活発に行われてきたが、より強固な関係を築くため、以

下を推進する。 

1 日本映画祭や放送コンテンツ等を活用した、広域への効果的な文化事業の実施 

2 日本語教師ネットワークや他団体との連携による、日本語教育の効果的な支援 

3 大学等の日本研究支援、知的交流促進、次世代日本専門家育成支援 

北米 バイデン政権下の日米関係、米中関係等の動向を注視しつつ、以下を推進する。 

1 注目度の高いイベントへの参画を通じた日本のプレゼンスのアピール及び有力文化機

関との連携強化、オンライン事業の積極的な展開 

2 日本語教育の実施拡大に向けたアドボカシー活動の継続及びオンライン事業の積極

的な展開 

3 日米交流の次世代人材育成事業等による交流基盤強化 

4 ジャパン・ハウス ロサンゼルスとの連携 

中南米 日本からの移民、経済協力の歴史や進出日系企業の活動等に裏打ちされた親日的な土壌

を維持・強化するため、日系社会とも連携しつつ、以下を推進する。 

1 広範な地域への裨益を視野に、放送コンテンツ等を活用した文化事業の実施 

2 各国の実情に応じた日本語教育基盤強化及び日本語教育の自立化に資する指導者

育成 

3 分野のバランスを勘案し、効果的な日本研究プロジェクト支援とフェローシップ供与 

4 ジャパン・ハウス サンパウロとの連携 

西欧 共通の価値観や交流の歴史から、肯定的な対日イメージが高い同地域において、日本の

存在感や対日関心を更に高めるため、以下を推進する。 

1 注目度・訴求力の高い国際イベントやオールジャパンでの取組みへの参画 

2 各国・地域の日本研究学会や日本語教師会等との連携により、ニーズに応じた支援を

効果的に実施 

3 ジャパン・ハウス ロンドンとの連携 

中・東欧 

中央アジア 

コーカサス 

概して親日的で日本文化への関心も高い一方、一部の大都市を除き日本文化に触れる機

会が限られていることを踏まえ、国際情勢に十分留意しつつ、以下を推進する。 

1 外交周年等の機会を捉えた効果的な文化事業の実施 

2 各国の学習状況に応じ、巡回指導、研修やeラーニングの活用を組み合わせた日本語

教育の拡充支援 

3 次世代日本研究者の育成を主眼に置いた機関支援やフェローシップ供与 

中東・ 

アフリカ 

対日イメージは概して良好ながら、日本に関する情報は限定的である状況を踏まえ、以下

を推進する。 

1 外交周年等の機会を捉えた文化事業や放送コンテンツ等を通じた交流の裾野拡大 

2 日本語教育アドバイザー及び専門家の出張指導やアドバイザリー業務による広域支援 

3 機関支援やフェローシップ供与を通じた日本研究の底上げ 
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様式１－１－４－２ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

No.12 内部統制の充実・強化 

当該項目の重要度、困難度  関連する政策評価・行政事業レビ

ュー 

 

 

２．主要な経年データ 

 

評価対象となる指標 

 

達成目標 基準値 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

（参考情報） 

当該年度までの累積値等、必

要な情報 

【指標 14】中期目標期間

中に全ての海外事務所及

び国内附属機関・支部が、

１回以上内部監査又は会

計監査人の実地もしくは

それに準ずる手段により

監査を受ける。 

 海外事務所 25 か所  ６か所     
 

 国内附属機関 ２か所  ０か所     
 

 国内支部 １か所  ０か所     
 

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 （２）内部統制の

充実・強化 

「独立行政法

人の業務の適正

を確保するため

の体制等の整備」

（平成26年 11月

28 日総務省行政

管理局長通知）に

基づき業務方法

書に定めた事項

を着実に運用す

るとともに、必要

に応じた内部統

制強化の取組の

実施及び各種規

定の見直しを行

い、より一層法令

イ 内部統制の

充実・強化 

「独立行政法

人の業務の適正

を確保するため

の体制等の整備」

（平成26年11月

28 日総務省行政

管理局長通知）に

基づき業務方法

書に定めた事項

を着実に運用す

るとともに、定期

的にモニタリン

グを行い、必要に

応じ、各種規定の

見直しや運用の

改善を行うこと

イ 内部統制の

充実・強化 

「独立行政法

人の業務の適正

を確保するため

の体制等の整備」

（平成26年 11月

28 日総務省行政

管理局長通知）に

基づき業務方法

書に定めた事項

を着実に運用す

るとともに、定期

的にモニタリン

グを行い、必要に

応じ、各種規定の

見直しや運用の

改善を行うこと

＜主な定量的指

標＞ 

なし 

 

＜その他の指標

＞ 

【指標 14】中期目

標期間中に全て

の海外事務所及

び国内附属機関・

支部が、１回以上

内部監査又は会

計監査人の実地

もしくはそれに

準ずる手段によ

り監査を受ける。 

 

＜評価の視点＞ 

＜主要な業務実績＞ 

（１）統制環境の整備 

業務方法書に基づく関連規程等に従った業務遂行に加え、各種会議（理事会、内部統制委員会、リス

ク管理委員会、コンプライアンス推進委員会等）での課題共有や方針の審議を通じて、内部統制活動を

行った。また、以下のような規程の見直しや運用改善を行ったほか、令和４年度末に開催した内部統制

委員会で同年度中の内部統制に関する取組全体についての点検を行うとともに、同年度終了後の監査

においても点検作業を行った。 

 

 「個人情報の保護に関する法律」の令和３年度改正（令和４年４月１日施行）に基づき、個人情報

保護規程を含む関連内部規程の見直しを行い、改正法の内容に基づき一部改正を行った。 

 「公文書等の管理に関する法施行令」の改正（令和４年１月 26 日改正・施行）を踏まえ、令和３

年度に文書管理規則の改正手続きを行い、令和４年度に施行した。この改正文書管理規則に基づ

き、文書管理を電子化した。 

 リスク管理を重視した新たな内部監査プランを策定した。 

 

（２）リスク対応 

令和４年度にはリスク管理委員会を２回開催し、新型コロナウイルス感染症への対応、危機事案への

対応、安否確認事例等のレビューを実施したほか、リスク管理重点事項の実施状況の確認と業務上のリ

＜評定と根拠＞ 

評定 Ｂ  

根拠： 

各種内規に基づく業

務遂行と規程等の必要

な見直し・運用改善、各

種委員会における審

議、資料配布や様々な

研修を通じて統制環

境・体制の整備に努め

た。リスク管理委員会

においては、新型コロ

ナウイルス感染症を含

む危機事案への対応状

況を確認したほか、令

和４年度リスク管理重

点事項への対応状況確

認、業務上のリスクの

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

自己評価書の「B」との

評価結果が妥当である

と確認できた。 

 

＜今後の課題＞ 

海外事務所等に対する

実地監査等を着実に実

施している点、「コンプ

ライアンス・ガイド」や

海外事務所向けのコン

プライアンス等に関す

る自己点検チェックリ

スト等の配布・掲示等、

リスク管理遵守のため

の取り組みは評価に値

する。 
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順守態勢を徹底

する等、理事長が

トップマネジメ

ントを発揮する

ことにより、内部

統制の実効性向

上に努める。 

また、事業の成

果について引き

続き客観的かつ

定量的な指標に

基づく評価の実

施に努めるとと

もに、その結果を

踏まえ事業の改

善又は廃止を含

む見直しについ

て検討を行う。 

により、統制環境

の整備を進める。 

また、定期的に

開催するリスク

管理委員会にお

いて、業務上のリ

スクを識別し、リ

スクの重大性を

評価して、適切に

リスクに対応す

る。 

更に、理事長に

よるトップマネ

ジメントの下、内

部統制に関する

指示や命令、必要

な情報が組織内

で適時かつ適切

に把握、処理され

るように周知を

徹底するととも

に、適正な業務を

確保するため内

部監査を行い、併

せて個々の職員

の意識の涵養を

目的として、内部

統制に関する研

修を実施する。   

加えて、事業の

成果について引

き続き客観的か

つ定量的な指標

に基づく評価の

実施に努めると

ともに、その結果

を踏まえ事業の

改善又は廃止を

含む見直しにつ

により、統制環境

の整備を進める。 

また、定期的に

開催するリスク

管理委員会にお

いて、業務上のリ

スクを識別し、ま

たリスクの重大

性を評価して、適

切にリスクに対

応する。 

さらに、理事長

によるトップマ

ネジメントの下、

内部統制に関す

る指示や命令、必

要な情報が組織

内で適時かつ適

切に把握、処理さ

れるように周知

を徹底するとと

もに、適正な業務

を確保するため

内部監査を行う。

同監査について

は、中期目標期間

中に全ての海外

事務所及び国内

附属機関・支部

が、１回以上内部

監査又は会計監

査人の実地監査

を受けることと

なるべく着実に

進め、新型コロナ

ウイルス感染症

の影響等により

実地監査の実施

が困難な場合は、

各種指標の達成

度や業務実績を

総合的に判断す

る。 

 

 

スクの見直しを行い、令和５年度のリスク管理重点事項を策定した。 

 

（３）周知の徹底と内部監査 

内部統制に関する指示や命令・情報について、すべての役員と部長等が出席する内部定期会議（運営

検討会議）等の機会に理事長や理事から伝達・指導するとともに、グループウェアを通した組織内での

共有・周知を通じて、内部統制の基礎となる適切な統制環境の醸成に引き続き努めた。 

また、コンプライアンス上の各種の重要事項や注意点を解説した『コンプライアンス・ガイド』を全

勤務者向けに配布・掲示し、職員研修やコンプライアンスの指導に活用するとともに、海外事務所がガ

バナンスやコンプライアンスに関する自己点検を行うためのチェックリストを作成し、全海外事務所

に配布した。 

さらに、リスク管理を重視する観点から、法令・内規の遵守状況、業務の適正性をチェックする９種

類の内部監査（決裁文書書面監査、契約・支出案件監査、助成事業案件監査、会計監査、資金運用監査

等）を実施するとともに、過去の監査における改善意見に関してフォローアップを行った。 

 

（４）海外事務所、国内附属機関・支部に対する内部監査・会計監査人の実地監査 

令和４年度も、新型コロナウイルス感染症の影響により、年度前半には国内外の出張ができなかった

ものの、年度後半には、以下のとおり監事、監査室及び会計監査人による実地監査を行った。 

 

ア．海外事務所 

監事による実地監査  ４か所 

監査室による実地監査（【指標 14】の対象） ４か所 

監査室による個人情報保護・文書管理に関する監査 ４か所 

会計監査人による実地監査（【指標 14】の対象） ２か所 

 

イ．国内附属機関・支部 

監事による実地監査 ３か所 

 

（５）研修等 

 内部統制の充実・強化に向けた職員の知識及び意識の涵養のため、以下のような職員対象研修を実施

した。 

 

 総務・システム・会計等実務研修（例：決裁・文書実務、会計事務等の指導） 

 コンプライアンス研修・指導（新入職員及び海外赴任予定者対象） 

 ハラスメント防止のための研修 

 情報セキュリティ研修 

 危機管理広報研修 

 

（６）内部通報・外部通報 

 規程に基づき、内部通報及び外部通報窓口を設置した。また、公益通報者保護法改正に伴い、基金の

見直し、令和５年度リ

スク管理重点事項への

反映を行った。 

 また、海外事務所及

び国内附属機関・支部

に対する実地監査（【指

標 14】）については、年

度後半に、監事、監査室

及び会計監査人による

様々な観点からの実地

監査を実施した。 

事業評価について

も、令和３年度業務実

績等報告書及び第４期

中期目標期間業務実績

等報告書を適正に作成

するとともに、主要な

事業の成果及び改善点

の確認と令和５年度の

プログラム再編を進め

た。 

以上から、所期の目

標を達成していると認

められるため、「Ｂ」評

定と自己評価する。 

 

＜課題と対応＞ 

監事、監査室及び会

計監査人による実地監

査については、新型コ

ロナウイルス感染症の

影響により、令和元年

度末～令和４年度前半

の間は、書面等による

監査で代替せざるをえ

なかったが、令和５年

度以降は、実地監査を

積極的に展開し、内容

的にも、従来の監査に

なお、引き続き外部

及び内部での実地監査

を実施し、情報セキュ

リティも含め実質的な

内部統制の強化に取り

組むことが期待され

る。 

 

＜その他事項＞ 

主な有識者意見の概要

は以下のとおり。 

・昨今、内部統制制度の

充実・強化の観点から、

独立行政法人の各部門

の業務プロセスごとの

事務リスクを評価し対

応するために、業務フ

ローチャート、業務記

述 書 、 RCM （ Risk 

Control Matrix）を整備

するところも増えてい

る。現状の業務フロー

を既知のものとしたう

えで RCM を整備し、リ

スク評価及び対応をす

ることを検討してもよ

いのではないか。 

・指標 14 の海外事務所

および国内附属機関・

支部に対する監事・監

査室・会計監査人によ

る監査は実施されてい

る。各種内規に基づく

業務遂行と規程の見直

し・運用改善、各種委員

会における審議研修を

通じて、統制環境、態勢

の整備に努めている。

また、『コンプライアン
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いて検討を行う。 

 

これに準ずる手

段により監査を

行い、併せて個々

の職員の意識の

涵養を目的とし

て、内部統制に関

する研修を実施

する。 

また、事業の成

果について引き

続き客観的かつ

定量的な指標に

基づく評価の実

施に努めるとと

もに、その結果を

踏まえ事業の改

善又は廃止を含

む見直しについ

て検討を行う。 

内部通報・外部通報制度を改正した。さらに職員等への周知を行うとともに、対応マニュアルを整備し

た。令和４年度に通報を受けた実績（不受理としたものを含む）は、内部通報・外部通報のいずれも０

件であった。 

 

（７）事業評価 

独立行政法人通則法に基づき、令和３年度業務実績等報告書及び第４期中期目標期間業務実績等報

告書を作成し、外務大臣の評価を受けた。また、主要な事業について、事業の目的意識の明確化を図り、

目的に沿った事業成果と改善点の確認を行った。また、令和５年度プログラム編成に当たっては、前回

（令和４年度プログラム編成）に引き続き、PDCA サイクルをプログラムレベルでも機能させるため、

各プログラムのねらいに対する成果を確認するとともに、今後の方向性を検討した結果、従来のプログ

ラムの一部について統合や変更等の再編を行った。 

 

加え、年々重要性の高

まっている情報セキュ

リティ監査等の監査を

実施していく予定であ

る。 

ス・ガイド』の冊子を全

勤務者に配布し、周知

徹底しており、自己評

価は妥当である。 

 

４．その他参考情報 

例）予算と決算の差額分析、「財務内容の改善に関する事項」の評価に際して行う財務分析など記載 
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様式１－１－４－２ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

No.13 安全管理 

当該項目の重要度、困難度  関連する政策評価・行政事業レビ

ュー 

 

 

２．主要な経年データ 

 

評価対象となる指標 

 

達成目標 基準値 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

（参考情報） 

当該年度までの累積値等、必

要な情報 

  
        

 

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 （３）安全管理 

天災や突発的

な事件・事故、パ

ンデミック等の

非常事態に備え

るため、「国際協

力事業安全対策

会議最終報告」

（平成 28 年８月

30 日外務省及び

独立行政法人国

際協力機構）も踏

まえながら、脅威

情報の収集とそ

れに基づくリス

クアセスメント

を的確に実施す

るとともに、緊急

時における行動

規範や危機発生

時の体制の整備、

こうした事態に

備えた事前の研

ウ 安全管理 

海外における

基金職員及び基

金事業関係者の

安全確保のため

の取組として、

「国際協力事業

安全対策会議最

終報告」（平成 28

年８月 30 日外務

省及び独立行政

法人国際協力機

構）に示された内

容も踏まえつつ、

平時より脅威情

報の収集とそれ

に基づくリスク

アセスメントを

的確に実施する

とともに、行動規

範や危機発生時

の体制の整備や

研修・訓練を行

ウ 安全管理 

海外における

基金職員及び基

金事業関係者の

安全確保のため

の取組として、

「国際協力事業

安全対策会議最

終報告」（平成 28

年８月 30 日外務

省及び独立行政

法人国際協力機

構）に示された内

容も踏まえつつ、

平時より脅威情

報の収集とそれ

に基づくリスク

アセスメントを

的確に実施する

とともに、行動規

範や危機発生時

の体制の整備や

研修・訓練を行

＜主な定量的指

標＞ 

なし 

 

＜その他の指標

＞ 

【指標 15－１】安

全対策に関わる

態勢の整備・強化

の取組状況 

 

【指標 15－２】国

内及び海外関係

者向けに感染症

対策も含めた安

全管理研修の実

施 年間１回以上 

 

＜評価の視点＞ 

各種指標の達成

度や業務実績を

総合的に判断す

る。 

＜主要な業務実績＞ 

（１）新型コロナウイルス感染症関連 

 令和４年度は新型コロナウイルス感染症の流行が一定の落ち

着きを見せはじめ、全世界的に各種制限や措置の緩和の傾向が

見られた。日本国内では、自治体等による感染拡大防止策は継

続するも、「緊急事態宣言」や「まん延防止等重点措置」は出さ

れず、また、2022 年 10 月には入国者総数の上限撤廃、査証免除

措置一時停止解除となったほか、日本入国時検査や入国後の自

宅又は宿泊施設での待機等も求められなくなった。海外につい

ては外務省の感染症危険レベルが2022年 10月 19日に全世界一

律「レベル１（十分注意してください）」に引き下げとなった。

このような状況の変化を踏まえつつ、以下の対策を実施した。 

 

 感染症の流行状況に応じた事業実施方針の適用と事業実施

可否の検討 

 感染状況の変化を勘案した上での各新型コロナウイルス感

染症関連規則・ルールの見直し 

 海外事務所での「感染症マニュアル」作成 

 在宅勤務制度、時差出勤枠拡大の継続 

 次世代 IT 環境への移行や電子決裁システム導入による在

宅勤務環境・効率性の向上 

 事務所内の衛生管理及び基金内部関係者に対する感染拡大

防止のために実施すべき対策に関する、グループウェア等

＜評定と根拠＞ 

評定 Ｂ  

根拠： 

基金職員及び基金事業関係者の安全確保のための体制を確

保・充実させ、事態の推移に応じて適時に対策を検討・実行し

た（【指標 15-１】）。とりわけ前年度の課題としても挙げた新型

コロナウイルス感染症対応においては、国内外の感染状況や各

国政府の指針等について情報収集を行い、適切な対策を講じ

た。 

【指標 15-２】については、海外渡航を伴う業務に携わる職

員を対象とした安全対策研修を実施した。 

以上から、所期の目標を達成していると認められるため、

「Ｂ」評定と自己評価する。 

 

＜課題と対応＞ 

脅威情報の収集・共有や研修実施等を通じて、安全管理に関

する体制の整備に継続して努める。新型コロナウイルス感染症

を巡る状況に引き続き留意し、業務継続性の担保を念頭に必要

な措置を講じる。 

評定 Ｂ 

＜評定に至った理由＞ 

自己評価書の「B」との

評価結果が妥当である

と確認できた。 

 

＜今後の課題＞ 

新型コロナウイルス感

染症の感染状況の収束

に伴い、海外出張や専

門家派遣など海外渡航

を伴う業務に携わるス

タッフ向け研修や「海

外短期実務研修」の参

加が見込まれる若手職

員向け研修等を実施す

る等、引き続き研修内

容や実施方法の不断の

見直しをしている点は

評価に値する。危機管

理の意識を高め、今後

より一層の安全確保対

策の強化が期待され
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修・訓練の実施、

必要に応じて事

業継続計画の見

直し等を図るこ

とで、海外におけ

る基金職員及び

基金事業関係者

の安全を確保す

る。 

い、また必要に応

じて事業継続計

画の見直し等を

図る。 

 

い、また必要に応

じて事業継続計

画の見直し等を

図る。 

とりわけ、令和

元年度末に発生

した新型コロナ

ウイルス対策に

ついて、引き続き

可能な限りの情

報収集を実施し

ながら適切な対

応を行うととも

に、国内外の関係

者向けに感染症

対策も含めた安

全管理研修を年

間１回以上実施

する。 

 

 

 

を通じた適時の情報共有 

 さらに、海外出張や専門家等の海外派遣が本格的に再開し始

めたことを踏まえ、海外渡航を伴う業務に携わる職員等に向け

て海外安全対策基礎研修を計２回実施した。 

 

（２）安全管理全般 

（コロナ禍対応を含めた）関係者の安全管理全般に関しては、

平成 29 年度に設置・整備した「安全管理室」と関連規程類を軸

に、関係部署が連携して対応し、引き続き以下の取組を行った。 

 

 職員や派遣専門家等の「たびレジ」登録の実施 

 「たびレジ」やリスク情報配信サービス等を通じた脅威情

報の収集 

 外務省を始めとする関係機関との情報交換 

 「国際協力事業安全対策会議」「中堅・中小企業海外安全対

策ネットワーク」の会合を通じた情報収集 

 グループウェアや会議を通じた、実際に基金関係者が直面

したリスクに関する情報共有 

 収集したリスク情報の分析や対応策の検討 

 「海外安全対策マニュアル」及び「安全対策の手引き」に基

づく国内各部署における個別のマニュアル類の点検・整備・

見直し  

る。 

 

＜その他事項＞ 

主な有識者意見の概要

は以下のとおり。 

・指標 15-1 のコロナ感

染症対策に対する対応

として、国内外の感染

状況や各国政府の指針

等について情報収集を

行い、適切な対策を実

施したり、指標 15-2 の

海外渡航を伴う業務に

携わる職員を対象とし

た安全対策研修の実施

を実施したりしてお

り、所期の目標を達成

していると判断される

ことから、自己評価は

妥当である。 

 

 

４．その他参考情報 

例）予算と決算の差額分析、「財務内容の改善に関する事項」の評価に際して行う財務分析など記載 
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様式１－１－４－２ 中期目標管理法人 年度評価 項目別評定調書（業務運営の効率化に関する事項、財務内容の改善に関する事項及びその他業務運営に関する重要事項）様式 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

No.14 デジタル化の推進 

当該項目の重要度、困難度 【重要度：高】 

オンラインを活用した新たな事業の実施形態等を追求し、ポストコロナ時

代における新しい国際文化交流の在り方の創造に繋げていくとともに、情報

セキュリティ対策についても引き続き万全を期すよう、業務・組織全般の見

直しにおける重要項目として指摘しているため。 

【困難度：高】 

目標達成に際しては、各国・地域によって異なるデジタル環境や制度等、

外部要因に規定される状況にも対応する必要があるため。 

関連する政策評価・行政事業レビ

ュー 

 

 

２．主要な経年データ 

 

評価対象となる指標 

 

達成目標 基準値 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

（参考情報） 

当該年度までの累積値等、必要

な情報 

本部事業による動画コンテンツ

配信の年間視聴者数 
実績値   11,751,395 件     

 

 

３．各事業年度の業務に係る目標、計画、業務実績、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 
中期目標 中期計画 年度計画 主な評価指標 

法人の業務実績・自己評価 
主務大臣による評価 

業務実績 自己評価 

 （４）デジタル

化の推進  

ア ICT を活用

した事業の展

開 

コロナ禍の

中での事業実

施の経験も踏

まえ、今後 ICT

を活用した事

業の展開の重

要度が増すこ

とを念頭に、文

化芸術、日本

語、日本研究／

国際対話・ネッ

トワーク形成

エ デジタル化

の推進  

（ア）ICT を活

用した事業の

展開 

コロナ禍の

中での事業実

施の経験も踏

まえ、今後 ICT

を活用した事

業の展開の重

要度が増すこ

とを念頭に、文

化芸術、日本

語、日本研究／

国際対話・ネッ

トワーク形成

エ 情報セキュ

リティ対策  

（ア）ICT を活

用した事業の

展開  

コロナ禍の

中での事業実

施の経験も踏

まえ、今後 ICT

を活用した事

業の展開の重

要度が増すこ

とを念頭に、文

化芸術、日本

語、日本研究／

国際対話・ネッ

トワーク形成

＜主な定量的

指標＞ 

なし 

 

＜その他の指

標＞ 

【指標 16】ICT

を活用した事

業の実施状況 

（関連指標） 

・本部事業に

よる動画コン

テンツ配信の

年間視聴者数 

 

＜評価の視点

＞ 

＜主要な業務実績＞ 

（１）ICT を活用した事業の展開 

ア． ア．効果的なアウトカムを生み出すための新たな事業設計 

令和４年度は、個々の取組が重視するアウトカムに適した事業形態を検討しつつ、効果的なアウ

トカムを生み出すための法人の新たな創意工夫の一環として、ICT を補完的に組み合わせた対面事

業の実施や、日本語学習教材へのバーチャル技術の導入等を行った。 

 

（ア）集客型公演事業の収録映像の配信 

コロナ禍の令和２年度末より始動した舞台公演オンライン配信プロジェクト「STAGE BEYOND 

BORDERS」（※本報告書 10 ページにも記載）では、今年度新たな試みとして、集客型の公演事業の

収録映像配信に取り組んだ。リアル開催ならではの一体感ある公演の様子を、後日 ICT を用いて広

く世界に発信することにより、来場者は当日の様子を何度も振り返ることができるとともに、時間

的・地理的な制約から当日の来場が叶わなかった人々もオンラインでの視聴が可能となる等、一回

の事業でリーチ可能な対象や時間の幅を拡大することができた。 

主な事業は以下のとおり。 

 

 

＜評定と根拠＞ 

評定 Ｓ  

根拠： 

ア．ICT を活用した事業の展開 

定性指標【指標 16】ICT を活用した

事業の実施状況 

関連指標 

（再掲） 
実績値 

本部事業によ

る動画コンテ

ンツ配信の年

間視聴者数 

11,751,395 件 

 

令和４年度は、コロナ禍の中で蓄

積したオンライン又はハイブリッ

ド形式での事業実施のノウハウや、

新たなICT技術の活用手法等を発展

評定 Ａ 

＜評定に至った理由＞ 

１ 総論 

（１）中期目標に新たに明

示されたデジタル化の推

進（ICT を活用した事業展

開及び情報セキュリティ

対策）に取り組む重要度及

び困難度はともに高く、令

和４年度においては数多

くの分野で効果的な対策

を講じ、相応の成果を得ら

れたものと高く評価する。 

（２）当該法人の努力によ

り全体として中期計画に

おける所期の目標を上回

る成果が得られたものと
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等の各分野に

おいて、効率的

な事業実施の

在り方を検討

しつつ、地理的

制約にとらわ

れないオンラ

インの特性を

効果的に生か

したポストコ

ロナ時代の新

しい国際文化

交流の取組を

進めることと

する。 

 

イ 情報セキュ

リティ対策 

過去に情報

セキュリティ・

インシデント

が発生したこ

とも踏まえ、政

府機関の情報

セキュリティ

対策のための

統一基準（サイ

バーセキュリ

ティ戦略本部

決定） 等を参

考にしながら、

関係規程及び

マニュアルを

整備し、情勢の

変化に応じた

不断の見直し

を図るととも

に、その適用状

況のチェック

等の各分野に

おいて、効率的

な事業実施の

在り方を検討

しつつ、地理的

制約にとらわ

れないオンラ

インの特性を、

事業や対象の

特徴に応じて

効果的に活用

しながら、ポス

トコロナ時代

の新しい国際

文化交流の取

組を進める。 

 

（イ）情報セキ

ュリティ対策  

「政府機関

等のサイバー

セキュリティ

対策のための

統一基準（令和

３年度版）」（令

和３年７月７

日サイバーセ

キュリティ戦

略本部決定）等

を参考にしつ

つ、情報システ

ム委員会及び

情報セキュリ

ティ委員会を

活用し、関係規

程及びマニュ

アルを整備し、

情勢の変化に

応じた不断の

等の各分野に

おいて、効率的

な事業実施の

在り方を検討

しつつ、地理的

制約にとらわ

れないオンラ

インの特性を、

事業や対象の

特徴に応じて

効果的に活用

しながら、ポス

トコロナ時代

の新しい国際

文化交流の取

組を進める。 

 

（イ）情報セキ

ュリティ対策  

「政府機関

等のサイバー

セキュリティ

対策のための

統一基準（令和

３年度版）」（令

和３年７月７

日サイバーセ

キュリティ戦

略本部決定）等

を参考にしな

がら、「情報セ

キュリティ対

策推進計画（令

和 ３ ～ ４ 年

度）」に基づき、

情報システム

委員会及び情

報セキュリテ

ィ委員会を活

各種指標の達

成度や業務実

績を総合的に

判断する。 

 

 

 

事業名 概要 

東方政策 40 周年記念「鈴木

このみスペシャルライブ in 

Malaysia」（マレーシア） 

※本報告書８ページにも記

載 

・約 2,000 人の観客を動員したアニソンシンガー・鈴木このみの

東方政策 40 周年記念公演の様子に、本人へのインタビューやフ

ァンとの交流会の様子等を追加収録したコンサートドキュメン

タリー映像を制作し、後日「STAGE BEYOND BORDERS」にて公開。 

・公開から１ヶ月で約 21万件の再生数、100 件以上のコメントを

得る等、リアルとオンラインの双方で高い関心を集めた。 

日・イスラエル外交関係樹立

70 周年記念公演「Boom Pam 

& The Spirit of Tohoku」

（イスラエル） 

※本報告書８ページにも記

載 

・東日本大震災復興を機に交流が続いているイスラエルのバンド

Boom Pam と、宮城県南三陸町に伝わる郷土芸能の行山流水戸辺鹿

子躍と東北出身ミュージシャンによるエルサレム・テルアビブ公

演を、日・イスラエル外交関係樹立 70周年を記念して実施。 

・出演者へのインタビューとともに、公演の一部を後日「STAGE 

BEYOND BORDERS」にて公開し、令和４年度末時点での再生数は約

18 万件に及んだ。 

第 59 回ヴェネチア・ビエン

ナーレ国際美術展日本館展

示特別企画「DUMB TYPE | 

AUDIO VISUAL LIVE 2022: 

remix」（イタリア） 

※本報告書 11 ページにも記

載 

・第 59 回ヴェネチア・ビエンナーレ国際美術展日本館で展示さ

れたダムタイプの新作インスタレーション《2022》をベースにし

た音と映像のライブ「DUMB TYPE | AUDIO VISUAL LIVE 2022: 

remix」を、ヴェネチアのゴルドーニ劇場及び日本国内にて上演。 

・同映像は後日「STAGE BEYOND BORDERS」でも公開し、令和４年

度末時点で約 20 万件の再生数を得た。 

 

（イ）ハイブリッド手法の導入による協働の促進 

アジア地域の主要な日本研究機関に所属する大学院生を対象に集中ワークショップを行う事業

「次世代日本研究者協働研究ワークショップ」では、令和４年度は 2022 年 12 月から翌年２月にか

けて第４回目を開催した。10か国・地域から 24 名の若手研究者が参加し、日本・英国・中国・タ

イ・韓国・バングラデシュ・オーストラリア出身の多国籍からなる講師 11 名による講義を通じて

多国間の協働研究の可能性と実践のヒントを得るとともに、グループワークによる協働研究の実

践にも取り組んだ。 

本事業は、コロナ禍以前は７日～10 日程度の訪日形式で、また、コロナ禍により渡航が制限さ

れた令和２年度及び令和３年度は完全オンライン形式で実施してきたが、令和４年度は両者の強

みを効果的に組み合わせて、課題への取組と参加者間の顔合わせを兼ねたオンライングループワ

ークを４回実施した後に、全参加者が訪日し、国際学会を想定した模擬パネル発表を軸とする対面

ワークショップを行うハイブリッド形式にて開催した。初めての試みであったが、事前にお互いを

知る機会があったことで日本滞在初日からコミュニケーションが円滑に進み、国・地域や分野を越

えたコラボレーションも生まれる等、ワークショップの一層の活性化につながった（※本報告書 47

ページにも記載）。 

 

 

的に取り入れつつ、これまで主に動

画配信及び eラーニング・オンライ

ン教材の提供等を通じて培ってき

たICTの活用経験を引き続き活かす

ことで、各事業の特徴に適した手

法・形態の選択を推進した。 

効果的なアウトカムを生み出す

ための事業設計としては、ICT を補

完的に活用し、公演事業の収録映像

の配信や、対面でのワークショップ

開催に先立つ事前オンラインセッ

ションの導入等に新たに取り組ん

だ。これにより、アーティストと来

場者によって生み出される一体感

の創出、または参加者間のコミュニ

ケーションを通じた協働促進やネ

ットワーク形成の強化という、対面

事業ならではの利点を損なうこと

なく、一回の事業によって生み出さ

れる効果をより充実させることが

可能となった。また、バーチャル技

術を取り入れたeラーニング教材の

開発といった新たな技術の活用や、

公募申請受付システムの導入によ

る事業関係者の利便性向上及び事

務処理の効率化等も推進し、今後の

ICT の活用可能性の拡大に注力し

た。 

 さらに、かねてより日本の文化芸

術、言語、対話等に関心をもつ世界

各地の人々に向けてコンテンツ配

信を行ってきた本部公式YouTubeで

は、令和４年度は年間視聴者数（の

べ）11,751,395 件を記録し、南アフ

リカ、エチオピア、アルゼンチンを

始め、従来カバーすることが難しか

った国・地域を含む 163 の国・地域

からアクセスを得る等、昨年度以上

に多くの国・地域の人々に日本文化

認められるものの、所期の

目標を質的かつ量的に上

回る顕著な成果が得られ

たとは確認ができない。ま

た、自主的な取り組みによ

る創意工夫を確認しえな

いところ、本項目の評価は

「Ａ」判定とする。 

 

２ ICT を活用した事業の

展開 

（１）中期目標に示された

諸点、並びにコロナ禍の中

での事業実施の経験も踏

まえつつ、文化芸術、日本

語、日本研究及び国際対話

等の多くの分野において、

事業の特性に応じたICTの

活用を積極的に進め、ポス

トコロナ時代の新しい国

際文化交流を展開したこ

とを高く評価する。 

（２）特に、本部公式

YouTube では、延べ年間視

聴者数 11,751,395 件を記

録したほか、日本映画発信

ウェブサイト「JFF+」では

累計ページビュー数約

1,207 万件を、日本語学習

プラットフォーム「JF にほ

んご e ラーニング みな

と」では累計登録者数約

35.5 万人（201 か国・地域）

をそれぞれ記録する等、オ

ンラインの特性を十分に

生かした、量的・面的アプ

ローチの強化の観点から

際だった業績向上成果を

挙げ、全体として中期目標
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を継続的に行

う。また、定期

的にセキュリ

ティ体制の有

効性を確認す

るとともに、更

なる対策強化・

改善に向けた

検討を行い、デ

ジタル庁を含

め関係府省庁

と適切な連携

を図りつつ、常

に最新の脅威

に対応できる

体制を整備す

る。その一環と

して、クラウド

サービスの活

用を念頭に、令

和３年度版統

一基準に示さ

れる対策又は

これと同等以

上の対策を講

じた「次世代

IT 環境」を構

築する。 

 

見直しを図る

とともに、その

適用状況のチ

ェックを継続

的に行う。ま

た、定期的にセ

キュリティ体

制の有効性を

確認するとと

もに、デジタル

庁を含め関係

府省庁等との

適切な連携を

図りつつ、更な

る対策強化・改

善に向けた検

討を行い、常に

最新の脅威に

対応できる体

制を整備する。

その一環とし

て、職員に対

し、情報セキュ

リティを脅か

しうる事象へ

の対処方法・手

順を含めた情

報セキュリテ

ィに関する教

育等を実施し

て組織的対応

能力の強化を

図るとともに、

ゼロトラスト

で、かつ利便性

を向上させた

国内・海外事務

所で共通の情

報基盤システ

用し、関係規程

及びマニュア

ルを整備し、情

勢の変化に応

じた不断の見

直しを図ると

ともに、その適

用状況のチェ

ックを継続的

に行う。また、

定期的にセキ

ュリティ体制

の有効性を確

認するととも

に、デジタル庁

を含め関係府

省庁等との適

切な連携を図

りつつ、更なる

対策強化・改善

に向けた検討

を行い、常に最

新の脅威に対

応できる体制

を整備する。そ

の一環として、

職員に対し、情

報セキュリテ

ィを脅かしう

る事象への対

処方法・手順を

含めた情報セ

キュリティに

関する教育等

を実施して、組

織的対応能力

の強化を図る

とともに、ゼロ

トラストで、か

（ウ）バーチャル技術を活用した日本語学習教材の開発 

日本で生活や仕事をする際に必要となる基礎的な日本語のコミュニケーション力を身に付ける

ための日本語コースブック『いろどり 生活の日本語』（※本報告書 33 ページにも記載）をベース

に開発された eラーニング教材「いろどり日本語オンラインコース」（※本報告書 34ページにも記

載）では、既存の「初級１（A2）」及び「初級２（A2）」に加えて、2022 年 10 月に新たに「入門（A1）」

の日本語・英語版を公開した。なかでも、「入門（A1）」のオリジナルコンテンツとして開発した「日

本の生活 TIPS バーチャル体験」では、電車の利用、食券の購入、コンビニでの買い物等の日本文

化や生活に関するさまざまな場面を、360 度写真を用いたバーチャル空間で再現し、まるで実際に

その場にいるような体験を可能にすることで、臨場感を持った学びの機会・ツールを学習者に提供

することができた。 

 

（エ）公募申請受付システムの運用開始 

外部向け公募プログラムについて、従来は世界各地に拠点を置く申請者との間で、申請～採否～

交付に係る必要な手続を原則として紙媒体で実施していたが、申請者からの要望も考慮しながら、

より簡便に申請できる環境を整備すべく、電子システムへの移行を行った。令和３年度からの移行

準備期間を経て、令和４年度は「公募申請受付システム」として本格的に運用を開始し、令和５年

度事業分以降の申請について、申請受付からデータの集約・とりまとめ、案件審査、採否決定に至

るまで、システム上で手続を行うことが可能となった。これにより、事業関係者の利便性を格段に

向上させるとともに、事務処理の効率化を図ることができた（※本報告書 88 ページにも記載）。 

 

イ． イ．オンラインの特性を生かした量的・面的アプローチの強化 

 上記ア．に加えて、地理的な制約にとらわれないオンラインの特性を生かし、各事業の対象者に

対する量的・面的なアプローチの強化にも継続的に取り組んだ。主要な取組例は以下のとおり。 

 

（ア）YouTube を活用した日本の文化・言語・対話の魅力発信 

国際交流基金の本部公式 YouTube チャンネルにおいては、令和４年度、上述した「STAGE BEYOND 

BORDERS」の作品等を中心に新たに 160 件以上の動画コンテンツを公開し、当該コンテンツの年間

視聴者数（のべ）は約 682 万件となり、令和３年度以前に公開済みのコンテンツを含めると累計

1,175 万件に及んだ。また、地理的な広がりを示すデータとして、アクセスのあった国・地域数が

163 に達し、令和３年度（140 か国・地域）と比較してリーチできた国・地域の数が大きく伸びた

ことが確認できた。 

 

（イ）「JFF+」を通じた日本映画の紹介 

日本映画に関わる情報や特集記事、映画監督や俳優を始めとする関係者へのインタビュー等を

多数掲載している「JFF+」では、令和４年度に新たに 59 本の記事を掲載した。また、ニュースレ

ターの配信や Facebook 等の SNS を通じた情報発信を行い、ウェブサイトの年間ページビュー数は

約 174 万件、ユニークユーザー数は約 90 万人を記録した。この結果、2020 年 10 月のウェブサイ

ト開設以降の累計ページビュー数は、令和４年度末時点で約 1,207 万件に達した。 

さらに、コロナ禍における新たな取組として開催した「オンライン日本映画祭」のノウハウを活

に触れる機会を提供した。この他に

も、日本映画発信ウェブサイト

「JFF+」では累計ページビュー数約

1,207 万件を、日本語学習プラット

フォーム「JFにほんご eラーニング 

みなと」では累計登録者数約35.5万

人（201 か国・地域）をそれぞれ記

録する等、地理的な制約にとらわれ

ないオンラインの特性を生かした、

量的・面的アプローチの強化を行っ

た。 

 

イ．情報セキュリティ対策 

今期中期目標で構築が求められ

た、ゼロトラストアーキテクチャに

基づいて設計された完全クラウド

化の次世代IT環境として、JF-Cloud

を計画どおり2022年 10月に稼働開

始した。ゼロトラストアーキテクチ

ャは、「ゼロトラストアーキテクチ

ャ適用方針」（令和４年６月 30日デ

ジタル庁）によりデジタル庁を含む

各府省庁等において導入に向けて

検討段階にあるもので、クラウド活

用や働き方の多様化といった業務

環境の変化により増大する脅威に

適合し、高度化したサイバー攻撃を

完全に予防・防御する、最新のセキ

ュリティ対策の考え方である。この

稼働により、国内オフィスはもとよ

り、インフラや各種環境が異なる海

外の全事務所の情報セキュリティ

対策の標準化が実現されるととも

に、ベースラインを統一的に「政府

機関等のサイバーセキュリティ対

策のための統一基準（令和３年度

版）」が定めるラインより高い水準

まで引き上げることができた。組織

全体を俯瞰した情報システム・リス

における所期の目標を上

回る成果を挙げた。 

（３）オンラインとリアル

イベントの効果的かつ有

機的な組み合わせ等、事業

形態の新たな可能性や、オ

ンラインの特性を生かし

た幅広い層へのアプロー

チを追求し、ポストコロナ

の新しい時代の国際文化

交流のあり方を具現した

ことは意義が大きく、高い

評価に値する。 

 

３ 情報セキュリティ対

策 

（１）情報セキュリティの

強化と組織内外の利便性

の向上のため、他の独立行

政法人に先駆けて、中期目

標期間中に実施予定であ

った次世代 IT 環境の整備

を、中期目標期間の１年目

に国内外全拠点を整備し

た点は高い評価に値する。

（２）業務上の情報漏えい

事案は昨年度から１件増

加しており、情報セキュリ

ティに関する研修は、次世

代 IT 環境の稼働に合わせ

た全職員対象の研修１種

類を実施するのみで、情報

漏えい未然防止のための

研修は十分になされてい

ない。 

 

＜今後の課題＞ 

１ 次世代 IT 環境の整備

にあわせた役職員等への
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ム（クラウド・

ベース）として

の「次世代 IT

環境」を構築す

る。 

 

つ利便性を向

上させた国内・

海外事務所で

共通の情報基

盤システム（ク

ラウド・ベー

ス）としての次

世代 IT 環境に

つき、令和４年

度稼働を目指

して、構築・導

入計画を引き

続き推進する。 

 

かし、令和４年度は「JFF+」上の特設ウェブサイトで、地域社会との結びつきが深い「ミニシアタ

ー」に焦点を当てた特集配信企画「JFF+ INDEPENDENT CINEMA」を実施した（※会期は 2022 年 12

月から 2023 年６月の６か月間）。本企画では、日本各地の６つのミニシアターが推薦する日本映画

12 作品の配信に合わせて、監督やキャスト、ミニシアター支配人へのインタビューや、日本政府

観光局（JNTO）と連携したシアター所在地域の特色紹介等を行った。本部 SNS に加えて、日本語国

際センターが運営する SNS 上では日本語学習者に向けた情報発信を行う等、分野を越えた積極的

な広報を行ったところ、特設ウェブサイトのページビュー数は公開から約４か月で約 41 万件にの

ぼり、ペルー、チリ、コロンビア、トルコ等を含む 113 か国・地域でのべ約２万人が視聴、再生回

数は約３万回に及び、広く世界各地で好評を博した（※本報告書 17ページにも記載）。 

 

（ウ）「JFにほんご eラーニング みなと」を通じた日本語学習機会の拡大 

基金では、2016 年の日本語学習プラットフォーム「JF にほんご e ラーニング みなと」（以下

「みなと」）（※本報告書 39 ページにも記載）の一般公開を皮切りに、各種ウェブサイトを通じて

eラーニング及びオンライン教材を提供してきた。コロナ禍以降、全世界でオンライン学習対応へ

の需要が急激な高まりを見せる中、「みなと」を始めとする基金の日本語教育・学習ツールは、国

内外の日本語教育機関におけるオンライン授業の副教材、反転授業やブレンディッド学習等の教

材として活用されている。 

令和４年度は、習熟度に応じて総合的な日本語力を身に付けられるメインコース「まるごと日本

語オンラインコース」を始め、年間 219 のコースを「みなと」上で提供した。特に、これまで入門

から初級レベル（A1～A2）までのコースを提供していた「まるごと日本語オンラインコース」では、

かねてよりのユーザーの要望に応えて、新たに初中級レベルの学習者を対象としたコース（A2B1）

を開講したほか、ユーザーの利便性向上を目的としたトップページの改修も実施した。また、在外

公館による SNS での情報拡散等の協力も得ながら広報に努めたところ、ドミニカ共和国、南アフリ

カ、コートジボワール、ラトビア等の日本語教育機関数が比較的少ない国・地域からもアクセスを

得ることができ、令和４年度末時点での「みなと」の累計登録者数は 201 か国・地域、約 35.5 万

人（前年度比 22％増）、各コースの累計受講者数は 64万人以上（前年度比 29％増）を記録した。 

 

（２）情報セキュリティ対策 

ア．情報セキュリティ対策推進計画（令和４～８年度）に基づき、以下のとおり必要な対策を講じ

た。 

 

 令和３年度情報セキュリティ外部監査（マネジメント監査）における指摘事項６件につき、適

切な改善策を講じ、５件については対応を完了、残る１件についても改善計画を策定した。 

 「政府機関等のサイバーセキュリティ対策のための統一基準（令和３年度版）」に関し、次世

代 IT環境である JF-Cloud の稼働により、要対応事項についてすべて対応・実現させた。 

 新たに発見されたソフトウェアの脆弱性に係る対策は、外務省、NISC（内閣サイバーセキュリ

ティセンター）及びコンピューター技術会社等から情報が届き次第、その都度、速やかに関係

部署に事情聴取及び指示の上、必要な措置を実施した。 

 関係規程及びマニュアルの整備については、「政府機関等のサイバーセキュリティ対策のため

ク管理と情報セキュリティの継続

的な改善をより着実かつ統括的に

運用できる最先端の IT 基盤を導入

できたことは、非常に高く評価でき

ると考える。 

また、情報セキュリティ対策推進

計画（令和４～８年度）に基づき、

「政府機関等のサイバーセキュリ

ティ対策のための統一基準（令和３

年度版）」に即した各種規程類の改

正を実施し、JF-Cloud 環境下での新

たな CSIRT 体制を確立し、組織全体

への周知と教育・訓練を実施すると

ともに、日本語試験センターにおい

て初めて実地での情報セキュリテ

ィ実施状況調査と合わせて情報セ

キュリティ監査を実施した。これら

の結果に対処するともに今後の改

善取組に活かすことで、対策強化の

ための自律的かつ継続的な改善手

法である PDCA サイクルを有効に機

能させる基盤を整備することがで

きた。 

 

以上のとおり、所期の目標を大幅

に上回る成果が得られたことに加

え、【重要度】【困難度】（ともに「高」

と設定）に鑑みて、「Ｓ」評定と自

己評価する。 

 

＜課題と対応＞ 

今後は、情報セキュリティ対策強

化のための PDCA サイクルを一層有

効に機能させるために、特に Check

（評価）から Action（改善）に係る

プロセスを重視し、その改善が次期

の Plan（計画）に活かされるよう、

令和５年度以降、関西国際センター

や日本語国際センターといった国

情報セキュリティに関す

る教育の強化が期待され

る。 

２ 情報セキュリティ・イ

ンシデントの発生を限り

なくなくすべく、引き続き

実効性のある対策の強化

が求められる。 

３ 公募申請サイトのオ

ンライン化の実現は評価

に値するが、使いやすさの

面で改善に向けた不断の

取組が期待される。 

 

＜その他事項＞ 

主な有識者意見の概要は

以下のとおり。 

 

・情報セキュリティ対策の

強化として「JF-Cloud」の

導入・稼働が開始され、政

府統一基準を上回る高い

セキュリティ水準が実現

されたものであり、政府に

おける情報セキュリティ

監査が有効に機能してい

る成功事例として非常に

意義を有するものと考え

る。その観点から自己評価

は妥当である。 

 

・公式 YouTube チャンネル

での実績のほか、対面事業

の補完として、バーチャル

技術の導入、オンラインの

特性を生かした量的・面的

アプローチを展開し、さま

ざまな取り組みを行った。

情報セキュリティ対策も
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の統一基準（令和３年度版）」に対応する形で「情報セキュリティ細則」の改正を実施すると

ともに、「政府機関等の対策基準策定のためのガイドライン（令和３年度版）」を踏まえ、通達

「情報セキュリティ対策基準策定のためのガイドライン」を制定し、関係者への周知を行っ

た。 

 役職員向けの情報セキュリティに関する教育については、例年どおり経営陣対象及び情報セ

キュリティ委員会委員対象の研修、基礎的研修（新入職員対象）、標的型攻撃メール訓練を実

施するとともに、次世代 IT 環境の稼働に合わせて全職員を対象にリモートワークに関する研

修を実施した。また、情報セキュリティ責任者及び管理者に対する自己点検を実施し、その結

果を上記研修に反映した。 

 

イ．研修や情報セキュリティ意識の周知徹底等の対策に引き続き努めた結果、令和４年度のインシ

デント件数は以下のとおり。 

 

 攻撃、ウィルス等  ２件（令和２年度：２件、３年度：２件） 

 業務上の情報漏えい ４件（令和２年度：４件、３年度：３件） 

 

ウ．最高情報セキュリティ（CISO）アドバイザーとともに現状の再確認を行い、改善策について協

議し、順次対応に着手した。 

 

 国内外すべての情報セキュリティと利便性をともに大幅に向上させるべく、「政府機関等のサ

イバーセキュリティ対策のための統一基準（令和３年度版）」で新たに推奨されているゼロト

ラストアーキテクチャを先取りして、これをベースとする次世代 IT 環境として JF-Cloud を

計画どおり 2022 年 10 月に稼働開始した。 

 情報システムの調達に係るガイドライン及び調達のプロセスを、JF-Cloud の稼働により国内

だけでなく海外も含めた全拠点に適用し、調達に伴う情報セキュリティを強化した。 

 情報セキュリティ実施状況調査を日本語試験センターにおいて初めて実地で実施し、現状と

対応策を報告書の形にまとめ、情報セキュリティ監査の資料として監査室に提出した。 

内拠点のみならず、順次海外事務所

においても情報セキュリティ実施

状況調査を実地で実施し、その結果

に応じた対処に基づき、情報セキュ

リティ関係規程及び対策推進計画

の見直しやその他具体的な改善策

に取り組んでいく。 

 

政府の統一基準を上回る

高いセキュリティ水準を

実現している。これらの点

から、自己評価は妥当であ

る。 

 

 

４．その他参考情報 

例）予算と決算の差額分析、「財務内容の改善に関する事項」の評価に際して行う財務分析など記載 

 

 


